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Ⅰ 事務事業評価について 

 

１ 事務事業評価とは 

 

  （１）目的 

     事務事業評価は，事務事業について具体的な目標を掲げ，その目標の達成状況や必

要性，有効性等を評価し，改善，見直し等につなげることを目的としています。 

本市では行政評価推進方針に基づき平成 21 年度より実施しており，行政活動の取

組について達成状況を公開することにより，行政の説明責任を果たし，効率的で質の

高い行政の実現を目指します。 

 

  （２）2011 高知市総合計画（2016 基本計画改訂版）の施策体系と事務事業評価 

     本市では，平成 28 年 12 月に 2011 高知市総合計画（2016 基本計画改訂版）を策定

しました。この計画では，６つの「施策の大綱」，大綱を実現するための基本方針を

示した 14 項目の「政策」，政策の目的を実現するための具体的な方策を示した 54 項

目の「施策」を体系化しています。また，平成 29 年３月には政策・施策に掲げた「め

ざすべき姿」を達成するための具体的な事業（個別事業）を示す総合計画第３次実施

計画（平成 29～32 年度）を策定しました。 

事務事業評価は，当該実施計画に登載されている 539 事業（再掲 78 事業を除く。）

を対象とし，目標達成度や目的妥当性，有効性，効率性，公平性などの視点から検証

するもので，当該実施計画の計画期間内に，少なくとも各事業１回の事務事業評価を

実施します。なお，平成 30 年度の事務事業評価対象事業は 120 事業です。 

 

 

 図１ 2011 ⾼知市総合計画（2016 基本計画改訂版）と事務事業評価 
 総合計画 施策体系 内容 評価実施項⽬

まちづくりの理念 ⾃然と⼈の共⽣　⼈と⼈との共⽣　⾃然と⼈とまちとの共⽣

将来の都市像 森・⾥・海と⼈の環　⾃由と創造の共⽣都市

施策の⼤綱 「共⽣の環」　ほか全６項⽬

政策 「豊かな⾃然に親しみ，⾃然と共⽣するまち」　ほか全14政策

施策 「豊かな⾃然を育む緑と⽔辺の保全」　ほか全54施策

実施計画 個別事業 「保存樹⽊・保存樹林等の保護」　ほか全539事業（再掲78
事業を除く）

【事務事業評価】
・必要性，有効性，効率性，公平性の分析

上記を踏まえ実施計画の計画期間内
（第３次実施計画︓平成29〜32年度）

に全事業の評価を実施

基本構想

基本計画

【政策・施策評価】
・市⺠意識調査結果の分析
・取組，成果，課題の分析

上記を踏まえ，施策毎に評価を実施
（平成31年度実施予定）
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 （３）事務事業評価のスケジュール（平成 30(2018)年度） 

     事務事業評価は，行政評価推進方針により毎年度実施することとしており，各部

局において一次評価したものに対し，外部委員や市議会からの意見を踏まえ，高知

市行政改革推進本部において評価を確定します。 
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図２ 事務事業に係る⾏政評価制度の概要（平成 29 年度〜） 

2011 ⾼知市総合計画（2016 基本計画改訂版） 
施策体系 

施策の⼤綱 
(６項⽬) 

政策・施策評価 

政策・施策評価︓平成 31（2019）年度に実施予定 
※次期総合計画策定作業に活⽤ 
 
事務事業評価︓平成 29(2017)~32(2020)年度の間に 
           各事業１回実施 
○ 評価対象事業 

平成 29(2017)年度︓ 85 事業（実施済） 
平成 30(2018)年度︓120 事業 
平成 31(2019)年度︓149 事業（予定） 
平成 32(2020)年度︓185 事業（予定） 

              計 539 事業（再掲 78 事業を除く） 
 

○ 評価⽅法 
  所属⻑が事業実施の必要性，効率性，公平性及び事業内

容の有効性の 4 つの視点から 1 次評価を⾏い，その結果を踏
まえ，所管部局⻑が総合評価を⾏う。 

 
簡易事務事業評価︓毎年度実施 
○ 評価対象事業 
  事務事業台帳作成事業（約 2,100 事業）から，⼀般管理
経費や法令等の基準があるため指標設定不要と判断した事業を除
いたもの（平成 29(2017)年度︓1,171 事業 評価実施済） 
 
○ 評価⽅法 
  所属⻑が事業実施の必要性，効率性，公平性及び事業内
容の有効性の 4 つの視点を踏まえ，年度毎に設定した評価指標
の⽬標達成度の評価を⾏う。 

 

 
 

事  務  事  業 

（約 2,100 事業） 

政策 
(14 項⽬) 

施   策 
(54 項⽬) 

総合計画第３次実施計画登載事業 
539 事業（再掲除く） 

簡易事務事業評価 

事務事業評価 

評
価
結
果
を
予
算
編
成
・

業
務
改
善
に
活
⽤ 
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Ⅱ　平成30年度　事務事業評価結果一覧（部局順）

必要性 有効性 効率性 公平性

総務部(7) 1 政策企画課 三世代同居等Ｕターン支援事業 12 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

2 広聴広報課 広報あかるいまち発行 14 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

3 広聴広報課 情報公開推進事業 16 Ａ Ａ 17.0 4.0 5.0 3.0 5.0

4 人事課 〇 安心して働ける職場環境の整備 18 Ｂ Ｂ 15.0 4.0 3.0 3.0 5.0

5 人事課 部局研修・課内研修 20 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

6 人事課 風通しのよい職場環境づくり 22 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

7 新庁舎建設事務所 新庁舎建設事業 24 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

防災対策部(3) 8 防災政策課 〇 防災人づくり事業 26 Ａ Ａ 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

9 地域防災推進課 地域防災活動担い手支援事業費補助金 28 Ｂ Ｂ 15.0 5.0 4.0 3.0 3.0

10 地域防災推進課 中山間地域防災対策事業 30 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

財務部(1) 11 財産政策課 〇 公共施設マネジメント推進事業 32 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

市民協働部(7) 12 人権同和・男女共同参画課 地域啓発活動の推進 34 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

13 人権同和・男女共同参画課 市民会館整備調査事業 36 Ａ Ａ 19.0 5.0 5.0 5.0 4.0

14 人権同和・男女共同参画課 男女共同参画の推進 38 Ａ Ａ 17.0 4.0 3.0 5.0 5.0

15 地域コミュニティ推進課 地域コミュニティ再構築事業 40 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

16 地域コミュニティ推進課 市民憲章推進事業 42 Ａ Ａ 17.0 4.0 3.0 5.0 5.0

17 地域コミュニティ推進課 〇 町内会連合会補助金 44 Ｂ Ｂ 14.0 5.0 3.0 3.0 3.0

18 くらし・交通安全課 地域交通運行事業 46 Ａ Ａ 19.0 5.0 5.0 5.0 4.0

健康福祉部(20) 19 介護保険課 施設・居住系サービスの整備 48 Ａ Ａ 18.0 5.0 3.0 5.0 5.0

20 地域保健課 小児救急医療支援事業 50 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 5.0 4.0

21 地域保健課 衛生検査所指導 52 Ａ Ａ 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

22 生活食品課 食品安全推進事業 54 Ａ Ａ 17.0 5.0 3.0 4.0 5.0

23 生活食品課 食品営業許可等指導事業 56 Ａ Ａ 18.0 5.0 3.0 5.0 5.0

24 健康増進課 認知症サポート事業 58 Ａ Ａ 17.0 5.0 4.0 3.0 5.0

25 健康増進課 生活習慣病予防対策事業 60 Ａ Ａ 17.0 5.0 5.0 3.0 4.0

26 健康増進課 口腔保健支援センター 62 Ａ Ａ 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

27 健康増進課 自殺予防啓発事業 64 Ｂ Ｂ 15.0 4.0 3.0 3.0 5.0

28 健康増進課 喫煙対策事業 66 Ｂ Ｂ 15.0 5.0 3.0 3.0 4.0

29 障がい福祉課 日中一時支援事業 68 Ａ Ａ 17.0 3.0 4.0 5.0 5.0

30 障がい福祉課 自立支援医療（更生医療）給付事業 70 Ａ Ａ 16.0 4.0 4.0 4.0 4.0

31 障がい福祉課 重度心身障害児・者医療費助成事業 72 Ｂ Ｂ 15.0 4.0 4.0 3.0 4.0

32 障がい福祉課 障害児放課後等支援事業 74 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

33 障がい福祉課 障害児長期休暇等支援事業 76 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

34 障がい福祉課 IT推進講習事業 78 Ａ Ａ 16.0 4.0 4.0 5.0 3.0

35 障がい福祉課 コミュニケーション支援事業 80 Ａ Ａ 16.0 5.0 4.0 4.0 3.0

36 障がい福祉課 ○ ふれあい体験学習事業 82 Ａ Ａ 16.0 5.0 4.0 4.0 3.0

37 点字図書館 新点字図書館の整備 84 Ａ Ａ 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

38
福祉管理課，第一福祉課，第二
福祉課 災害時備蓄事業 86 Ａ Ａ 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

こども未来部(9) 39 子育て給付課 児童手当 88 Ａ Ａ 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

40 子育て給付課 母子家庭等高等職業訓練促進給付金 90 Ａ Ａ 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

41 母子保健課 予防接種事業 92 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

42 母子保健課 産後ケア事業 94 Ａ Ａ 17.0 5.0 3.0 5.0 4.0

43 母子保健課 ○ 利用者支援事業（母子保健コーディネーター） 96 Ａ Ａ 16.0 5.0 3.0 3.0 5.0

44 母子保健課 パパ・ママあんしんスタート事業 98 Ａ Ａ 16.0 5.0 3.0 5.0 3.0

45 保育幼稚園課 保育所改築等施設整備事業 100 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

46 子ども家庭支援センター 養育支援訪問事業 102 Ａ Ａ 17.0 5.0 4.0 5.0 3.0

47 子ども家庭支援センター 児童虐待予防推進事業 104 Ａ Ａ 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

部　局　名 NO 課　　　名 事　務　事　業　名　称 頁
評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点
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必要性 有効性 効率性 公平性

環境部(13) 48 環境政策課 〇 避難所環境対策事業 106 Ａ Ａ 17.0 5.0 3.0 5.0 4.0

49 新エネルギー推進課 新エネルギービジョン改定事業 108 Ａ Ａ 17.0 4.0 5.0 3.0 5.0

50 新エネルギー推進課 集会所等新エネルギー導入事業補助 110 Ｃ Ｄ 9.0 3.0 1.0 1.0 4.0

51 新エネルギー推進課 低炭素型交通の推進 112 Ｂ Ｂ 14.0 4.0 3.0 3.0 4.0

52 環境保全課 水質汚濁防止事業 114 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

53 環境保全課 浄化槽適正管理推進事業 116 Ａ Ａ 17.0 4.0 5.0 4.0 4.0

54 環境保全課 市有墓地管理事業 118 Ｂ Ｂ 14.0 5.0 3.0 3.0 3.0

55 廃棄物対策課 産業廃棄物の適正処理の推進 120 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

56 廃棄物対策課 各種リサイクル法等に基づく廃棄物の適正処理の推進 122 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

57 東部環境センター 堆肥化推進事業 124 Ａ Ａ 16.0 5.0 5.0 3.0 3.0

58 東部環境センター 環境学習としての清掃施設見学 126 Ａ Ａ 18.0 4.0 5.0 5.0 4.0

59 東部環境センター 最終処分場整備事業 128 Ａ Ａ 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

60 東部環境センター プラスチック減容施設整備事業 130 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

商工観光部（7） 61 産業政策課
勤労者利用施設のサービス向上事業（高知市勤
労者交流館）

132 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

62 産業政策課 事業継続計画の策定促進 134 Ｂ Ｂ 14.0 4.0 3.0 3.0 4.0

63 商工振興課 地産外商推進事業 136 Ａ Ａ 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

64 商工振興課 企業誘致推進事業 138 Ａ Ａ 16.0 4.0 4.0 4.0 4.0

65 商工振興課 中心市街地活性化基本計画推進事業 140 Ｂ Ｂ 15.0 4.0 4.0 3.0 4.0

66 観光振興課 〇 インバウンド観光推進事業 142 Ａ Ａ 18.0 5.0 5.0 4.0 4.0

67 観光振興課 観光シティプロモーション推進事業 144 Ａ Ａ 18.0 5.0 5.0 3.0 5.0

農林水産部（17） 68 農林水産課 保安林環境保全事業 146 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 5.0 4.0

69 農林水産課 環境保全型農業推進事業 148 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

70 農林水産課 人・農地プラン関連事業 150 Ａ Ａ 17.0 5.0 4.0 3.0 5.0

71 農林水産課 学校給食用食材生産支援事業 152 Ｂ Ｂ 13.0 4.0 3.0 3.0 3.0

72 農林水産課 耕作放棄地産地化推進事業 154 Ａ Ａ 18.0 5.0 3.0 5.0 5.0

73 農林水産課 園芸用ハウス整備事業 156 Ａ Ａ 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

74 鏡地域振興課 市民の森整備事業 158 Ｂ Ｂ 15.0 4.0 3.0 3.0 5.0

75 鏡地域振興課 林道舗装事業 160 Ａ Ａ 16.0 5.0 4.0 4.0 3.0

76 春野地域振興課 環境保全型農業推進事業（春野地域） 162 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

77 春野地域振興課 〇 新規就農推進事業 164 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

78 耕地課 仁ノ地区排水対策事業 166 Ａ Ａ 19.0 5.0 5.0 5.0 4.0

79 耕地課 農業土木施設災害復旧（認証災害） 168 Ａ Ａ 19.0 5.0 5.0 5.0 4.0

80 耕地課 農地災害復旧（認証災害） 170 Ａ Ａ 19.0 5.0 5.0 5.0 4.0

81 耕地課 災害復旧（市単独） 172 Ａ Ａ 19.0 5.0 5.0 5.0 4.0

82 耕地課 仁ノ地区排水路整備事業 174 Ａ Ａ 17.0 5.0 3.0 5.0 4.0

83 市場課 食の安全・安心への取組 176 Ａ Ａ 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

84 市場課 市場運営計画の推進 178 Ｂ Ｂ 15.0 4.0 3.0 3.0 5.0

都市建設部(11) 85 都市計画課 屋外広告の日事業 180 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

86 都市計画課 屋外広告物講習会 182 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

87 都市計画課 〇 都市美デザイン賞 184 Ａ Ａ 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

88 みどり課 東部総合運動公園整備事業 186 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

89 みどり課 シンボルツリー植栽事業 188 Ａ Ａ 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

90 みどり課 弥右衛門公園整備事業 190 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

91 道路整備課 狭あい道路整備等促進事業 192 Ａ Ａ 18.0 5.0 4.0 5.0 4.0

92 道路整備課 通学路安全対策事業（補助） 194 Ａ Ａ 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

93 道路整備課 通学路整備事業（単独） 196 Ａ Ａ 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

94 河川水路課 都市下水路ポンプ場長寿命化事業 198 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

95 河川水路課 都市下水路施設整備事業 200 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

部　局　名 NO 課　　　名 事　務　事　業　名　称 頁
評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点

5



必要性 有効性 効率性 公平性

消防局(3) 96 消防局 地震火災対策事業 202 Ａ Ａ 16.0 5.0 3.0 3.0 5.0

97 消防局 救急救命講習の普及啓発 204 Ａ Ａ 18.0 5.0 3.0 5.0 5.0

98 消防局 〇 消防ポンプ自動車整備事業 206 Ａ Ａ 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

教育委員会(16) 99 教育環境支援課 校内放送デジタル化事業 208 Ａ Ａ 19.0 4.0 5.0 5.0 5.0

100 生涯学習課 青少年健全育成施設管理事業 210 Ａ Ａ 18.0 4.0 5.0 4.0 5.0

101 生涯学習課 学校施設の開放推進事業 212 Ａ Ａ 16.0 4.0 4.0 4.0 4.0

102 生涯学習課 人材バンク事業 214 Ａ Ａ 16.0 3.0 3.0 5.0 5.0

103 生涯学習課 地域生涯学習活動支援事業 216 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 5.0 4.0

104 生涯学習課 自治公民館育成･支援事業 218 Ａ Ａ 17.0 5.0 4.0 4.0 4.0

105 スポーツ振興課 体育施設改修事業 220 Ａ Ａ 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

106 人権・こども支援課 平和教育 222 Ａ Ａ 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

107 人権・こども支援課 特別支援教育就学奨励費 224 Ａ Ａ 18.0 5.0 4.0 4.0 5.0

108 人権・こども支援課 心の教育・命の教育 226 Ａ Ａ 16.0 5.0 5.0 3.0 3.0

109 図書館・科学館課 新図書館（本館）の移転新築 228 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

110 図書館・科学館課 〇 子ども読書活動推進事業 230 Ａ Ａ 16.0 4.0 3.0 4.0 5.0

111 教育研究所 中核市研修（高知市立学校教職員研修） 232 Ａ Ａ 18.0 5.0 5.0 4.0 4.0

112 教育研究所 心のふれあい支援事業 234 Ａ Ａ 17.0 5.0 5.0 3.0 4.0

113 民権・文化財課 地域文化発見・活用事業 236 Ａ Ａ 17.0 4.0 4.0 4.0 5.0

114 民権・文化財課 歴史学習の推進と情報発信 238 Ａ Ａ 18.0 4.0 4.0 5.0 5.0

上下水道局(3) 115 水道整備課 耐震性非常用貯水槽の設置 240 Ａ Ａ 19.0 5.0 4.0 5.0 5.0

116 下水道整備課 総合地震対策事業（汚水） 242 Ａ Ａ 18.0 5.0 4.0 5.0 4.0

117 下水道整備課 〇 公共下水道雨水整備事業 244 Ａ Ａ 20.0 5.0 5.0 5.0 5.0

＜平成29年度に終了した事業＞

部　局　名 NO 課　　　名 頁

集計結果

 Ａ 事業継続 103 事業( 85.8 %) 103 事業( 85.8 %)

 Ｂ 改善を検討し，事業継続 13 事業( 10.8 %) 13 事業( 10.8 %)

 Ｃ 事業縮小・再構築の検討 1 事業( 0.8 %) 0 事業( 0.0 %)

 Ｄ 事業廃止・凍結の検討 0 事業( 0.0 %) 1 事業( 0.8 %)

平成29年度に終了した事業 3 事業 3 事業

 合　　　計 120 事業 120 事業

評　　価　　結　　果

部局長
評価

所属長
評価 総合点

頁

防潮堤工事の完了により所期の事業目的を達成し
たため事業終了

平成30年２月に全線開通したことにより所期の事
業目的を達成したため事業終了

終了理由

部　局　名 NO 課　　　名 事　務　事　業　名　称

○印：９月議会常任委員会での報告事業

120

事　務　事　業　名　称

重点推進地区９地区において地震火災対策計画を
策定したことにより所期の事業目的を達成したた
め事業終了

地震火災対策計画策定事業 246地域防災推進課防災対策部 118

部局長評価 所属長評価

道路整備課 旭町福井線（第３工区）

東部環境センター津波防災対策事業東部環境センター119環境部 248

250都市建設部

6



Ⅱ　平成30年度　事務事業評価結果一覧（施策体系順）

部局長 所属長

01
豊かな自然を育む緑と水辺の保
全

68 保安林環境保全事業 農林水産部 農林水産課 Ａ Ａ

02 豊かな自然とのふれあい 74 市民の森整備事業 農林水産部 鏡地域振興課 Ｂ Ｂ

52 水質汚濁防止事業 環境部 環境保全課 Ａ Ａ

53 浄化槽適正管理推進事業 環境部 環境保全課 Ａ Ａ

116 総合地震対策事業（汚水） 上下水道局 下水道整備課 Ａ Ａ

02
地域文化に愛着を持ち，
継承されるまち

04 地域文化の継承と発展 113 地域文化発見・活用事業 教育委員会 民権・文化財課 Ａ Ａ

57 堆肥化推進事業 環境部 東部環境センター Ａ Ａ

58
環境学習としての清掃施設見
学

環境部 東部環境センター Ａ Ａ

55 産業廃棄物の適正処理の推進 環境部 廃棄物対策課 Ａ Ａ

56
各種リサイクル法等に基づく
廃棄物の適正処理の推進

環境部 廃棄物対策課 Ａ Ａ

59 最終処分場整備事業 環境部 東部環境センター Ａ Ａ

60
プラスチック減容施設整備事
業

環境部 東部環境センター Ａ Ａ

119
東部環境センター津波防災対
策事業

環境部 東部環境センター H29終了 H29終了

49
新エネルギービジョン改定事
業

環境部 新エネルギー推進課 Ａ Ａ

50
集会所等新エネルギー導入事
業補助

環境部 新エネルギー推進課 Ｃ Ｄ

51 低炭素型交通の推進 環境部 新エネルギー推進課 Ｂ Ｂ

12 地域啓発活動の推進 市民協働部
人権同和・男女共同
参画課

Ａ Ａ

13 市民会館整備調査事業 市民協働部
人権同和・男女共同
参画課

Ａ Ａ

106 平和教育 教育委員会 人権・こども支援課 Ａ Ａ

09
男女が共に活躍できる社会づく
り

14 男女共同参画の推進 市民協働部
人権同和・男女共同
参画課

Ａ Ａ

15 地域コミュニティ再構築事業 市民協働部 地域コミュニティ推進課 Ａ Ａ

16 市民憲章推進事業 市民協働部 地域コミュニティ推進課 Ａ Ａ

17 〇 町内会連合会補助金 市民協働部 地域コミュニティ推進課 Ｂ Ｂ

8 〇 防災人づくり事業 防災対策部 防災政策課 Ａ Ａ

9
地域防災活動担い手支援事業
費補助金

防災対策部 地域防災推進課 Ｂ Ｂ

38 災害時備蓄事業 健康福祉部
福祉管理課，第一福祉
課，第二福祉課

Ａ Ａ

48 〇 避難所環境対策事業 環境部 環境政策課 Ａ Ａ

19 施設・居住系サービスの整備 健康福祉部 介護保険課 Ａ Ａ

24 認知症サポート事業 健康福祉部 健康増進課 Ａ Ａ

29 日中一時支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 Ａ Ａ

30
自立支援医療（更生医療）給
付事業

健康福祉部 障がい福祉課 Ａ Ａ

31
重度心身障害児・者医療費助
成事業

健康福祉部 障がい福祉課 Ｂ Ｂ

32 障害児放課後等支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 Ａ Ａ

33 障害児長期休暇等支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 Ａ Ａ

107 特別支援教育就学奨励費 教育委員会 人権・こども支援課 Ａ Ａ

34 IT推進講習事業 健康福祉部 障がい福祉課 Ａ Ａ

35 コミュニケーション支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 Ａ Ａ

36 〇 ふれあい体験学習事業 健康福祉部 障がい福祉課 Ａ Ａ

37 新点字図書館の整備 健康福祉部 点字図書館 Ａ Ａ

20 小児救急医療支援事業 健康福祉部 地域保健課 Ａ Ａ

21 衛生検査所指導 健康福祉部 地域保健課 Ａ Ａ

41 予防接種事業 こども未来部 母子保健課 Ａ Ａ

22 食品安全推進事業 健康福祉部 生活食品課 Ａ Ａ

23 食品営業許可等指導事業 健康福祉部 生活食品課 Ａ Ａ

25 生活習慣病予防対策事業 健康福祉部 健康増進課 Ａ Ａ

26 口腔保健支援センター 健康福祉部 健康増進課 Ａ Ａ

27 自殺予防啓発事業 健康福祉部 健康増進課 Ｂ Ｂ

28 喫煙対策事業 健康福祉部 健康増進課 Ｂ Ｂ

共
生
の
環

08

10
地域の絆を強める地域コミュニ
ティの活性化

地域の資源や再生可能エ
ネルギーを活用した地球
環境にやさしいまち

03 地球にやさしい環境汚染の防止

豊かな自然に親しみ，自
然と共生するまち

平和理念の普及と人権尊重の社
会づくり

大綱 政策 施策 部　局　名NO 事　務　事　業　名　称

01

11
地域防災力の向上（命をつなぐ
対策の推進）

多様な主体が連携し，市
民と行政が協働するまち

安
心
の
環

02

評価結果
課　　　名

環境にやさしい地球温暖化対策
の推進

07

資源循環型都市の構築05

廃棄物の適正処理による環境負
荷の低減

06

01

03

04

05

06

07

平和と人権が尊重され，
男女が共に輝けるまち

住み慣れた地域で，自分
らしく暮らせるまち

高齢者の地域生活支援

障がいのある人への支援

障がいのある人の社会参加の促
進

15

16

17

健康で安心して暮らせる
まち

20
地域医療体制と健康危機管理体
制の確立

21
衛生的な生活環境づくりと動物
愛護の推進

22
生涯を通じた心身の健康づくり
支援

7



部局長 所属長

42 産後ケア事業 こども未来部 母子保健課 Ａ Ａ

43 〇
利用者支援事業（母子保健
コーディネーター）

こども未来部 母子保健課 Ａ Ａ

44
パパ・ママあんしんスタート
事業

こども未来部 母子保健課 Ａ Ａ

45 保育所改築等施設整備事業 こども未来部 保育幼稚園課 Ａ Ａ

46 養育支援訪問事業 こども未来部 子ども家庭支援センター Ａ Ａ

47 児童虐待予防推進事業 こども未来部 子ども家庭支援センター Ａ Ａ

39 児童手当 こども未来部 子育て給付課 Ａ Ａ

40
母子家庭等高等職業訓練促進
給付金

こども未来部 子育て給付課 Ａ Ａ

108 心の教育・命の教育 教育委員会 人権・こども支援課 Ａ Ａ

111
中核市研修（高知市立学校教
職員研修）

教育委員会 教育研究所 Ａ Ａ

112 心のふれあい支援事業 教育委員会 教育研究所 Ａ Ａ

26 安全で安心な教育環境の整備 99 校内放送デジタル化事業 教育委員会 教育環境支援課 Ａ Ａ

27 青少年の健全な心と体の育成 100 青少年健全育成施設管理事業 教育委員会 生涯学習課 Ａ Ａ

101 学校施設の開放推進事業 教育委員会 生涯学習課 Ａ Ａ

102 人材バンク事業 教育委員会 生涯学習課 Ａ Ａ

103 地域生涯学習活動支援事業 教育委員会 生涯学習課 Ａ Ａ

104 自治公民館育成･支援事業 教育委員会 生涯学習課 Ａ Ａ

109 新図書館（本館）の移転新築 教育委員会 図書館・科学館課 Ａ Ａ

110 〇 子ども読書活動推進事業 教育委員会 図書館・科学館課 Ａ Ａ

30
ライフステージに応じた生涯ス
ポーツの推進

105 体育施設改修事業 教育委員会 スポーツ振興課 Ａ Ａ

32
先人から受け継いだ歴史文化・
文化財保護の推進

114 歴史学習の推進と情報発信 教育委員会 民権・文化財課 Ａ Ａ

69 環境保全型農業推進事業 農林水産部 農林水産課 Ａ Ａ

70 人・農地プラン関連事業 農林水産部 農林水産課 Ａ Ａ

71 学校給食用食材生産支援事業 農林水産部 農林水産課 Ｂ Ｂ

72 耕作放棄地産地化推進事業 農林水産部 農林水産課 Ａ Ａ

73 園芸用ハウス整備事業 農林水産部 農林水産課 Ａ Ａ

76
環境保全型農業推進事業（春
野地域）

農林水産部 春野地域振興課 Ａ Ａ

77 〇 新規就農推進事業 農林水産部 春野地域振興課 Ａ Ａ

78 仁ノ地区排水対策事業 農林水産部 耕地課 Ａ Ａ

79
農業土木施設災害復旧（認証
災害）

農林水産部 耕地課 Ａ Ａ

80 農地災害復旧（認証災害） 農林水産部 耕地課 Ａ Ａ

81 災害復旧（市単独） 農林水産部 耕地課 Ａ Ａ

82 仁ノ地区排水路整備事業 農林水産部 耕地課 Ａ Ａ

34
山・川・海の恵みを活かした林
業・漁業の振興

75 林道舗装事業 農林水産部 鏡地域振興課 Ａ Ａ

35
地場企業の強みを活かした産業
の振興

63 地産外商推進事業 商工観光部 商工振興課 Ａ Ａ

66 〇 インバウンド観光推進事業 商工観光部 観光振興課 Ａ Ａ

67
観光シティプロモーション推
進事業

商工観光部 観光振興課 Ａ Ａ

83 食の安全・安心への取組 農林水産部 市場課 Ａ Ａ

84 市場運営計画の推進 農林水産部 市場課 Ｂ Ｂ

38 新たな事業の創出と企業誘致 64 企業誘致推進事業 商工観光部 商工振興課 Ａ Ａ

39 いきいきと働ける環境づくり 61
勤労者利用施設のサービス向
上事業（高知市勤労者交流
館）

商工観光部 産業政策課 Ａ Ａ

40
地域特性を活かし，バランスの
取れた都市の形成

65
中心市街地活性化基本計画推
進事業

商工観光部 商工振興課 Ｂ Ｂ

18 地域交通運行事業 市民協働部 くらし・交通安全課 Ａ Ａ

120 旭町福井線（第３工区） 都市建設部 道路整備課 H29終了 H29終了

91 狭あい道路整備等促進事業 都市建設部 道路整備課 Ａ Ａ

92 通学路安全対策事業（補助） 都市建設部 道路整備課 Ａ Ａ

93 通学路整備事業（単独） 都市建設部 道路整備課 Ａ Ａ

大綱 政策 NO 事　務　事　業　名　称 課　　　名施策 部　局　名

子ども・子育て支援の充実23

33

08

10

11

地
産
の
環

04

1205

ま
ち
の
環

心と体の健やかな成長への支援

25 生きる力を育む学校教育の充実

03

育
み
の
環

09

地域の豊かな資源を活
かし，活力ある産業が
発展するまち

にぎわいが創出され，
いきいきと働けるまち

安全で円滑な交通体系の整備41

便利で快適に暮らせる
まち

観光魅力創造・まごころ観光の
推進

36

魅力あふれる商業の振興37

大地の恵みを活かした農業の振
興

いきいきと学び楽し
み，活躍できるまち

29 学びが広がる生涯学習の推進

評価結果

子どもの安心・成長・
自立を支えるまち

24

8



部局長 所属長

85 屋外広告の日事業 都市建設部 都市計画課 Ａ Ａ

86 屋外広告物講習会 都市建設部 都市計画課 Ａ Ａ

87 〇 都市美デザイン賞 都市建設部 都市計画課 Ａ Ａ

88 東部総合運動公園整備事業 都市建設部 みどり課 Ａ Ａ

89 シンボルツリー植栽事業 都市建設部 みどり課 Ａ Ａ

43 安全で安定した水道水の供給 115 耐震性非常用貯水槽の設置 上下水道局 水道整備課 Ａ Ａ

99 その他 54 市有墓地管理事業 環境部 環境保全課 Ｂ Ｂ

118 地震火災対策計画策定事業 防災対策部 地域防災推進課 H29終了 H29終了

11 中山間地域防災対策事業 防災対策部 地域防災推進課 Ａ Ａ

90 弥右衛門公園整備事業 都市建設部 みどり課 Ａ Ａ

94
都市下水路ポンプ場長寿命化
事業

都市建設部 河川水路課 Ａ Ａ

95 都市下水路施設整備事業 都市建設部 河川水路課 Ａ Ａ

96 地震火災対策事業 消防局 消防局 Ａ Ａ

117 〇 公共下水道雨水整備事業 上下水道局 下水道整備課 Ａ Ａ

97 救急救命講習の普及啓発 消防局 消防局 Ａ Ａ

98 〇 消防ポンプ自動車整備事業 消防局 消防局 Ａ Ａ

47 災害からの迅速な復旧 7 新庁舎建設事業 総務部 新庁舎建設事務所 Ａ Ａ

48 復旧・復興体制の強化 62 事業継続計画の策定促進 商工観光部 産業政策課 Ｂ Ｂ

52
新しい人の流れを生み出す移
住・定住の促進

1
三世代同居等Ｕターン支援事
業

総務部 政策企画課 Ａ Ａ

2 広報あかるいまち発行 総務部 広聴広報課 Ａ Ａ

3 情報公開推進事業 総務部 広聴広報課 Ａ Ａ

4 〇
安心して働ける職場環境の整
備

総務部 人事課 Ｂ Ｂ

5 部局研修・課内研修 総務部 人事課 Ａ Ａ

6 風通しのよい職場環境づくり 総務部 人事課 Ａ Ａ

54 持続可能な公共施設の提供 11 〇
公共施設マネジメント推進事
業

財務部 財産政策課 Ａ Ａ

○印：９月議会常任委員会での報告事業

 Ｃ ：事業縮小・再構築の検討

 Ｄ ：事業廃止・凍結の検討

事　務　事　業　名　称 部　局　名 課　　　名
評価結果

大綱 政策 施策 NO

 Ａ ：事業継続

【評価結果】

 Ｂ ：改善を検討し，事業継続

市民から信頼される行政改革・
財政の健全化

5306

自
立
の
環

14
多様な交流や，新たな
人の流れが生まれ，自
立したまち

災害に強く，安全に暮
らせるまち

13

ま
ち
の
環

05

魅力あふれる都市美・水と緑の
整備

44 命を守る対策の推進

46 消防・救急・医療体制の強化

12
便利で快適に暮らせる
まち

42

9
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Ⅲ 事務事業評価結果 

 

 

 

 

 

 １ 評価実施事業 

    120 事業（１３部局４８課） 

 

 ２ 評価結果 

  ⑴ 部局長評価  Ａ 事業継続 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１０３事業 

           Ｂ 改善を検討し，事業継続 ・・・・・・・・・・ １３事業 

           Ｃ 事業縮小・再構築の検討 ・・・・・・・・・・  １事業 

           Ｄ 事業廃止・凍結の検討 ・・・・・・・・・・・  ０事業 

 

  ⑵ 所属長評価  Ａ 事業継続 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１０３事業 

           Ｂ 改善を検討し，事業継続 ・・・・・・・・・・ １３事業 

           Ｃ 事業縮小・再構築の検討 ・・・・・・・・・・  ０事業 

           Ｄ 事業廃止・凍結の検討 ・・・・・・・・・・・  １事業 

  

  ⑶ 平成29年度に終了した事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３事業 
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１　事業の位置付け

06

14

52

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

新しい人の流れを生み出す移住・定住の促進
め
ざ
す
べ
き
姿

　都市部，田園地域及び中山間地域までの全域で，幅広
い世代への移住促進と併せて，すべての市民が定住でき
る施策を進め，新しい人の流れを生み出し，活力とにぎ
わいを維持・発展させ，移住者を含むすべての市民に
とって「住んでみたい・住み続けたいまち高知市」を実
現し，人口減少を克服することをめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 10 8

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 3,428 2,724 3,430

(人) 0.25 0.25 0.25

 その他 (人) 0.05 0.05

②
概
算
人
件
費
等

104

 正規職員

○正職員３名，臨時職員１
名で業務に当たっている
（室長0.05，係長・担当各
0.1，臨時0.05）
○その他の人件費の単価は
臨時職員人件費H28：2,055
千円，H29：2,085千円，
H30:2,107千円

 正規職員 (千円) 0 1,825 1,825 1,825

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 1,928 1,929

103

0.05

1,500

105

 人役数 (人) 0.30 0.30 0.30

1,930

財
源
内
訳

 国費 (千円) 0 0

 その他 (千円) 0 0

 市債 (千円) 0 0

 翌年度への繰越額 (千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,500 795

 県費 (千円) 0 0

1,500

 一般財源 (千円) 0 1,500 795

年15組 年15組

Ｄ
目標

実績

目標

実績

まち・ひと・しごと創生総
合戦略のKPI：
本事業を通じた移住組数
平成28～31年度の４年間で
累計40組

実績 － 年14組 年7組

目標 －
評
価
指
標

Ａ 補助利用組数
目標 － 年10組

Ｂ
補助事業に関する新規相談
者数

年15組

Ｃ

年25組 年25組

実績 － 年21組 年18組

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 補助利用組数

Ｂ 補助事業に関する新規相談者数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

補助を利用したＵターン移住組数

Ｕターン支援につなげるための新規相談

意図
どのような状態
にしていくのか

子育て世帯の移住・定住を促進を目的として，子育て支援・老後の不安解消を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

親世帯・子育て世帯がお互いに助け合いながら暮らせる安心のまちづくりを目指して，三世代同居等となる子育て世帯の県外
からの転入費用（引越し費用に対して上限10万円）や定住費用（賃借に係る仲介手数料または取得に係る登録免許税に対して
上限5万円）を支援する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市内在住の親世帯，県外在住の高知市へのＵターン子育て世帯
事業開始年度 平成28年度

事業終了年度

高知市三世代同居等Ｕターン支援事業費補助金交付要綱

高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略，高知市移住・定住促進計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な交流や，新たな人の流れが生まれ，自立したまち

施策

　所管部署 政策企画課 　所属長名 西成　英丈

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 自立の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 三世代同居等Ｕターン支援事業
　所管部局 総務部 　部局長名 弘瀨　優
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　子育て世帯のＵターン支援・子育て支援と，親世帯の老後の安心を兼ねた事業であり，事業効果は高い。若者
をターゲットにした移住支援として，引き続き事業を実施していく。

 B 改善を検討し，事業継続

⑦特に偏りがなく，補助要件に合うＵターン希望者の
支援ができている。
⑧Ｕターンに係る必要経費である，引越し費用や仲介
手数料，登録免許税に対する補助は妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

⑤補助要件や補助上限額など，現状が適当である。
⑥子育て世帯を対象とした事業は他にないため，現状
が望ましい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

③補助件数は平成29年度は目標達成できていないが，
長期的には平成31年度までのKPI（本事業を通じた移
住組数平成28～31年度の4年間で累計40組）達成に向
けて概ね順調である。
④内容は概ね妥当であるが，さらに支援を受けられや
すいように改善の余地（要件緩和など）がある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

①本市の人口減少対策として，本市との関わりの強い
移住者のＵターンを支援することで，社会増につなが
る。
②子育て世帯が親世帯の近隣にＵターンすることで，
老後の不安を解消することができ，Ｕターンの支援
ニーズは一定ある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　移住する上で，引越し費用や移住先での住まいの賃借・取得に係る費用など，移住者の負担が大きいことから，可能な限り移住者の負担を軽減す
ることが，移住の後押しにつながる。本補助制度を活用し，平成28年度は14組39人，平成29年度は７組23人がＵターン移住している。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

06

14

53

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

山脇　弘道

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 自立の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 広報あかるいまち発行
　所管部局 総務部 　部局長名 弘瀨　優

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な交流や，新たな人の流れが生まれ，自立したまち

施策

　所管部署 広聴広報課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

広報「あかるいまち」を閲読いただき，市政への理解を深めていただくとともに，多くの市民に，本市が提供する住民サービ
スを享受いただく。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

〇広報「あかるいまち」の発行
・発行頻度　月１回(毎月１日)　記事編集の一部及び印刷については専門業者に委託する。
・配布対象　全世帯(地区社会福祉協議会等29団体に委託し実施)
・点字版，録音版，テキスト版等を作成

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市民
事業開始年度 昭和28年度

事業終了年度

高知市広報紙発行規則，高知市広告掲載基準

高知市広聴広報戦略プラン

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
市民意識調査「広報『あかるいまち』に情報が分か
りやすく掲載されているか」の質問に対し，「分か
りやすい」と回答した市民の割合

Ｂ
市民意識調査「広報『あかるいまち』に情報が分か
りやすく掲載されているか」の質問に対し，「読ん
でいない」と回答した市民の割合

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

広聴広報戦略プランにおいて目指す「キャッチボール型広報」の達成状況を，市民
意識調査の回答から，定量的に把握する。

広報「あかるいまち」の閲読率を把握し，評価する。

28年度は市民意識調査に質
問項目を設定していなかっ
たため実績の確認ができて
いない。

実績 51.9％ － 58.5％

目標
評
価
指
標

Ａ

市民意識調査「広報『あかるいま
ち』に情報が分かりやすく掲載され
ているか」の質問に対し，「分かり
やすい」と回答した市民の割合

目標 51.9％

Ｂ

市民意識調査「広報『あかるいま
ち』に情報が分かりやすく掲載され
ているか」の質問に対し，「読んで
いない」と回答した市民の割合

6.8％以下

Ｃ

6.8％以下 6.8％以下

実績 6.8％ － 8.4％

54.0％ 56.0％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 73,215 72,063

 県費 (千円)

76,977

 一般財源 (千円) 0 51,545 51,138

「その他財源」は，県，水道局の
広報紙配布による負担金収入及び
広報「あかるいまち」への広告掲
載料

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円) 21,670 20,925 22,073

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

54,904

1,817

 人役数 (人) 3.00 3.00 3.00

16,417

正規職員４名×0.5
臨時職員１名×１
で業務にあたっている。

 正規職員 (千円) 0 14,600 14,600 14,600

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 16,377 16,407

1,777

1.00

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 89,592 88,470 93,394

(人) 2.00 2.00 2.00

 その他 (人) 1.00 1.00

②
概
算
人
件
費
等

1,807

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 270 268

市民から信頼される行政改革・財政の健全化
め
ざ
す
べ
き
姿

　行政改革を通じた行政組織の改善と人材育成等や適切
な広聴・広報の実施により，効率的で信頼される行政運
営が行われ，歳入の確保と歳出の削減，機動的・弾力的
財政運営により，持続可能で健全な財政運営をめざしま
す。

法定受託事務

14



５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　平成29年度は，日本広報協会に「広報クリニック」を依頼し，掲載情報やデザイン等の改善点について助言をいただいた。また，平成29年４月に
設置した高知市広聴広報推進委員会の各委員に毎号送付し，ご意見をいただいており，クリニックの結果や，各委員からのご意見等を踏まえ，毎号
紙面の改善に取り組んでいる。
　また，平成29年度から，あかるいまち紙面（平成29年度は８月号）で読者アンケートを行い，紙面への感想や評価，掲載内容への意見をいただ
き，より読みやすい，伝わりやすい紙面づくりに活用した。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　より信頼される市政を実現するためには，まず，市
民の皆様に本市の取組を知っていただく必要があり，
市政に関するわかりやすい広報は，その第１歩である
と考えている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａについては，市民意識調査の結果，目標
を上回る評価があり，事業が目指す分かりやすい広報
紙への一定の改善効果があったものと評価している。
評価指標Ｂについては，目標を下回る結果となってい
る。特に，若年層へのアプローチが今後の課題である
と認識している。
　規則で定める市内全世帯への配布の原則を達成し，
評価指標Ａを達成していることからも，現状の事業内
容については概ね妥当であるが，市民アンケート等の
結果を参考に，掲載情報やデザインなどよりわかりや
すい広報紙を目指す必要がある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　平成29年度に設置した高知市広聴広報推進委員会委
員からの意見や，外部団体の評価結果を取り入れ，紙
面の向上を目指している。
　部分的な編集を外部委託するなどしており，概ね効
率的に実施できている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　平成28年11月号からカラー化を実施し，平成29年度は，外部意見等を踏まえた紙面の改善に取り組んでいる。
今後も，市民の皆様にとってわかりやすい情報発信に努めていく。
　なお，市民意識調査で，広報「あかるいまち」を読んでいないと回答した市民の割合が8.4%（前回比1.6%増）
となっている現状を踏まえ，紙ベースでの発行以外に，スマートフォンやＨＰでの閲覧の機会を拡大するととも
に，広報「あかるいまち」自体のＰＲを検討する。

 B 改善を検討し，事業継続

　広報「あかるいまち」は全戸に配布しており，記事
の内容については市民の多様なニーズにこたえる情報
を掲載していることなど，年間12回，毎月20ページか
ら24ページの広報紙の発行に対する現状の市民負担は
妥当であると考えている。
　また，有料広告を掲載するなど，少ないながらも財
源確保にも取り組んでいる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

15



１　事業の位置付け

06

14

53

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 情報公開推進事業
　所管部局 総務部 　部局長名 弘瀨　優

　所管部署 広聴広報課 　所属長名 山脇　弘道

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 自立の環

め
ざ
す
べ
き
姿

　行政改革を通じた行政組織の改善と人材育成等や適切
な広聴・広報の実施により，効率的で信頼される行政運
営が行われ，歳入の確保と歳出の削減，機動的・弾力的
財政運営により，持続可能で健全な財政運営をめざしま
す。

政策

県条例・規則・要綱等

市条例・規則・要綱等 高知市行政情報公開条例

その他（計画，覚書等）

多様な交流や，新たな人の流れが生まれ，自立したまち

施策 市民から信頼される行政改革・財政の健全化

法定受託事務

法律・政令・省令

意図
どのような状態
にしていくのか

市民の知る権利を具体的に保障することにより，住民参加による開かれた市政を実現し，公正で民主的な市政の発展を図るこ
とで，高知市に対する市民の信頼を得る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

〇公開請求の受付，各担当課との連絡調整，公開実施時の写しの交付費用の徴収等の事務
〇審査会の事務局事務
〇情報提供，刊行物の販売，コピーサービス等の事務

対象 誰(何)を対象に 市民等
事業開始年度 昭和62年度

事業終了年度

Ｄ

27年度 28年度 29年度 30年度（計画）

評
価
指
標

事業成果を評価する指標 指　標　設　定　の　考　え　方

Ａ 市民閲覧用市政関連情報の最新版への更新率

Ｂ
行政情報公開請求から15日以内の公開決定，一部公
開決定及び非公開決定の実施率

高知市行政情報公開条例の円滑な運用状況を定量的に判断する

Ｃ

Ｂ

行政情報公開請求から15日
以内の公開決定，一部公開
決定及び非公開決定の実施
率

目標 100％

備考欄

評
価
指
標

Ａ
市民閲覧用市政関連情報の
最新版への更新率

目標 100％ 100％ 100％

評価指標Ｂについては，大
量の情報を公開する場合
や，第三者情報が掲載され
ているため，当該第三者の
意見を聴取する必要がある
場合等を除く。

100％ 100％

実績 100％ 100％

実績 100％ 100％

実績
Ｃ

目標

実績
Ｄ

目標

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 決算額 (千円)

 市債 (千円)

 その他 (千円)

 県費 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

 一般財源 (千円) 0 0 0 0

正職員１名，再任用職員１
名，臨時職員１名で業務に
あたっている。

 正規職員 (千円) 0 14,600 7,300 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 16,413 12,363

1,813

 その他 (人) 1.00 2.00

②
概
算
人
件
費
等

5,063

 正規職員

5,070

 人役数 (人) 3.00 3.00 3.00

12,370

0 16,413 12,363 12,370

(人) 2.00 1.00 1.00

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 49 37

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

2.00

 総コスト＝　①　＋　② (千円)
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　市民から信託された市政についての説明責任を果たすために制度化された情報公開制度であるため，制度運用の合規性が強く求められている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　情報公開・市民相談センターに備え付けている市民
閲覧用市政関連情報が最新版であることは当然あるべ
き状態であることから，最低限の目標が更新率100%で
ある。
　行政情報公開請求から起算して15日以内の公開決
定，一部公開決定及び非公開決定の実施率について
は，高知市行政情報公開条例第７条の規定に基づくも
のである。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　平成29年度は，893件の情報公開請求を受けてお
り，大量の情報を公開する場合や，第三者情報が掲載
されているため，当該第三者の意見を聴取する必要が
ある場合等により期間延長とする場合を除き，15日以
内の公開決定が実施できている。
　情報公開・市民相談センターに備え付けている市民
閲覧用市政関連情報については，毎年定期に各所管課
に依頼し，最新版への更新を実施している。
　これらにより，情報公開制度の適正運用が実施でき
ているものと考えている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

C

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　情報公開請求に対する対応については，各所管課で
の公開決定事務に対する支援という形で，条例に基づ
いた適正な事務手続を確保している。
　市政情報の任意提供については，情報量が膨大であ
り，効率的な最新版への更新手法の検討が必要であ
る。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

　情報公開推進事業の対象は，全ての市民を対象とし
ており，受益者の偏りはなく，投入経費も人件費のみ
であり，平成29年度は組織改編による効率化が図られ
ているものと考えている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　市民への市政に関する説明責任を果たす一つの制度として，今後も引き続き情報公開制度の適正運用に努めて
いく。
　なお，全庁的により一層，情報公開制度の適正な運用を確保するために，職員の情報公開制度に関する知識向
上を目指し，中堅職員への情報公開制度に関する研修を新規に実施することとしている。

 B 改善を検討し，事業継続

高知市議会

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会
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１　事業の位置付け

06

14

53

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 93

30,579 32,267

(人) 4.00 4.00

 その他 (人) 1.00

 正規職員

5.00 5.00

29,517

 正規職員 (千円) 0 0 29,200 29,200

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 29,517

1.00

317 317

 人役数 (人)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

 一般財源 (千円) 0 0 1,062 2,750

1,062 2,750

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 県費 (千円)

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円)

 市債 (千円)

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 0

②
概
算
人
件
費
等

Ｃ
目標

実績
Ｄ

目標

未実施 90.7％

実績

Ｂ
高知市特定事業主行動計画
の目標数値３項目以上達成

目標

備考欄

評
価
指
標

Ａ ストレスチェック受検率
目標 未実施 未実施 75％ 75％

Ｂについては５「評価指標
で表せない事業成果・市民
満足度・その他課題点等」
に目標数値等を記載。

実績

実績 未実施

Ｄ

27年度 28年度 29年度 30年度（計画）

評
価
指
標

事業成果を評価する指標 指　標　設　定　の　考　え　方

Ａ ストレスチェック受検率 受検対象者のうち受検した人数

Ｂ
高知市特定事業主行動計画の目標数値３項目以上達
成

計画のうち，数値目標を挙げているものの達成状況

Ｃ

意図
どのような状態
にしていくのか

職員が安心して働ける職場環境を整備することで，業務の効率化・市民サービスの向上を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・メンタルヘルス対策の実施
・ハラスメント対策の実施
・ワークライフバランスの推進

対象 誰(何)を対象に 高知市職員
事業開始年度 平成17年度

事業終了年度

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 自立の環

め
ざ
す
べ
き
姿

　行政改革を通じた行政組織の改善と人材育成等や適切
な広聴・広報の実施により，効率的で信頼される行政運
営が行われ，歳入の確保と歳出の削減，機動的・弾力的
財政運営により，持続可能で健全な財政運営をめざしま
す。

政策

県条例・規則・要綱等

市条例・規則・要綱等 ストレスチェック実施要綱，高知市職員のハラスメント防止に関する要綱

その他（計画，覚書等） 高知市心の健康づくり計画，高知市特定事業主行動計画

多様な交流や，新たな人の流れが生まれ，自立したまち

施策 市民から信頼される行政改革・財政の健全化

法定受託事務

法律・政令・省令
労働安全衛生法，次世代育成支援対策推進法，女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する法律

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 安心して働ける職場環境の整備
　所管部局 総務部 　部局長名 弘瀨　優

　所管部署 人事課 　所属長名 松本　重喜
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

高知市議会

高知市行政改革
推進本部

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続
　職員が安心して働ける職場環境を整備することは，職員の仕事に対するモチベーションを高め，業務の効率
化・市民サービスの向上につながっていく。
　改善すべきところは改善し，今後も継続して職員が働きやすい職場環境の整備を進めていくことが大切であ
る。

○  B 改善を検討し，事業継続

 C 事業縮小・再構築の検討

総
合
点

15.0

総
合
評
価

検討すべきである

　市職員に係る事業であり，事業実施の実施の公平性
や受益者負担の視点はなじまない。

A

5.0

A

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

⑧
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

　特定事業主行動計画の目標値達成については，休暇
等の情報を職員が知る機会を増やしていく必要があ
る。
　職員が安心して働ける職場環境を整備していくため
に，職員の意見を集約し適切な取組を実施する。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討の余地がある

十分可能である

検討すべきである。

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

C

3.0

類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

概ね効率的にできている
⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A

検討の余地がある

見直しが必要である

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B

　評価指標Ａは目標を達成しており，今後も引き続き
成果指標の達成に向けて，事業を実施していく。
　評価指標Ｂについては概ね達成できているが，事業
の取組方法を検討し，改善していくことで成果指標を
達成できるよう取り組んでいく。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

事業成果の向上のための内容の妥当性
概ね妥当である

　「高知市心の健康づくり計画・高知市特定事業主行
動計画」を定め，総合計画の実現に向けて，職員が安
心して働ける職場環境の整備に取り組んでいる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

少ない,減少している

ほとんどない

結びつかない

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

横ばいである

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B

評　価　内　容　の　説　明

高知市特定事業主行動計画の目標数値（28年度～32年度）
・育児休業取得率　女性職員　100％，男性職員　13％（28年度　女性100％，男性3.6％　　29年度　女性100％，男性5.5％）
・配偶者出産時特別休暇取得率　100％（28年度　81.9％　　29年度84.9％）
・育児参加特別休暇取得率　100％（28年度　42.2％，29年度　46.6％）
・平均年次休暇取得日数　15日（28年度　13.6日　　29年度　13.6日）
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１　事業の位置付け

06

14

53

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

松本　重喜

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 自立の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 部局研修・課内研修
　所管部局 総務部 　部局長名 弘瀨　優

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な交流や，新たな人の流れが生まれ，自立したまち

施策

　所管部署 人事課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

職員の職場における人材育成を図る

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

部局や課内における，各課題研修や人権・同和研修等の実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市職員
事業開始年度 平成12年度

事業終了年度

人材育成基本方針・高知市職員研修規程

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
部局研修を推進する部局研修委員会の委員長会の実
施

Ｂ 所属での職場人権研修の実施率

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

部局研修を推進するための部局研修委員長会を定期的に実施する

毎年，各所属で実施することとなっている職場人権研修を実施状況を把握する

28年度は土佐山地域振興課
が職場人権研修未実施。

実績 ２回 ２回 ２回

目標 年100%維持
評
価
指
標

Ａ
部局研修を推進する部局研
修委員会の委員長会の実施

目標 ２回 ２回

Ｂ
所属での職場人権研修の実
施率

年100%維持

Ｃ

年100%維持 年100%維持

実績 年100% 年99.0% 年100%

２回 ２回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 0 0 0

 県費 (千円)

0

 一般財源 (千円) 0 0 0

部局研修予算は各部局研修委員会
総務担当課に職場研修費として予
算措置されている。

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人) 0.00 0.00 0.00 0.00

0

各部局研修委員会における
事業のため，人役数は未算
出。

 正規職員 (千円) 0 0 0 0

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 0

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 0 0 0

(人)

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 0

市民から信頼される行政改革・財政の健全化
め
ざ
す
べ
き
姿

　行政改革を通じた行政組織の改善と人材育成等や適切
な広聴・広報の実施により，効率的で信頼される行政運
営が行われ，歳入の確保と歳出の削減，機動的・弾力的
財政運営により，持続可能で健全な財政運営をめざしま
す。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　研修が義務的学習の場や，一過性の刺激提供の場とならないよう，研修部門は研修計画と実施効果を検証，改善していくことで，魅力的な研修を
継続して提供し，職員の能力開発や意欲的な自己成長を支援していかなければならない。
　今後においても，引き続き時代の変化等に対応し，職員と組織がともに成長できる研修内容となるよう検討を加えながら，その充実に努めてい
く。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　高知市総合計画を下支えするための人材戦略とし
て，「高知市人材育成基本方針」を定めており，総合
計画の実現に向けて，職場・人事管理・研修の総合的
な人材育成に取り組んでいる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａは目標を達成しているが，評価指標Ｂは
目標を達成していない年度もあるため，今後は，評価
指標の達成に向けて，各部局の着実な事業実施を支援
していく。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　部局研修委員会が中心となって，各部局や職場，職
種に必要な専門的知識・技能の研修や，職場ニーズ，
課題に対応した研修を効率的・効果的に実施してい
る。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　研修は，人材戦略の重要な柱の一つであり，「めざす職員像」の実現のために，職員の能力開発やキャリア形
成を支援する研修体系を構築し，各年度の研修計画を着実に実施していくことが重要である。
　今後も，職員の能力向上や業務実態に即した研修が行えるよう，各部局研修委員会と連携をとりながら，研修
計画や運営等について支援していく。

 B 改善を検討し，事業継続

　市職員の研修に係る事業であり，事業実施の公平性
や受益者負担の視点はなじまない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

06

14

53

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

市民から信頼される行政改革・財政の健全化
め
ざ
す
べ
き
姿

　行政改革を通じた行政組織の改善と人材育成等や適切
な広聴・広報の実施により，効率的で信頼される行政運
営が行われ，歳入の確保と歳出の削減，機動的・弾力的
財政運営により，持続可能で健全な財政運営をめざしま
す。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 0

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 0 0 0

(人)

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

主に各職場で取り組んでい
る事業のため，人役数は未
算出。

 正規職員 (千円) 0 0 0 0

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 0

0

 人役数 (人) 0.00 0.00 0.00 0.00

0

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 0 0 0

 県費 (千円)

0

 一般財源 (千円) 0 0 0

毎年定例３回実施 毎年定例３回実施

Ｄ
目標

実績

部局研修委員会から接遇
リーダーの選任

目標 20人 20人 20人 20人

実績 22人 23人 21人

実績 ３回 ３回 ３回

目標 20人
評
価
指
標

Ａ
人事考課制度・目標管理制
度の適正な実施及び全庁周
知

目標 毎年定例３回実施 毎年定例３回実施

Ｂ
「ＯＪＴの進め方研修」派
遣者

20人

Ｃ

20人 20人

実績 20人 18人 26人

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
人事考課制度・目標管理制度の適正な実施及び全庁
周知

Ｂ 「ＯＪＴの進め方研修」派遣者

Ｃ 部局研修委員会から接遇リーダーの選任

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

定期的な全庁への周知により，人事考課制度・目標管理制度の適正な実施を促す。

各部局２名（推薦）に研修を受講してもらい，人を育てる能力の向上を図る。

各部局研修委員会の接遇リーダーが中心となって，職場での接遇好感度向上の取組
を計画的に実施する。

意図
どのような状態
にしていくのか

風通しの良い働きやすい職場を構築する

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・職場の目標等の掲示，業務スケジュールの共有
・人事考課制度における考課育成面談の実施
・ＯＪＴの進め方研修の実施
・接遇リーダーの養成と接遇好感度向上のための活動の実施
・研修成果の発表の場の提供

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市職員
事業開始年度 平成８年度

事業終了年度

人材育成基本方針・高知市職員研修規程

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な交流や，新たな人の流れが生まれ，自立したまち

施策

　所管部署 人事課 　所属長名 松本　重喜

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 自立の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 風通しのよい職場環境づくり
　所管部局 総務部 　部局長名 弘瀨　優
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　ＯＪＴや人を育てる職場環境づくり等による「職場における人材育成」は，本市人材育成の重要な３つの柱の
ひとつであり，今後も「風通しのよい職場環境づくり」を推進していく。

 B 改善を検討し，事業継続

　市職員の研修に係る事業であり，事業実施の公平性
や受益者負担の視点はなじまない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　良好なコミュニケーション，職場内の情報共有，学
びやすい職場環境，管理職のリーダーシップによっ
て，風通しのよい職場環境づくりを行っている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　評価指標Ａ及び評価指標Ｃは目標を達成している
が，評価指標Ｂは目標を達成していない年度もあるた
め，今後は，評価指標の達成に向けて，着実に事業を
実施していく。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　高知市総合計画を下支えするための人材戦略とし
て，「高知市人材育成基本方針」を定めており，総合
計画の実現に向けて，職場・人事管理・研修の総合的
な人材育成に取り組んでいる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　「風通しのよい職場環境づくり」については，評価指標で表現しにくいものであるため，各職場や部局研修委員会からの意見も踏まえながら，事
業を推進していく。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

05

13

47

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

森本　文崇

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 新庁舎建設事業
　所管部局 総務部 　部局長名 弘瀨　優

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

施策

　所管部署 新庁舎建設事務所 　所属長名

平成31年度

意図
どのような状態
にしていくのか

防災拠点としての機能強化及び窓口サービスの充実を図ることにより，来庁市民及び職員にとって安全で利用しやすい新庁舎
を整備する

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

新庁舎の建設及び関連事業の実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市役所を利用する市民及び職員
事業開始年度 平成24年度

事業終了年度

高知市新庁舎建設基本方針，高知市新庁舎建設基本構想，
高知市新庁舎建設基本計画・実施計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・そ
の他課題点等に記載

Ｂ
５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・そ
の他課題点等に記載

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

新庁舎建設工事の進捗状況

新庁舎供用開始に向けてオフィス環境整備の年次計画

工期：平成28～31年度

実績 ― 文言 文言

目標 ―
評
価
指
標

Ａ
５　評価指標で表せない事
業成果・市民満足度・その
他課題点等に記載

目標 ― 文言

Ｂ
５　評価指標で表せない事
業成果・市民満足度・その
他課題点等に記載

文言

Ｃ

文言 文言

実績 ― 文言 文言

文言 文言

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 723,410 1,126,126 697,604

 県費 (千円) 0 0 0 0

14,156,163

1,614,936 6,461,163 ―

 一般財源 (千円) 233,677 173,163 199,327

市債：合併推進債，合併特
例債

その他：新庁舎整備基金，
地域振興基金

財
源
内
訳

 国費 (千円) 24,133 20,154 2,299 106,135

 その他 (千円) 0 40,509 2,678 1,786,316

 市債 (千円) 465,600 892,300 493,300 11,996,800

 翌年度への繰越額　　　(千円) 32,226

266,912

2,107

 人役数 (人) 6.00 5.50 7.00 7.00

45,907

27年度～30年度は正職員５
～６名，臨時職員１名で業
務に当たっている

 正規職員 (千円) 36,500 32,850 43,800 43,800

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 38,519 34,920 45,897

2,019 2,070

1.00

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 761,929 1,161,046 743,501 14,202,070

(人) 5.00 4.50 6.00 6.00

 その他 (人) 1.00 1.00 1.00

②
概
算
人
件
費
等

2,097

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 2,281 3,496 2,253

災害からの迅速な復旧

め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害発生直後から，必要不可欠な行政機能
や，情報通信機能を確保できるよう，行政職員・施設等
の被災による機能の大幅低下を防ぐための庁舎等の耐震
化を進めるとともに，情報通信の長期停止により災害情
報の伝達に支障を来さないよう防災行政無線・情報シス
テム等の高度化をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

【評価指標】
　Ａ：平成28年度に地下解体工事完了，平成29年度に基礎工事完了，平成30年度に躯体工事完了，平成31年度に竣工する。
　Ｂ：新庁舎オフィス環境整備に向け，平成28年度に文書量調査を実施，平成29年度に文書量削減に向けた取組の提案，移転計画検討の
　　　ための現状調査・新庁舎執務レイアウトに係る調査等を実施，平成30年度に移転に向けた準備（オフィス家具類の整備計画，移転
　　　計画）を実施，平成31年度に新庁舎へ移転する。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0
横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　平成23年度に旧本庁舎の耐震診断を行った結果，
「震度６強から７程度の大地震の振動及び衝撃に対し
て倒壊し，又は崩壊する危険性が高い」という結果と
なり，「高知市南海地震対策中長期計画（平成24年度
修正版）」において，新庁舎の整備を行うこととさ
れ，また総合計画においても災害から迅速に復旧でき
るよう新庁舎を建設することが記載されている。

　また，平成25年５月に実施した「高知市新庁舎建設
に伴う市民アンケート」において，新庁舎に「防災拠
点施設としての機能」を求める声が最も多く，災害に
強く安全に暮らすことができるよう，早期に防災拠点
として機能できる新庁舎を完成させることが重要であ
る。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A
事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａについては，建設場所の地盤改良，台風
の影響等により，当初の工期より２か月の工期延期を
行ったが，基礎工事は平成30年５月に完了し，平成31
年の竣工に向けては，概ね順調に工事を進めることが
できている。
　評価指標Ｂについては，関係部署と検討・協議を行
いながら，現状調査や新庁舎での意向調査等を実施
し，順調に新庁舎オフィスの整備に向けての取組を進
めることができた。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　工事施工者については，工事の安全性や品質を確保
するため，総合評価落札方式による一般競争入札で決
定した。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　本市も含めて高知県は，今後30年以内の南海トラフ地震の発生確率が70％～80％と極めて高い割合で予測され
ており，本事業は，その備えとして，市庁舎の耐震性を確保し，防災拠点施設としての機能強化を図る必要があ
るとともに，市民及び職員の安全確保のためにも必要不可欠である。
　今後については，災害等予測ができない事態も考えられるが，平成31年度の工事完成を目指し，施工者・工事
監理者等と連携・協議しながら工事を進めていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　災害発生時に，防災拠点となる新庁舎を整備するこ
とは，市民全体にその効果が及ぶことから，公平に利
益を享受することができる。

　財源については，市町村合併特例債・合併推進債と
いう有利な起債を財源にしており，適正な一般財源負
担割合となっている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

05

11

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

西村　浩代

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 防災人づくり事業
　所管部局 防災対策部 　部局長名 黒田　直稔

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な主体が連携し，市民と行政が協働するまち

施策

　所管部署 防災政策課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

防災に関心のある方，自主防災組織を作ろうとしている方，災害ボランティアに関心のある方等に防災に関する知識を身につ
けてもらい，自らの地域で様々な防災活動に取り組んでもらう。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

全８回の講座及び防災講演会を開催し，地域防災リーダーの育成を図る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知県内に居住する者
事業開始年度 平成12年度

事業終了年度

高知市防災人づくり塾実施要綱

高知市地域防災計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 防災人づくり塾の受講者数

Ｂ 防災士登録者数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

地域で防災リーダーとして取り組む人材の育成を図る

防災人づくり塾受講者の更なるスキルアップを図り，より実践的に地域防災をリードできる人材の育成を図る

評価指標Ａの平成30年度目標値は
当初150人であったが，れんけい
こうち広域都市圏事業として拡大
実施したため250人（高知市会場
150人＋サテライト会場100人）と
している。

実績 119人 114人 138人

目標 130人
評
価
指
標

Ａ 防災人づくり塾の受講者数
目標 150人 150人

Ｂ 防災士登録者数
130人

Ｃ

130人 130人

実績 92人 52人 91人

150人 250人

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 2,470 1,876 1,932

 県費 (千円) 509 293 283 351

7,029

 一般財源 (千円) 1,961 1,583 1,649

平成30年度から，れんけいこうち
広域都市圏事業の一環として県内
６地域にサテライト会場を設け，
ウェブ会議システムを使って講座
をリアルタイム配信している。

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

6,678

 人役数 (人) 0.60 0.30 0.30 0.47

3,431 ・H27年度
　正規職員２人×0.5日
　（従事期間　約７か月間）
・H28年度・H29年度
　正規職員１人×0.5日
　（従事期間　約７か月間）
・H30年度
　正規職員１人×0.5日
　（従事期間　約10か間）
　正規職員１人×0.1日
　（従事機関　約６か月間）

 正規職員 (千円) 4,380 2,190 2,190 3,431

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 4,380 2,190 2,190

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 6,850 4,066 4,122 10,460

(人) 0.60 0.30 0.30 0.47

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 21 12 12

地域防災力の向上（命をつなぐ対策の推進）
め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害からの避難者が緊急避難場所で最低限
命を保てるとともに，緊急避難場所から速やかに避難所
に移れ，復興までの間，安心・安全な生活が送れるよう
な体制をめざします。また，住民自らが被害の防止・軽
減を図り被害を最小限に止めるよう，自主防災組織等の
育成に取り組み，地域コミュニティが主体となって共助
の取組ができる体制づくりをめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　災害・防災に関する様々な分野の話を聞くことができるため，満足度は高いと考えられる。
　若い世代の受講者数が少なく，これからの高知市を担う世代にもより多く参加してもらえる仕組みにすることも検討が必要である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　高知市地域防災計画及び部局運営方針に基づく取組
であり，市の実施計画等に結びついている。

　災害発生状況による市民意識に左右される傾向があ
り，国内で大きい災害が発生した後は受講者数が増加
する傾向にある。平成29年度は平成28年度から対象枠
を広げたことで１割程度増加したが目標人数には達し
ておらず，ほぼ横ばい状態である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　修了者数は東日本大震災直後の平成23年度の213人
をピークに減少し，直近は目標人数（150人）の７～
８割程度を維持している。平成29年度に対象者を「高
知市内」に在住の者から「高知県内」に拡大すること
により１割程度増加したため，対象枠を拡大したこと
で目標人数に近づいた。

　講師による直接講義は防災士資格取得にもつなが
り，また対面で話を聞くことは非常に有効である。受
講者数が目標人数に達していないため，参加者数割合
の低い20～40代の世代にも広く案内し，年齢層に偏り
がなくなるよう見当する余地はあると考えられる。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　防災や災害分野を専門にした講師らの話を直接聞く
ことができ，また，この講座を受講することが防災士
資格取得試験の受験要件のひとつを満たし，市民のス
キルアップの場になっている。

　広報の手段として郵送で地域の自主防災組織に案内
を行っているが，数が多く郵送料がかかるため，より
安価な方法を検討できる余地はある。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　本事業は地域の防災力を高めるために必要な事業である。直近３年間は目標人数（150人）を下回っており，
更なる仕組みの改善が必要である。平成30年度からはれんけいこうち広域都市圏事業の一環として，県内６地域
にサテライト会場（各会場定員30人）を設け，リアルタイムで同じ講座を視聴できる環境を整備し，市内のみな
らず県域全体で防災力の向上を図る。防災士登録者数も目標人数（130人）に達していないが，平成29年度は試
験に合格したものの認証登録をしなかった人が一部いる。受験者数を底上げし，かつ登録も積極的に行うよう呼
びかけ，増加を図る。

 B 改善を検討し，事業継続

　10代～80代と幅広い年代が参加しており，公平性は
高いと考えられる。無料託児を設置し，子育て世代に
も参加できる環境を整備している。

　受講料は無料で個人負担は無く，多様な分野の専門
家の講演を聞く機会を提供している。講師謝金や講師
旅費，託児料は県補助金の対象となっている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

27



１　事業の位置付け

01

05

11

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

332,060

0 26

0 8,811

(円)

 年度末住民基本台帳人数

(千円)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 その他 (人)

 人役数

8,713

(千円)

8,213

 その他 (千円)

 正規職員 (千円)

(人)

(人)

334,035

8,100

総コスト/年度末人口

(人)

27

330,028

 市民１人当たりコスト

 総コスト＝　①　＋　②

250

 翌年度への繰越額　　　

 人件費等 0

0

財
源
内
訳

 一般財源

 市債

 県費

 その他

➀
事
業
費

500

8,161

1.00

7,300

(千円)

1.12

1.13 1.12

1.00

7,300

1.13

8,161

8,213

250 400

10事業 15事業

７事業

800650

325

325 400

８事業

10事業 

目標

 国費

実績

 決算額

(千円) 0

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

投
入
コ
ス
ト

備考欄29年度

評
価
指
標

目標
Ｂ

Ａ
（一般社団法人）防災活動
支援センターが実施する事
業数

Ｃ

Ｄ
目標

実績

実績

実績

目標

30年度（計画）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

28年度27年度

意図

評
価
指
標

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

どのような状態
にしていくのか

対象 誰(何)を対象に

地域防災推進課

災害対策基本法

地域の担い手不足を解消するため，大学生等のマンパワー（企画力，実行力等）を活用し，自主防災組織や町内会等の地縁の
防災コミュニティの活性化を図る。

事業終了年度

平成28年度

共生の環

（一般社団法人）防災活動支援センター
事業開始年度

　大規模自然災害からの避難者が緊急避難場所で最低限
命を保てるとともに，緊急避難場所から速やかに避難所
に移れ，復興までの間，安心・安全な生活が送れるよう
な体制をめざします。また，住民自らが被害の防止・軽
減を図り被害を最小限に止めるよう，自主防災組織等の
育成に取り組み，地域コミュニティが主体となって共助
の取組ができる体制づくりをめざします。

その他（計画，覚書等）

（一般社団法人）防災活動支援センターが実施する
事業数

（一般社団法人）防災活動支援センターが自主防災組織等に大学生を派遣する活動に対する支援

事業成果を評価する指標 指　標　設　定　の　考　え　方

大学生を防災活動の担い手が不足する自主防災組織等へ派遣して実施する事業とする

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 地域防災活動担い手支援事業費補助金
　所管部局 防災対策部

施策
め
ざ
す
べ
き
姿

県条例・規則・要綱等

市条例・規則・要綱等

法律・政令・省令

法定受託事務

地域防災力の向上（命をつなぐ対策の推進）

黒田　直稔　部局長名

高知市地域防災活動担い手支援事業費補助金交付要綱

　所属長名

高知県地域防災対策総合補助金交付要綱

葛目　京子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱

　所管部署

政策 多様な主体が連携し，市民と行政が協働するまち
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

 C 事業縮小・再構築の検討

高知市行政改革
推進本部

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

　本事業は地域の担い手不足解消のために必要な事業であるが，地域からのニーズの増加に伴い，補助事業実施
件数を増加させるなどの成果向上が課題であり，また，補助対象者となる中間支援組織が特定の１者に限定され
ているため，さらなる中間支援組織の育成・支援が必要である。このため，平成30年度において，補助対象者の
拡大等を内容とした制度改正を行っている。今後も地域ニーズの増加に対応できるよう改善を図りながら，事業
を推進していく。

 A 事業継続

総
合
点

○  B 改善を検討し，事業継続

15.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価

検討の余地がある

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

⑥

⑧

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

公平性を欠いている

評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

〔受益者負担の適正化〕

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

検討の余地がある

　中間支援組織である補助対象者が限定されており特
定の団体に偏っているが，派遣している大学生等につ
いては，公平性が概ね保たれている。

　対象経費について，中間支援組織である「補助対象
者」への支援が認められておらず，担い手である大学
生に対する経費に限定されている。

3.0

B

B

〔受益者の偏り〕

事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

検討すべきである

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

概ね効率的にできている

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

B

十分可能である

検討の余地がある

検討すべきである。

概ね適正な負担割合である

極めて公平性が高い

適正な負担割合である

概ね保たれている

偏っている

　市職員のマンパワーにも限界があり，中間支援組織
を通して，地域の防災活動に大学生等が加わっていく
活動を支援している手法は望ましい。

A

3.0

4.0

B

5.0

〔成果の達成状況〕

A

B

妥当である

概ね達成している

あまり順調ではない
事業の成果指標の達成状況は順調か

類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準

　防災活動の担い手が不足する地域へ大学生を派遣し，当該地域において防災活動の企画や運営補助等を行うことにより，地域防災活動の活性化及
び当該活動の新たな担い手の育成に繋がっている。

　補助対象事業に派遣される「大学生」に対する謝金や交通費は補助対象となっているが，「補助対象者」が大学生を仲介し，当該地域に派遣する
際の経費については対象となっていないため，地域の活動活性化に向けた支援方法を考える「補助対象者」への支援が必要である。

事
業
内
容
の
有
効
性

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

〔市民ニーズの傾向〕

十分に達成している

十分な成果を望めない

〔事業内容〕

概ね妥当である

事
業
実
施
の
必
要
性

③

④

②

検討の余地がある

見直しが必要である

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

非常に多い,急増している

　１事業あたりの経費が増えたことにより，評価指標
の事業数を伸ばすことができなかったが，概ね70％を
超える達成率であることから更なる向上を目指す。

　適切に進行管理することにより，成果向上を目指
す。

事業成果の向上のための内容の妥当性

A

平均
点数 評　価　内　容　の　説　明１次

　自主防災組織の多くが高齢化が進み，担い手不足や
マンパワー不足など，地域には抱える課題がある。そ
の課題を解消するための中間支援組織である（一般社
団法人）防災活動支援センターの活動に対する支援
は，当該事業の根拠等に結びつくものである。

　地域の課題の増加に伴い，さまざまなニーズが増加
している。
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１　事業の位置付け

05

13

44

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 中山間地域防災対策事業
　所管部局 防災対策部

施策
め
ざ
す
べ
き
姿

県条例・規則・要綱等

市条例・規則・要綱等

法律・政令・省令

法定受託事務

命を守る対策の推進

黒田　直稔　部局長名

　所属長名 葛目　京子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱

　所管部署

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

意図

評
価
指
標

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

どのような状態
にしていくのか

対象 誰(何)を対象に

地域防災推進課

災害対策基本法

災害発生時に集落が孤立した場合においても，災害対策本部等との情報伝達，傷病者及び物資の搬送手段が確保された状態

事業終了年度

平成26年度

まちの環

中山間地域の集落，市民
事業開始年度

―

　大規模自然災害が発生したときに人命の保護が最大限
図れるように，豪雨や地震等の自然災害に対して，さま
ざまな都市基盤の脆弱性が克服され，建築物の耐震化等
の防災対策及び災害に対して迅速な避難が可能となるよ
う施設整備が行われた社会をめざします。

高知市地域防災計画，中山間防災計画その他（計画，覚書等）

衛星携帯電話の整備数

中山間地域の孤立化集落対策として，中山間防災計画に基づき，中山間地域防災拠点施設の耐震化，ヘリポート整備，衛星携
帯電話等の整備を実施

事業成果を評価する指標 指　標　設　定　の　考　え　方

集落の拠点となる避難所等の施設で，他の情報伝達設備がない施設に対する整備数Ａ

Ｂ 中山間地域における臨時ヘリポートの整備数

Ｃ

Ｄ

28年度27年度

投
入
コ
ス
ト

備考欄

地区の拠点となる集落に対する整備数

29年度

評
価
指
標

目標
Ｂ

Ａ 衛星携帯電話の整備数

Ｃ

Ｄ
目標

実績

中山間地域における臨時ヘ
リポートの整備数

実績

実績

目標

30年度（計画）

目標

 国費

実績

 決算額

(千円) 3,888

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円) 53,900

0

103,992

３か所

13台

13台

４か所

  

１か所

１か所３か所

０か所

３か所

27年度は他に鏡・土佐山地
区に防災行政無線屋外拡声
子局を整備した

29年度は他に土佐山地区の
３集落の拠点施設に位置付
けた公民館の耐震診断を補
助した

4,100 0

18,665

10台 終了

８台

45,00012,992

1,800

8,998

9,334

508

5,842

742 8,003

0

1.48

12,775

10,804

18,986

34,600

0

0

12,775

0

0

(千円) 34,487

1.75

1.48 1.75

78

330,028

 市民１人当たりコスト

 総コスト＝　①　＋　②

8,127

46,204

1.87

1.87

 翌年度への繰越額　　　

 人件費等 13,651

13,651

財
源
内
訳

 一般財源

 市債

0

 県費

 その他

0

➀
事
業
費

61,713

(千円)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 その他 (人)

 人役数

72,517

(千円)

10,804

 その他 (千円)

 正規職員 (千円)

(人)

(人)

334,035

45,000

総コスト/年度末人口

(人) 332,060

352 218

117,643 25,767

(円)

 年度末住民基本台帳人数
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　29年度は，住民協議により衛星携帯電話を８台整備
し，臨時ヘリポートは１か所の適地が見つからず整備
できなかったが，住民との整備に向けた協議を継続し
ている。また，集落の拠点施設に位置付けた公民館の
耐震診断に対する補助を，土佐山地区の３か所に対し
て行った。

　臨時ヘリポートの整備については，中山間地域の地
形上の特性等により適地が少ないため，住民との協議
等により地元の協力を得て，整備を実施する必要があ
る。

事業成果の向上のための内容の妥当性

A

平均
点数 評　価　内　容　の　説　明１次

　事業の実施により，災害発生時に集落が孤立した場
合においても，災害対策本部等との情報伝達や，傷病
者及び物資の搬送手段が確保されることにより，災害
に強く，安全に暮らせるまちに実現に結びつく。

　中山間地域の市民の，災害発生時における集落孤立
対策へのニーズは中山間防災計画の策定により顕在化
し，横ばいで推移しており，早期に事業を実施する必
要がある。

事
業
内
容
の
有
効
性

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

〔市民ニーズの傾向〕

十分に達成している

十分な成果を望めない

〔事業内容〕

概ね妥当である

事
業
実
施
の
必
要
性

③

④

②

検討の余地がある

見直しが必要である

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

非常に多い,急増している

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準

　29年度の臨時へリポートの整備目標３か所に対して，実績が０か所であるが，このうちの２か所（円行寺，柴巻）については，住民との協議等に
より整備を要さない臨時ヘリポート（空地）が確保できたもの。残る１か所（久重）については，30年度も住民との協議等を継続し，整備に向けて
事業を継続している。

　地区住民により策定された中山間防災計画に基づき
事業を実施しており，現状が最適である。

　国・県の補助事業を活用することにより有利な財源
の確保に努めており，概ね効率的にできている。

B

4.0

3.0

B

4.0

〔成果の達成状況〕

B

B

妥当である

概ね達成している

あまり順調ではない
事業の成果指標の達成状況は順調か

類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

検討すべきである

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

概ね効率的にできている

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

A

十分可能である

検討の余地がある

検討すべきである。

概ね適正な負担割合である

極めて公平性が高い

適正な負担割合である

概ね保たれている

偏っている

総
合
点

 B 改善を検討し，事業継続

○

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価

検討の余地がある

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

⑥

⑧

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

公平性を欠いている

評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

〔受益者負担の適正化〕

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

検討の余地がある

　災害時における中山間地域の地域特性により生じる
可能性がある集落孤立に対する事業であり，極めて公
平性が高い事業である。

　国・県の補助事業を最大限活用しており，適正な負
担割合である。

5.0

A

A

〔受益者の偏り〕

高知市議会

 C 事業縮小・再構築の検討

高知市行政改革
推進本部

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

　防災行政無線屋外拡声子局，衛星携帯電話の整備が完了し，災害発生時に集落が孤立した場合においても，災
害対策本部等との情報伝達手段が確保された。引き続き，中山間地域防災拠点施設の耐震化や，ヘリポートの整
備を行うことにより，中山間地域の地域防災力の向上を図る必要があるため，事業継続と評価したもの。

 A 事業継続
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１　事業の位置付け

06

14

54

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

谷　了

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 自立の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 公共施設マネジメント推進事業
　所管部局 財務部 　部局長名 橋本　和明

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な交流や，新たな人の流れが生まれ，自立したまち

施策

　所管部署 財産政策課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

公共施設の管理・機能・総量の最適化が図られ，安心・安全で将来にわたり持続可能な公共施設サービスの提供をめざす。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・「高知市公共施設マネジメント基本計画」に基づく施設の再配置計画の策定及び実施
・施設点検の結果に基づく長期修繕計画の策定及び実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市の公共施設
事業開始年度 平成26年度

事業終了年度

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 施設点検の実施施設数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

平成29年度に財産政策課新
設。
平成28年度実績等は管財課
財産政策室のもの。

実績 ‐ 91 95

目標
評
価
指
標

Ａ 施設点検の実施施設数
目標 ‐ 100

Ｂ

Ｃ

実績

120 53

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 9,080

 県費 (千円)

4,433

5,994

 一般財源 (千円) 0 0 9,080

平成29年度に財産政策課新
設。

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

4,433

1,750

 人役数 (人) 6.00 9.00 9.00

60,150

 正規職員 (千円) 0 43,800 58,400 58,400

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 43,800 60,150

1.00

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 43,800 69,230 64,583

(人) 6.00 8.00 8.00

 その他 (人) 1.00

②
概
算
人
件
費
等

1,750

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 132 210

持続可能な公共施設の提供
め
ざ
す
べ
き
姿

　公共施設の管理・機能・総量の最適化が図られ，安
全・安心で将来にわたり持続可能な公共施設サービスの
提供をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

・機能・総量の最適化を主な目的に，今後10年以内に耐用年数を迎える施設の在り方を示した「高知市公共施設再配置計画（第１期）」を平成29年
11月に策定し公表した。
・平成28年度から継続して行っている公共施設の点検業務では，その結果を修繕予算へ反映するとともに，管理の最適化を主な目的に策定を進めて
いる，長期修繕計画へも反映することとしている。
・財産収入拡大のため遊休資産の活用を行っている。平成27年度から自動販売機の設置を順次入札による貸付に切り替えており，平成29年度は年間
1,330万円の収入を得ている。
・コスト削減として，市有施設の電力を入札による一括調達を行っており，平成29年度の入札では年間8,880万円のコスト削減となっている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　「公共マネジメント推進事業」は，総合計画の施策
「持続可能な公共施設の提供」や市長マニフェストに
も登載されている事業である。

　本事業の目的である持続可能な公共施設の提供は，
市民生活に必要不可欠な公共施設を効率的かつ効果的
に管理するために必要なものである。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　「高知市公共施設マネジメント基本計画」に基づ
き，「再配置計画」を平成29年11月に策定し，「長期
修繕計画」については，平成30年度策定を推進してい
る。
　また，施設点検についても概ね目標を達成してい
る。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　本事業は，「高知市公共施設マネジメント基本計
画」に基づき実施しており，実施手法等については現
状が望ましいと判断している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　事業目的の管理の最適化において，公共施設に係るコストの縮減や収入の拡大で成果を挙げている。
　また，点検結果を元にした修繕費の確保や，一括査定により修繕優先順位を付け，費用対効果を高めるととも
に，機能の最適化を進めている。
　今後は公共施設白書の更新等で成果を確認していくとともに，施設の老朽化度合いやコストの見える化をし，
総量の最適化に向けて，将来の施設の在り方についても，利用者である市民への理解を深めていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は，公共施設全体の適正管理等に係る事業で
あり，特定の個人（団体）等に偏りや受益者負担の偏
りは生じていない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

33



１　事業の位置付け

01

04

08

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

明坂　通子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 地域啓発活動の推進
　所管部局 市民協働部 　部局長名 谷脇　禎哉

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 平和と人権が尊重され，男女が共に輝けるまち

施策

　所管部署 人権同和・男女共同参画課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

地域住民が同和問題をはじめ，障害者や高齢者・女性・子ども・外国人等，様々な人権課題の解決に向け，地域の実状にあっ
た継続的な啓発に取り組む活動を支援し，人権意識の高揚を住民活動の中から醸成する

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

地域において，学習会の開催や人権旗の設置等啓発活動に取り組む地区人権啓発推進委員会の活動支援

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市内26行政区に設立されている各地区人権啓発推進委員会
事業開始年度 平成４年度

事業終了年度

高知市総合計画，高知市人権教育・啓発推進基本計画，高知市人権教
育・啓発推進実施計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 地区人権啓発推進委員数

Ｂ
地区人権啓発推進委員会が実施する学習会等の活動
参加人数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

様々な人権課題の解決に向けた啓発活動をすすめていくため，委員数の増加を目指す

様々な人権課題の解決に向けた啓発活動をすすめていくため，参加者数の増加を目指していく

実績 1,018人 1,033人 1,029人

目標 4,300人
評
価
指
標

Ａ 地区人権啓発推進委員数
目標 1,020人 1,030人

Ｂ
地区人権啓発推進委員会が
実施する学習会等の活動参
加人数

4,310人

Ｃ

4,320人 4,330人

実績 4,305人 4,503人 4,433人

1,040人 1,050人

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 2,058 2,246 2,259

 県費 (千円)

2,470

 一般財源 (千円) 2,058 2,246 2,259

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

2,470

 人役数 (人) 0.60 0.60 0.60 0.60

4,380

26行政区を９名の正職員で
業務にあたっている。
１人あたり年間0.07人役×
９人≒0.6人役とする。

 正規職員 (千円) 4,380 4,380 4,380 4,380

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 4,380 4,380 4,380

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 6,438 6,626 6,639 6,850

(人) 0.60 0.60 0.60 0.60

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 19 20 20

平和理念の普及と人権尊重の社会づくり
め
ざ
す
べ
き
姿

　平和を守り人権が尊重される社会の実現のため，人々
の憲法に対する理解を深めるとともに，教育や啓発の充
実を図り，差別や偏見のない地域社会の確立をめざしま
す。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　推進委員数は横ばい状態であるが，各委員は地域の各種団体の構成員を兼ねている場合が多く，一人ひとりの人権意識の高揚を図る中で，各団体
の活動を通じて，啓発効果が一層広がり，広く地域住民への啓発につながることが期待される。
　推進委員の高齢化による後継者不足や，学習会等啓発事業の固定化が課題となっており，新たな委員の掘り起こしや，限られた予算の中で最大限
の効果をあげるため，関係機関等と連携を図りながら事業を継続していくことが必要である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は「高知市人権教育・啓発推進基本計画・実
施計画」に基づいて実施しており，地域住民の人権意
識の向上を図るため市の総合計画の趣旨に沿った事業
を行っており，市民のニーズとしても恒常的に需要が
あると考えている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　推進委員数，学習会等の参加者数はほぼ横ばいであ
る。啓発の成果としてははかりにくいところではある
が，様々な人権課題をテーマとした学習会や子ども映
画会等の実施により，広い年齢層に対して一定の啓発
の成果はあがっている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　地域住民主体による啓発活動を行っており，現状が
望ましい。
　コミュニティや高齢者・障害者等，他事業と共通す
る課題ではあるが，人権啓発に特化した事業は他には
なく，類似事業との統合はできない。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は基本計画・実施計画の趣旨に沿った活動を地域住民主体により実施しており，地域における人権意識
の高揚を図る重要な役割を果たしている。今後も継続して事業を実施していくべきである。

 B 改善を検討し，事業継続

　市の26行政区すべての地域住民に対して啓発活動を
実施しており，公平性は保たれている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

04

08

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

明坂　通子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 市民会館整備調査事業
　所管部局 市民協働部 　部局長名 谷脇　禎哉

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 平和と人権が尊重され，男女が共に輝けるまち

施策

　所管部署 人権同和・男女共同参画課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

公共施設マネジメント基本計画にしたがって，市民会館の周辺施設との機能集約や複合化に向けて課題を整理し，具体的な整
備方針を決定していく。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　まず平成29年度は，市民会館の中核館（長浜，小高坂，朝倉総合，春野弘岡中）の一つで，耐震基準を満たしていない朝倉
総合市民会館について，基本理念・基本方針を設定するとともに，求められる機能・規模，整備方法，事業費，建設スケ
ジュール等の基本構想を策定する。
　平成30年度以降はその他の市民会館について，公共施設マネジメント基本計画を踏まえた上で建築年度等を勘案しながら，
計画的に整備方針を決定していく。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 耐震整備が必要な市民会館（９館）について
事業開始年度 平成29年度

事業終了年度

高知市公共施設マネジメント基本計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 整備方針を決定した市民会館の数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

公共施設マネジメント基本計画にしたがって，市民会館の周辺施設との機能集約や
複合化に向けて課題を整理し，具体的な整備方針を決定していく。

平成29年度：朝倉総合市民会館
平成30年度：一宮市民会館，海老
川市民会館

実績 １

目標
評
価
指
標

Ａ
整備方針を決定した市民会
館の数

目標

Ｂ

Ｃ

実績

１ ２

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,620

 県費 (千円)

0

 一般財源 (千円) 0 0 1,620

朝倉総合市民会館整備基本構想策
定業務委託料

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人) 0.40 0.20

1,460

※平成29年度人役について
・課長，補佐：0.05
・館長，係長：0.15

 正規職員 (千円) 0 0 2,920 1,460

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 2,920

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 0 4,540 1,460

(人) 0.40 0.20

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 14

平和理念の普及と人権尊重の社会づくり
め
ざ
す
べ
き
姿

　平和を守り人権が尊重される社会の実現のため，人々
の憲法に対する理解を深めるとともに，教育や啓発の充
実を図り，差別や偏見のない地域社会の確立をめざしま
す。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　朝倉総合市民会館の整備について，耐震補強のみならず，建築時からの利用状況の変化等にも対応すべく，関係者や地元住民との５回のワーク
ショップも経て，適正な規模・機能について検討した。平成29年９月に中間報告があり，平成30年３月に今後の整備方針の基礎となる基本構想を策
定した。また，一宮市民会館の整備についても，関係各課と協議し，今後検討を進めるべき課題の抽出を行った。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，市民の福祉の向上や人権啓発の住民交流
の拠点として，各種相談事業や人権課題解決のための
各種事業を行っている市民会館について，公共施設マ
ネジメント基本方針を踏まえて整備方針を検討し，適
切な施設運営を継続していくことを目的としており，
本市総合計画に掲げる「差別や偏見のない地域社会の
確立」に結びつくものである。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　朝倉総合市民会館の整備について，基本構想の策定
により，方向性と地域住民や関係者の意見を反映した
複数の具体的な整備例が示され，改修事業実施に向け
た予算措置等の意思決定につながった。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　朝倉総合市民会館の利用者や関係者等，広く地域の
方に参加していただき，隣保館に必要な機能の確認を
した上で，ワークショップ方式で現状の点検や期待す
る整備方向を検討し，その結果を基本構想としてとり
まとめたが，意見集約の過程において，策定業務受託
者の経験や専門性が発揮されたものと考える。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　平成29年度は，朝倉総合市民会館について，地元住民や利用者の意見を聞き取りながら，基本構想を策定し，
朝倉総合市民会館の改修方針が決まった。今後は朝倉総合市民会館の設計，工事を進めるとともに，公共施設再
配置計画において更新対象施設となっている一宮市民会館と海老川市民会館について，具体的な整備方針の検討
を行っていき，順次，他の市民会館についても周辺施設との機能集約や複合化にむけて課題の整理をしていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　市民会館は，市民の福祉の向上や人権啓発の住民交
流の拠点となる「開かれたコミュニティセンター」と
位置付けており，周辺地域住民を含め，広く全市民を
対象として各種事業を実施している。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

04

09

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

男女が共に活躍できる社会づくり
め
ざ
す
べ
き
姿

　男女が性別に関わりなく，互いにその人権を尊重しつ
つ，その個性と能力を十分に発揮し，真に豊かで幸福な
人生を送ることができる男女共同参画社会の実現をめざ
します。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 71 71 70

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 23,789 23,487 23,132 23,252

(人)

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

・正職員３名で業務に当
たっている

 正規職員 (千円) 21,900 21,900 21,900 21,900

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 21,900 21,900 21,900

1,352

 人役数 (人) 3.00 3.00 3.00 3.00

21,900

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,889 1,587 1,232

 県費 (千円)

1,352

 一般財源 (千円) 1,889 1,587 1,232

12回 12回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 ８回 10回 14回

目標 ６社
評
価
指
標

Ａ
男女共同参画に関する学習
会，パネル展の実施回数

目標 10回 10回

Ｂ
男女共同参画推進企業表彰
の表彰企業

６社

Ｃ

６社 ６社

実績 ５社 ２社 ３社

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 男女共同参画に関する学習会，パネル展の実施回数

Ｂ 男女共同参画推進企業表彰の表彰企業

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

対象を絞った学習会や不特定多数を対象とした庁内掲示等によるパネル展を開催すること
により，男女共同参画に関する意識啓発を効果的に行う。

雇用等における男女共同参画の推進やワーク・ライフ・バランスの促進，女性の職
業生活における活躍の推進を図る。

意図
どのような状態
にしていくのか

男女共同参画社会の実現

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・高知市男女共同参画推進本部　・職員研修　・市民向け学習会　・「高知市男女共同参画の日」事業（ひとことメッセー
ジ・男女共同参画推進企業表彰）　・DV防止啓発広告　・講演会等の託児推進　・高知市男女共同参画推進プラン2016の年次
報告及び評価

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民，庁内，事業者
事業開始年度 昭和59年度

事業終了年度

男女がともに輝く高知市男女共同参画条例

高知市男女共同参画推進プラン2016

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

男女共同参画社会基本法

高知県男女共同参画社会づくり条例

政策 平和と人権が尊重され，男女が共に輝けるまち

施策

　所管部署 人権同和・男女共同参画課 　所属長名 明坂　通子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 男女共同参画の推進
　所管部局 市民協働部 　部局長名 谷脇　禎哉
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　「男女共同参画推進プラン2016」（５年毎に改訂）に掲げる７つの施策を主軸として，引き続き県や関係機関
とも連携しながら，さらに強力に取組を推進することにより，市民等の意識と行動の改革を促し，真の男女共同
参画社会をめざす。

 B 改善を検討し，事業継続

　老若男女すべての人に必要な施策でありながらも，
限られた予算内で事業実施している。今後も，これま
でどおり公平性に配慮しつつ，工夫しながら着実に事
業展開していく。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　男女共同参画推進プラン2016で掲げる７つの施策に
より，庁内外に向けた各事業を実施しており，今後も
県と共同で設置した，こうち男女共同参画センター
「ソーレ」等と連携しながら，確実に事業を推進して
いく。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　市民，職員，事業者に対し，さまざまな手法により
啓発活動を実施している。引き続き，あらゆる機会を
活用して，男女共同参画に関する啓発を行い，意識啓
蒙と理解の醸成を図る。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　男女共同参画は人々が社会生活を営むうえで持つべ
き大切な視点であり，その必要性を実感し，行動等で
あらわすことを日常とするための，市民への継続的な
啓発は不可欠である。
　国際協調の中で進められている，非常に重要な政
策・施策でもあり，事業実施の必要性は高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法」施行（平成27年）や，「政治分野の男女共同参画推進法」，「働き方改革を推進するための関
係法律の整備に関する法」施行（平成30年）など，国の法整備は進展しているものの，市民生活や市民意識の改革という部分に，どのように影響
し，波及するか，現段階では不透明である。さらに近年は，LGBTなど，性の多様性という課題もクローズアップされるなど，今後，男女共同参画の
視点の在り方との整合性を慎重に見極め，整理する必要がある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

01

05

10

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

地域の絆を強める地域コミュニティの活性化
め
ざ
す
べ
き
姿

　地域内の支え合いのしくみづくりを進めていくこと
で，地域が主体となった，誰もが住みやすいまちづくり
をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 78 102 103

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 26,153 33,820 33,948 40,400

(人) 3.10 3.90 3.75 4.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

課長・課長補佐　0.05人役
係長　0.3人役
担当　3.6人役(担当者3.5人
役＋計画策定0.1人役)

 正規職員 (千円) 22,630 28,470 27,375 29,200

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 22,630 28,470 27,375

11,200

 人役数 (人) 3.10 3.90 3.75 4.00

29,200

認定団体に対する運営費及
び事業費補助

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 3,523 5,350 6,573

 県費 (千円)

11,200

 一般財源 (千円) 3,523 5,350 6,573

24 25

Ｄ
目標

実績

目標

実績

数値はいずれも累積値※第
３次実施計画登載事業評価
指標掲載数値

実績 12 19 20

目標
評
価
指
標

Ａ 地域内連携協議会の認定数
目標 12 19

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 地域内連携協議会の認定数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

平成32年度までに28小学校区の設立を目指す。（全41小学校区）

意図
どのような状態
にしていくのか

地域内連携協議会等の場を通じて，地域の各種団体等が互いにその情報を共有し，連携して地域課題の解決を図りながら個性
を活かしたまちづくりを行っている状態

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・地域内連携協議会の設立・運営・活動への支援の実施,全体交流会の開催
・認定協議会の運営経費及び事業活動費への財政支援（補助金）
・「地域コミュニティを考えるフォーラム」や「地域リーダー養成講座」（現在は「地域活動実践ゼミナール」）の開催
・地域課題検討会議による庁内での課題の共有，調整

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 概ね小学校区を対象とする地域
事業開始年度 平成22年度

事業終了年度

高知市市民と行政のパートナーシップによるまちづくり条例，高知市地域内連
携協議会認定要綱，高知市地域内連携推進費補助金

コミュニティ計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な主体が連携し，市民と行政が協働するまち

施策

　所管部署 地域コミュニティ推進課 　所属長名 藤原　美穂

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 地域コミュニティ再構築事業
　所管部局 市民協働部 　部局長名 谷脇　禎哉
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　平成29年度末時点で，41小学校区のうち20小学校区で地域内連携協議会が設立された。
　地域での主体的な住民自治活動の継続・発展には，地域で活動する各種団体の連携，協働が不可欠であり，引
き続き地域内連携協議会の設立に向けた支援等を行っていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　さまざまな分野で活動する各種団体の参加を想定し
ていることから，極めて公平性が高いと考える。

　認定団体に対する運営費及び事業費に対する補助金
については適当なレベルである。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　未設立・未認定の地域に対し個別に説明等の働きか
けを行っている。ただし，地域毎に実状が異なり，設
立準備にかかる期間や具体的な支援手法は均等ではな
い。このため，地域との具体的な協議は臨機応変に対
応することとしている。
　設立・認定に至るまでの費用はほぼ無い。説明会等
については，地域の主要な方や各種団体が会する他の
目的の会議にて事業説明をさせてもらうなど，あらゆ
る機会を活用。独自の説明会開催の際も使用料無料の
施設を利用している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　地域内連携協議会の認定数は目標に達していないも
のの，30年度中の設立・認定に向けて協議を行ってい
る地域が複数ある。

　地域で活動する各種団体等が地域課題等に関する情
報を共有し，連携してその解決を図る「地域内連携協
議会」は，地域コミュニティの再生や住民主体による
地域の個性を活かしたまちづくりを進める上で有効で
ある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業で掲げた評価指標は高知市総合計画第３次実
施計画に基づくものである。

　地域内連携協議会の必要性に理解を示してくれる地
域がある一方，現時点では単体の団体で事業が行えて
いる，担い手不足や活動範囲の縮小を地域課題と捉え
ていない，団体毎の活動範囲が異なるため地域分けが
明確にできないなど，考え方が異なる地域もある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

・新コミュニティ計画のモデル地域である久重地域においては，連携協議会の設立がコミュニティ計画策定につながった。
・協議会の組織構成や活動範囲等については，地域ごとの特性に応じた対応が必要。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

01

05

10

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

地域の絆を強める地域コミュニティの活性化
め
ざ
す
べ
き
姿

　地域内の支え合いのしくみづくりを進めていくこと
で，地域が主体となった，誰もが住みやすいまちづくり
をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 20 20 21

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 6,805 6,805 6,805 8,035

(人) 0.85 0.85 0.85 0.95

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

課長・課長補佐　0.05人役
係長　　　　　　0.20人役
担当　　　　　　0.60人役

※30年度は50周年記念事業の準備
等があるため0.10人役増

 正規職員 (千円) 6,205 6,205 6,205 6,935

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 6,205 6,205 6,205

1,100

 人役数 (人) 0.85 0.85 0.85 0.95

6,935

平成30年度の事業費（補助金）増
分については，高知市民憲章制定
50周年記念事業によるもの。
平成29年度ベースで，推進協議会
の収入額の主なものは，町内会や
企業等からの賛助金1,961千円，
企業等からの協力金1,400千円
（図画コンクール，よさこい踊り
子隊編成），企業等からの協賛金
810千円（環境美化活動用のごみ
袋の購入）となっている。

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 600 600 600

 県費 (千円)

1,100

 一般財源 (千円) 600 600 600

550団体 550団体

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 531団体 553団体 559団体

目標 450人
評
価
指
標

Ａ 賛助団体数
目標 550団体 550団体

Ｂ
市民憲章よさこい踊り子隊
の参加人数

500人

Ｃ

600人 600人

実績 436人 555人 514人

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 賛助団体数

Ｂ 市民憲章よさこい踊り子隊の参加人数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

市民憲章運動の普及，実践に対して賛同いただける企業・団体等の数

市民憲章運動の実践事業

意図
どのような状態
にしていくのか

市民に係る様々な問題の解決を，行政のみに委ねるのではなく，市民憲章の５つの憲章文に則り，市民自らの手で住みよいま
ちづくりを行っている状態

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

高知市民憲章推進協議会が実施する①～④の取組に係る各種事業への財政・人的支援
（協議会事務局，運営費補助等）
　①市民憲章運動の普及活動に関すること　②市民憲章の実践事業の推進に関すること
　③関係行政機関及び諸団体との連絡調整に関すること　④その他，協議会の目的を達成するために必要なこと

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民
事業開始年度 昭和44年度

事業終了年度

高知市民憲章推進協議会運営事業費補助金交付要綱

高知市民憲章

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な主体が連携し，市民と行政が協働するまち

施策

　所管部署 地域コミュニティ推進課 　所属長名 藤原　美穂

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 市民憲章推進事業
　所管部局 市民協働部 　部局長名 谷脇　禎哉
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　市民憲章は，高知市民の「自治と自律の定め」であり，本市が進める，市民と行政の協働によるまちづくりの
基礎となる理念である。
　地域における自助・共助の活動の重要性が高まっている中，市民憲章の理念を広げ，その実践者となる市民を
増やす取組は必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　市民憲章推進協議会の各種事業は，市民の自主的な
参加に基づくものであり，受益者の偏りはない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　事業実施については，民間活力を利用したものと
なっており，事業連携（例えば，浦戸湾・七河川一斉
清掃）は十分なされている。
　地域コミュニティ推進課は事務局として支援してい
るものであり，事業の実施は高知青年会議所のメン
バーが中心となって行っている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　地域活動における担い手確保の観点からも，特に若
い世代へ向けてた市民憲章運動の啓発が必要である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　市民憲章は，高知市民の「自治と自律の定め」であ
り，本市が進める，市民と行政の協働によるまちづく
りの基礎となる理念である。

　地域コミュニティの活動が見直される中，市民憲章
の理念を広げ，その実践者となる市民を増やすことは
必要である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　市民憲章推進協議会が展開する事業を通じて，市民に市民憲章とその趣旨を周知することにより，市民一人ひとりのまちづくりへの参加意識の向
上，地域活動の活性化につながる。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

01

05

10

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

藤原　美穂

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 町内会連合会補助金
　所管部局 市民協働部 　部局長名 谷脇　禎哉

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な主体が連携し，市民と行政が協働するまち

施策

　所管部署 地域コミュニティ推進課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

住民の総意に基づく住みよいまちづくり運動を推進する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

高知市町内会連合会の運営経費及び連合会が行う各町内会への支援事業費の補助を行う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市町内会連合会
事業開始年度 平成元年

事業終了年度

高知市町内会連合会事業費補助金交付要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 高知市町内会連合会加入率

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

加入率の向上により，町内会等の活動の活性化を図る。

実績 78% 79% 79%

目標
評
価
指
標

Ａ 高知市町内会連合会加入率
目標 78% 78%

Ｂ

Ｃ

実績

79% 79%

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 5,052 5,094 5,137

 県費 (千円)

6,648

 一般財源 (千円) 5,052 5,094 5,137

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

6,648

 人役数 (人) 0.15 0.15 0.15 0.15

1,095

担当職員１名で１日１時間
程度従事で計算。
　月20時間程度･･･0.15人役

 正規職員 (千円) 1,095 1,095 1,095 1,095

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,095 1,095 1,095

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 6,147 6,189 6,232 7,743

(人) 0.15 0.15 0.15 0.15

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 18 19 19

地域の絆を強める地域コミュニティの活性化
め
ざ
す
べ
き
姿

　地域内の支え合いのしくみづくりを進めていくこと
で，地域が主体となった，誰もが住みやすいまちづくり
をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　高知市町内会連合会の活動を通じた各地域の町内会・自治会間の情報共有，連携・協力が，個々の活動の活性化につながる。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　町内会連合会による各町内会への支援は，地域コ
ミュニティの再構築を進める上で重要であり，町内
会・自治会活動の活性化に寄与するものである。

　また，各町内会等からも活動に対する支援のニーズ
は高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標は達成しているものの，さらに加入団体数
を増加させるための取組とはなっていない。
　また，需要に対して，予算措置が十分でない状況が
ある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

C事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　「補助金」という事業手法は効率的である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

14.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続
　町内会連合会の事業を通じた情報共有や協働は各町内会活動の維持継続・活性化にとって必要。
　連合会が実施する事業がより効果的なものとなるよう，その見直し・拡充を促すためには，補助制度等の改善
が必要。

○  B 改善を検討し，事業継続

　高知市町内会連合会への加入団体の増加や各団体の
活動を活性化するために，連合会の役割として何が求
められているかを再検証し，補助対象事業の見直し等
を検討する必要がある。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

C
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

12

41

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

安全で円滑な交通体系の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　利便性が高い快適な交通環境の実現に向けて，広域交
通ネットワークの強化を図るとともに都市内交通の円滑
化をめざします。また，市民の日常生活における移動手
段を確保するため，地域の実情に応じた公共交通体系の
構築と，少子高齢化への対応や環境負荷を低減するため
公共交通の利用促進をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 51 68

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 17,071 22,404 27,265

(人) 1.40 1.40 1.40

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員５名で業務を担当
（担当0.4×2係長0.3室長
0.2課長0.1）

 正規職員 (千円) 0 10,220 10,220 10,220

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 10,220 10,220

17,045

 人役数 (人) 1.40 1.40 1.40

10,220

運行費補助金，リーフレッ
ト作製費等

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 6,851 12,184

 県費 (千円) 1,507 1,601

17,045

 一般財源 (千円) 0 5,344 10,583

４か所導入 ２か所導入

Ｄ
目標

実績

目標

実績

H28は春野（１か所），H29
は行川，浦戸・御畳瀬，長
浜，円行寺（４か所）へ導
入

実績 1か所導入 ４か所導入

目標
評
価
指
標

Ａ
乗合タクシー導入及び拡大
の箇所数

目標 1か所導入

Ｂ 乗合タクシー利用者数
3,900人

Ｃ

7,500人 10,100人

実績 4,287人 10,544人

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 乗合タクシー導入及び拡大の箇所数

Ｂ 乗合タクシー利用者数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

高知市地域公共交通網形成計画の計画期間中に順次導入を行うもの。

地域住民のニーズに応じた効率的で利便性の高い交通手段として確保・維持する。

意図
どのような状態
にしていくのか

バス路線の維持が困難となっている地域において，将来に渡って持続可能な公共交通を確保・維持する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

路線バスにかわる公共交通として，デマンド型乗合タクシーを導入・運行する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 公共交通利用者
事業開始年度 平成24年度

事業終了年度

高知市地域公共交通網形成計画，高知市交通基本計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 くらし・交通安全課 　所属長名 前田　敦夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 地域交通運行事業
　所管部局 市民協働部 　部局長名 谷脇　禎哉
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　公共交通の維持・確保に関し有効かつ効率的な事業である。
　地域公共交通として事業を継続しつつ，利便性の向上及び導入地域の拡大を検討する。

 B 改善を検討し，事業継続

⑦現時点では，バス路線廃止に伴う地域への導入が中
心になっている。

⑧運賃については，バス運賃と同等に設定している。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

⑤地域との説明，協議，交通事業者との協議の後，高
知市地域公共交通会議（法定協議会）で承認を受けて
いる。

⑥タクシー事業者への補助金は，路線バスの運行費補
助金と比べて，予約制とすることで無駄な運行がなく
効率的な運行となり，コスト削減効果が現れている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

③導入計画地域，利用者数とも順調に目標を達成して
いる。

④路線バス利用者データの分析から，タクシー車両で
地域の需要に応えられる。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

①周辺部での公共交通の維持・確保に欠かせない。

②路線バスの廃止や運転免許証返納者の増加に対応し
ている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

・デマンド型乗合タクシー導入は次の４者それぞれにメリットがある。
　行政：交通不便地への対応，運行費補助金の低減。
　利用者：増便，安価な運賃，自宅近くでの乗降。
　タクシー事業者：新たな分野への参入，安定した収入源。
　バス事業者：不採算路線からの撤退，減便，乗務員の拘束時間の短縮。
・平成29年10月1日から，特認校へ校区外から通学する生徒のデマンド型乗合タクシー利用料を無料とし，保護者の負担を軽減している。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

06

15

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

　川村　弘

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 施設・居住系サービスの整備
　所管部局 　健康福祉部 　部局長名 　村岡　晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金交付要綱／地域介護・福祉
空間整備等施設整備交付金実施要綱

高知県介護基盤整備等事業費補助金交付要綱

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 　介護保険課 　所属長名

－

意図
どのような状態
にしていくのか

　要介護等高齢者一人ひとりが住みなれた地域の中で安心して暮らし続けていくことができるよう，在宅生活を支えるための
サービスの整備を行う。
　また，認知症高齢者の介護を支援するための居住系サービスとして，認知症対応型共同生活介護等の整備を行う。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　介護を必要とする高齢者の増加への対応を図るため，地域包括ケアシステムの構築をめざし，施設・居住系サービスの整備
を推進する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 地域密着型サービスの利用者
事業開始年度 平成27年度

事業終了年度

高知市地域密着型サービスの運営に関する委員会条例／
高知市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準等を
定める条例／高知市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び
運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な
支援の方法に関する基準等を定める条例／高知市介護基盤整備等事業費補助金
交付要綱

第６期介護保険事業計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
第６期介護保険事業計画による施設整備許可（地域
密着型サービス延件数）

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

第６期介護保険事業計画で策定した地域密着型サービスの整備許可決定を行う

（年度ごと実績内訳）
Ｈ27　定期巡回　２
　　　認知デイ　２
　　　ＧＨ　　　２
　　　看多機　　１
Ｈ28　小規模　　１
　　　認知デイ　１
Ｈ29　小規模　　２
　　　看多機　　１

※Ｈ30の目標値について
は，第７期介護保険事業計
画に基づく整備許可延べ件
数。

実績 述べ７件 延べ９件 延べ12件

目標

評
価
指
標

Ａ
第６期介護保険事業計画に
よる施設整備許可（地域密
着型サービス延件数）

目標 延べ12件 延べ12件

Ｂ

Ｃ

実績

延べ12件 延べ13件

Ｄ

目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 140 47,130 99

 県費 (千円) 47,026 35,105

35,106

0 35,105

 一般財源 (千円) 0 0 0

県費：施設整備補助金
その他：密着委員報酬，事務費
繰越額：施設整備補助金

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円) 140 104 99 1

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 43,300

0

1,500

 人役数 (人) 4.00 4.00 4.00 4.00

23,400

事業所指定業務：２人役
補助金業務：１人役
事務補助員：１人役

 正規職員 (千円) 21,900 21,900 21,900 21,900

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 23,400 23,400 23,400

1,500 1,500

1.00

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 23,540 70,530 23,499 58,506

(人) 3.00 3.00 3.00 3.00

 その他 (人) 1.00 1.00 1.00

②
概
算
人
件
費
等

1,500

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 70 212 71

高齢者の地域生活支援

め
ざ
す
べ
き
姿

　高齢者が地域で自立した生活を営むためには，医療，
介護，予防，住まい，地域における生活支援などが切れ
目なく提供される必要があり，関係機関の連携により，
体系的に提供を行う「地域包括ケアシステム」の実現を
めざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　施設・居住系サービスの整備にあたっては，市民満足度として数値で表現しにくいものであるため，事業所の質の向上を目指しながら，サービス
利用者に満足してもらえるよう施策を推進していく。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　地域密着型サービスの基盤整備を推進することは，
総合計画施策15「高齢者の地域生活支援」に掲げる，
高齢者やその家族が地域で安心して暮らすことの実現
に結びつくとともに，高齢化の進展や社会環境の変化
等により，グループホームなど居住系を含む当該サー
ビスは市民ニーズも非常に高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　達成状況については，「第６期介護保険事業計画」
に掲げた，地域密着型サービスの整備目標自体は達成
しているが，事業所側において用地の確保や人材確保
等の課題により，募集から整備許可までの間に期日を
要し，定量性は確保できたものの，スケジュール的に
一部遅延がみられる。
　成果向上など事業内容の観点では，事業周知は適
宜，十分に行っているが，引き続き人材確保・育成に
向けた取組を，県市連携の下，着実に進めていく。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　事業実施手法は，介護事業所のニーズも高いため，
ホームページによる周知は十分に機能しており，審
査・整備許可までの過程等現状が最適である。
　事業統合・連携・コスト削減では，類似事業は他に
なく，コスト削減の観点からも，国・県費を原資と
し，10分の10の補助率となる「医療・介護総合確保基
金」の活用により，市の一般財源は生じないため，効
率的に事業が実施されている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　地域密着型サービスの基盤整備を推進することは，「地域包括ケアシステム」構築に向け，重要な役割を担う
ことから，引き続き事業を継続していく。
　基盤整備のさらなる推進のためには，健康福祉部のみならず，長期浸水エリアなどの課題解消の観点から，南
海トラフ対策に全庁を挙げて取り組むとともに，中長期の観点に立ち，人材確保・育成に向けた取組を着実に進
める必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　受益者の隔たり，受益者負担の適正化については，
介護保険制度の範疇であり，公平かつ適正に事業が実
施されている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

02

07

20

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

寺尾倫彦

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 小児救急医療支援事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等 高知県救急医療施設運営費補助金交付要綱

政策 健康で安心して暮らせるまち

施策

　所管部署 地域保健課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

市民が安心して子育てができる環境を整える。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

夜間における小児に対する二次救急医療体制として，高知市域公的５病院が輪番で診療を実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 県民・市民
事業開始年度 平成11年度

事業終了年度

高知市救急医療支援事業費補助金交付要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
小児急患病院（高知大学医学部附属病院・国立病院機
構高知病院・医療センター）の当番日数（負担金）

Ｂ
小児急患病院（高知赤十字病院・JA高知病院）の当番
日数(補助金）

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

二次救急医療を行う輪番病院のうち，高知市が負担金を交付する病院の１年間の当番日数

二次救急医療を行う輪番病院のうち，高知市が補助金を交付する病院の１年間の当番日数

実績 年291日 年294日 年283日

目標 年75日評
価
指
標

Ａ

小児急患病院（高知大学医学
部附属病院・国立病院機構高
知病院・医療センター）の当
番日数（負担金）

目標 年291日 年290日

Ｂ
小児急患病院（高知赤十字病
院・JA高知病院）の当番日数
(補助金）

年75日

Ｃ

年80日 年80日

実績 年75日 年71日 年82日

年285日 年285日

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 18,297 18,229 18,203

 県費 (千円) 12,197 12,151 12,134 12,134

18,203

0 0 0

 一般財源 (千円) 6,100 6,078 6,069

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0

6,069

 人役数 (人) 1.00 1.00 1.00 1.00

7,300

 正規職員 (千円) 7,300 7,300 7,300 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 7,300 7,300 7,300

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 25,597 25,529 25,503 25,503

(人) 1.00 1.00 1.00 1.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 77 77 77

地域医療体制と健康危機管理体制の確立
め
ざ
す
べ
き
姿

　小児救急医療や中山間地域医療等の医療体制が確保さ
れるとともに，医薬品等の安全性の確保，感染症等の健
康危機管理対策など，安全面の対策がなされ，市民が安
心して医療サービスを受けられる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　二次医療圏＝中央保健医療圏（高知市外13市町村で構成）の救急医療体制は市町村の一次救急をバックアップする役割を担っている。経費割合
は，高知市1/3，高知県2/3となっており，高知市外での経費負担はされていない（覚書による）。
　高知県において社会資源が集中している高知市の役割として，本事業は周辺市町村の医療体制の強化に寄与している。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　小児救急医療体制は人的または組織的に疲弊してい
るため，バックアップ医療機関となる二次救急医療体
制の整備が必要である。
　また，小児医療体制の充実は市民から常に要請され
るものである。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　年間365日，二次救急医療を行える小児急患病院を
輪番制で配置できているため，事業内容は有効といえ
る。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　実施手法としては，一次救急医療体制と二次救急医
療体制の円滑な連携等の観点から，小児科医会の協力
を得ながら運営している現状が最適と考える。
　この事業には他に類似した事業はなく，充実した二
次救急医療体制確保のためには事業日数や人件費等の
削減を行うことも難しいため現状が望ましい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　小児救急医療体制は，人的また組織的に疲弊しており，そのバックアップ医療機関となる二次救急医療体制の
整備が必要となる。二次救急医療機関においても小児救急医療体制は人的に不足しており，行政として小児輪番
体制を構築し，支援していく必要性は高い。

 B 改善を検討し，事業継続

　小児医療が必要な方は市内・市外を問わず等しく受
けられる事業であるため，極めて公平性は高い。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

02

07

20

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 5 5 5

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 1,575 1,589 1,576 1,612

(人) 0.20 0.20 0.20 0.20

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 人役数 (人) 0.20 0.20 0.20 0.20

1,460

 正規職員 (千円) 1,460 1,460 1,460 1,460

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,460 1,460 1,460

 その他 (人)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

 一般財源 (千円) 115 129 116 152

 県費 (千円)

116 152

・委員報酬
・信頼度調査委託費

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 決算額 (千円) 115 129

 市債 (千円)

 その他 (千円)

Ｃ
目標

実績
Ｄ

目標

60％ 40％

実績

Ｂ
目標

備考欄

評
価
指
標

Ａ
衛生検査所の立入検査の実
施割合

目標 50％ 50％ 50％ 50% ２年で全件実施を目標とし
ていることから，評価指標
については，各年50％とい
う実施割合で設定してい
る。しかしながら，対象施
設数は全５施設であり，今
年３施設・翌年２施設と実
施しているため，実績が
60％・40％となっていると
ころであるが，本来の目標
は達成している。

実績

実績 40％

Ｄ

27年度 28年度 29年度 30年度（計画）

評
価
指
標

事業成果を評価する指標 指　標　設　定　の　考　え　方

Ａ 衛生検査所の立入検査の実施割合 高知市に所在する衛生検査所に対して，２年で全件立入検査を行う

Ｂ

Ｃ

意図
どのような状態
にしていくのか

施設設備及び管理運営体制を適正に維持するとともに，検査精度を確保する

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・高知市衛生検査精度管理専門委員協議会の開催
・衛生検査所に対する立入検査の実施
・衛生検査精度管理調査の実施

対象 誰(何)を対象に 高知市に所在する衛生検査所
事業開始年度 平成10年度

事業終了年度

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

め
ざ
す
べ
き
姿

　小児救急医療や中山間地域医療等の医療体制が確保さ
れるとともに，医薬品等の安全性の確保，感染症等の健
康危機管理対策など，安全面の対策がなされ，市民が安
心して医療サービスを受けられる社会をめざします。

政策

県条例・規則・要綱等

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

健康で安心して暮らせるまち

施策 地域医療体制と健康危機管理体制の確立

法定受託事務

法律・政令・省令 臨床検査技師等に関する法律

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 衛生検査所指導
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃

　所管部署 地域保健課 　所属長名 寺尾　倫彦
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　地域医療の基礎をなす，市民の健康状態を把握するための臨床検査について，その信頼性の確保に資する事業
であり，市民の健康の維持・改善のために必要な事業として，継続が必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業の目的である，衛生検査所における臨床検査
の信頼性の確保については，その効果が，病気の予防
及び治療に取り組むすべての者に対して波及するもの
であり，受益の公平性は極めて高い。

　事業実施の財源は全額一般財源であるが，適正であ
る。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

　専門委員４名（施設毎に２名ずつ交代）と担当職員
３名で立入監視を行っており，検査の手技や検査で使
用する機器に関する部分など，専門性が高い事項に関
しては専門知識を有する委員に対応を委ねるなど，事
業効果の最大限の発揮を考慮し，適切な事業実施手法
を採っている。

　専門性の高い事業であるため，現状の事業実施手法
を継続する必要がある。事業費については，最小限に
抑えることができていると考える。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　２年で全件実施を目標としていることから，評価指
標については，各年50％という実施割合で設定してい
る。しかしながら，対象施設数は全５施設であり，今
年３施設・翌年２施設と実施しているため，実績が
60％・40％となっているところであるが，本来の目標
は達成している。

　事業内容については，衛生検査所の適正維持のため
に，十分な効果を発揮するものとなっていると考え
る。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，衛生検査所での検査が適切な手技・機器
で行われているか，検査結果の精度が適当であるか等
について確認・指導するものであるが，その目的は，
市民の健康状態を把握するための臨床検査の信頼性確
保であり，施策20「地域医療体制と健康危機管理体制
の確立」，重点的な取組「医療等安全対策」に合致す
る。
　市民の健康の保持に向けて，病気の診断のための検
査を請け負う衛生検査所の果たす役割は大きく，その
適正維持を図るための本事業の重要度は高いと考え
る。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　病気の診断及び治療対処に直結する臨床検査を受託する衛生検査所に対し，施設設備及び管理運営体制の適正維持を図るための立入検査及び精度
管理を行うことが，臨床検査の信頼性を確保し，ひいては市民の健康の保持に寄与する点については，評価指標で表しにくい部分である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

07

21

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

　岡林　良樹

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 食品安全推進事業
　所管部局 　健康福祉部 　部局長名 　村岡　晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

　食品衛生法，食品安全基本法

　高知県食品衛生法施行条例

政策 健康で安心して暮らせるまち

施策

　所管部署 　生活食品課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

　食品等の安全性を確保することにより，食中毒等の発生が防止され，市民の健康が保護される。消費者や食品等事業者等と
食品の安全性に関する情報や意見の交換を行うことにより，相互の理解が深まる。国等が実施する研修会等への参加により，
食品衛生監視員の資質が向上する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　「高知市食品衛生監視指導計画」の推進を図るとともに，食品等事業者及び消費者を対象とした衛生講習会等を通じ，食品
衛生知識の普及啓発，食品の安全に関する情報提供及びリスクコミュニケーションを推進する。
　ＨＡＣＣＰ導入に取り組む食品等事業者に対し，助言並びに技術的支援を行う。
　学校給食用食材の安全性を確保するため，学校給食関係者への研修会を開催する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
　消費者，食品等事業者及び食品営業許可施設等
　市内で流通する加工食品及び農畜水産物

事業開始年度 平成10年度

事業終了年度

　高知市食品衛生法施行条例

　高知市食品衛生監視指導計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 　食中毒の患者数

Ｂ 　食品衛生監視指導の実施率

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

　年度内に発生した食中毒の患者数の総数で，食中毒の発生規模に繋がる指標である。

　食品関係営業施設等に監視指導を実施した件数の割合で，監視指導状況を示す指標である。

監視指導の実施率＝監視指
導件数÷全施設数×100

実績 68名 67名 162名

目標 43%
評
価
指
標

Ａ 　食中毒の患者数
目標 70名以下 70名以下

Ｂ
　食品衛生監視指導の実施
率

44%

Ｃ

45% 45%

実績 42% 39% 42%

60名以下 60名以下

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 7,395 6,687 2,724

 県費 (千円)

3,164

 一般財源 (千円) 7,395 6,687 2,724

　食品保健担当，検査指導担当，
食肉衛生検査所の事業費のうち検
査に係るものを集約していたが，
平成29年度からそれぞれに再度配
分しなおした。

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

3,164

2,561

 人役数 (人) 4.40 4.40 4.40 4.40

27,381

課長0.05
係長0.35
担当3.0（6×0.5）

 正規職員 (千円) 24,820 24,820 24,820 24,820

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 26,872 26,920 26,645

2,052 2,100

1.00

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 34,267 33,607 29,369 30,545

(人) 3.40 3.40 3.40 3.40

 その他 (人) 1.00 1.00 1.00

②
概
算
人
件
費
等

1,825

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 103 101 89

衛生的な生活環境づくりと動物愛護の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　食品の安全性，衛生的な生活環境の確保や動物愛護の
啓発が進み，市民が安心して快適な生活を送ることがで
きるとともに動物と共存できる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　鶏肉の生食を規制する法令はなく，鶏肉の生食による食中毒の発生を防止することが困難であるが，年度における食中毒の件数は，３～５件であ
る。
　大量調理施設において提供された食品を原因とする食中毒への対策が重要である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

・総合計画 安心の環「衛生的な生活環境づくりと動
物愛護の推進」に該当する。

・食の安全に対する市民のニーズや価値観が多様化し
ている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

・食中毒は，ここ数年，年度当たり３～５件発生して
いる。有症者が50名を超える食中毒が発生した場合
は，評価指標の達成が困難となるため，大量調理施設
を原因とする食中毒への対策が重要である。
　また，食品衛生監視指導の実施率については，過去
３年間の目標に対する達成率が89％を超えているが，
監視指導実施の更なる向上を目指す。

・事業者及び市民に対し指導啓発を行っている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

・食品衛生法に規定されている食品衛生監視員による
業務である。

・類似の事業はない。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　食への取組は，すべての市民の健康保護に繋がるものである。平成30年度には15年ぶりに食品衛生法が改正さ
れ，ＨＡＣＣＰの義務化をはじめとする新しい対応が求められており，今後ますます高度で幅広い監視体制が必
要とされると考えられる。食中毒患者数に関しても，ここ数年，患者数50名を超える食中毒事例が発生してお
り，全体的な注意喚起や監視指導はもとより，大規模調理施設等への食中毒対策の徹底が必要となっている。

 B 改善を検討し，事業継続

・食品の安全性を確保することは，すべての市民の健
康の保護に繋がる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

02

07

21

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

　岡林　良樹

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 食品営業許可等指導事業
　所管部局 　健康福祉部 　部局長名 　村岡　晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

　食品衛生法

　高知県食品衛生法施行条例

政策 健康で安心して暮らせるまち

施策

　所管部署 　生活食品課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

　食品営業許可施設等への監視指導を実施することにより，食品の安全性が確保される。
　食品等事業者による自主衛生管理意識が向上する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　「高知市食品衛生監視指導計画」の推進を図るとともに，食品等事業者を対象とした衛生講習会等を通じ，食品衛生知識の
普及啓発及び食品の安全に関する情報提供を行う。
　ＨＡＣＣＰ導入に取り組む食品等事業者に対し，助言並びに技術的支援を行う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 　食品営業許可施設や事業者等
事業開始年度 平成10年度

事業終了年度

　高知市食品衛生法施行条例

　高知市食品衛生監視指導計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
　食品等事業者を対象とした食品衛生講習会の受講
者数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

　食品衛生講習会の受講による食品等事業者の衛生管理意識の向上に繋がる指標である。

実績 5,375名 4,713名 5,698名

目標
評
価
指
標

Ａ
食品等事業者を対象とした
食品衛生講習会の受講者数

目標 5,400名 5,400名

Ｂ

Ｃ

実績

5,500名 5,500名

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,848 2,009 2,099

 県費 (千円)

2,440

 一般財源 (千円) 1,848 2,009 2,099

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

2,440

 人役数 (人) 3.40 3.40 3.40 3.40

24,820

課長0.05
係長0.35
担当3.0（6×0.5）

 正規職員 (千円) 24,820 24,820 24,820 24,820

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 24,820 24,820 24,820

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 26,668 26,829 26,919 27,260

(人) 3.40 3.40 3.40 3.40

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 80 81 82

衛生的な生活環境づくりと動物愛護の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　食品の安全性，衛生的な生活環境の確保や動物愛護の
啓発が進み，市民が安心して快適な生活を送ることがで
きるとともに動物と共存できる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた手引書が，食品に関わる業界団体ごとに，40種類が作成されようとしている。各々の事業者の手引書遵守も課題
ではあるが，食品衛生監視員（市職員）と食品衛生指導員（市食品衛生協会）による監視指導能力や，監視指導の在り方も業界団体ごとに対応が求
められることが想定される。ＨＡＣＣＰは一般衛生管理が基本とされるが，業界団体ごとの手引書への十分な理解が指導する側にも求められる。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

・食品衛生法の一部改正により，ＨＡＣＣＰによる衛
生管理の推進が必要となっている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

・さまざまな機会を通じ，食品等事業者が開催する食
品衛生講習会に講師を派遣しており，その依頼の状況
により，受講者数が減少する場合がある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

・食品衛生法に規定されている食品衛生監視員による
業務である。

・類似の事業はない。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　本年６月の食品衛生法の一部改正に伴い，３年以内にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が制度化されることとな
り，今後，より一層の食品等事業者による衛生管理意識の向上が必要となる。講習内容や監視指導における指導
力の平準化と質の向上が事業成果や市民満足度にも反映されることになると考えられることから，市民の健康を
保護する基礎的条件ととらえ取組にまい進しなければならない。

 B 改善を検討し，事業継続

・食品等事業者による衛生管理意識の向上は，市民の
健康の保護に繋がる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

02

06

15

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

高齢者の地域生活支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　高齢者が地域で自立した生活を営むためには，医療，
介護，予防，住まい，地域における生活支援などが切れ
目なく提供される必要があり，関係機関の連携により，
体系的に提供を行う「地域包括ケアシステム」の実現を
めざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 23 23 24

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 7,831 7,800 7,818 7,903

(人) 1.00 1.00 1.00 1.00

 その他 (人) 0.12 0.12 0.12

②
概
算
人
件
費
等

240

 正規職員

正職員１
事務補助員0.12

 正規職員 (千円) 7,300 7,300 7,300 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 7,540 7,540 7,540

240 240

0.12

71

240

 人役数 (人) 1.12 1.12 1.12 1.12

7,540

介護保険地域支援事業で実施

財
源
内
訳

 国費 (千円) 113 101 108 141

 その他 (千円) 64 57 61 80

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 291 260 278

 県費 (千円) 57 51 54 71

363

 一般財源 (千円) 57 51 55

2,000人 2,500人

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 1,986人 1,385人 2,202人

目標 50人
評
価
指
標

Ａ 認知症サポーター数
目標 1,700人 1,600人

Ｂ
認知症サポーターステップ
アップ研修修了者数

50人

Ｃ

50人 30人

実績 33人 20人 18人

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 認知症サポーター数

Ｂ 認知症サポーターステップアップ研修修了者数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

高齢者保健福祉計画（３か年）の目標値を元に，単年度の目標値を設定している。

高齢者保健福祉計画（３か年）の目標値を元に，単年度の目標値を設定している。

意図
どのような状態
にしていくのか

認知症の人が,できる限り地域の住み慣れた環境で自分らしく暮らし続けることができるように,認知症に関する基礎知識や対
応方法を知り,認知症について理解する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・認知症サポーター養成講座の講師役キャラバンメイトの養成研修開催
・市民や企業からの認知症サポーター養成講座開催申込により，キャラバンメイトの調整，活動支援の実施
・認知症サポーターが地域の活動に参加できるように，認知症サポーターステップアップ研修の開催

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市民
事業開始年度 平成18年度

事業終了年度

高齢者保健福祉計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 健康増進課 　所属長名 池内　章

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 認知症サポート事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　認知症になっても安心して暮らし続けるために，多くの市民が認知症について正しく理解することが大切であ
り，その上で地域で活動ができる人材を育成することが大事になってくる。今後も工夫をしながら事業の継続が
必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　子どもから大人まで幅広い対象者に実施しており，
偏りはない。

　ボランティア養成・育成を目的としており，受益者
の負担はない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　これまでに養成した，認知症サポーター養成講座の
講師役であるキャラバンメイトの活動意向の整理を行
い，効果的に調整ができる体制づくりや，市民への広
報の仕方等工夫して行っているところであり，継続し
ていく必要がある。
　ステップアップ研修についても，地域版の開催等工
夫して行っており，継続していく必要がある。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　認知症サポーター養成は目標値に達している。
　ステップアップ研修については，数値的には目標は
達成できていないが，具体的に地域の活動に結びつく
など，効果はでている。
　地域，企業，学校等への働きかけや地域の施設での
実習体験等具体的な活動につながりやすい工夫を行っ
ており，事業内容は妥当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　高齢化にともない認知症になる方は増加しており，
国の推進する施策の一つに認知症施策が掲げられてい
る。認知症になっても地域で安心して暮らし続けるた
めの本事業は，高知市においても高齢者保健福祉計画
にも位置付けて進めており，必要性が高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　認知症サポーターステップアップ研修は，地域の活動に参加することができるサポーターを養成するものである。数値的には目標達成できていな
いが，修了者は高知市社会福祉協議会のボランティアセンターでの活動や認知症サポーター養成講座開催への協力，地域での声かけや個別支援など
の地域活動に結びついている。また，認知症サポーター養成講座の講師役であるキャラバンメイトとなり活動している方もいる。
　研修内容も講座のみでなく，地域の施設での実習体験など，具体的な活動につながりやすい工夫を行っている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

07

22

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

池内　章

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 生活習慣病予防対策事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

健康増進法

政策 健康で安心して暮らせるまち

施策

　所管部署 健康増進課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

市民一人ひとりが自分の健康状態を知り，生活習慣病予防のために，生活習慣の改善や健康の維持増進に取り組むことができ
る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・特定健診受診勧奨，健診結果説明会，特定保健指導，ハイリスク保健指導の実施
・医療機関と連携した重症化予防に向けた体制づくり
・高知市の健康課題や生活習慣病のリスク，生活習慣改善の必要性や工夫を啓発
・生活習慣病予防に関する協議会の開催
・市民全体に向けた健康づくり活動の展開

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 20歳以上の高知市民
事業開始年度 平成25年度

事業終了年度

健康づくり計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 高知市いきいき健康チャレンジ参加者数

Ｂ 高知市生活習慣病予防に関する協議会開催回数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

市民が取り組んでいる健康づくり活動を，事業の参加人数で評価するもの。

健康づくりができる環境整備を関係機関との協働によって行っていく機会の多さを評価するもの。

実績 ― 522人 1,811人

目標 　　　２回
評
価
指
標

Ａ
高知市いきいき健康チャレ
ンジ参加者数

目標 ― 250人

Ｂ
高知市生活習慣病予防に関
する協議会開催回数

２回

Ｃ

２回 ３回

実績 ２回 ２回 ２回

1,000人 2,500人

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 0 183 177

 県費 (千円)

323

 一般財源 (千円) 0 183 177

健康増進課の事業費のみ

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

323

1,600

 人役数 (人) 5.12 5.80 5.80 4.30

27,150

正職員５
事務補助員0.8

 正規職員 (千円) 36,500 36,500 36,500 25,550

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 36,740 38,100 38,100

240 1,600

0.80

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 36,740 38,283 38,277 27,473

(人) 5.00 5.00 5.00 3.50

 その他 (人) 0.12 0.80 0.80

②
概
算
人
件
費
等

1,600

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 110 115 116

生涯を通じた心身の健康づくり支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　市民が健康に関心を持って主体的に健康づくりに取り
組むとともに，市民の健康づくりを社会全体で支えるこ
とで，健康寿命が延伸し，一人ひとりが生涯を通じて心
身ともにいきいきと暮らせる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　生活習慣病予防に関する協議会で市の健康課題を共有し，委員それぞれの立場で市の事業への貴重なご意見をいただくことで，より効果的な保健
事業の展開ができている。また，参加団体同士の連携がとれ始め参加団体での主体的な取組も増えている。行政と健康づくりに関わる機関が協働す
ることによって，多様な市民の健康づくりが支援できる環境整備ができている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　第二期健康づくり計画においても，生活習慣病対策
及び健康的な生活習慣づくりは重点施策と位置付けら
れている。また，医療費適正化に向けても重点的に取
り組む課題となっており，事業実施の必要性は高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　国保被保険者の特定保健指導等が30年度から保険医
療課に移管された。
　健康増進課の事業としては，市民の健康づくりを支
援するいきいき健康チャレンジの普及啓発を積極的に
行い，参加者数は年々増加している。
　内容については，日々の取組が楽しみになるように
協力企業提供の景品のプレゼントや対象者限定の講座
等の特典を設けるなど，継続に向けた取組の工夫を行
えている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　高知県事業である「高知家健康パスポート」と連携
した形で事業を展開することで，効果的に広報もで
き，相乗効果がでている。
　また，関係機関等との協議の場を設定し，連携体制
を強化しながら協働による取組を進めることで，効果
が上がっている。
　ただ，事務量が多いことから，今後の拡大に向けて
はＩＣＴの活用等，効率的に提供できる方法の研究が
必要である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　健康寿命の延伸，医療費の適正化に向けて，生活習慣病対策は重要である。日々の健康づくり，自身の健康状
態の把握のための健診受診，健診結果に基づく保健指導等の生活習慣の改善に向けた支援等，生活習慣病予防に
向けた一連の取組を今後も強化していく必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　いきいき健康チャレンジ事業は対象が20歳以上の市
民となっているが，生活習慣病予防啓発活動は広く市
民に向けて行っており偏りはない。
　市民の健康増進を支援し，医療費適正化を図るもの
で受益者の負担はない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

02

07

22

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

池内　章

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 口腔保健支援センター
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

歯科口腔保健の推進に関する法律,(国通達等)医政発0515第7号
H25.5.1口腔保健推進事業の実施について」

歯と口の健康づくり条例

政策 健康で安心して暮らせるまち

施策

　所管部署 健康増進課 　所属長名

―

意図
どのような状態
にしていくのか

すべてのライフステージに応じた歯科保健について一体的に取り組む機能を持ち，歯科口腔保健施策へ歯科専門職の視点から
の支援を行い，市民の歯と口の健康づくりを進める

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・口腔歯科保健センターを拠点とした，関係機関との連携による歯科保健の普及啓発
・フッ化物応用によるむし歯予防
・歯肉炎予防健康教育支援
・歯周病予防保健指導
・医歯薬連携した歯周病予防の啓発
・口腔機能向上と連携したかかりつけ歯科医の推進

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 庁内各部署，学校，保育園，関係機関等
事業開始年度 平成26年度

事業終了年度

口腔保健支援員設置に関する規則，口腔保健検討会設置要綱，フッ化
物応用推進事業実施要綱

健康づくり計画,食育推進計画等

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
庁内各部署，学校，保育園，関係機関等への支援回
数

Ｂ フッ化物洗口実施施設数

Ｃ 歯肉炎予防の歯磨き指導実施小学校数

Ｄ 歯肉炎予防の歯磨き指導実施中学校数 中学校での歯肉炎予防の取組に学園短大の学生実習と連携した事業を活用する中学校数

指　標　設　定　の　考　え　方

歯科口腔保健の拠点として関係部署等への支援の実績により活動状況を評価するもの

むし歯予防におけるフッ化物応用のうち学校・保育園等でのフッ化物洗口の普及状況

小学校での歯肉炎予防の取組として学園短大の学生実習と連携して行う事業を活用
し，学校での実践につなげる小学校数

実績 172回 186回 226回

目標 12施設
評
価
指
標

Ａ
庁内各部署，学校，保育
園，関係機関等への支援回
数

目標 100回 150回

Ｂ フッ化物洗口実施施設数
21施設

Ｃ

27施設 33施設

実績 14施設 23施設 29施設

150回 150回

Ｄ
歯肉炎予防の歯磨き指導実
施中学校数

目標 ５校 ５校 ８校 ９校

実績 ５校

歯肉炎予防の歯磨き指導実
施小学校数

目標 20校 25校 30校 30校

実績 23校 29校 30校

８校 ９校

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,895 2,374 2,449

 県費 (千円)

2,044

0 0

 一般財源 (千円) 833 946 1,233

国補助金 1/2

財
源
内
訳

 国費 (千円) 1,031 1,419 1,206 1,022

 その他 (千円) 31 9 10 10

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0

1,012

2,224

 人役数 (人) 1.70 1.70 1.80 1.80

8,064
正職員　２名，非常勤特別職
１名で業務にあたっており，
国庫補助要件として，歯科医
師１名を含む歯科専門職２名
以上が従事する必要がある。
（非常勤職員のみでなく，正
職員給与についても補助上限
額まで1／2国庫補助あり）

 正規職員 (千円) 5,110 5,110 5,840 5,840

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 7,332 7,332 8,064

2,222 2,222

1.00

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 9,227 9,706 10,513 10,108

(人) 0.70 0.70 0.80 0.80

 その他 (人) 1.00 1.00 1.00

②
概
算
人
件
費
等

2,224

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 28 29 32

生涯を通じた心身の健康づくり支援

め
ざ
す
べ
き
姿

　市民が健康に関心を持って主体的に健康づくりに取り
組むとともに，市民の健康づくりを社会全体で支えるこ
とで，健康寿命が延伸し，一人ひとりが生涯を通じて心
身ともにいきいきと暮らせる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　地域での普及啓発活動に従事する歯科専門職の人材育成が必要であり，地域歯科衛生士の活動を支援することにより人材育成につながっている。
　高知学園短期大学歯科衛生専攻の学生実習と連携した活動を行うことにより，マンパワーの確保と人材育成につながっている。歯周病は全身の健
康に密接にかかわることから，歯周病予防の啓発を生活習慣病予防事業と連携して実施している。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　第二期健康づくり計画において，歯と口の健康づく
りは重点的な取組の一つに位置付けられている。
　歯肉炎予防のための歯みがき指導は，市立小学校の
約70％，市立中学校の約50％からの希望があり，また
フッ化物洗口の実施施設も年々増加している。歯科保
健の取組は全身の健康に密接に関係しており，健康寿
命への延伸にもつながるものである。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　４項目ともに評価指標の目標を達成しており，特に
評価指標Ａの支援回数は年々増加傾向にある。
　市民が主体的に健康づくりに取り組むための入り口
として保育園・学校での歯科保健の取組を支援はもと
より，全ての年代に応じた市民への普及啓発を進めて
おり妥当と考える。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　歯科専門職は正職員２名・非常勤職員１名の３名で
従事しているが，正職員２名は他課と兼務しておりマ
ンパワーの確保が難しい中，学園短大の学生実習と連
携して事業に取り組むなど，マンパワーの確保とコス
ト削減は実現している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　口腔保健支援センターを開設して５年目となり，支援回数も定着増加しており関係部署や関係機関のとの連携
体制が構築されている。歯科保健の取組は全身の健康づくりの基礎となることから，市民の主体的な健康づくり
として定着できるよう，幼児期から高齢期に至るまで切れ目無い支援を継続していく必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　フッ化物洗口の支援については市内の小中学校，保
育園等に広く周知して実施している。歯肉炎予防の指
導についても市立小中学校へ市教育委員会を通じて周
知し，小学校の約70％，中学校の約50％での実施と
なっている。
　消耗品等の一部は施設負担としているほか，事業実
施の財源は国庫補助事業を活用することで，1／2の負
担となっている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

02

07

22

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

池内　章

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 自殺予防啓発事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

自殺対策基本法，精神保健福祉法第45条，第46条，第47条，第48条，
第49条，障害者総合支援法第53条

政策 健康で安心して暮らせるまち

施策

　所管部署 健康増進課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

自殺予防対策を実施していく上で精神疾患や精神障害についての理解を深めることで，自分のメンタルヘルスが悪化した時，
適切な対応ができるよう，また周囲の人のメンタルヘルスが悪化したときに，適切な対処ができるようにする。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・メンタルヘルスチェックシステム「こころの体温計」の周知・活用
・認知行動療法等メンタルヘルスに関する講演会開催
・関係機関対象のゲートキーパー研修実施
・関係機関とのネットワークづくり

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に すべての高知市民
事業開始年度 平成22年度

事業終了年度

高知市健康づくり計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
ゲートキーパー養成研修実施対象機関のうち研修を
実施した割合

Ｂ
研修会参加者のうち「今後に活用できる」と答えた
人の割合

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

関係機関へのゲートキーパー研修を行うため，カテゴリーに分け年1カテゴリーの機関で実施するもの

広く市民を対象とした心の健康づくり研修会での参加者の理解度や取組の意欲を計るもの

平成28年度から評価指標を
変更

実績 263人 20％ 40％

目標 80%
評
価
指
標

Ａ
ゲートキーパー養成研修実
施対象機関のうち研修を実
施した割合

目標 200人 20％

Ｂ
研修会参加者のうち「今後
に活用できる」と答えた人
の割合

80％

Ｃ

80％ 80％以上

実績 80% 90％ 92％

40％ 60％以上

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 592 384 350

 県費 (千円) 302 191 174 207

414

 一般財源 (千円) 290 193 176

県補助金 1/2

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

207

 人役数 (人) 0.80 0.80 0.80 0.80

5,840

 正規職員 (千円) 5,840 5,840 5,840 5,840

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 5,840 5,840 5,840

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 6,432 6,224 6,190 6,254

(人) 0.80 0.80 0.80 0.80

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 19 19 19

生涯を通じた心身の健康づくり支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　市民が健康に関心を持って主体的に健康づくりに取り
組むとともに，市民の健康づくりを社会全体で支えるこ
とで，健康寿命が延伸し，一人ひとりが生涯を通じて心
身ともにいきいきと暮らせる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　自殺はその多くが追い込まれた末の死であり，その背景には精神保健上の問題だけでなく社会的な要因も多い。
　ゲートキーパーは自殺の危険を示すサインに気づき，適切な対応をし，必要な支援につなぎ，見守る人のことであり，本市においても養成研修を
実施してきた。特に平成28年度からは自殺リスクの高い対象者と関わる機関を５つのカテゴリー（母子,就労,医療,経済,その他）に分けて実施をし
ている。
　また，平成30年度には市町村自殺対策計画の策定が義務付けられており地域の実情に合わせた実効性の高い計画とするために，国から示された自
殺対策事業に関連する事業も反映をさせ，生きることの包括的な支援として推進していく必要がある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　国全体が対策を進める中で自殺者数は徐々に減少し
ているが，誰もが自殺に追い込まれることのない社会
が目指す姿であり，国の自殺対策基本法により，市町
村に自殺対策計画の策定が義務づけられている。その
ためにも事業実施の必要性は高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａ・Ｂともに計画的に実施し達成できてい
るが，より拡大するため平成30年度に策定を予定して
いる自殺対策計画に基づき，効果的に進めていく必要
がある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　自殺要因が個々人の背景や状況に加え多岐に渡って
いることから,自殺リスクの高い人と関わる機関への
対策をより効果的に実施していく必要がある。庁内関
係部署や関係機関とのネットワークを構築していくこ
ととしており，妥当と考える。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

15.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　自殺者数は年々減少しているが,自殺者対策は重要であり自殺予防の体制の充実を図る必要がある。より効果
的な事業となるよう市役所内外の幅広い機関等との連携を図りながら取組をしていく必要がある。

○  B 改善を検討し，事業継続

　相談窓口やメンタルヘルスチェックシステムについ
ては，市ホームページ等で広く公開している。また，
市民を対象として研修会等もホームページや広報紙，
新聞などで広く案内をしていることから公平性は保た
れている。
　事業内容から受益者負担には馴染まない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

02

07

22

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

生涯を通じた心身の健康づくり支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　市民が健康に関心を持って主体的に健康づくりに取り
組むとともに，市民の健康づくりを社会全体で支えるこ
とで，健康寿命が延伸し，一人ひとりが生涯を通じて心
身ともにいきいきと暮らせる社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 33 33 33

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 10,975 10,997 10,984 10,975

(人) 1.50 1.50 1.50 1.50

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 10,950 10,950 10,950 10,950

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 10,950 10,950 10,950

25

 人役数 (人) 1.50 1.50 1.50 1.50

10,950

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 25 47 34

 県費 (千円)

25

 一般財源 (千円) 25 47 34

25,000枚 25,000枚

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 12,000枚 12,000枚 14,000枚

目標 15回
評
価
指
標

Ａ
受動喫煙防止対策チラシの
配布数

目標 12,000枚 12,000枚

Ｂ
保育園，放課後児童クラブ
での喫煙予防と受動喫煙防
止の啓発活動の実施

15回

Ｃ

20回 20回

実績 ８回 18回 26回

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 受動喫煙防止対策チラシの配布数

Ｂ
保育園，放課後児童クラブでの喫煙予防と受動喫煙
防止の啓発活動の実施

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

主に子ども達への受動喫煙防止に向けた啓発の取組として実施するもの。

主に子ども達への受動喫煙防止に向けた啓発の取組として実施するもの。

意図
どのような状態
にしていくのか

喫煙者及び非喫煙者がたばこの害を知り，受動喫煙を防ぐことができる。また，禁煙希望者が禁煙を実行し，継続できる。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・たばこの害，禁煙について啓発及び禁煙希望者への情報提供
・受動喫煙防止のための取組
・禁煙サポーター等による啓発活動
・未成年者の喫煙防止のための体制づくり

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民
事業開始年度 平成14年度

事業終了年度

健康づくり計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

健康増進法

政策 健康で安心して暮らせるまち

施策

　所管部署 健康増進課 　所属長名 池内　章

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 喫煙対策事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

15.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　子どもや保護者などに向けた啓発活動は，効果的に継続していくとともに，健康増進法の一部改正に伴い，今
後は関係部署と連携しながら受動喫煙防止に向けた環境整備の取組を強化していく必要がある。

○  B 改善を検討し，事業継続

　母子保健事業との連携による啓発は，対象者すべて
にアプローチできているが，保育園児や学童について
は，認可されている保育園や児童クラブに通っている
児に対して行っている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　現時点での取組としては，母子保健との連携等他の
事業と関連づけ介入できる方法で実施できている。し
かし，今後は学校との連携など拡大を検討していく必
要がある。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　啓発チラシの配布については，平成29年度は受動喫
煙防止に関する法改正に伴う内容を取り入れたチラシ
で啓発予定であったが，内容の変更がなかったこと
と，いきいき健康チャレンジ等健康づくり事業と併せ
て啓発する計画であったが，十分に組み込んでいくこ
とができなかったため目標達成できなかった。しかし
ながら，これまで同様に保育園児への配布や世界禁煙
デーなど様々な機会を捉え，市民に配布してきた。
　子どもの頃から，たばこの害を知り，受動喫煙防止
や喫煙しない意識を高めるための取組は効果的であ
る。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　喫煙はがんや循環器疾患等疾病の危険因子であり，
死亡の大きな要因である。受動喫煙防止や禁煙に対す
る市民の意識も高まってきており，国においても健康
増進法の一部が改正され，受動喫煙防止に向けた取組
が一層求められている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　現在受動喫煙防止について努力義務が規定されているだけで罰則等がないことから，喫煙による健康被害の周知や禁煙希望者への支援等啓発に努
めている。中でも，子どもへの啓発は，たばこを吸い始めないということと併せて，保護者の禁煙のきっかけになるなど一定効果を上げている。本
年健康増進法改正により規制強化されることから，庁内外と連携のもと取組の強化を図る必要がある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

06

16

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

上田　和久

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 日中一時支援事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 障がい福祉課 　所属長名

─

意図
どのような状態
にしていくのか

障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を図ることを目的とする

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

障害者等の日中における活動の場を確保するとともに，当該事業の利用を希望する障害者等に対し，利用に係る費用を給付す
る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 在宅の障害のある人や子ども
事業開始年度 平成18年度

事業終了年度

高知市日中一時支援事業実施要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 適正な事務の執行

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

事業利用に係る申請・決定・給付事務等の適正な執行

実績 文言 文言 文言

目標
評
価
指
標

Ａ 適正な事務の執行
目標 文言 文言

Ｂ

Ｃ

実績

文言 文言

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 46,092 45,099 44,031

 県費 (千円) 8,122 8,900 7,984 8,184

43,076

 一般財源 (千円) 19,232 18,542 20,275

地域生活支援事業費補助金
　国：２分の１（予算配分後の金額）
　県：４分の１（国の２分の１）
　
※市：４分の１（所要額－国－県）

財
源
内
訳

 国費 (千円) 18,738 17,657 15,772 16,800

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

18,092

900

 人役数 (人) 1.90 1.90 1.90 1.90

11,120

正職員14名（１名当たり0.1
人役）と臨時職員５名（１
名当たり0.1人役）で業務に
あたっている。

 正規職員 (千円) 10,220 10,220 10,220 10,220

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 11,120 11,120 11,120

900 900

0.50

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 57,212 56,219 55,151 54,196

(人) 1.40 1.40 1.40 1.40

 その他 (人) 0.50 0.50 0.50

②
概
算
人
件
費
等

900

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 171 169 167

障がいのある人への支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人やその家族が，必要な時に必要な支援
を受けながら，その人らしく地域の中で暮らすことがで
きる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　放課後や学校休業日における障害のある子どもの通所先として，児童福祉法における放課後等デイサービス事業所が近年増加傾向にあるが，未だ
必要数が不足しているため，それを補う役割は大きい。
　また，成人の場合にあっても，土日・祝日等は平日利用している通所先が休みの場合が多く，その中で土日に営業をしている日中一時支援事業所
もあり，家族等の一時的な休息を図るという事業目的を果たしている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

3.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，総合計画のめざすべき姿である「障がい
のある人やその家族が，必要な時に必要な支援を受け
ながら，その人らしく地域の中で暮らすことができる
社会」の趣旨に合致している。

　近年実利用者数は微減傾向にあるが，放課後等にお
ける児童の活動場所，また土日祝日等における活動場
所として，障害者総合支援法及び児童福祉法における
サービスの不足部分を補うものとして必要性は高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

C事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　給付決定については，個々の状態像を勘案し，適切
に事務ができている。

　事業者登録時における適正な審査並びにサービス支
給決定時においては，個々の状態を勘案し，支給量を
決定するようにしている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　登録事業者については，介護，障害いずれかの母体
となる事業所を運営していることを条件としており，
障害特性に応じた支援の提供がなされるよう努めてい
る。

　障害者総合支援法及び児童福祉法におけるサービス
との均衡を逸することのないよう，給付費，利用者負
担額等に配慮するようにしている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を図り，また障害者等の
社会生活訓練等を実施し，社会参加を支援する本事業は，障害者等がその人らしく生活し活躍していくうえで意
義あるものであり，また安定した需要もあることから「事業継続」とする。

 B 改善を検討し，事業継続

　事業の受益者は障害者等であり，個人に偏りがな
く，公平性が保たれている。

　受益者負担割合については，個々の収入や所得額に
応じた応能負担としている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

02

06

16

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

障がいのある人への支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人やその家族が，必要な時に必要な支援
を受けながら，その人らしく地域の中で暮らすことがで
きる社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 3,374 3,351 3,470

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 1,126,883 1,112,814 1,145,110 1,130,350

(人) 1.50 1.50 1.50 2.00

 その他 (人) 0.50 0.50 0.50

②
概
算
人
件
費
等

750

 正規職員

担当：正職員　２名
　　　臨時職員１名

 正規職員 (千円) 10,950 10,950 10,950 14,600

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 11,700 11,700 11,700

750 750

0.50

278,750

750

 人役数 (人) 2.00 2.00 2.00 2.50

15,350

財源
　国　1/2
　県　1/4
　市　1/4財

源
内
訳

 国費 (千円) 550,000 550,000 574,469 557,500

 その他 (千円) 0 0 0 0

 市債 (千円) 0 0 0 0

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,115,183 1,101,114 1,133,410

 県費 (千円) 275,000 275,000 287,235 278,750

1,115,000

0 0 0

 一般財源 (千円) 290,183 276,114 271,706

文言 文言

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 文言 文言 文言

目標
評
価
指
標

Ａ 適正な事務の執行
目標 文言 文言

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 適正な事務の執行

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

更生医療における認定・請求・支払事務等の適正な執行

意図
どのような状態
にしていくのか

身体障害者の障害の軽減・回復を図り，自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療を受ける際，当該医療費につ
いて一部公費負担するもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

○障害種別（じん臓，心臓等）による治療（慢性透析療法，ペースメーカー植込術等）に対する助成を行う。
○申請者が医療機関より意見書を貰い申請する。
○申請受付後，県の判定機関（療育福祉センター）へ判定依頼を行い，更生医療の適用が適当であると判定された場合，世帯
の市町村民税額に応じて負担上限額を決定し，申請者へ受給者証の交付を行う。
○更生医療負担分については，医療機関から市へ請求し，市から医療機関へ支払う。
○医療機関からの請求及び市からの支払いは国保連合会及び支払基金を通して実施。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
身体障害者手帳所持者で18歳以上の者であって，更生医療の給付が適当と認められ
る者

事業開始年度 昭和25年度

事業終了年度

高知市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
施行細則

○

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律，同法
施行令及び施行規則

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 障がい福祉課 　所属長名 上田　和久

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 自立支援医療（更生医療）給付事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく公費負担医療制度であり，今
後についても国の制度に沿って，適正に事業を継続する。

 B 改善を検討し，事業継続

　国の制度として実施されており，必要に応じて見直
しが行われている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　更生医療費の請求・支払事務は国保連合会及び支払
基金を通して各医療機関分を取りまとめて実施するな
ど一定の業務の効率化は図れている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　給付決定については，県の判定機関に判定を依頼し
ており，適正な執行がされている。審査支払い事務等
についても，平成25年に導入したシステムを使用して
執行されている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　法定受託事務で事業は継続していく必要があり，更
生医療費は近年横ばい状態にある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　障害の軽減や回復が見込まれる手術等を行う場合にかかる医療費について一部助成を行い，障害者の医療費負担の軽減を図ることによって，自立
生活の安定に寄与している。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

71



１　事業の位置付け

02

06

16

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

障がいのある人への支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人やその家族が，必要な時に必要な支援
を受けながら，その人らしく地域の中で暮らすことがで
きる社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 2,996 2,864 2,928

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 1,000,822 950,936 966,480 956,700

(人) 1.50 1.50 1.50 1.50

 その他 (人) 0.50 0.50 0.50

②
概
算
人
件
費
等

750

 正規職員

担当：正職員　２名
　　　臨時職員１名

 正規職員 (千円) 10,950 10,950 10,950 10,950

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 11,700 11,700 11,700

750 750

0.50

541,450

750

 人役数 (人) 2.00 2.00 2.00 2.00

11,700

財源
　県　1/2
　市　1/2

財
源
内
訳

 国費 (千円) 0 0 0 0

 その他 (千円) 0 0 0 0

 市債 (千円) 0 0 0 0

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 989,122 939,236 954,780

 県費 (千円) 448,509 402,839 393,551 403,550

945,000

 一般財源 (千円) 540,613 536,397 561,229

文言 文言

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 文言 文言 文言

目標
評
価
指
標

Ａ 適正な助成事務の執行
目標 文言 文言

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 適正な助成事務の執行

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

障害医療における認定・請求・支払の適正な執行

意図
どのような状態
にしていくのか

重度心身障害者に対し，医療費の一部（保険診療分の自己負担分）を助成することにより，障害者の保健の向上及び福祉の増
進を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

○身体障害者手帳，療育手帳交付時に該当者へ案内し，認定申請書を提出することで受給者証を交付する。
○対象者は医療機関で保険証と一緒に受給者証を提示することで，保険診療分の自己負担分が無料となる。
○助成する医療費自己負担分については，医療機関から市へ請求し，市から医療機関へ支払う。
○医療機関からの請求及び市からの支払いは国保連合会を通して実施。
※なお，県外医療機関等で受診した場合は，対象者が受診後に領収書を添付して市へ請求する。（療養費払い）

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
重度心身障害児・者（①身体障害者手帳１・２級　②療育手帳Ａ１・Ａ２　③18歳
未満で身体障害者手帳３・４級と療育手帳Ｂ１合併障害の方）※平成15年10月１日
から65歳以上で新たに該当した方は市民税非課税世帯の方に限る。

事業開始年度 昭和49年度

事業終了年度

高知市福祉医療費助成条例，同条例施行規則

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等 高知県重度心身障害児・者医療費助成事業実施要項

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 障がい福祉課 　所属長名 上田　和久

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 重度心身障害児・者医療費助成事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

15.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　本事業は障害者にとって不可欠なものであり，事業継続が必要であるが，被用者保険分の請求・支払事務につ
いて，社会保険診療報酬支払基金への移行に向け，医療機関及び県との調整を図り，事務改善に努める。

○  B 改善を検討し，事業継続

　本業務は県要綱に基づく事業であり，対象者の要
件，受益者負担については県要綱で定められたもので
ある。事業の性格から，支援の必要性が高い重度心身
障害者を対象としていることは妥当と考える。
　また，年金収入等に頼る方が多い重度心身障害者の
経済状況を考慮すると受益者負担（無料）も妥当と考
える。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　認定及び受給者証発行事務については行政が実施す
る必要がある。助成医療費の請求・支払事務は国保連
合会を通して各医療機関分を取りまとめて実施してい
る。
　被用者保険分の高額療養費支給を受けるには，被保
険者から代理受領の同意が必要で，対象者の抽出及び
被保険者から書類提出を頂くのに労力を要しており，
被用者保険分について委託先を国保連合会から社会保
険診療報酬支払基金へ変更することにより現在の請求
方法を併用レセプト化することで，高額療養費の支給
申請事務がなくなり事務の軽減が図られる。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

C

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　本事業は，障害者の健康の保持や福祉の増進，経済
的な自立の面でも有効に機能していると考える。ま
た，助成方法も現物給付方式を基本とすることで，医
療費の一部負担や助成申請等の手続きが不要となり，
助成対象となっている重度心身障害者にとって利用し
やすいサービス内容となっている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　障害者が安心して暮らすためには，医療の保障は必
要不可欠である。医療費負担を軽減することにより，
医療を安心して受けられるようにする本業務の必要性
は高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　就労等が困難なため，低所得など経済的に厳しい状況の方が多い重度心身障害者の医療費の負担軽減を図ることで，
①経済的理由により適切な医療が受けられないといったことがないよう，障害者が必要な医療を安心して受けられることにより，疾病の重病化の予
防及び健康の保持や福祉の増進に寄与している。
②長期治療が必要な疾病や入院等が必要な場合は医療費が高額になるため，本人や家族にとっては経済的に負担が重くなるため，こうした負担を軽
減することにより，障害者の自立生活の安定に寄与している。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

06

16

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

障がいのある人への支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人やその家族が，必要な時に必要な支援
を受けながら，その人らしく地域の中で暮らすことがで
きる社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 17 18 18

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 5,725 6,091 6,053 7,192

(人) 0.05 0.05 0.05 0.05

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員１名で業務にあたっ
ている。

 正規職員 (千円) 365 365 365 365

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 365 365 365

2,867

 人役数 (人) 0.05 0.05 0.05 0.05

365

地域生活支援事業費補助金
　国：２分の１（予算配分後の金額）
　県：４分の１（国の２分の１）
　
※市：４分の１（所要額－国－県）

財
源
内
訳

 国費 (千円) 2,179 2,242 2,037 2,663

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 5,360 5,726 5,688

 県費 (千円) 944 1,130 1,031 1,297

6,827

 一般財源 (千円) 2,237 2,354 2,620

文言 文言

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 文言 文言 文言

目標
評
価
指
標

Ａ 適正な事務の執行
目標 文言 文言

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 適正な事務の執行

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

補助金の申請・決定・支払事務等の適正な執行

─

意図
どのような状態
にしていくのか

障害児の健全な育成及びその保護者の介護負担の軽減を図る

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

特別支援学校に通う児童・生徒を対象に放課後や学校休業日における見守り支援事業を行う団体に対し，補助金を交付する

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 適切な運営が確保できると認められる社会福祉法人等
事業開始年度 平成16年度

事業終了年度

高知市障害児放課後等支援事業費補助金交付要綱

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 障がい福祉課 　所属長名 上田　和久

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 障害児放課後等支援事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　障害のある子どもの放課後や学校休業日における居場所を確保するとともに，保護者の負担の軽減を図る本事
業は，障害のある子どもの健全な育成に寄与するものであり，また安定した需要もあることから「事業継続」と
する。

 B 改善を検討し，事業継続

　事業の受益者は障害のある子どもであり，個人に偏
りがなく，公平性が保たれている。

　受益者負担割合については，児童福祉法に基づく
サービスの負担額及び放課後児童クラブの利用者負担
額を勘案し，設定している。
　対象経費については，事業実施に関連のないものは
認めておらず，妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　補助金支出団体は，障害のある子どもを持つ保護者
団体であり，障害特性に応じたきめ細かな支援の提供
がなされている。

　障害者総合支援法及び児童福祉法におけるサービス
との均衡を逸することのないよう，給付費，利用者負
担額等に配慮している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　補助金申請内容及び実績報告内容の確認を行い，適
正な事務執行がなされている。

　補助金支出団体に適宜事業内容の確認を行い，事業
成果の向上に努めている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，総合計画のめざすべき姿である「障がい
のある人やその家族が，必要な時に必要な支援を受け
ながら，その人らしく地域の中で暮らすことができる
社会」の趣旨に合致している。

　近年実利用者数は横ばい傾向にあるが，放課後等に
おける児童の活動場所として，児童福祉法における
サービスの不足部分を補うものとして必要性は高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　放課後や学校休業日における障害のある子どもの通所先としては，児童福祉法における放課後等デイサービス事業所が近年増加傾向にあるが，未
だ必要数が不足しているため，それを補う役割は大きい。
　また，通い慣れた場所でなければ落ち着いていられない子どもは，放課後等デイサービス事業所につながりにくい実態がある中で，現状特別支援
学校の敷地内において実施している当該事業により，そういった子ども達の放課後の居場所を確保することができている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

06

16

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

障がいのある人への支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人やその家族が，必要な時に必要な支援
を受けながら，その人らしく地域の中で暮らすことがで
きる社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 3 4 4

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 971 1,221 1,234 1,649

(人) 0.05 0.05 0.05 0.05

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員１名で業務にあたっ
ている。

 正規職員 (千円) 365 365 365 365

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 365 365 365

539

 人役数 (人) 0.05 0.05 0.05 0.05

365

地域生活支援事業費補助金
　国：２分の１（予算配分後の金額）
　県：４分の１（国の２分の１）
　
※市：４分の１（所要額－国－県）

財
源
内
訳

 国費 (千円) 246 335 311 501

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 606 856 869

 県費 (千円) 107 169 158 244

1,284

 一般財源 (千円) 253 352 400

文言 文言

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 文言 文言 文言

目標
評
価
指
標

Ａ 適正な事務の執行
目標 文言 文言

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 適正な事務の執行

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

補助金の申請・決定・支払事務等の適正な執行

─

意図
どのような状態
にしていくのか

障害児やその保護者の地域生活を支援する

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

特別支援学校等の長期休暇期間中に地域において障害児の援助を行う団体に対し，補助金を交付する

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 心身障害児（者）援護施設等を運営する社会福祉法人及び障害者家族団体
事業開始年度 平成13年度

事業終了年度

高知市障害児長期休暇支援事業費補助金交付要綱

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 障がい福祉課 　所属長名 上田　和久

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 障害児長期休暇等支援事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　障害のある子どもの長期休暇中における居場所を確保するとともに，保護者の負担の軽減を図る本事業は，障
害のある子どもの健全な育成に寄与するものであり，また安定した需要もあることから「事業継続」とする。

 B 改善を検討し，事業継続

　事業の受益者は障害のある子どもであり，個人に偏
りがなく，公平性が保たれている。

　受益者負担割合については，児童福祉法に基づく
サービスの負担額及び放課後児童クラブの負担額を勘
案し，設定している。
　対象経費については，事業実施に関連のないものは
認めておらず，妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　補助金支出団体は，障害のある子どもを持つ保護者
団体であり，障害特性に応じたきめ細かな支援の提供
がなされている。

　障害者総合支援法及び児童福祉法におけるサービス
との均衡を逸することのないよう，給付費，利用者負
担額等に配慮している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　補助金申請内容及び実績報告内容の確認を行い，適
正な事務執行がなされている。

　補助金支出団体に適宜事業内容の確認を行い，事業
成果の向上に努めている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，総合計画のめざすべき姿である「障がい
のある人やその家族が，必要な時に必要な支援を受け
ながら，その人らしく地域の中で暮らすことができる
社会」の趣旨に合致している。

　近年実利用者数は横ばい傾向にあるが，長期休暇時
における児童の活動場所として，児童福祉法における
サービスの不足部分を補うものとして必要性は高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　長期休暇時における障害のある子どもの通所先としては，児童福祉法における放課後等デイサービス事業所が近年増加傾向にあるが，未だ必要数
が不足しているため，それを補う役割は大きい。
　また，通い慣れた場所でなければ落ち着いていられない子どもは，放課後等デイサービス事業所につながりにくい実態がある中で，現状特別支援
学校の敷地内において実施している当該事業により，そういった子ども達の長期休暇中における居場所を確保することができている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

06

17

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

障がいのある人の社会参加の促進
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人が，地域の中で社会参加しながら自立
して暮らすことができる社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 22 24 23

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 7,425 7,994 7,739 9,024

(人) 0.10 0.10 0.10 0.10

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員0.1名で業務にあたっ
ている

 正規職員 (千円) 730 730 730 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 730 730 730

2,074

 人役数 (人) 0.10 0.10 0.10 0.10

730

地域生活支援事業費補助金
　国：２分の１（予算配分後の金額）
　県：４分の１（国の２分の１）
　
※市：４分の１（所要額－国－県）

財
源
内
訳

 国費 (千円) 2,722 2,844 2,510 4,147

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 6,695 7,264 7,009

 県費 (千円) 1,237 1,294 1,094 2,073

8,294

0 0 0

 一般財源 (千円) 2,736 3,126 3,405

12回 10回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

　Ａの平成30年度の目標値
は「高知市障害者計画・障
害福祉計画・障害児計画
（平成30～32年度）」にお
いて設定した見込み量

実績 10回 9回 12回

目標 50人
評
価
指
標

Ａ 講習開催回数
目標 12回 12回

Ｂ 講習参加者
50人

Ｃ

50人 50人

実績 47人 46人 46人

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 講習開催回数

Ｂ 講習参加者数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

高知市障害者計画・障害福祉計画（平成27～29年度）において設定した見込み量

開催毎に設定した定員数の８割程度の見込み

意図
どのような状態
にしていくのか

障害者の自立と社会参加を促進する

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・障害の種別毎に少人数形式で，受講者のニーズに合わせたパソコン講習を開催
・就労のためのスキル習得も視野に入れ，基礎・応用・検定対策コースを実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市在住の障害者
事業開始年度 平成16年度

事業終了年度

高知市社会福祉厚生事業補助金交付要綱等

高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

障害者総合支援法，地域生活支援事業実施要綱

高知県地域生活支援事業費補助金交付要綱等

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 障がい福祉課 　所属長名 上田　和久

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 IT推進講習事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は，国・県の地域生活支援事業の要綱に定められている社会参加促進事業の中でも，特に障害者の社会
参加と自立を促進するものであり，ニーズに応じた事業実施に取り組んでいく。

 B 改善を検討し，事業継続

　通常のコース（基礎・応用・検定）に加えて，特別
なソフトによる視覚障害コース，手話通訳付きの聴覚
障害コースもあり，肢体不自由・精神障害・知的障害
等の様々な障害の方が受講している。事業の範囲にお
いて特定の個人に偏りがなく，公平性が保たれてい
る。

　国・県の補助金交付率が決まっており，受益者負担
割合は概ね妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　対象が障害者という特性から専門性を求められるた
め，必要な技術を持った講師を擁する団体への業務委
託の手法をとっている。

　経費については，委託先における人件費が主なもの
であることなどから削減は難しい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　見込量に近い実績で，成果指標の目標は概ね達成で
きており，内容も妥当であると考える。

　本事業については，利用者のニーズに沿って行われ
ており，妥当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，障害者にとって最も身近な市町村におい
て，ノーマライゼーションの理念の実現に向けて障害
者のニーズに応じた事業を実施することにより，障害
者の自立と社会参加の促進を図るものであり，本市総
合計画に掲げる施策「社会参加への支援」の趣旨にも
合致している。
　
　市民ニーズについては，各開催ともに定員に近い受
講者数となっている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　平成29年度は受講生のうち５名が８つのパソコン検定試験に合格しており，参加者にとって満足度の高いものであったと考えられる。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

06

17

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

障がいのある人の社会参加の促進
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人が，地域の中で社会参加しながら自立
して暮らすことができる社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 15 16 16

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 5,004 5,354 5,170 5,161

(人) 0.10 0.10 0.10 0.10

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員0.1名で業務にあたっ
ている

 正規職員 (千円) 730 730 730 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 730 730 730

1,108

 人役数 (人) 0.10 0.10 0.10 0.10

730

地域生活支援事業費補助金
　国：２分の１（予算配分後の金額）
　県：４分の１（国の２分の１）
　
※市：４分の１（所要額－国－県）

財
源
内
訳

 国費 (千円) 1,737 1,810 1,590 2,215

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 4,274 4,624 4,440

 県費 (千円) 790 824 693 1,108

4,431

0 0 0

 一般財源 (千円) 1,747 1,990 2,157

540回 530回

Ｄ
目標

実績

手話通訳者年間設置日数
目標 243日 243日 244日 244日

実績 243日 243日 244日

　平成30年度の目標値は
「高知市障害者計画・障害
福祉計画・障害児計画（平
成30～32年度）」において
設定した見込み量

実績 518回 634回 586回

目標 10回
評
価
指
標

Ａ 手話通訳者年間派遣回数
目標 530回 535回

Ｂ 要約筆記者年間派遣回数
12回

Ｃ

15回 14回

実績 11回 17回 11回

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 手話通訳者年間派遣回数

Ｂ 要約筆記者年間派遣回数

Ｃ 手話通訳者年間設置日数

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

高知市障害者計画・障害福祉計画（平成27～29年度）において設定した見込み量

高知市障害者計画・障害福祉計画（平成27～29年度）において設定した見込み量

高知市障害者計画・障害福祉計画（平成27～29年度）において設定した見込み量

意図
どのような状態
にしていくのか

障害者の自立と社会参加を促進する

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・聴覚に障害のある人が医療機関や公的機関等に赴いた際の意思疎通のために，手話通訳者を派遣
・聴覚に障害のある人が医療機関や公的機関等に赴いた際の意思疎通のために，要約筆記者を派遣
・聴覚に障害のある人が市役所に来庁した際の意思疎通のために，福祉事務所内の手話相談室に手話通訳者を設置

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市在住の障害者等
事業開始年度 昭和53年度

事業終了年度

高知市社会福祉厚生事業補助金交付要綱等

高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

障害者総合支援法，地域生活支援事業実施要綱

高知県地域生活支援事業費補助金交付要綱等

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 障がい福祉課 　所属長名 上田　和久

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 コミュニケーション支援事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃

80



５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は，国・県の地域生活支援事業の要綱に定められている社会参加促進事業の中でも，特に障害者の社会
参加を直接的に支援するものであり，ニーズに応じた事業実施に取り組んでいく。

 B 改善を検討し，事業継続

　特定の個人に偏りなく，公平性が保たれている。

　国・県の補助金交付率が決まっており，受益者負担
割合は概ね妥当である。
　

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　事業を実施するためには，対象が障害者という特性
から専門性を求められるため，必要な技術を持った団
体等への業務委託の手法をとっている。

　経費については，委託先における人件費が主なもの
であることなどから削減は難しい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　見込量に近い実績で，評価指標の目標は概ね達成で
きており，内容も妥当であると考える。

　本事業については，利用者のニーズに沿って行われ
ており，概ね妥当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，障害者にとって最も身近な市町村におい
て，ノーマライゼーションの理念の実現に向けて障害
者のニーズに応じた事業を実施することにより，障害
者の自立と社会参加の促進を図るものであり，本市総
合計画に掲げる施策「社会参加への支援」の趣旨にも
合致している。
　
　ニーズは高いものの，障害者差別解消法施行後，公
的機関や事業主側にも合理的配慮の提供が求められて
いるため，本事業の供給量増大とはならないことが望
ましい姿と考える。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　聴覚に障害のある人のニーズに応じた支援が行われている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

06

17

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

障がいのある人の社会参加の促進
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人が，地域の中で社会参加しながら自立
して暮らすことができる社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 11 10 13

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 3,740 3,416 4,252 3,985

(人) 0.10 0.10 0.10 0.10

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員0.1名で業務にあたっ
ている

 正規職員 (千円) 730 730 730 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 730 730 730

814

 人役数 (人) 0.10 0.10 0.10 0.10

730

地域生活支援事業費補助金
　国：２分の１（予算配分後の金額）
　県：４分の１（国の２分の１）
　
※市：４分の１（所要額－国－県）

財
源
内
訳

 国費 (千円) 1,224 1,052 1,262 1,627

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 3,010 2,686 3,522

 県費 (千円) 556 479 550 814

3,255

0 0 0

 一般財源 (千円) 1,230 1,155 1,710

90回 90回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 90回 96回 92回

目標 4,400人
評
価
指
標

Ａ 開催回数
目標 88回 90回

Ｂ 参加者数
4,500人

Ｃ

4,500人 4,500人

実績 4,470人 5,056人 4,639人

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 開催回数

Ｂ 参加者数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

高知市障害者計画・障害福祉計画（平成27～29年度）において設定した見込み量

学校が主な対象であることから，１回の講座で50名程度の参加者数として見込む

意図
どのような状態
にしていくのか

障害者への理解を促進する

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・市内の学校や団体，企業等の要請を受け，障害のある人や一線で活躍しているボランティア団体を講師とした，アイマス
ク，車いす，手話，点字，要約筆記の各体験学習を実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市内の小・中・高校生，教師，その他市民等
事業開始年度 平成６年度

事業終了年度

高知市社会福祉厚生事業補助金交付要綱等

高知市障害者計画・障害福祉計画・障害児計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

障害者総合支援法，地域生活支援事業実施要綱

高知県地域生活支援事業費補助金交付要綱等

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 障がい福祉課 　所属長名 上田　和久

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 ふれあい体験学習事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　全ての人を個人として尊重し，思いやりの心を持って助け合う態度を育て，共に生きる人間の育成を目指す福
祉教育は重要であり，共生社会の実現に向け，事業を継続していく。

 B 改善を検討し，事業継続

　特定の個人に偏りなく，公平性が保たれている。

　国・県の補助金交付率が決まっており，受益者負担
割合は概ね妥当である。
　

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　事業を実施するためには，対象が障害者という特性
から専門性を求められるため，必要な技術を持った団
体等への業務委託の手法をとっている。

　経費については，委託先における人件費が主なもの
であることなどから削減は難しい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　見込量を超える実績で，評価指標の目標は達成でき
ており，内容も妥当であると考える。

　本事業については，利用者のニーズに沿って行われ
ており，概ね妥当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，障害者にとって最も身近な市町村におい
て，ノーマライゼーションの理念の実現に向けて障害
者のニーズに応じた事業を実施することにより，障害
者の自立と社会参加の促進を図るものであり，本市総
合計画に掲げる施策「社会参加への支援」の趣旨にも
合致している。
　
　予算の範囲内で回数については上限が決まっている
が，学校からの申し込みが多く，５月末までに予約の
９０％ほどが埋まっている。市民ニーズについては，
引き続き高いと考えられる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　障害のある人や支援者が講師となり，自身の経験を踏まえて参加者に伝えることで，より心に響く体験学習となっている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

02

06

17

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

坂本　康久

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 新点字図書館の整備
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 点字図書館 　所属長名

平成30年度

意図
どのような状態
にしていくのか

新図書館複合施設の整備に伴い，同施設内に新点字図書館施設を整備し，読書が困難な市民・県民の読書，情報環境の充実を
図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・ 「文字情報の利用が困難な人」の読書･情報環境の充実
・　視覚に障害のある人の生活を支援する情報提供の充実
・　ボランティアとの協働による読書・情報サービスの充実

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 障害，高齢，病気等により活字図書での読書が困難な市民・県民
事業開始年度 平成23年度

事業終了年度

新図書館等複合施設整備基本計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 新施設竣工　平成29年12予定

Ｂ 開館　平成30年夏予定

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

議会・市民に公表した施設の最終建設期限

議会・市民に公表した最終開館期限

実績 12月竣工

目標
評
価
指
標

Ａ
新施設竣工　平成29年12予
定

目標

Ｂ 開館　平成30年夏予定

Ｃ

7月開館

実績

12月竣工

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円)

 県費 (千円)

 一般財源 (千円) 0 0 0

新図書館等複合施設整備費に含む
（教育委員会所管）

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人)

0

新図書館等複合施設整備費
に含む（教育委員会所管）

 正規職員 (千円) 0 0 0 0

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 0

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 0 0 0

(人)

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 0

障がいのある人の社会参加の促進
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人が，地域の中で社会参加しながら自立
して暮らすことができる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　旧施設に比べ，閲覧室，対面音訳室等の利用者スペース，ボランティアの図書製作スペース，事務室，書庫等の管理スペースなど諸機能・設備は
大幅に改善された。今後，この施設を通してより充実したサービスを提供していくために，ソフト面での向上を図っていく必要がある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　読書や情報へのアクセスに障害のある方の読書・情
報環境の充実は，生涯学習や社会参加の促進など，障
害のある方がいきいきと暮らせる社会を実現するため
の重要な施策の一つであり，当該施設の整備はその目
的に資するものである。
　高齢化に伴い読書に障害のある人は，増加するもの
と考えられるが，実態等については統計調査等が国内
で実施されておらず，未把握の状況であるためＢとし
た。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　当初計画から諸事情で完成期限が変更延長となった
が，最終的な整備スケジュール決定どおりに完成，開
館となった。
　整備基本計画の内容は，諸機能，設備について十分
達成しており，妥当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　整備については教育委員会所管で実施されている
が，設計段階から所管部署（点字図書館）の意向も十
分反映された。
　施設全体を県市合同で整備することにより，新点字
図書館施設についても市が単独で整備するよりも，規
模，内容についてより充実した施設となった。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　平成29年12月施設竣工。新図書館等複合施設整備基本計画の内容については十分達成されている。平成30年７
月開館に向け事業継続。当該事業については整備，開館までの事業となっており平成30年度をもって終了する。

 B 改善を検討し，事業継続

　新点字図書館については，視覚障害者だけでなく，
その他の障害，病気，高齢等で読書が困難な人も利用
対象者としており，受益者対象を大幅に拡大してい
る。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

05

11

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

坂田　弘之，小川　幹夫，猪野　昭

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 災害時備蓄事業
　所管部局 健康福祉部 　部局長名 村岡　晃

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な主体が連携し，市民と行政が協働するまち

施策

　所管部署 福祉管理課，第一福祉課，第二福祉課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

高知市備蓄計画に基づき，大規模自然災害時の生活必需物資の毛布について必要数を備蓄する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

高知市備蓄計画(平成27年度から31年度)に基づき，大規模自然災害時の生活必需物資の毛布について必要数を購入し，防災対
策部指定の備蓄施設へ搬入する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 災害用備蓄毛布
事業開始年度 平成22年度

事業終了年度

高知市地域防災計画，高知市水防計画，高知市備蓄計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 備蓄毛布の購入枚数

Ｂ 備蓄毛布枚数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

高知市備蓄計画に基づき計画的に毛布の購入を行う。

備蓄毛布総数を定期的に把握し，計画に基づく備蓄を行う。

・評価指標Ｂ「備蓄毛布枚
数」は各年度の購入・使用
を累積した備蓄総枚数（購
入実績と累積枚数の誤差は
各年度災害時等の使用によ
るもの。）
・平成31年度末の備蓄累積
枚数目標　54,600枚（＝発
災時の全壊棟数13,000棟×
平均世帯数2.1人×２枚/
人）

実績 4,700枚 5,600枚 6,300枚

目標 37,359枚
評
価
指
標

Ａ 備蓄毛布の購入枚数
目標 5,600枚 5,600枚

Ｂ 備蓄毛布枚数
42,959枚

Ｃ

48,484枚 53,584枚

実績 37,390枚 42,943枚 49,213枚

5,525枚 5,100枚

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 7,442 8,472 8,538

 県費 (千円)

8,923

 一般財源 (千円) 7,442 8,472 8,538

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

8,923

 人役数 (人) 0.02 0.02 0.02 0.02

146

正職員２名で担当
（月１～２時間程度の業務
量0.01人役×２名）

 正規職員 (千円) 146 146 146 146

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 146 146 146

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 7,588 8,618 8,684 9,069

(人) 0.02 0.02 0.02 0.02

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 23 26 26

地域防災力の向上（命をつなぐ対策の推進）
め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害からの避難者が緊急避難場所で最低限
命を保てるとともに，緊急避難場所から速やかに避難所
に移れ，復興までの間，安心・安全な生活が送れるよう
な体制をめざします。また，住民自らが被害の防止・軽
減を図り被害を最小限に止めるよう，自主防災組織等の
育成に取り組み，地域コミュニティが主体となって共助
の取組ができる体制づくりをめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　高知市備蓄計画（主管：防災政策課）に基づき，Ｌ１想定の避難者数による毛布購入数であるため，想定の見直しがあれば修正について検討が必
要。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　総合計画の施策「地域防災力の向上（命をつなぐ対
策の推進）」に資する災害時における市民の生命・安
全の確保のために必須の事業である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　平成31年度末までに54,600枚の備蓄を達成できるよ
う年度ごとに計画的な購入を行っており，平成29年度
末時点で目標備蓄数を達成している。備蓄数について
は，備蓄用施設の空きスペースや毛布劣化等の課題が
あり，現行のＬ１想定の備蓄計画が妥当と考える。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　事業コストはほぼ毛布購入費であり，現行の実施手
法を継続していく。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

20.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　大規模災害発生時において市民の生命・安全の確保に必須の生活必需物資であり，今後も計画に基づいた継続
的な備蓄が必要な事業である。

 B 改善を検討し，事業継続

　災害避難者向けに配布される物資であり公平性は高
い。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

08

24

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

中屋　雅克

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 児童手当
　所管部局 こども未来部 　部局長名 山川　瑞代

○

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

児童手当法　児童手当施行令　児童手当施行規則

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 子育て給付課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

児童養育家庭等の生活の安定に寄与するとともに，次代の社会を担う児童の健やかな成長に資する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

中学校終了前の児童を監護する保護者（高知市に居住）に対し，月額10,000円（３歳未満の児童及び第３子以降で３歳以上の
小学校終了前の児童については，15,000円)を支給する。ただし，所得制限の適用を受ける者に対しては，月額5,000円を支給
する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 中学校終了前の児童を監護する保護者（高知市に居住）。ただし公務員を除く。
事業開始年度 昭和46年度

事業終了年度

高知市児童手当事務取扱規則

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 適切な認定の実施

Ｂ 適切な支給の実施

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

児童数を把握することにより，予算管理の適正な実施。

給付事務の適正な実施。

実績 100％ 100％ 100％

目標 100％
評
価
指
標

Ａ 適切な認定の実施
目標 100％ 100％

Ｂ 適切な支給の実施
100％

Ｃ

100％ 100％

実績 100％ 100％ 100％

100％ 100％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 5,202,620 5,093,250 4,971,085

 県費 (千円) 790,731 774,586 755,557 753,028

4,948,110

 一般財源 (千円) 790,496 777,332 756,635

財
源
内
訳

 国費 (千円) 3,621,393 3,541,332 3,458,893 3,442,053

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

753,029

4,162

 人役数 (人) 4.25 4.25 4.25 4.25

18,762

正職員２名
臨時職員　12ケ月　１名
　　　　　８ケ月　１名
　　　　　４ケ月　１名
　　　　　３ケ月　１名

 正規職員 (千円) 14,600 14,600 14,600 14,600

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 18,681 18,918 18,709

4,081 4,318

2.25

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 5,221,301 5,112,168 4,989,794 4,966,872

(人) 2.00 2.00 2.00 2.00

 その他 (人) 2.25 2.25 2.25

②
概
算
人
件
費
等

4,109

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 15,631 15,395 15,119

心と体の健やかな成長への支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　子どもの心と体の健やかな成長のため，適切な健康管
理を支援するとともに，子どもたちの健全な心身の成長
に欠かすことのできない，基本的な生活習慣等を身に付
けることができるように支援を行い，子どもの将来が，
生まれ育った環境によって左右されることがないよう夢
と希望を持って成長していける環境づくりをめざしま
す。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

給付事務は，市民からの申請によるものであるため，申請もれがないよう出生，転入等の届出の際に周知し，適正な事務処理を行っている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　この事業は，国の法定受託事務として実施する事業
である。
　市民意識調査からも子育て支援に対するニーズは高
い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　児童がいる家庭の生活の安定と児童の健全育成に寄
与している。
　児童手当法に基づき，認定事務を行っている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　転入や出生等により児童手当の申請漏れが生じない
ように関係部署と連携を図っており，現況届について
も，市広報紙に掲載するとともに個人宛てに通知を
し，速やかに処理を行っている。
　手当の額は児童手当法で定められている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

20.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　児童を養育している家庭等における生活の安定と次代を担う子どもの健やかな育ちを支援するため，制度の周
知とともに適正な事務が行われている。

 B 改善を検討し，事業継続

　国・県の負担を受け，市が行う事業であり，児童を
養育する者を対象としている。
　家庭における生活の安定に寄与する目的で支給する
手当のため，受益者に負担を求める制度ではない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

08

24

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

中屋　雅克

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 母子家庭等高等職業訓練促進給付金
　所管部局 こども未来部 　部局長名 山川　瑞代

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

母子及び父子並びに寡婦福祉法，同施行令，同施行規則
高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 子育て給付課 　所属長名

-

意図
どのような状態
にしていくのか

母子家庭及び父子家庭の生活の安定と自立

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

母子家庭の母及び父子家庭の父の就職の際に有利であり，かつ生活の安定に資する資格の取得を促進するため，当該資格に係
る養成訓練の受講期間について高等職業訓練促進給付金を支給するとともに，養成機関への入学時における負担を考慮し高等
職業訓練修了支援給付金を修了後に支給する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市内の母子家庭の母及び父子家庭の父
事業開始年度 平成15年度

事業終了年度

高知市母子家庭等高等職業訓練促進給付金等支給要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 資格取得後の就職率

Ｂ 修学継続率

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

就職に有利，かつ生活の安定に資する資格の取得後の就職状況を把握するもの

資格取得の前提となる修業施設の修了を把握するもの

実績 71% 92% 84%

目標 100%
評
価
指
標

Ａ 資格取得後の就職率
目標 100% 100%

Ｂ 修学継続率
100%

Ｃ

100% 100%

実績 97% 98.6% 98.5%

100% 100%

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 50,555 75,113 68,744

 県費 (千円)

86,167

 一般財源 (千円) 12,640 18,779 17,164

財
源
内
訳

 国費 (千円) 37,915 56,334 51,580 64,626

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

21,541

1,700

 人役数 (人) 1.50 1.50 1.50 1.50

5,350

正職員１名，母子・父子自
立支援員２名で業務に当
たっている。

 正規職員 (千円) 3,650 3,650 3,650 3,650

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 5,350 5,350 5,350

1,700 1,700

1.00

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 55,905 80,463 74,094 91,517

(人) 0.50 0.50 0.50 0.50

 その他 (人) 1.00 1.00 1.00

②
概
算
人
件
費
等

1,700

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 167 242 225

心と体の健やかな成長への支援

め
ざ
す
べ
き
姿

　子どもの心と体の健やかな成長のため，適切な健康管
理を支援するとともに，子どもたちの健全な心身の成長
に欠かすことのできない，基本的な生活習慣等を身に付
けることができるように支援を行い，子どもの将来が，
生まれ育った環境によって左右されることがないよう夢
と希望を持って成長していける環境づくりをめざしま
す。

法定受託事務

90



５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

母子家庭等高等職業訓練促進給付金の受給者に対するアンケートから修業期間中の生活の安定に寄与している等の評価を得ている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　総合計画の子どもたちが将来に夢と希望が持てる環
境づくりの重点的な取組事業となっている。ニーズに
ついては，平成28年度に支給期間の上限が２年から３
年となったことから受給者が増加した。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａについては，アンケートにより就職の状
況把握を行っている。
　評価指標Ｂについては，出席状況及び成績等の把握
を行っている。
　年度により変動はあるが就職に寄与している。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　本事業はひとり親家庭の中でも経済的弱者を対象と
しており，国の施策として行われている。民間ノウハ
ウの有効活用や類似事業との統合・連携はできない事
業である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　制度の周知とともに，適正な給付が行われており，就職につながっていることから母子家庭及び父子家庭の生
活の安定と自立に有効な事業である。

 B 改善を検討し，事業継続

　ひとり親家庭が一年に一度，必ず行う必要のある児
童扶養手当の現況届時やホームページ上で周知を行っ
ており，偏り無く公平性が保たれている。国の補助率
は，３/４である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

02

07

20

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

谷脇　聖児

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 予防接種事業
　所管部局 こども未来部 　部局長名 山川　瑞代

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

予防接種法第５条

政策 健康で安心して暮らせるまち

施策

　所管部署 母子保健課 　所属長名

－

意図
どのような状態
にしていくのか

予防接種法に定められた伝染のおそれがある疾病について，適切な時期に予防接種を実施することにより，その発生及びまん
延を予防する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・予防接種法で定められた定期の予防接種の対象者に対し，接種業務を委託している医療機関において，個別接種を実施す
る。
・生後１か月時点の高知市民に予防接種手帳を送付。予診票を委託医療機関に持参することにより，無料で接種を受けること
ができる。
・母子保健課が所管する定期の予防接種は12種類あり，それぞれに接種の時期・回数等が規定されている。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民
事業開始年度 昭和25年度

事業終了年度

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 麻しん風しん混合予防接種の接種率

Ｂ ＢＣＧ予防接種の接種率

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

定期予防接種として麻しん風しん混合予防接種を実施した者の割合

定期予防接種としてＢＣＧ予防接種を実施した者の割合

実績 89.0% 92.3% 93.5%

目標 90%
評
価
指
標

Ａ
麻しん風しん混合予防接種
の接種率

目標 95% 95%

Ｂ ＢＣＧ予防接種の接種率
90%

Ｃ

90% 90%

実績 95.7% 95.7% 96.5%

95% 95%

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 560,980 560,181 597,932

 県費 (千円) 8,337 8,465 8,453 8,684

608,836

 一般財源 (千円) 552,643 551,716 589,479

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

600,152

5,031

 人役数 (人) 4.10 4.20 4.50 4.50

21,091

 正規職員 (千円) 15,330 16,060 16,060 16,060

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 19,449 20,161 21,091

4,119 4,101

2.30

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 580,429 580,342 619,023 629,927

(人) 2.10 2.20 2.20 2.20

 その他 (人) 2.00 2.00 2.30

②
概
算
人
件
費
等

5,031

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 1,738 1,748 1,876

地域医療体制と健康危機管理体制の確立

め
ざ
す
べ
き
姿

　小児救急医療や中山間地域医療等の医療体制が確保され
るとともに，医薬品等の安全性の確保，感染症等の健康危
機管理対策など，安全面の対策がなされ，市民が安心して
医療サービスを受けられる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　本市では，麻しんは平成21年度に１件，風しんは平成26年度に１件発生したが，それ以降はいずれも発生していない。乳児の結核も10年以上発生
しておらず，本事業が疾病の発生及びまん延の予防に役立っているといえる。

　引き続き予防接種の重要性について市民への啓発を実施するとともに，特に水痘など接種率が低い予防接種については，接種勧奨を推進してい
く。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次 平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　法令に基づく事業であるとともに，本市総合計画に
ある感染症対策の強化に結びつく事業である。

　定期の予防接種の接種率は，少しずつではあるが上
昇傾向にある。市民の予防接種に対する関心は高く，
接種につながっている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　麻しん・風しんの接種率は，目標には達していない
が，年々上昇してきている。ＢＣＧの接種率は，前年
度より上昇しており，目標も達成した。いずれの予防
接種も接種率の向上に向け，接種勧奨を推進してい
く。

　予防接種を受けやすい環境をつくるために，高知県
広域化予防接種委託契約により，県内の委託医療機関
であればどこでも接種を受けることができる体制を整
備している。
　また，麻しん風しんの予防接種については，一定時
期に未接種の方に対して，受診勧奨ハガキを送付する
などして，接種率の向上に努めている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　予防接種を受けやすい環境をつくるために，高知県
広域化予防接種委託契約により，県内の委託医療機関
であればどこでも接種を受けることができる体制を整
備している。

　予防接種を受けるために必要な予診票を１冊の予防
接種手帳としてまとめて送付し，経費削減を図ってお
り，概ね効率的に実施できていると考える。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

疾病の発生及びまん延の予防に重要な事業であり，今後も接種率の向上を図り，適正に推進していく。
 B 改善を検討し，事業継続

　対象者は法令で規定されており，公平性は保たれて
いる。

　定期の予防接種については，感染症のまん延を予防
する観点から，市民への費用負担は求めていない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合(一
般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

08

23

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

谷脇　聖児

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 産後ケア事業
　所管部局 こども未来部 　部局長名 山川　瑞代

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 母子保健課 　所属長名

－

意図
どのような状態
にしていくのか

母親の身体的回復と心理的な安定を促進するとともに，母親自身がセルフケア能力を育み，母子とその家族が健やかな育児が
できるようにする。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

助産師が利用者の自宅を訪問し，産婦及び乳児に対する保健指導，産婦に対する授乳指導（乳房マッサージを含む），産婦に
対する心理的ケア等，育児に関する指導や育児サポート等の支援を実施する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 産後４か月未満の産婦及び乳児
事業開始年度 平成28年度

事業終了年度

高知市総合計画，高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略，高知市子
ども・子育て支援事業計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 産後ケア事業訪問件数

Ｂ 市民に窓口面接等で産後ケア事業を紹介した割合

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

利用実績を把握し，事業の必要性を検討する。

産後ケアを必要とする市民がサービスの利用につながるよう，事業の周知を図る。

実績 － 27件 90件

目標 －
評
価
指
標

Ａ 産後ケア事業訪問件数
目標 － 100件

Ｂ
市民に窓口面接等で産後ケ
ア事業を紹介した割合

40％

Ｃ

50％ 60％

実績 － 23.3％ 39.2％

100件以上 100件以上

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 253 904

 県費 (千円)

1,500

 一般財源 (千円) 0 127 452

財
源
内
訳

 国費 (千円) 126 452 750

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

750

 人役数 (人) 0.30 0.40 0.50

3,650

 正規職員 (千円) 0 2,190 2,920 3,650

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 2,190 2,920

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 2,443 3,824 5,150

(人) 0.30 0.40 0.50

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 7 12

子ども・子育て支援の充実

め
ざ
す
べ
き
姿

　妊娠・出産期，乳幼児期，学童期それぞれの段階に応
じて，関係者の理解を深め，連携を進め，子育て家庭が
社会から孤立しないよう相談体制・相談機能の充実を図
るなど，地域社会の温かい見守りの中，連続性・一貫性
のある切れ目のない総合的な子育て支援を実施し，子ど
もが安心して健やかに育つことができるまちづくりをめ
ざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　産後ケアの利用者からは，母乳育児や授乳の方法，（産婦の）身体のケアなどの相談ができ不安が解消された，ゆっくり話を聞いてもらえ心が軽
くなり安心した等の声が寄せられている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本市総合計画，子ども・子育て支援事業計画等に掲
げる事業である。

　本事業を開始した平成28年度に比して，利用実績は
増加している。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａについては，利用実績は一定増加してお
り，目標は概ね達成した。

　評価指標Ｂについては，実績は増加してるものの，
目標の達成率は80％を下回った。母子健康手帳交付時
の妊婦との面接を進めていくことにより，更なる向上
を目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　本事業は，産後ケアを実施することができる助産師
が多数所属している団体に業務委託し，安定したサー
ビスの提供と効率的な事業の実施に努めている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　育児の不安を解消するために有効な事業である。
　母子健康手帳交付時の面接数が増えることで，ニーズを把握し，利用につなげたい。

 B 改善を検討し，事業継続

　対象者は，市要綱で規定しており，公平性は保たれ
ている。

　受益者負担は，利用者の所得に配慮した料金設定を
している。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

08

23

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

谷脇　聖児

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 利用者支援事業（母子保健コーディネーター）
　所管部局 こども未来部 　部局長名 山川　瑞代

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

母子保健法第22条，子ども・子育て支援法第59条

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 母子保健課 　所属長名

－

意図
どのような状態
にしていくのか

安心して妊娠・出産・子育てができるようにする。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

母子保健コーディネーター（保健師）が，母子健康手帳交付時の妊婦との面接等により，妊産婦・乳幼児等の実情を把握し，
妊娠・出産・子育てに関する各種の相談対応，支援プランの策定，関係機関との連絡調整等を行うことにより，妊娠期から子
育て期にわたる切れ目ない支援を提供する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 妊産婦，乳幼児とその保護者
事業開始年度 平成27年度

事業終了年度

高知市総合計画，高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略，高知市子
ども・子育て支援事業計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 母子健康手帳交付時の面接による相談等対応率

Ｂ
母子健康手帳交付時の面接又は電話による相談等対
応率

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

母子保健課で母子健康手帳の交付を受けた妊婦に対し，母子保健コーディネーター
等の専門職が面接により相談対応等を実施した割合
母子保健課又は地域窓口センターで母子健康手帳の交付を受けた妊婦に対し，母子保健
コーディネーター等の専門職が面接又は電話により相談対応等を実施した割合

実績 99.2％ 99.8％ 100％

目標 40％
評
価
指
標

Ａ
母子健康手帳交付時の面接
による相談等対応率

目標 100％ 100％

Ｂ
母子健康手帳交付時の面接
又は電話による相談等対応
率

40％

Ｃ

50％ 60％

実績 22％ 41.1％ 44.3％

100％ 100％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 2,402 4,923 7,690

 県費 (千円) 800 1,640 2,563 2,915

10,049

 一般財源 (千円) 802 1,643 2,564

財
源
内
訳

 国費 (千円) 800 1,640 2,563 2,915

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

4,219

 人役数 (人) 0.10 0.13 0.15 0.15

1,095

 正規職員 (千円) 730 949 1,095 1,095

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 730 949 1,095

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 3,132 5,872 8,785 11,144

(人) 0.10 0.13 0.15 0.15

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 9 18 27

子ども・子育て支援の充実

め
ざ
す
べ
き
姿

　妊娠・出産期，乳幼児期，学童期それぞれの段階に応
じて，関係者の理解を深め，連携を進め，子育て家庭が
社会から孤立しないよう相談体制・相談機能の充実を図
るなど，地域社会の温かい見守りの中，連続性・一貫性
のある切れ目のない総合的な子育て支援を実施し，子ど
もが安心して健やかに育つことができるまちづくりをめ
ざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　母子健康手帳交付時の母子保健コーディネーターによる妊婦との面接は，妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援の第一歩として重要と考え
ている。しかし，母子健康手帳の交付事務は，母子保健課と市内９か所の地域窓口センターで行っており，母子保健コーディネーターが配置されて
いない地域窓口センターでは，母子保健コーディネーターによる面接が実施できていない状況にある。このため母子健康手帳の交付を受ける全ての
妊婦に対して，母子保健コーディネーターによる面接が行える体制を整備していく必要がある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　法令に基づく事業であるとともに，本市総合計画，
子ども・子育て支援事業計画等に掲げる事業である。

　本事業は，妊産婦や乳幼児等に対して，妊娠期から
子育て期にわたる切れ目ない支援を提供していく上
で，必要な事業である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａについては，目標を達成。
　評価指標Ｂについても，実績は増加しており，目標
の達成率も80％を超えていることから，更なる向上を
目指していく。

　母子健康手帳交付時における妊婦との面接により，
妊婦等の実情を把握することができ，早期の支援につ
ながるケースが増えてきている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　母子保健課に保健師資格を有する母子保健コーディ
ネーター３名を配置し，業務に当たっている。

　母子保健コーディネーターには，地方公務員法に規
定する非常勤の特別職を充て，効率的な事業の実施に
努めている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　現在１か所の子育て世代包括支援センターへ母子保健コーディネーターを配置し事業を実施している。
　今後は，子育て世代包括支援センターを複数化することで，面接が行える体制を整備し，事業の充実を図って
いく。

 B 改善を検討し，事業継続

　対象者は，法令で規定されており，公平性は保たれ
ている。

　また，法令上，受益者負担はなし。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

08

23

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

子ども・子育て支援の充実

め
ざ
す
べ
き
姿

　妊娠・出産期，乳幼児期，学童期それぞれの段階に応
じて，関係者の理解を深め，連携を進め，子育て家庭が
社会から孤立しないよう相談体制・相談機能の充実を図
るなど，地域社会の温かい見守りの中，連続性・一貫性
のある切れ目のない総合的な子育て支援を実施し，子ど
もが安心して健やかに育つことができるまちづくりをめ
ざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 7 10 9

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 2,419 3,172 2,860 3,788

(人) 0.20 0.30 0.30 0.40

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 1,460 2,190 2,190 2,920

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,460 2,190 2,190

868

 人役数 (人) 0.20 0.30 0.30 0.40

2,920

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 959 982 670

 県費 (千円)

868

 一般財源 (千円) 959 982 670

60組 68組

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 21組 58組 59組

目標 85％
評
価
指
標

Ａ パパママ教室への参加組数
目標 40組 70組

Ｂ パパママ教室の満足度
85％

Ｃ

90％ 90％

実績 94％ 85％ 94％

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ パパママ教室への参加組数

Ｂ パパママ教室の満足度

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

教室への参加組数を把握し，事業の必要性を検討する。

参加者の満足度を把握し，事業の有効性を検討する。

－

意図
どのような状態
にしていくのか

妊娠期に出産・産後・子育てに関する知識・技術を習得し，子育てがイメージできるようになる。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・市内２か所の地域子育て支援センターを活用し，１コース３回の妊婦教室を４コース開催。
・助産師・保健師・栄養士・歯科衛生士・保育士による講義，パートナーの妊婦体験・沐浴等の実習を行う。
・教室はパートナーが参加しやすいように日曜日に開催。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 初めて妊娠・出産を迎える妊娠20週以降の妊婦とパートナー
事業開始年度 平成27年度

事業終了年度

高知市総合計画，高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略，高知市子
ども・子育て支援事業計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 母子保健課 　所属長名 谷脇　聖児

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 パパ・ママあんしんスタート事業
　所管部局 こども未来部 　部局長名 山川　瑞代
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　参加者の満足度からも一定の成果があるものと考えており，今後は更に内容の充実等を図り，健やかな子育て
へつなげていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　広報「あかるいまち」，ホームページ等により，対
象となる家庭への周知を図っており，公平性は保たれ
ている。

　また，受益者負担はない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　本事業は，地域子育て支援センターを運営している
団体に業務委託し，出産・産後・子育てに関する講
義・実習のほか，同センターの紹介・見学も行ってお
り，効率的・効果的な事業の実施に努めている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　目標は概ね達成しているが，受講定員の拡大や講
義・実習内容の充実等，事業の更なる向上を目指して
いく。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本市総合計画，子ども・子育て支援事業計画等に掲
げる事業である。

　核家族化や地域のつながりの希薄化により，子育て
のイメージができない親が増えており，本事業に対す
るニーズは多い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　教室では，出産・産後・子育てに関する知識・技術の習得のほか，地域子育て支援センターの紹介・見学も行い，地域とのつながりを深めるきっ
かけづくりをしている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

03

08

23

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

子ども・子育て支援の充実

め
ざ
す
べ
き
姿

　妊娠・出産期，乳幼児期，学童期それぞれの段階に応じ
て，関係者の理解を深め，連携を進め，子育て家庭が社会
から孤立しないよう相談体制・相談機能の充実を図るな
ど，地域社会の温かい見守りの中，連続性・一貫性のある
切れ目のない総合的な子育て支援を実施し，子どもが安心
して健やかに育つことができるまちづくりをめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 4,889 5,119 5,321

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 1,632,997 1,699,895 1,756,039 1,279,199

(人) 2.30 2.60 2.80 2.80

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 16,790 18,980 20,440 20,440

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 16,790 18,980 20,440

375,578

 人役数 (人) 2.30 2.60 2.80 2.80

20,440

平成27年度
朝倉くすのき・五台山吸江・城
南・愛育会・筆山・布師田・旭ヶ
丘・潮江双葉・芸術学園・杉の子
第二・杉の子せと
平成28年度
宮前・塚ノ原・ひなぎく・あゆ
み・ポッポ
平成29年度
大津・瀬戸・三里・十津・おさな
ご・杉の子・清和

財
源
内
訳

 国費 (千円) 2,352 679,118 714,929 816,128

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 18,987投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,616,207 1,680,915 1,735,599

 県費 (千円) 1,133,697 14,707 67,053

1,258,759

1,731,827 1,238,627

 一般財源 (千円) 480,158 1,001,797 1,005,963

0 3

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 0 2 0

目標 ２回以上
評
価
指
標

Ａ
公立保育所改築工事着工施
設数

目標 2 2

Ｂ
民営保育所対象施設協議回
数

２回以上

Ｃ

２回以上 ２回以上

実績 ２回以上 ２回以上 ２回以上

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 公立保育所改築工事着工施設数

Ｂ 民営保育所対象施設協議回数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

耐震化のための改築・改修工事に着工した施設数

施設整備を行うにあたり保育所を設置・運営する社会福祉法人等と協議を行った回数

意図
どのような状態
にしていくのか

保育所の改築・改修(耐震補強等)により施設の耐震化を図り，入所児童の安全と良好な保育環境を確保する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

公立保育所:未耐震の園舎の建替え又は耐震化への改修を行う。
民営保育所:認可保育所を設置・運営する社会福祉法人等に対し，未耐震及び老朽化による施設の建替え及び改修の補助を行
う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 公立保育所(園舎)，認可保育所を設置・運営する社会福祉法人等
事業開始年度 平成２年度

事業終了年度

高知市民営保育所施設整備事業費補助金交付要綱・高知市認定こども園
施設整備事業費補助金交付要綱

高知市子ども・子育て支援事業計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

児童福祉法・同法施行規則・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 他

高知県認定こども園施設整備費補助金交付要綱

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 保育幼稚園課 　所属長名 中村 一歩

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 保育所改築等施設整備事業
　所管部局 こども未来部 　部局長名 山川 瑞代
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合(一
般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　関係者の協力のもと，精力的に事業を推進している。
　特別な事情がある園を除き，計画どおり耐震化が完了予定。

 B 改善を検討し，事業継続

⑦事業採択にあたっては，保育需要，地域性，老朽度
(危険度)，整備後の保育サービス等を勘案する。

⑧受益者負担割合及び対象経費は妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

⑤公立施設においては，本市の契約及び工事の手法に
則り事業を実施。民営施設においては，補助事業であ
り民間が事業実施主体である。

⑥類似事業などがないため，事業の統合や連携による
コスト削減はできない。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

③評価指標Ａでは基本実施設計を伴うことから，設計
期間の短縮などにより目標達成につなげる。
評価指標Ｂでは，民間保育所等との協議により，進捗
管理を行うことで計画的に整備を進めていく。

④南海地震対策と併せて，安全な施設の実現を目指
し，計画目標を進めていく必要がある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

①安心で安全な保育環境及び南海地震対策として整備
するものである。

②安全で良質な保育環境の整備は入所児童の処遇向上
につながり，保護者からの要望も強い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　未耐震の施設を優先的に実施する必要があるが，公立施設については地域との調整難航，民営施設においては設計含む全体計画の進捗管理につい
て課題があり，整備予定から遅れている施設がある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次 平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

03

08

23

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

子ども・子育て支援の充実

め
ざ
す
べ
き
姿

　妊娠・出産期，乳幼児期，学童期それぞれの段階に応じ
て，関係者の理解を深め，連携を進め，子育て家庭が社会
から孤立しないよう相談体制・相談機能の充実を図るな
ど，地域社会の温かい見守りの中，連続性・一貫性のある
切れ目のない総合的な子育て支援を実施し，子どもが安心
して健やかに育つことができるまちづくりをめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 28 29 30

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 9,474 9,488 9,961 9,946

(人) 0.20 0.20 0.20 0.20

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 1,460 1,460 1,460 1,460

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,460 1,460 1,460

5,282

 人役数 (人) 0.20 0.20 0.20 0.20

1,460

財
源
内
訳

 国費 (千円) 1,526 1,328 792 1,602

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 8,014 8,028 8,501

 県費 (千円) 1,526 1,328 792 1,602

8,486

 一般財源 (千円) 4,962 5,372 6,917

毎月開催 毎月開催

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 毎月開催 毎月開催 毎月開催

目標
評
価
指
標

Ａ
委託先（社会福祉法人みそ
の児童福祉会）との連絡会
の開催

目標 毎月開催 毎月開催

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
委託先（社会福祉法人みその児童福祉会）との連絡
会の開催

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

定期的な連絡会を開催し，養育に不安を抱える家庭に対して適切な支援を行っていく。

意図
どのような状態
にしていくのか

養育困難な家庭に専門的な相談や援助または家事援助をすることで，養育環境を整え，児童虐待等を未然に防ぐことをめざす。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

（社福）みその児童福祉会高知聖園ベビーホーム・児童家庭支援センターみそのに委託，専門的援助・家事援助を実施する。対
象者の決定及び支援内容については，子ども家庭支援センターで審査を行う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 18歳未満の児童とその家族で，本事業による支援が必要と認めたもの
事業開始年度 平成15年度

事業終了年度

高知市養育訪問事業実施要綱

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

児童福祉法第6条の3第5項，子ども・子育て支援交付金交付要綱（平成
29年4月18日府子本第281号）

高知県地域子育て支援拠点等運営事業費補助金及び地域子ども・子育て
支援事業費補助金交付要綱

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 子ども家庭支援センター 　所属長名 中城　純一

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 養育支援訪問事業
　所管部局 こども未来部 　部局長名 山川　瑞代
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　養育に不安を抱える家庭に寄り添い，適切な支援を行っており，児童虐待予防の視点からも大変重要な事業であ
る。

 B 改善を検討し，事業継続

　子育て支援を行う関係機関との情報交換なども行い
ながら，公平性に配慮して事業を実施。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　児童福祉に関わる民間の相談支援機関に委託するこ
とで，柔軟で効率性のよい事業実施が実現できてお
り，コストも適正である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　評価指標に掲げる委託先との連絡会を継続し，適切
な支援につなげる。
　連絡会の内容については，適宜見直しを行い，成果
向上を目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　養育支援を必要とする家庭が増加する中，本事業の
実施により適切な子育てを実現し，子どもの健全育成
につなげるもの。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業の事業成果に関しては，市民満足度として数値で評価することが難しいが，毎月委託先と連絡会を持つことで，特定妊婦等の困難ケースの支援
方針・支援内容等を明確にし，適切な支援につなげるとともに，児童虐待の未然防止も図っている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

103



１　事業の位置付け

03

08

23

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

中城　純一

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 児童虐待予防推進事業
　所管部局 こども未来部 　部局長名 山川　瑞代

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

児童福祉法，児童虐待の防止等に関する法律，市町村児童家庭相談援助
指針，子ども・子育て支援交付金交付要綱（平成29年4月18日府子本第
281号）

高知県地域子育て支援拠点等運営事業費補助金及び地域子ども・子育て支

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 子ども家庭支援センター 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

虐待を受けている児童をはじめ，不適切な養育による児童の安全問題を早期に発見し，適切な支援を行うために，庁内外の児童
に関わる機関が情報を共有し，円滑な連携・協力のもと対応ができるような体制を整備する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

児童虐待予防及び対応体制を構築し，児童虐待対応の総合調整機関として，高知市要保護児童対策地域協議会（要対協）を設
置。代表者会議では，実務者会議等が円滑に運営されるための環境整備や，要保護児童等の支援に関するシステム全体の検討を
行う。実務者会議では，関係機関との情報交換や課題の検討，支援を行っているケースの総合的な把握等を行う。虐待予防対策
を推進するための啓発活動。個別ケース会議の開催。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
児童に関わる関係機関・施設等の関係者，地域組織（主任児童委員・民生委員等），
高知市民

事業開始年度 平成19年度

事業終了年度

高知市要保護児童対策地域協議会設置要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 児童虐待予防講演会の開催

Ｂ 実務者会議・新規ケース連絡会の開催

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

年1回の講演会の開催

毎月開催

実績 年１回 年１回 年１回

目標 年４回
評
価
指
標

Ａ 児童虐待予防講演会の開催
目標 年１回 年１回

Ｂ
実務者会議・新規ケース連
絡会の開催

毎月

Ｃ

毎月

実績 年７回 毎月 毎月

年１回 年１回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 323 871 989

 県費 (千円) 107 291 329 295

883

 一般財源 (千円) 109 289 331

財
源
内
訳

 国費 (千円) 107 291 329 295

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

293

 人役数 (人) 7.50 7.50 7.50 7.50

54,750

 正規職員 (千円) 54,750 54,750 54,750 54,750

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 54,750 54,750 54,750

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 55,073 55,621 55,739 55,633

(人) 7.50 7.50 7.50 7.50

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 165 168 169

子ども・子育て支援の充実

め
ざ
す
べ
き
姿

　妊娠・出産期，乳幼児期，学童期それぞれの段階に応じ
て，関係者の理解を深め，連携を進め，子育て家庭が社会
から孤立しないよう相談体制・相談機能の充実を図るな
ど，地域社会の温かい見守りの中，連続性・一貫性のある
切れ目のない総合的な子育て支援を実施し，子どもが安心
して健やかに育つことができるまちづくりをめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　平成28年度から，実務者会議・新規ケース連絡会を毎月開催するようになり，要保護児童・要支援児童等の情報共有及びケース進行管理の適正化が図
られ，支援の有効性が上がった。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　児童虐待予防に資する事業を実施するとともに，要
保護児童等に対する支援体制の強化を図り，子どもの
健全育成につなげるもの。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標に掲げる実務者会議等を継続実施し，関係
機関の連携のもと，適切な支援につなげる。
　会議の内容等については，適宜見直しを行い，成果
向上を目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　児童虐待予防・対応に関しては，更なる要対協の運
営向上を図るとともに，関係機関との連携強化を進
め，実効性を高める。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　児童虐待予防に資する取組を，粘り強く，きめ細かく継続していくとともに，引き続き要対協の支援体制の充実
を図っていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　児童虐待予防に関する取組に関しては，ホームペー
ジや講演会等を通じて広く市民に啓発を行っている。
要保護児童等に対しては，要対協の仕組みを活用して
適切に対応。
　児童虐待対応に関しては，受益者負担の視点はなじ
まない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

05

11

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

地域防災力の向上（命をつなぐ対策の推進）

め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害からの避難者が緊急避難場所で最低限命
を保てるとともに，緊急避難場所から速やかに避難所に移
れ，復興までの間，安心・安全な生活が送れるような体制
をめざします。また，住民自らが被害の防止・軽減を図り
被害を最小限に止めるよう，自主防災組織等の育成に取り
組み，地域コミュニティが主体となって共助の取組ができ
る体制づくりをめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 49 115 158

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 16,265 38,237 52,307 25,805

(人) 0.04 0.08 0.08 0.08

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員２名で業務にあたっ
ている。7,300千円×0.08人
役＝584千円

 正規職員 (千円) 292 584 584 584

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 292 584 584

8,407

 人役数 (人) 0.04 0.08 0.08 0.08

584

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 15,973 37,653 51,723

 県費 (千円) 16,938 33,842 16,814

25,221

0 0

 一般財源 (千円) 15,973 20,715 17,881

47.8%

Ｄ
目標

実績

簡易トイレセット配備数
目標 236 418 419

実績 236 469 455

【参考値】
指定避難所（全168施設）にお
けるＨ29年度末の累計
（環境政策課+地域防災推進課）

Ａ：81施設／168施設
Ｂ：939,500枚(62,600人分)

実績 18.6% 29.2% 49.6%

目標 59,300
評
価
指
標

Ａ 指定避難所の配備率
目標 18.6% 26.5%

Ｂ 携帯トイレ（便袋）配備数
141,800

Ｃ

204,800

実績 59,300 155,200 221,000

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 指定避難所の配備率

Ｂ 携帯トイレ（便袋）配備数

Ｃ 簡易トイレセット配備数

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

指定避難所（津波避難ビルを兼ねた避難所は除く）113施設に対する配備率

Ｌ１避難者数（77,000人）の３日分（１日５回）に対する便袋の配備数

Ｌ１避難者数（77,000人）に対する個室スペースの確保数

平成31年度

意図
どのような状態
にしていくのか

津波避難ビルを除く指定避難所に災害用トイレを配備する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

３日分の携帯トイレ処理セット（便袋，トイレットペーパー等）及び簡易トイレセット（簡易便座，簡易テント）を５年間で
各指定避難所へ配備する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 避難所避難者
事業開始年度 平成27年度

事業終了年度

高知市災害廃棄物処理計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 多様な主体が連携し，市民と行政が協働するまち

施策

　所管部署 環境政策課 　所属長名 児玉　篤宗

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 避難所環境対策事業
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合(一
般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は，被災時の避難所環境の保全を目的とし，これまでの大規模災害時に報告されてきたトイレ問題対策
の一つとして重要な事業である。避難所の衛生状態を保つことで，避難者の健康を保つことが期待できるため，
今後も事業を継続されたい。

 B 改善を検討し，事業継続

　避難所避難者を対象とした指定避難所への配備のた
め公平性は保たれている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　地域防災推進課と連携し，高知県避難所運営体制整
備加速化事業費補助金や高知県地域防災対策総合補助
金を有効に活用するとともに，競争入札により調達す
ることで，効率的に実施している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　高知県避難所運営体制整備加速化事業費補助金の条
件である，避難所運営マニュアルの作成状況に合わせ
ての配備になるが，現在のところ目標達成に向け順調
に進んでいる。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　高知市災害廃棄物処理計画の事前対策として実施し
ている事業であり，また，77,000人の避難者に対する
目標に向けて行う事業として市長公約されたもの。
　災害時のトイレに関しては，近年注目されていると
ころであり，重要な事業である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次 平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

01

03

07

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

川上　智子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 新エネルギービジョン改定事業
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法，エネルギー基本計
画，地球温暖化対策の推進に関する法律，電気事業者による再生可能

高知県新エネルギービジョン

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 新エネルギー推進課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

平成29年度は，現行ビジョンの総括を行うとともに，国の動向を踏まえた新しい目標値を設定する改定作業に着手する。ま
た，地域特性を活かし，新エネルギーの発電自給率向上に関する新たな取組の方向性を示すとともに，平成28年に改定された
高知県新エネルギービジョンとの整合性を図りながら平成30年度に計画を策定（改定）する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

本市の目指すべき将来像として「地産地消型スマートエネルギー都市」を掲げ，新エネルギー発電自給率を2030年度に23％と
する新たな数値目標を設定した。将来像実現のための６つの基本方針と，基本方針を踏まえた４つのテーマを設定し，具体的
に取り組む44項目を実施していくことで，持続可能なエネルギーを創り，災害に強く，低炭素で安心安全なまちづくりを進め
て地域の活性化につなげる。また，省エネの推進や蓄電池などを使ったエネルギーの効率的な利用によって地域内の新エネル
ギーの発電自給率を高めていく。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市民，事業者，行政等
事業開始年度 平成29年度

事業終了年度

高知市新エネルギービジョン，高知市地球温暖化対策地域推進実行計
画（区域施策編，事務事業編）

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 現行の新エネルギービジョンの改定作業に着手

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

現行ビジョンの数値目標を達成したことやエネルギーを取り巻く環境が大きく変化
していることから，新たな目標設定のため改定を行う。

H29年度に現行の新エネル
ギービジョンの改定作業に
着手し，H30年度に計画を策
定する。

実績 文言

目標
評
価
指
標

Ａ
現行の新エネルギービジョ
ンの改定作業に着手

目標

Ｂ

Ｃ

実績

文言 文言

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,863

 県費 (千円)

300

 一般財源 (千円) 0 0 1,863

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

300

 人役数 (人) 2.00 0.30

2,190

 正規職員 (千円) 0 0 14,600 2,190

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 14,600

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 0 16,463 2,490

(人) 2.00 0.30

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 50

環境にやさしい地球温暖化防止対策の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　地球温暖化を防止するため，既存エネルギーから安全
で環境負荷の低い再生可能エネルギーへの転換を推進す
るとともに，行政と市民・事業者が一体となり，省エネ
ルギー推進に取り組むことで，環境にやさしい低炭素都
市の実現をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　平成25年３月に策定した現行ビジョンの総括を行うとともに，国の動向を踏まえた新しい目標値を設定した。また，地域特性を活かした新エネル
ギーの発電自給率向上に関する新たな取組の方向性を示すとともに，高知市環境審議会においても協議を行い，いただいた意見も参考にし，改定作
業を行った。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　平成25年３月に策定した現行ビジョンに掲げる「新
エネルギー等の導入目標値」を前倒しで達成したこと
や，国のエネルギー施策や本市を取り巻くエネルギー
環境が大きく変化したことから，新たな目標値の設
定，目標達成に向けた取組の方向性や具体的施策を策
定する必要がある。
　ビジョンでは，目標値を達成するための市民の役割
を掲げており，市民，企業との協働が必要となってい
る。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　改定版の策定に着手し，本市の目指すべき将来像と
して「地産地消型スマートエネルギー都市」を掲げ，
新エネルギーの発電自給率を2030年度までに23％とす
る新たな目標値を設定した。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　環境審議会で意見を聴取するとともに，いただいた
意見を参考に改定作業を行い，パブリックコメントを
実施することで，広く意見を聴く。
　現有人員体制，予算の中で効率的事業を行ったが，
今後，アウトソーシングの在り方を含め，効率的な実
施手法について，さらに検討していく。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　現行ビジョンに掲げる「新エネルギー等の導入目標値」を前倒しで達成したことなどからビジョンの見直しの
必要性があり，改定案では新たな目標値の設定，目標達成に向けた取組の方向性や具体的施策まで検討すること
ができた。今後，パブリックコメントの実施を経て，策定を行っていく。
　実施方法については，検討を要す。

 B 改善を検討し，事業継続

　改定版は本市のホームページで公開する。
　本事業は受益者負担を求めるものではない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

03

07

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

環境にやさしい地球温暖化防止対策の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　地球温暖化を防止するため，既存エネルギーから安全
で環境負荷の低い再生可能エネルギーへの転換を推進す
るとともに，行政と市民・事業者が一体となり，省エネ
ルギー推進に取り組むことで，環境にやさしい低炭素都
市の実現をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 11 11 11

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 3,650 3,650 3,650 2,190

(人) 0.50 0.50 0.50 0.30

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 3,650 3,650 3,650 2,190

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 3,650 3,650 3,650

0

 人役数 (人) 0.50 0.50 0.50 0.30

2,190

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 0

 県費 (千円)

0

 一般財源 (千円) 0 0 0

1件 ※

Ｄ
目標

実績

目標

実績

※新エネルギービジョン改
定の中で今後の展開を決定
する。

実績 1件 0件 0件

目標 -
評
価
指
標

Ａ
高知市集会所等新エネル
ギー導入事業費補助金事業
の補助団体数

目標 - 5件

Ｂ 補助事業案内チラシ配布数
1,200枚

Ｃ

1,200枚 ※

実績 1,500枚 500枚 350枚

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
高知市集会所等新エネルギー導入事業費補助金事業
の補助団体数

Ｂ 補助事業案内チラシ配布数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

補助団体数

補助事業案内チラシを全町内会へ配布

意図
どのような状態
にしていくのか

新エネルギー導入の促進及び地域活動の活性化を図るため，地域コミュニティ支援型の施策を推進する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

町内会・自治会等の地縁団体が所有又は借用する集会所等に，太陽光発電設備及び蓄電池を設置する場合に，その設置費用の
一部を補助する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 町内会・自治会等の地縁団体
事業開始年度 平成25年度

事業終了年度

高知市新エネルギービジョン

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法，電気事業者による再
生可能エネルギーの調達に関する特別措置法

高知県新エネルギービジョン

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 新エネルギー推進課 　所属長名 川上　智子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 集会所等新エネルギー導入事業補助
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

○ D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

○  C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

9.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　新エネルギー導入の促進及び地域活動の活性化を図るための施策として導入しているが，太陽光に限定せず，
地域の資源を活用した新エネルギーのさらなる普及促進に向けて効果的な事業へ再構築していく必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　事業募集については，本市のホームページや地域コ
ミュニティ推進課の送付文書への折り込み，町内会連
合会総会等での説明を行うなど広く募集を行ってい
る。
　対象経費についても妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　新エネルギー導入の促進及び地域活動の活性化を図
ることを目的としているが，課題も多く申請件数は伸
び悩んでいることから，新たな施策の転換が必要と
なっている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

C類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

C

1.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　成果指標Ａについては，集会所への太陽光・蓄電設
備の導入は初期費用の工面が難しい，地域の総意が得
られにくいことなど課題も多く，平成29年度の申請件
数は０件となっている。
　成果指標Ｂの事業案内チラシ配布についても，町内
会連合会等での説明を行う際に配布したが，予定した
配布枚数には至らなった。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

C事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

C

1.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　総合計画第３次実施計画において，本事業は新エネ
ルギーの導入推進のための重点的な取組とされてい
る。
　導入実績は，平成25年度は２件，26年度は３件，27
年度は１件，平成28,29年度については申請がなかっ
た。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

C事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

3.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　町内会・自治会等の地縁団体が所有又は借用する集会所等の屋根に設置する太陽光発電設備・蓄電池の購入費を補助する事業であり，平成25年度
から実施しているが，平成28，29年度の導入件数は０件。 初期投資費用の負担や固定価格買取制度の買取価格の低下，電力会社による発電出力抑制
等による制度への懸念，住民の総意が得られにくいなどの課題があることから新たな施策への転換が必要となっている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

111



１　事業の位置付け

01

03

07

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

川上　智子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 低炭素型交通の推進
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

地球温暖化対策計画，地球温暖化対策推進法

高知県地球温暖化実行計画

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 新エネルギー推進課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

低炭素社会の実現を図る取組の一環として，自家用車から自転車への手段の転換と，公共交通の利用促進を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

持続可能な低炭素・資源循環型都市の実現を目指し，平成27年７月に市内量販店（３社）及び交通事業者と「高知市低炭素型
交通推進協定」を締結した。バス停や電停に近接している量販店の既設駐輪場をステーションとして活用し，通勤・通学の手
段を自家用車から低炭素型交通へ転換し，併せて，公共交通の利用促進を図る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市民及び協定締結事業者
事業開始年度 平成27年度

事業終了年度

高知市新エネルギービジョン，第２次高知市地球温暖化対策地域推進
実行計画（区域施策編）

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ サイクル＆ショップライド登録者数

Ｂ チラシ配布数

Ｃ ポスター掲示数

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

年間10人ずつ（実施全店舗での合計を増やしていくことを目指す）

登録店舗利用者へ配布

登録店舗，交通事業者の電車・バス内，周辺公共施設等

実績 10人 21人 34人

目標 －
評
価
指
標

Ａ
サイクル＆ショップライド
登録者数

目標 － 50人

Ｂ チラシ配布数
－

Ｃ

500枚 500枚

実績 500枚 500枚 600枚

30人 40人

Ｄ
目標

実績

ポスター掲示数
目標 － 200枚 200枚 200枚

実績 200枚 100枚 110枚

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 273 63 130

 県費 (千円)

132

 一般財源 (千円) 273 63 130

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

132

 人役数 (人) 0.30 0.30 0.30 0.30

2,190

 正規職員 (千円) 2,190 2,190 2,190 2,190

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 2,190 2,190 2,190

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 2,463 2,253 2,320 2,322

(人) 0.30 0.30 0.30 0.30

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 7 7 7

環境にやさしい地球温暖化防止対策の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　地球温暖化を防止するため，既存エネルギーから安全
で環境負荷の低い再生可能エネルギーへの転換を推進す
るとともに，行政と市民・事業者が一体となり，省エネ
ルギー推進に取り組むことで，環境にやさしい低炭素都
市の実現をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　温室ガスを排出しない自転車と，排出の少ない公共交通の利用促進を図ることを目的に，「サイクル＆ショップライド」事業を量販店９店舗（サ
ニーマート４店舗，サンシャイン３店舗，A★MAX２店舗）で実施し，平成29年度は13名が利用登録をした。本事業の利用者には，とさでん交通(株)
から「ですか」チャージ券の提供があり，民間企業と連携した低炭素型交通推進事業となっている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　低炭素な交通手段である自転車と公共交通の利用を
促進することにより，「高知市地球温暖化対策地域推
進実行計画（区域施策編）」に基づき，本市の温室効
果ガス排出量の削減を目指すもの。利用実績は平成27
年度10名，平成28年度11名，平成29年度13名と微増。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標のＡ，Ｂともに年度指標を達成することが
できているが，Ｃのポスター掲示数については，新た
に掲示をお願いする施設がなかったことから指標を達
成することができなかった。今後は一層，事業をＰＲ
することに努めていく。

　事業の周知を行うことで，成果の向上を目指してい
く。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　温室効果ガスの排出量削減や公共交通の利用促進に
つながるもので，量販店各社及び交通事業者とも連携
を図りながら，事業の周知を行い，利用登録者の拡大
に取り組んでいく。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

14.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　マイカー通勤から自転車やバス・電車などの公共交通へ切り替えることは，温室効果ガス排出削減による地球
温暖化防止にもつながると考える。利用者の声を分析し，効果等の検証を行いながら見直しも含めた在り方を検
討することが必要。

○  B 改善を検討し，事業継続

　広報「あかるいまち」や本市のホームページ，実施
店舗等で広報を行っている。
　受益者負担については適正である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

01

03

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

地球にやさしい環境汚染の防止
め
ざ
す
べ
き
姿

　高知市が誇る豊かな自然を大切にし，快適な生活を将
来にわたり守っていくために，緑や水等の自然資源の保
全だけではなく，行政と市民・事業者が協働して，環境
汚染による被害の未然防止をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 45 45 44

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 14,970 14,977 14,614 10,950

(人) 1.50 1.50 1.50 1.50

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

専門職（化学職）正規職員
５人で業務に当たってい
る。

 正規職員 (千円) 10,950 10,950 10,950 10,950

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 10,950 10,950 10,950

4,156

 人役数 (人) 1.50 1.50 1.50 1.50

10,950

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 4,020 4,027 3,664

 県費 (千円)

 一般財源 (千円) 4,211 4,211 4,208

19 19

Ｄ
目標

実績

目標

実績

環境基準の達成評価は，河川
は環境基準点のＢＯＤ75%値で
評価し，海域はＣＯＤの75％
の達成地点数で評価し，河川
14地点海域５地点の合計19地
点の達成状況を評価指数とし
て設定している。
事業場の立入測定について
は，水質汚濁防止法の特定施
設設置事業場で，排水量50㎥
を超える事業場（排水規制の
かかる事業所）に対し，立入
測定を実施。

実績 16 16 17

目標 20
評
価
指
標

Ａ
公共用水域の環境基準点（19地点）
における環境基準達成地点数

目標 19 19

Ｂ
工場・事業所の立ち入り測
定を20件以上実施

20

Ｃ

20 20

実績 22 22 22

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
公共用水域の環境基準点（19地点）における環境基
準達成地点数

Ｂ 工場・事業所の立ち入り測定を20件以上実施

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

公共水域の環境基準を達成数

立ち入り測定の実施数　

－

意図
どのような状態
にしていくのか

公共用水域の汚濁防止を図ることにより，市民の健康を守るとともに生活環境の保全を行う

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・公共用水域の環境基準点は，河川14地点・海域５地点は年６回測定を実施し，補助地点は，河川14箇所年６回，海域12地点
年２回測定により水質汚濁状況の監視
・水質汚濁防止法に基づく特定施設等の届出及び指導
・工場・事業所の立ち入り測定

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 工場・事業所から公共用水域に排出される排水
事業開始年度 昭和50年度

事業終了年度

高知市公害防止条例

環境基本計画・公害防止基本計画

○

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

環境基本法・水質汚濁防止法

高知県清流保全条例

政策 豊かな自然に親しみ，自然と共生するまち

施策

　所管部署 環境保全課 　所属長名 山本　昭男

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 水質汚濁防止事業
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　法に基づく事業のため継続は必要。一方，専門的な知識も必要なことから,技術・知識を習得し，人材育成を
進めて継承し直営事業として実施していく必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　事業は公共水域の保全を目的としており公平性は保
たれている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　法に基づく事業である。事業実施の効率性について
は，常にコスト意識をもって実施をしていく。また，
専門的な知識も必要なことから，技術の継承も必要な
業務である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　河川の水質については,目標値を100％達成できてい
るが，海域は目標は達成されているものの環境基準を
達成できていない結果となっている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　法に基づく事業であり，また，第３次実施計画の成
果指標を定めた事業である。
　近年河川環境が良くなり以前と比べ河川に係る水質
苦情等は減ってきている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　市内の測定箇所の水質は改善され基準をクリアしている。
　測定自体は,委託業務で足りる事業ではあるが，委託とすると様々な事象（委託管理,河川事故等,災害対応等）への対応ができなくなることから，
一部を直営の事業として残すことが重要である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

01

01

03

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

山本　昭男

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 浄化槽適正管理推進事業
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

浄化槽法

政策 豊かな自然に親しみ，自然と共生するまち

施策

　所管部署 環境保全課 　所属長名

-

意図
どのような状態
にしていくのか

住民基本台帳と突合させることにより，正確な浄化槽汚水処理人口を把握する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　水道処理人口と統合させることにより，生活排水処理人口を把握し，生活排水処理計画を推進する。
　新設浄化槽の法定検査申込書を設置届出書に添付させることにより申込率100％にするとともに，把握データを活用し既存
浄化槽で未受検世帯についてはダイレクトメールによる啓発活動を実施継続し法定検査の受検率の向上を図る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 浄化槽システム改修により浄化槽台帳の更なる整理を行う。
事業開始年度 平成21年度

事業終了年度

高知市浄化槽設置・管理・検査要領

高知市生活排水処理構想

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 浄化槽システム改修により浄化槽台帳の整理を行う

Ｂ
新規浄化槽設置者に係る法定検査申込率を100％に
する

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

浄化槽システムと住民基本台帳を突合させることにより，汚水処理計画に反映させ
る事業だが，数値的な指標の設定は馴染まない。

新設浄化槽設置申請時に法定検査の申請を行う

●浄化槽システム改修によ
り，浄化槽利用世帯を住民
基本台帳に突合することに
より，重複データ約7,500基
の整理を行った。
今後は,より精度を高めてい
く必要がある。
●新設浄化槽設置申請時に
法定検査の申請を6月より
100％にした。

実績

目標
評
価
指
標

Ａ
浄化槽システム改修により
浄化槽台帳の整理を行う

目標

Ｂ
新規浄化槽設置者に係る法
定検査申込率を100％にす
る

Ｃ

100％

実績 100％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 4,563 4,183 7,351

 県費 (千円)

4,155

 一般財源 (千円) 4,563 4,183 7,351

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

4,155

108

 人役数 (人) 0.07 0.07 0.37 0.37

2,371

正規職員3人，再任用職員1
人，臨時職員1人で業務をし
ている。

 正規職員 (千円) 73 73 2,263 2,263

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 181 181 2,371

108 108

0.06

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 4,744 4,364 9,722 6,526

(人) 0.01 0.01 0.31 0.31

 その他 (人) 0.06 0.06 0.06

②
概
算
人
件
費
等

108

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 14 13 29

地球にやさしい環境汚染の防止
め
ざ
す
べ
き
姿

　高知市が誇る豊かな自然を大切にし，快適な生活を将
来にわたり守っていくために，緑や水等の自然資源の保
全だけではなく，行政と市民・事業者が協働して，環境
汚染による被害の未然防止をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　正確な浄化槽利用世帯を把握することにより,迅速な苦情対応が可能となる。
　環境省等へ報告する調書が精度の高い内容での作成が可能となった。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　浄化槽の維持管理及び法定検査受検の指導を推進
し，浄化槽を適正管理するという趣旨に合致してい
る。
　ＧＩＳシステム及び住民基本台帳とのマッチングに
より，精度の高いシステムが構築されつつある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　各浄化槽に関する情報は，概ね適切に管理され，浄
化槽の維持管理に役立っており，目標は概ね達成でき
ていると考える。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　浄化槽管理システムは，市独自に構築したシステム
であり，専門業者に委託して，保守点検や運用上の改
善も行っている。
　今後，下水道整備情報との連携などシステムの改修
が必要なので，経費の妥当性を検討する。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　環境省も生活排水処理人口等の把握は常に指導してきている。そのため高知市として独自に開発した当システ
ムは全国的にも有能なシステムであり，この精度更新は生活排水事業を発展させるために重要な取組である。今
後このシステムの精度を更に高めるとともに，下水道部門の情報との共有を行い，下水道・浄化槽の汚水処理状
況の把握に努め，効率的に生活排水対策を推進していく。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は，浄化槽情報を集約し，適正管理するため
の事業であり，公平性は保たれている。また，浄化槽
の設置，維持管理等に関する情報管理が主であり，受
益者負担の視点には馴染まない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

12

99

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

  山本 昭男

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 市有墓地管理事業
　所管部局 　環境部 　部局長名 　山本 正篤　

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

墓地，埋葬等に関する法律

高知県墓地，埋葬等に関する法律施行条例，　同施行細則，　高知県墓地対策要綱

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 　環境保全課 　所属長名

-

意図
どのような状態
にしていくのか

市有墓地利用者等が，安全に安心して利用できる墓地環境の整備と保全，及び境界調査等を含む市有墓地の状況把握を行う。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

区画等が施設的に整備された公園墓地（９か所）・春野墓地（７か所），区画のない山墓地の潮江墓地（８か所）・地区墓地
（228か所）の全体で約74haの維持管理を下記のとおり行う。
●市有墓地管理システムによる墓地利用者台帳の整備と精度向上　　　●公園墓地・春野墓地の施設管理・保全，環境改善
●潮江墓地・地区墓地の墓参道等の保全，環境改善　　　　　　　　　●地区墓地の隣接家屋に対する支障樹木伐採等対応
●市有墓地に対する要望・苦情への対応

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市有墓地の区画利用者，周辺住民・土地利用者
事業開始年度 昭和46年度

事業終了年度

高知市墓地条例

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
市有墓地管理に係る市民等からの要望対応件数(日
常管理徹底による縮減）

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

市有墓地管理に係る市民等からの要望対応を日常管理により縮減していく

実績 52件 62件 69件

目標
評
価
指
標

Ａ
市有墓地管理に係る市民等から
の要望対応件数(日常管理徹底に
よる縮減）

目標 50件以下 50件以下

Ｂ

Ｃ

実績

50件以下 50件以下

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 9,299 31,089 8,572

 県費 (千円)

9,864

 一般財源 (千円) 9,299 31,089 8,572

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

9,864

 人役数 (人) 2.50 3.00 3.00 3.00

21,900

正規職員4人で業務を行って
いる。

 正規職員 (千円) 18,250 21,900 21,900 21,900

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 18,250 21,900 21,900

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 27,549 52,989 30,472 31,764

(人) 2.50 3.00 3.00 3.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 82 160 92

その他の行政経費及び一般行政経費
め
ざ
す
べ
き
姿

　その他の行政経費及び一般行政経費

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　墓地利用者には，基本的に利用区画は自ら除草等の管理をしてもらうが，地区墓地・潮江墓地の利用者には，区画がない山墓地で使用料が原則無料というこ
ともあり，周辺の支障木伐採等の管理をお願いしている。利用者で対応できない樹木伐採や草刈，土木修繕等は，市で効率的に業者対応と職員対応で行ってい
る。平成29年度は台風による倒木等の緊急対応が数箇所あり，予算の都合上，予防的な伐採等を実施できない場所があった。
　市有墓地の箇所数・面積が多く，人員・予算的に地区墓地等の全ての把握・対応は困難で，境界調査ができていない所もある。
　今後，施設の老朽化や利用者の高齢化等により，従来のやり方での維持管理は難しくなると思われ，高樹齢木・枯木等の倒木災害，風水害及び南海トラフ大
地震による崩落等への対応も必要になっており，防災面での予防的対応を考えた維持管理が求められている。
　現在，市有墓地の空き区画は，ほぼない。また，社会環境の変化による墓の承継者の問題，無縁墓の増加，震災時の対応方法等を含めて，合葬式墓地を併設
した納骨堂整備の検討が必要になっている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　総合計画・実施計画に位置づけられた趣旨に合致し
た事業である。
　市有墓地の利用については，空き区画がなく返還後
の再貸出が主のため，利用者数は一定である。維持管
理については，市有墓地は老朽化や樹木の成長等によ
り，対応箇所が増しており，地区墓地については，利
用者や隣接住民等からの土木修繕や支障樹木伐採等の
苦情・要望が増えている。
　防災面からも，安全確保のためには事前の予防対応
が必要になっているが，限られた人員や土木工事等の
専門知識もないため限界もあり，専門会社への外部委
託が必要である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

C

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　墓地利用者や周辺住民からの，支障木伐採等の維持
管理の要望や苦情等に対し，市有墓地の日常管理を現
在の人員・予算で可能な限り対応している。しかし，
市有墓地施設も老朽化し，特に地区墓地に関しては土
地の崩壊や高木樹木の伐採など年々要望・苦情が増加
しているのが現実である。
　一方，地区墓地等の境界確定は，まだ，できていな
いところが多く今後の課題となっている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　区画が整備された公園墓地・春野墓地の施設共有部
分は，除草・樹木剪定を業者委託している。地区墓
地・潮江墓地は，その都度，可能な限り職員で対応
し，大規模な土木修繕・支障木伐採等は業者対応とし
て，予算内で効率的に実施している。
　今後，職員で対応が困難な工事（土木や高木伐採な
ど）の要望・苦情が増えることが予想されるため，そ
れに見合う予算確保が課題と考える。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

14.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続
　行政財産である墓地の管理は必要であるが，過去から存在する資産であるため，土地の崩壊や境界確定作業，
高木と化した樹木の伐採など市民からの要望や苦情も増加している。その対応は，市職員のみの作業では管理は
限界もある。そのため，専門知識を有する業者委託も含めて，役割分担をし維持管理をしなければならないた
め，そのための予算措置が必要である。

○  B 改善を検討し，事業継続

　墓地利用者は，利用地の除草等は自ら行うこととし
ている。区画の整備された公園墓地・春野墓地の施設
共用部分は市で維持管理しており，永代使用料は徴収
し，（年間）管理料は徴収していないが，各墓地に
よって経過があるため，未定ではあるが,今後,墓地新
設時には維持管理料の検討が必要である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01
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２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

石黒　和史

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 産業廃棄物の適正処理の推進
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤

○

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 廃棄物対策課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

各種啓発活動・指導により産業廃棄物の適正な処理を徹底する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・産業廃棄物処理業・処理施設に係る監視・検査・指導
・産業廃棄物処理施設等に関する事前協議の実施
・産業廃棄物の適正処理を徹底するための各種啓発活動

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 産業廃棄物処理業許可業者
事業開始年度 平成10年度

事業終了年度

高知市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 産業廃棄物収集運搬業者への立入件数

Ｂ 産業廃棄物処分業者への立入件数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

産業廃棄物の収集運搬許可業者への立入検査による廃棄物の適正保管の確保

産業廃棄物の処分業者への立入検査による廃棄物の適正処理の確保

Ａ：高知市の許可業者70社
（平成30年４月現在）に対
し，概ね年１回の立入を目
標としている。
Ｂ：高知市の許可業者31社
（平成30年４月現在）に対
し，更新時（５年または７
年）や随時における立入を
目標としている。

実績 75件 83件 65件

目標 12件
評
価
指
標

Ａ
産業廃棄物収集運搬業者へ
の立入件数

目標 70件 70件

Ｂ
産業廃棄物処分業者への立
入件数

12件

Ｃ

12件 12件

実績 19件 26件 17件

70件 70件

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円)

 県費 (千円)

 一般財源 (千円) 0 0 0

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人) 1.15 1.15 1.15 1.15

8,395

 正規職員 (千円) 8,395 8,395 8,395 8,395

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 8,395 8,395 8,395

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 8,395 8,395 8,395 8,395

(人) 1.15 1.15 1.15 1.15

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 25 25 25

廃棄物の適正処理による環境負荷の低減
め
ざ
す
べ
き
姿

　廃棄物の処理に当たっては，資源を有効活用して廃棄
物を最小限に抑えたうえで，適正な処理を行う必要があ
ります。
　計画的な高知市のごみ処理施設の管理と処理体制を維
持し，また，産業廃棄物の排出事業者や処理事業者等の
資源循環意識を高め，廃棄物の適正処理を促すととも
に，不法投棄防止の指導・監視等に取り組むことで，環
境に負担をかけない，廃棄物の適正処理をめざします。法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　
　産業廃棄物の適正処理は，市民生活に直結するもの
ではないが，企業等の経済活動により発生する産業廃
棄物を産業廃棄物処理業者が適正処理を進めることに
より，環境に対する負荷を最小限に留めることとな
る。このことから，法令等に基づく産業廃棄物処理業
者への指導・啓発はもとより立入検査は欠かすことが
できない重要な事業である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　産業廃棄物処理業者には，許可更新時に立入りする
だけではなく，必要に応じ事業場を訪問し，処理状況
を確認している。万一，不適正な状況が確認されれ
ば，その都度，是正を求めている。
　また，不適正処理の情報提供がされた場合にも，そ
の都度，現地確認により指導対応を実施している。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づいて事業
実施しており，妥当な事業実施手法である。また，他
に類似事業は存在しないことから，統合等は困難であ
る。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は，廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づいて産業廃棄物が適切に処理されているか確認する事業
である。本市で行われる経済活動等により発生した産業廃棄物が適切に処理され生活環境の保全上支障を生じさ
せることがないよう，今後も事業継続が必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は，処理事業者の法令遵守により，廃棄物の
適正処理の推進を確保するものであり，地球環境にや
さしいまちづくりに寄与するものである。
　また本事業は，立入等による行政指導により適正処
理を求めることを目的とした事業内容の性格上，市が
全額負担することは当然である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

03

06

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

石黒　和史

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 各種リサイクル法等に基づく廃棄物の適正処理の推進
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤

○

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

使用済自動車の再資源化等に関する法律・建設工事に係る資源の再資
源化等に関する法律

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 廃棄物対策課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

各種リサイクル法等に基づく再資源化を促進するとともに，法令に基づく分別解体や有害物質の適正な処理を徹底する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・自動車リサイクル関係事業者への立入りにより，廃自動車の分別解体等の適正処理を徹底するための指導
・建物の解体や建設現場への立入りにより，分別解体や廃棄物の適正処理を徹底するための指導

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 廃自動車を取り扱う事業者及び解体工事業等の施工事業者
事業開始年度

事業終了年度

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 自動車リサイクル現場への立入件数

Ｂ 建設リサイクル現場への立入件数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

自動車リサイクルの現場への立入りによる，分別解体及び廃棄物の適正処理の確保

解体等の建設現場への立入りにより，特定建築資材の分別解体及び廃棄物の適正処理の確保

Ａ：高知市の許可・届出業
者23社（平成30年４月現
在）に対し，更新時（５
年）及び随時における立入
を目標としている。
Ｂ：年間の届出見込数350件
に対し，１回以上の立入を
目標としている。

実績 9件 9件 9件

目標 350件
評
価
指
標

Ａ
自動車リサイクル現場への
立入件数

目標 4件 4件

Ｂ
建設リサイクル現場への立
入件数

350件

Ｃ

350件 350件

実績 355件 225件 242件

4件 4件

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円)

 県費 (千円)

 一般財源 (千円) 0 0 0

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

36

 人役数 (人) 1.06 1.06 1.06 1.06

7,628

 正規職員 (千円) 7,592 7,592 7,592 7,592

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 7,628 7,628 7,628

36 36

0.02

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 7,628 7,628 7,628 7,628

(人) 1.04 1.04 1.04 1.04

 その他 (人) 0.02 0.02 0.02

②
概
算
人
件
費
等

36

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 23 23 23

廃棄物の適正処理による環境負荷の低減
め
ざ
す
べ
き
姿

　廃棄物の処理に当たっては，資源を有効活用して廃棄
物を最小限に抑えたうえで，適正な処理を行う必要があ
ります。
　計画的な高知市のごみ処理施設の管理と処理体制を維
持し，また，産業廃棄物の排出事業者や処理事業者等の
資源循環意識を高め，廃棄物の適正処理を促すととも
に，不法投棄防止の指導・監視等に取り組むことで，環
境に負担をかけない，廃棄物の適正処理をめざします。法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　高知市総合計画基本計画「豊かな自然環境の保全と
低炭素・循環型都市を創る」において再資源化の推進
に取り組むこととしている。
　本事業は，法令に基づく適正な処理により，環境に
対する負荷を最小限に抑制するためにも重要な施策で
ある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａについては目標を上回る実績であるが，
評価指標Ｂは，立入時点で既に解体工事が完了してい
た原因により適正指導に至らなかった。今後，届出者
への正確な工程表の作成を求めるとともに，早めの立
入に努め，分別解体及び廃棄物の適正処理の指導を継
続させていく必要がある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　建設リサイクル法，自動車リサイクル法に基づいて
事業実施しており，妥当な事業実施手法である。ま
た，他に類似事業は存在しないことから，統合等は困
難である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　環境に大きな負荷を与えることとなる廃棄物の適正処理を事業者に指導することは重要な事業である。廃棄物
の再資源化を推進するとともに，更なる循環型社会を構築していくことは，市民の環境に対する意識の向上に繋
がることから，今後も事業継続が必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は，各種リサイクル法に基づいて廃棄物のリ
サイクルが適正に行われているか確認を行うもので，
本市の総合計画にある「豊かな自然環境の保全と低炭
素・循環型都市を創る」に関連する重要な施策と考え
る。
　また，立入等によるリサイクルの推進のため行政指
導の実施を目的とした事業内容の性格上，市が全額負
担することは当然である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

03

05

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

永野　洋一

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 堆肥化推進事業
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 東部環境センター 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

資源循環型社会の構築と本市農業の発展維持のために堆肥として有効活用

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　し尿処理汚泥（一般廃棄物）の堆肥化処理委託（ＹＭ菌による高温発酵を行う高速堆肥化処理）
　し尿処理施設内に汚泥再生設備を導入することなく民間堆肥化施設を利用した堆肥化を平成17年度から継続しており，循環
型社会の構築，高知市農業の発展維持に貢献する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に し尿処理汚泥（一般廃棄物）
事業開始年度 平成17年度

事業終了年度

(市計画)一般廃棄物処理基本計画，一般廃棄物処理実施計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ し尿処理汚泥（一般廃棄物）の堆肥化処理量

Ｂ 事業者が製造する肥料の出荷状況

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

余剰汚泥の予定数量を搬出し,堆肥化処理を行う

事業者が製造する肥料の出荷状況を確認する

堆肥化施設に搬入される堆
肥化原料のうち約５％が堆
肥化される。
東部環境センターの搬出汚
泥量は年間690tである。

実績 692t 698t 690t

目標 出荷状況の確認
評
価
指
標

Ａ
し尿処理汚泥（一般廃棄
物）の堆肥化処理量

目標 690t 690t

Ｂ
事業者が製造する肥料の出
荷状況

出荷状況の確認

Ｃ

出荷状況の確認 出荷状況の確認

実績 355ｔの出荷を確認 1,348ｔの出荷を確認 1,012ｔの出荷を確認

690t 690t

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 8,826 8,892 8,795

 県費 (千円)

8,975

 一般財源 (千円) 8,795 8,795 8,795

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

8,975

 人役数 (人) 0.20 0.20 0.20 0.20

1,460

 正規職員 (千円) 1,460 1,460 1,460 1,460

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,460 1,460 1,460

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 10,286 10,352 10,255 10,435

(人) 0.20 0.20 0.20 0.20

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 31 31 31

資源循環型都市の構築
め
ざ
す
べ
き
姿

　行政と市民・事業者が一体となり，ごみがもたらす環
境への影響について知識を深めることで，大量生産，大
量消費の生活スタイルや事業活動を見直すとともに，ご
みの発生抑制と資源の有効利用を促進し，環境にやさし
い社会づくりをめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　し尿処理汚泥（東部環境センターのし尿処理残さ）は，遠心脱水機により脱水処理後，場外搬出し，清掃工場での焼却分と堆肥化委託分に分かれ
る。し尿処理汚泥は毎年減少しているが，総合計画にも掲げている「ごみ減量と再資源化の推進」の観点からも，可能な限りの堆肥化を実施した
い。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　し尿汚泥の再生利用の推進を図り，循環型社会の構
築と農業振興に寄与している。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　堆肥化搬出量の目標値690ｔ/年に対し，実績値690
ｔ/年と目標を達成している。また，肥料の出荷状況
も近年増加しており有効な事業である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　し尿汚泥の堆肥化による循環型社会構築及び高知市
農業振興のためには，堆肥化施設を新たに建設し，販
売網を構築する方法か，民間施設への委託方式があ
る。し尿処理施設に新たな堆肥化施設を建設すること
は，経済的にも不利であり，民間事業者への委託が有
利である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本市では，循環型社会の構築及び高知市農業振興のために汚泥の堆肥化を進めている。製造された堆肥は，農
業に還元されているので，今後も民間事業者の協力を得ながら事業を継続する必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　東部環境センターは市内で唯一のし尿処理場であ
り，し尿と浄化槽汚泥を全量適正処理している。その
うえで，放流水は農業用水として供給，脱水汚泥を全
量焼却するのではなく，可能な範囲で堆肥化を実施し
ているものである。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

03

05

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

資源循環型都市の構築
め
ざ
す
べ
き
姿

　行政と市民・事業者が一体となり，ごみがもたらす環
境への影響について知識を深めることで，大量生産，大
量消費の生活スタイルや事業活動を見直すとともに，ご
みの発生抑制と資源の有効利用を促進し，環境にやさし
い社会づくりをめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 0

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 146 146 146 146

(人) 0.02 0.02 0.02 0.02

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 146 146 146 146

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 146 146 146

0

 人役数 (人) 0.02 0.02 0.02 0.02

146

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円)

 県費 (千円)

 一般財源 (千円) 0 0 0

1,552人 1,552人

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 1,456人 1,521人 1,939人

目標
評
価
指
標

Ａ
東部環境ｾﾝﾀｰ，最終処分
場，ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ減容工場の見
学者数

目標 1,552人 1,552人

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
東部環境ｾﾝﾀｰ，最終処分場，ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ減容工場の見
学者数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

小学校，各種団体及びツアー企画による見学者に，ごみ処理に関する啓発を行う

意図
どのような状態
にしていくのか

環境学習としての清掃施設見学によって，廃棄物の減量及びリサイクルの必要性並びに廃棄物行政への理解を深めてもらう。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

東部環境センター・菖蒲谷プラスチック減容工場・三里最終処分場の環境学習施設見学対応

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民
事業開始年度 平成29年度

事業終了年度

一般廃棄物処理実施計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 東部環境センター 　所属長名 永野　洋一

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 環境学習としての清掃施設見学
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　ごみの排出抑制を推進するための啓発は重要である。ごみの減量や分別，リサイクルの必要性，並びに廃棄物
処理施設の重要性を見学者に理解してもらえるよう，継続して取り組む。

 B 改善を検討し，事業継続

　市内の小学校及び公募による参加者であるため，公
平な事業である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　現地を体験することが意識付けに有効である。現地
での説明は，東部環境センターの職員が都度対応して
いる。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　特定の施設のみの見学を希望される場合もあること
から，見学者数に増減はある。ごみの減量と再資源化
に重点をおいた説明をしている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　多くの小学生が見学しており，適切な意識を持って
もらうことは，循環型社会の構築に有効である。環境
学習の一貫として毎年見学要望がある。見学者数は増
えているが，ニーズは横ばいである。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　ごみの減量や分別，リサイクルの必要性，並びに廃棄物処理施設の重要性を理解してもらう重要な機会である。小学校の見学が多く，将来に及ぶ
ごみ減量と再資源化の推進が期待できる。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

01

03

06

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

廃棄物の適正処理による環境負荷の低減
め
ざ
す
べ
き
姿

　廃棄物の処理に当たっては，資源を有効活用して廃棄
物を最小限に抑えたうえで，適正な処理を行う必要があ
ります。
　計画的な高知市のごみ処理施設の管理と処理体制を維
持し，また，産業廃棄物の排出事業者や処理事業者等の
資源循環意識を高め，廃棄物の適正処理を促すととも
に，不法投棄防止の指導・監視等に取り組むことで，環
境に負担をかけない，廃棄物の適正処理をめざします。法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 36 50 35

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 11,899 16,495 11,465 21,651

(人) 0.34 0.65 0.37 0.87

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 2,482 4,745 2,701 6,351

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 2,482 4,745 2,701

15,300

 人役数 (人) 0.34 0.65 0.37 0.87

6,351

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 9,417 11,750 8,764

 県費 (千円)

15,300

0 0 0

 一般財源 (千円) 9,417 11,750 8,764

0回 0回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 0回 0回 0回

目標
評
価
指
標

Ａ
故障による汚水処理設備停
止回数

目標 0回 0回

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 故障による汚水処理設備停止回数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

予防保全により，操業日における故障発生を防ぐ

意図
どのような状態
にしていくのか

汚水処理施設及び埋立地の計画的，効率的な整備工事を実施することで，一般廃棄物（不燃物）の安定処理を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・汚水処理施設の老朽化対策
・突発性トラブルの減少対策
・重要機器の故障未然防止
・長期整備計画に基づいた定期点検整備工事の実施
・埋立地の整備工事を実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 三里最終処分場
事業開始年度 平成29年度

事業終了年度

一般廃棄物処理実施計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律，水質汚濁防止法

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 東部環境センター 　所属長名 永野　洋一

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 最終処分場整備事業
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　市内唯一の一般廃棄物の管理型埋立処分場であり，新たな処分場の建設は容易ではないことから，埋立地及び
汚水処理施設等の関連施設の適切な維持管理を徹底し，さらなる延命化を図る。

 B 改善を検討し，事業継続

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律による自治体の
事務としての一般廃棄物処理を担っており，全市民の
排出物が対象であり，個別の搬入時は条例に基づく処
理手数料を徴収しており，適正な負担である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　市内唯一の一般廃棄物管理型処分場であるため，適
切な整備による長期使用を目指す。老朽化した設備は
施設の現状に合わせて見直しのうえ，更新する等の対
策を行う。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　安定した汚水処理ができている。
　埋立状況に合わせた埋立地内の整備及び旧埋立地の
維持管理も適切に実施している。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　リサイクルの推進による搬入ごみの減量に伴い，埋
立期間は計画当初より大幅に長期化しており，施設の
維持管理はより重要なものとなっている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　汚水は適正に処理されており，施設から放流される水は水質汚濁防止法及び維持管理基準に定められた水質を満たしている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

01

03

06

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

廃棄物の適正処理による環境負荷の低減
め
ざ
す
べ
き
姿

　廃棄物の処理に当たっては，資源を有効活用して廃棄
物を最小限に抑えたうえで，適正な処理を行う必要があ
ります。
　計画的な高知市のごみ処理施設の管理と処理体制を維
持し，また，産業廃棄物の排出事業者や処理事業者等の
資源循環意識を高め，廃棄物の適正処理を促すととも
に，不法投棄防止の指導・監視等に取り組むことで，環
境に負担をかけない，廃棄物の適正処理をめざします。法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 38 32 62

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 12,839 10,481 20,474 28,351

(人) 0.63 0.27 0.55 0.87

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 4,599 1,971 4,015 6,351

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 4,599 1,971 4,015

22,000

 人役数 (人) 0.63 0.27 0.55 0.87

6,351

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 8,240 8,510 16,459

 県費 (千円)

22,000

0 0 0

 一般財源 (千円) 8,240 8,510 16,459

0回 0回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 0回 0回 0回

目標 100%
評
価
指
標

Ａ 故障による操業停止回数
目標 0回 0回

Ｂ
ベール自主検査による品質評価
結果（再検査を求められる項
目）におけるＡ評価の割合

100%

Ｃ

100% 100%

実績 88% 88% 85%

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 故障による操業停止回数

Ｂ
ベール自主検査による品質評価結果（再検査を求め
られる項目）におけるＡ評価の割合

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

予防保全により，操業日における故障発生を防ぐ

設備の機能維持及び改善により，容器包装リサイクルで求められる品質を維持する

平成32年度

意図
どのような状態
にしていくのか

プラスチック減容施設の計画的，効率的な整備工事を実施することで，一般廃棄物（プラスチック製容器包装・ペットボト
ル）の安定処理を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・施設の老朽化対策
・突発性トラブルの減少対策
・重要機器の故障未然防止
・長期整備計画に基づいた定期点検整備工事の実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に プラスチック減容工場
事業開始年度 平成29年度

事業終了年度

一般廃棄物処理実施計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律，容器包装リサイクル法

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 東部環境センター 　所属長名 永野　洋一

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 プラスチック減容施設整備事業
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　関係法令上，必要な施設である。老朽化による設備の更新時期を迎えることから，今後の施設の在り方を検討
しながら事業の継続を図る。

 B 改善を検討し，事業継続

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律による自治体の
事務としての一般廃棄物処理を担っており，全市民の
排出物が対象である。排出物は容器包装リサイクル法
に則って再商品化されており，公平性は保たれてい
る。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　容器包装プラスチックは，現状では他のごみ処理施
設での処理が不可能であるため，独立した施設として
維持する必要があるが，将来的な処理の在り方の検討
も必要。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　故障による設備の停止はなく，安定した操業ができ
ている。
　ベールの品質についてＡ評価を維持するためには，
設備の更新及び増設,並びに改造による根本的な対策
も必要と思われる。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　容器包装プラスチックのリサイクルに必要な施設で
あり，維持管理は重要である。ベールの品質向上は，
容器包装リサイクル法に則って求められている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　家庭から排出される容器包装プラスチックをリサイクルするために，排出物中の異物等を除去して再商品化事業者に引き渡す中間処理施設として
操業し，ごみの適正処理及び循環型社会の形成に寄与している。設備の定期点検整備工事及び修繕による機能維持に努めているが，人手に依存する
作業が多く，中間処理品（ベール）の品質維持が難しい。施設の老朽化対策と併せて根本的な機能改善が必要。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

04

11

39

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

杉本　幸三

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 勤労者利用施設のサービス向上事業（高知市勤労者交流館）
　所管部局 商工観光部 　部局長名 松村　和明

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 にぎわいが創出され，いきいきと働けるまち

施策

　所管部署 産業政策課 　所属長名

－

意図
どのような状態
にしていくのか

　中小企業に雇用される勤労者等の勤労意欲及び技能の向上並びに文化・教養及び福祉の充実をめざす

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・勤労者の文化・教養・福祉の向上を図るため，各種講座や貸室事業等を実施

・交流館の施設利用の魅力向上への取組

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 　高知市に所在する中小企業の事業者及び勤労者
事業開始年度 平成15年度

事業終了年度

高知市勤労者交流館条例・高知市勤労者交流館条例施行規則

高知市勤労者交流館運営に関する基本協定書

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 貸室稼働率

Ｂ 講座事業における受講料収入

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

　より多くの事業者や勤労者等に施設を利用してもらえたかどうかを示す

　勤労者等のニーズに合った講座事業が展開できたかどうかを示す

実績 38％ 33％ 30％

目標 2,000千円
評
価
指
標

Ａ 貸室稼動率
目標 35％ 35％

Ｂ
講座事業における受講料収
入

2,000千円

Ｃ

2,000千円 2,000千円

実績 2,221千円 2,518千円 2,607千円

35％ 35％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 9,596 10,714 10,833

 県費 (千円)

30,464

0 0 0

 一般財源 (千円) 9,231 10,367 10,486

【29事業費】
○指定管理料　9,288千円/年
○その他　　  1,545千円

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円) 365 347 347 350

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0

30,114

0

 人役数 (人) 0.50 0.50 0.80 1.00

7,300

27・28年度：通常年度
29年度：中長期施設修繕計画含
30年度：次期指定管理更新業務
：施設整備業務:20,720千円

 正規職員 (千円) 3,650 3,650 5,840 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 3,650 3,650 5,840

0 0

0.00

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 13,246 14,364 16,673 37,764

(人) 0.50 0.50 0.80 1.00

 その他 (人) 0.00 0.00 0.00

②
概
算
人
件
費
等

0

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 40 43 51

いきいきと働ける環境づくり
め
ざ
す
べ
き
姿

　幅広い世代がいきいきと働ける社会の実現のため，未
就職者の早期就職の支援や高齢者の就業機会の確保に取
り組むとともに，勤労者福祉の充実などの労働環境の改
善をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　平成29年度は講座受講者及び貸室利用者（代表者）を対象にアンケートを実施し，その結果を次年度の講座や施設の改修の優先度に反映させてい
る。（配布数：講座178・貸室61，回収数：講座135・貸室59，回収率：75.8％・貸室96.7％)

　平成29年度は，避難施設整備工事に伴う駐車場の使用制限により，利用者数及び貸室稼働率が減少している。

　勤労者の余暇の過ごし方の多様化，利用者団体の高齢化及び近隣の施設の影響を受けて，利用者数がやや減少傾向にある中で，中長期施設整備計
画に基づく施設設備の更新などにより，施設の魅力を向上させるとともに，広報の充実を図ることが課題となっている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　勤労者対策に資する本市唯一の施設である。

　利用者数はやや減少傾向にあるが，アンケート等を
通じて得られた利用者のニーズを各種講座等の交流館
事業に反映している。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　「貸室稼働率」は，利用者数の減少により評価指標
目標を達成できなかったが，「講座事業における受講
料収入」は，評価指標目標を達成することができた。

　施設のＰＲの充実や各種講座等の見直しを引き続き
行い，成果の向上をめざす。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　平成18年度から指定管理者制度を導入し，指定管理
者業務評価審査委員会の総合評価を事業運営に反映さ
せている。

　類似の勤労者対策は他にないものの，利用者数がや
や減少傾向にある中で，一部利用料金制度を導入して
いることから，利用料金の減少に伴い，指定管理料が
大幅な増額にならないよう，施設の管理・運営に要す
る経費の削減に取り組んでいる。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　少子高齢化が進行し，人口減少による労働力不足や「働き方改革」による労働関係法の整備，ワーク･ライフ･
バランスの推進など，労働環境が多様に変化する中で，幅広い世代がいきいきと働ける社会の実現が求められて
いる。
　本事業は，勤労者が勤労意欲を持ちながら，健全な生活を営んでいくことに資する取組であることから，継続
が必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　事業の目的に従い，勤労者を優先しつつ，利用者を
幅広く募集しており，特定の個人（団体）に偏ること
なく，極めて公平性が高い。

　施設の指定管理は，一部利用料金制を導入してお
り，施設の利用料金や各種講座の受講料は適正に設定
されている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

13

48

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

杉本　幸三

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 事業継続計画の策定促進
　所管部局 商工観光部 　部局長名 松村　和明

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

施策

　所管部署 産業政策課 　所属長名

―

意図
どのような状態
にしていくのか

ＢＣＰ（事業継続計画）策定率を60％以上にする。
（ＢＣＰ策定済み事業所／ＢＣＰ策定推進プロジェクトチーム会員団体登録事業所のうち，アンケート回答事業所数）

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

企業等における，大規模災害発生時の業務継続又は早期再開を図るための計画づくりに係るアドバイスや情報提供等支援の実
施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 従業員数20人以上50人未満の市内事業所
事業開始年度 平成24年度

事業終了年度

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
高知県が開催するＢＣＰ策定支援講座及び講演会等
に関する情報提供

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

実績 １回 １回 ２回

目標
評
価
指
標

Ａ
高知県が開催するＢＣＰ策
定支援講座及び講演会等に
関する情報提供

目標 １回 １回

Ｂ

Ｃ

実績

１回 １回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 0 0 0

 県費 (千円)

51

 一般財源 (千円) 0 0 0

平成30年度
初動セミナー講師旅費　21千円
初動セミナー講師謝金　30千円

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

51

 人役数 (人) 0.02 0.02 0.02 0.10

730
担当職員１名が業務に当
たっている。
平成30年度は市内中小企業
者を対象に，外部講師を招
聘し，「ＢＣＰ初動セミ
ナー」を開催するため，業
務量が増加している。

 正規職員 (千円) 146 146 146 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 146 146 146

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 146 146 146 781

(人) 0.02 0.02 0.02 0.10

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 0

復旧・復興体制の強化
め
ざ
す
べ
き
姿

　基幹的なエネルギー供給施設や，交通ネットワーク機
能の防災対策を進めるとともに，必要なエネルギー供給
インフラ施設及び緊急輸送道路等の耐震化・防災対策に
取り組むことで，大規模自然災害発生後であっても，経
済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせ
ず，また，生活・経済活動に必要最低限の電気，ガス，
上下水道，燃料，交通ネットワーク等を確保し，これら
の早期復旧をめざします。法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　一般的に，小さい企業ほど体力がなく，発災後の事業再開が困難になるため，積極的にＢＣＰ策定に取り組んでほしいが，策定に係る時間や人
員，費用が捻出できない企業も多いことから，まずは従業員の命を守る「初動対応」の必要性から啓発している。なお，平成30年度は，本市主催
（高知商工会議所共催）で「初動セミナー」を実施する。

　県では損保会社と委託契約し，策定支援講座等を開催しているが，従業員数が概ね50名以上の企業を対象としており，本市が対象とする企業（20
名以上50名未満）も受講できるものの，内容が合致しているとは言い難い状況にある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　平成27年度に，市内の中小企業者に対して行ったア
ンケートでは，策定支援に対する一定のニーズが見受
けられた。今年度は再度アンケートを実施し，ＢＣＰ
の進捗状況や策定に関する要望等の調査を行う予定で
ある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　県が主催するＢＣＰ策定支援講座等の開催について
は，適宜文書にて市内の中小企業者に情報提供してい
るため，評価指標は達成できたが，全体の受講者数が
伸び悩んでおり，広報などの工夫が必要である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

C事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

C

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　高知県・高知市南海トラフ地震対策連携会議におけ
る「事業者の南海トラフ巨大地震への対策支援」の項
目として，「商工業団体等との連携によるＢＣＰの普
及・啓発」を掲げ，進捗管理を行っている。
　現在の取組内容はほとんどコストを要していない
が，一方的な情報提供が中心になっており，工夫が必
要である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

14.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続 　ＢＣＰの策定支援には，専門的な知識や技術が必要であり，策定に至るまで，また策定後も，事業環境に合わ
せて適宜見直しを行うなど，長期にわたるサポートが必要である。
　しかしながら，当該事業に係る市単独での予算の確保や人員配置は困難な状況にあることから，県や商工会議
所など関係機関とも連携しながら，より効果的な広報などについて工夫を行っていかなければならないと考えて
いる。

○  B 改善を検討し，事業継続

　従業員数が概ね20名以上50名未満の企業に対して広
く情報提供を行っており，公平性は保たれている。

　情報提供に係る受益者負担はなじまないため，適正
な負担割合である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

04

10

35

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

谷沿　新也

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 地産外商推進事業
　所管部局 商工観光部 　部局長名 松村　和明

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

農商工連携促進法,地域資源活用促進法

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 商工振興課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

地場産品の付加価値や高知市のブランド力を高めて地産外商を推進し,販路拡大を目指す

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

新たに販路の拡大を目指している企業に対し,県外・海外での新たな市場開拓を支援する

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市内に本社機能,主たる事務機能を有する中小企業者等
事業開始年度 平成21年度

事業終了年度

高知市販路拡大チャレンジ事業助成金交付要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 補助金を交付した見本市・広告掲載での成約金額

Ｂ 補助金を交付した見本市・広告掲載での商談件数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

事業完了後３か月後の成約金額

実績 53,126千円 167,266千円 29,784千円

目標 150件
評
価
指
標

Ａ
補助金を交付した見本市・
広告掲載での成約金額

目標 50,000千円 50,000千円

Ｂ
補助金を交付した見本市・
広告掲載での商談件数

150件

Ｃ

150件 150件

実績 213件 437件 266件

50,000千円 50,000千円

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 2,662 3,088 3,149

 県費 (千円)

4,000

 一般財源 (千円) 2,662 3,088 3,149

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

4,000

 人役数 (人) 1.00 1.00 1.00 1.00

7,300

 正規職員 (千円) 7,300 7,300 7,300 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 7,300 7,300 7,300

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 9,962 10,388 10,449 11,300

(人) 1.00 1.00 1.00 1.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 30 31 32

地場企業の強みを活かした産業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　地場企業の強みを活かしたものづくりの振興ととも
に，新しい市場開拓に向けて，地産外商による販路拡大
をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　積極的に新たな取引先の開拓を目指している中小企業に対し，県外で開催される展示会や商談会に出展する際の小間料等を補助することにより，
取引先獲得の足がかりとなっている。また，県外展示会や，全国紙の雑誌等に広告掲載を行うことで，露出が増え地場産品の知名度向上になってい
る。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は総合計画第３次実施計画において｢重点的
な取組｣の一つとされており，適切な運用を行うこと
で施策全体の効果が向上し，新しい市場開拓に向けて
地産外商による販路拡大に繋がる

　事業の周知も相まって，事業を活用しようとする新
規事業者からの問合せも多く，市場開拓や自社製品等
のブランド力向上を目指す事業者にとって，有意義な
事業となっており，事業者からのニーズは非常に多
い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　概ね目標に達し，順調に推移している。

　本事業を活用し市場開拓やブランド力の向上を目指
している事業者から，本補助制度の重要性について評
価いただいているほか，例年実績目標も達成できてい
ることから，事業内容は妥当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　この事業の他に，地場産品市場開拓のための見本市
出展や広告掲載に活用可能な補助金交付事業が本市に
はない。また，補助金申請経費についても，活用者に
対し，詳細な書類の提出と説明を求めながら事業の実
施・成果の精査をしており，コスト意識を持って対応
できている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　地場企業の強みを活かした新しい市場開拓に向けて，地産外商を行っている地場企業から評価をいただいてい
る。また，例年新たに販路拡大や製品のブランド力向上を目指す地場企業の制度活用もある。平成29年度は目標
値に達してはいないが，予算措置に対する事業成果も大きく，現在の事業を継続しながら，より多くの企業に活
用してもらえるよう，より一層周知を行い,地場企業の新市場開拓を支援していく。

 B 改善を検討し，事業継続

　事業の周知については，広報｢あかるいまち｣やホー
ムページへの掲載，市内事業者へのメール配信，金融
機関への情報提供などで周知を図っており，公平性は
概ね保たれている。

　負担割合1/2以内，補助限度20万円以内
　首都圏等で開催される展示会等の出展料（小間装飾
含）が概ね80万円程度であり，県外での市場拡大を目
指す事業者が展示会へ出展した場合の補助額として，
適正な補助割合及び補助限度額であると判断できる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

04

11

38

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

谷沿　新也

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 企業誘致推進事業
　所管部局 商工観光部 　部局長名 松村　和明

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 にぎわいが創出され，いきいきと働けるまち

施策

　所管部署 商工振興課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

　雇用のミスマッチにより，職を求めて若者等が県外へと転出しているため，市民ニーズの高い企業を誘致する。これによ
り，若者等の雇用の場を創出するとともに，市民所得の向上を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　若者等の転出防止に繋がるような職種の企業に対し，助成金等の支援策の紹介による誘致営業を行い誘致を実現する。誘致
後は人材確保支援などにより誘致企業の定着を図る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 企業全般
事業開始年度 平成16年度

事業終了年度

産業活性化条例，産業活性化条例施行規則，活性化助成金の交付に関する要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
新規雇用者数（27年度からの累計，50人/年度）

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

雇用の場の創出

実績 140人 259人 343人

目標
評
価
指
標

Ａ
新規雇用者数（27年度から
の累計，50人/年度）

目標 50人 100人

Ｂ

Ｃ

実績

150人 200人

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 47,383 140,499 94,923

 県費 (千円)

176,231

 一般財源 (千円) 47,383 140,499 94,923

予算事業
・企業誘致推進・創業支援事業費
・企業立地助成金
のうち，企業誘致分

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

176,231

 人役数 (人) 2.50 2.50 2.50 2.50

18,250

 正規職員 (千円) 18,250 18,250 18,250 18,250

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 18,250 18,250 18,250

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 65,633 158,749 113,173 194,481

(人) 2.50 2.50 2.50 2.50

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 196 478 343

新たな事業の創出と企業誘致
め
ざ
す
べ
き
姿

　地域資源を活用した新たな価値やビジネスの創出に向
けて，産・学・官・金の連携や異業種間の交流に取り組
むとともに，雇用創出効果の高い情報通信関連企業や事
務系企業を誘致することにより雇用の場の確保をめざし
ます。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　企業誘致については，市内で営業しないことを前提に誘致しており，誘致企業の顧客は基本的に県外の顧客であるため，企業誘致により多くの外
貨を獲得し，市内経済の活性化に寄与している。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業の評価指標である「新規雇用者数」は，総合
計画の成果指標とされており，計画の推進に直結する
ものである。

　雇用情勢の改善に伴い，コールセンターのニーズは
停滞気味であるものの，ＩＴ・コンテンツ関連企業に
ついては，若者を中心に一定のニーズがある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　目標の倍以上の新規雇用者数を達成しており順調で
ある。

　短期間で多くの雇用の場を創出するために，企業誘
致は有効な手段であり，市内に少ない職種の企業を誘
致することにより，雇用のミスマッチによる若者等の
県外への転出防止も期待できる。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　誘致営業については，誘致後の人材確保支援などを
含めた営業を行っており，助成金以外の支援により他
の地方公共団体との差別化を図ることができている。

　誘致営業を行う前に，職種や進出内容などによる絞
り込みを行うことで，効率的に誘致を実現している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　雇用のミスマッチ解消に繋がる職種の企業誘致を実現しており，若者等の県外転出防止にも寄与しているた
め，今後も継続して企業誘致を行う。

 B 改善を検討し，事業継続

　企業立地助成金を誘致企業に交付しているが，最終
的な受益者は雇用された市民であり，多くの人々が受
益者となっている。

　対象経費は，事務所賃借料，研修費，雇用費及び人
材確保費であり，いずれも新たに事務所を設立する際
に必要な経費であり，他の地方公共団体との競争にお
いては欠かせないものである。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

12

40

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

地域特性を活かした，バランスの取れた都市の形成
め
ざ
す
べ
き
姿

　人口減少や高齢化の進展に対応した，都市機能が集約
され，市街地の外延的な拡大が抑制されたコンパクトシ
ティを形成するとともに，都市部の中心市街地の活性化
をはじめ，田園地域，中山間地域それぞれの地域が特性
を活かしながらバランスの取れたまちをめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 42 43 92

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 14,052 14,135 30,245 14,450

(人) 1.50 1.50 3.00 1.50

 その他 (人) 0.00 0.00 0.00

②
概
算
人
件
費
等

0

 正規職員

 正規職員 (千円) 10,950 10,950 21,900 10,950

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 10,950 10,950 21,900

0 0

0.00

0

 人役数 (人) 1.50 1.50 3.00 1.50

10,950

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 3,102 3,185 8,345

 県費 (千円)

3,500

 一般財源 (千円) 3,102 3,185 8,345

105,916人 120,723

Ｄ
目標

実績

目標

実績

※平成30年度目標値は，高知市中
心市街地活性化基本計画（第二期
計画：平成30年度3月認定）の目
標値を設定

実績 95,403人 104,651人 97,289人

目標 5,109人
評
価
指
標

Ａ 中心市街地の歩行者通行量
目標 105,028人 105,472人

Ｂ 中心市街地の居住人口
5,127人

Ｃ

5,145人 5,174

実績 4,996人 5,063人 5,014人

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 中心市街地の歩行者通行量

Ｂ 中心市街地の居住人口

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

中心市街地への来街者を増加させ，回遊性向上の効果を測るために設定したもの。

街なか居住を推進する事業の実施効果を測るために設定したもの。

意図
どのような状態
にしていくのか

中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進することにより，賑わいのある中心市街地
のまちづくりをめざす

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

高知市中心市街地活性化基本計画の進捗管理

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に すべての高知市民
事業開始年度 平成24年度

事業終了年度

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

中心市街地の活性化に関する法律

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 商工振興課 　所属長名 谷沿　新也

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 中心市街地活性化基本計画推進事業
　所管部局 商工観光部 　部局長名 松村　和明
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

15.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続
　事業実施については，概ね順調に進捗したと判断できるものの，主要事業の未完了等により目標値には到達し
なかった。また，中心商店街における賑わいの偏りや増加する観光客の受入れ等，中心市街地の新たな課題や変
化に対応が必要であるため，第二期となる新たな高知市中心市街地活性化基本計画を策定し，平成30年度から５
年間の計画期間でハード・ソフト59事業を推進し，引き続き中心市街地の活性化に取り組んでいく。

○  B 改善を検討し，事業継続

　多くの都市機能が集積した高知市の「顔」とも言え
る中心市街地の活性化を図ることで，高知市全体の発
展に寄与する。
　また，国費等も活用しながら効率的・効果的に実施
できており，公平性や受益者負担の適正も概ね保たれ
ている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　国が定めた基本方針に基づき，毎年フォローアップ
を実施し，中心市街地活性化協議会において意見を聴
取したうえで国へ報告している。必要に応じて計画の
見直し，変更等も行っており，概ね効率的に実施して
いる。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　中心市街地活性化基本計画登載57事業のうち，「事
業完了」または「事業実施中」が55事業（進捗率
96％)であり，概ね順調に進捗した一方で，評価指標
である「中心市街地の居住人口」及び「歩行者通行
量」は目標値を達成できなかった。
　主要事業(オーテピア整備等）が計画期間内に完了
しなかったため目標値には到達しなかったが，進捗し
た事業については成果が現れている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業の評価指標である「中心市街地の歩行者通行
量」及び「中心市街地の居住人口」は総合計画の成果
指標とされており，本事業の実施により，施策全体の
効果が向上するもの。

　平成29年度市民意識調査では「中心市街地は活性化
した」または「あまり変わらない」と回答した人は全
体の58.9％であり，中心市街地活性化に対する一定の
ニーズはあると言える。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　中心市街地活性化基本計画の推進にあたっては，内閣府が定めた基本方針により，毎年，フォローアップを実施することとされている。高知商工
会議所や商店街，企業等で組織する高知市中心市街地活性化協議会で毎年実施状況を報告し，計画推進について意見を聴取し，内閣府へフォロー
アップ報告を行っている。
　現行の中心市街地活性化基本計画は平成29年度で終了したが，居住人口の減少，中心商店街における賑わいの偏り，外国人観光客の対応等，中心
市街地の新たな課題や変化等に対応するため，第二期となる中心市街地活性化基本計画を策定し，平成30年度から平成34年度末までの５か年で引き
続き中心市街地の活性化に取り組んでいく。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

04

11

36

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

尾谷　裕司

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 インバウンド観光推進事業
　所管部局 商工観光部 　部局長名 松村　和明

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 にぎわいが創出され，いきいきと働けるまち

施策

　所管部署 観光振興課 　所属長名

-

意図
どのような状態
にしていくのか

アジアを中心とし急増する外国人観光客の誘致を推進し，消費喚起による経済の活性化を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・外国人観光客向けの観光資源の磨き上げ
・アジアを中心とした観光ＰＲや情報発信
・受入態勢整備や，おもてなしの充実化

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 外国人観光客
事業開始年度 平成28年度

事業終了年度

高知市観光振興計画他

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ おもてなしイベントやＰＲ実施回数

Ｂ 台湾観光ＰＲ開催

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

外国クルーズ客船の観光客を対象に，周遊促進やリピーター化に向けたＰＲを実施するもの

メインターゲットとなる台湾からの誘客を促進するもの

実績 12回 ９回

目標 -
評
価
指
標

Ａ
おもてなしイベントやＰＲ
実施回数

目標 - ７回

Ｂ 台湾観光ＰＲ開催
１回

Ｃ

１回 １回

実績 １回 １回

８回 ８回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 9,615 11,729 11,856

 県費 (千円) 2,000 1,854

4,875

 一般財源 (千円) 3 12 9,142

・地方創生交付金充当

・県費
H27：多言語マップ作成，観光案
内用タブレット購入
H28：WiFi設置，外国人向けPR動
画・webサイト作成，桂浜水族館
整備補助（間接補助）

財
源
内
訳

 国費 (千円) 7,612 9,863 2,714 2,385

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

2,490

 人役数 (人) 0.60 0.80 0.80 0.80

5,840

 正規職員 (千円) 4,380 5,840 5,840 5,840

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 4,380 5,840 5,840

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 13,995 17,569 17,696 10,715

(人) 0.60 0.80 0.80 0.80

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 42 53 54

観光魅力創造・まごころ観光の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　訪日外国人旅行者数の急増等，観光市場の環境の変化
に対応し，「よさこい祭り」や「坂本龍馬」など高知ら
しさを活かした地域資源の磨き上げを推進するととも
に，ホスピタリティあふれる受入態勢の充実により，効
果的な観光振興をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　外国クルーズ客船寄港時に，県と連携しながら臨時観光案内所開設等による，おもてなしを実施しており，アンケート調査では「高知にまた来た
いか」という問いに対し，85％が５段階評価の４又は５の満足度で回答するなど，リピーター獲得に向け取り組んでいる。今後は，寄港数増加に伴
う予算配分等が課題となっている。

　また，台湾高雄市をターゲットとした観光ＰＲの成果として，本年度のよさこい祭りに台湾からの踊り子チームが参加予定であるなど，新たな交
流が生まれている（本市も昨年に引き続き，踊り子を高雄市へ派遣予定）。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　訪日する外国人観光客は平成28年に初めて2,000万
人を突破。国が策定した観光ビジョンにおいて，2020
年の訪日外国人旅行者4,000万人を目標とするなど，
今後も大幅な増加が見込まれており，本市の総合計画
や地方創生総合戦略においても外国人観光客の延べ宿
泊者数を成果指標として設定している。

　本市への外国クルーズ客船の寄港も，平成27年の３
隻から24隻，29隻と順調に増加しており，外国人観光
客をターゲットとしたインバウンド観光の推進はニー
ズの高いものと考えられる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本市での外国人観光客延宿泊者数は，総合計画の目
標値である平成32年度での3.4万人泊に対し，平成28
年度には4.1万人泊と目標を達成。更に平成29年度に
は4.9万人泊と増加している。

　本市へ訪れる外国人観光客の割合は，依然，台湾が
トップ（全体の約４分の１）であり，アンケート調査
等においても，日本の地方都市への興味度やリピート
率も高いため，引き続きメインターゲットとして誘客
を促進していくことが有効と考えられる。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　外国クルーズ客船による訪日需要は，当面続くもの
と見られ，県の港湾振興施策とも相まって，引き続き
寄港した観光客へのおもてなしを実施することで，本
市の知名度向上とリピーター化が図れると考えられ
る。

　実施手法としては，今後寄港数が更に増加した場合
の効率的な予算配分については検討を要するものの，
県や観光協会，中心商店街等の関係団体と連携しなが
ら実施しており，有効な実施体制と考えられる。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　国が策定した観光ビジョンにおいて，2020年の訪日外国人旅行者4,000万人が目標とされているように，今後
も外国人観光客は観光業界のけん引役として期待できる分野である。
　本市のこれまでの台湾を中心としたＰＲや，外国客船寄港時の観光案内等も成果に結びついてきており，引き
続き，費用対効果を検証しながら取り組んでいく必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　今後，増加傾向が見込まれる外国人観光客の誘致を
促進することは，消費喚起等の経済効果の観点から効
果が高い。財源としても地方創生交付金等を積極的に
活用しながら，一般財源負担の減少に努めている。
　なお，外国クルーズ客船の観光客は滞在時間や行動
範囲が制限されることから，受益者が偏らないよう，
新たな周遊先の開拓等に今後も取り組んでいく必要が
ある。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

04

11

36

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

観光魅力創造・まごころ観光の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　訪日外国人旅行者数の急増等，観光市場の環境の変化
に対応し，「よさこい祭り」や「坂本龍馬」など高知ら
しさを活かした地域資源の磨き上げを推進するととも
に，ホスピタリティあふれる受入態勢の充実により，効
果的な観光振興をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 19 18 16

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 6,396 5,861 5,262 2,790

(人) 0.40 0.40 0.40 0.30

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 2,920 2,920 2,920 2,190

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 2,920 2,920 2,920

600

 人役数 (人) 0.40 0.40 0.40 0.30

2,190

・高知中央広域観光協議会事業
（構成他市の負担額有り。H28は
加えて地方創生交付金の充当有
り）

・その他ＰＲ旅費

財
源
内
訳

 国費 (千円) 1,449

 その他 (千円) 1,207 872 650

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 3,476 2,941 2,342

 県費 (千円)

600

 一般財源 (千円) 2,269 620 1,692

４か所 ４か所

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 16か所 16か所 18か所

目標 -
評
価
指
標

Ａ
広報誌じゃらんの高速ＳＡ
への設置個所数

目標 - ４か所

Ｂ 県外イベントＰＲ実施数
２回

Ｃ

２回 ２回

実績 ２回 ５回 ８回

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 広報誌じゃらんの高速ＳＡへの設置個所数

Ｂ 県外イベントＰＲ実施数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

自動車での入込割合が80％を超えることから，高速ＳＡでの着地型観光ＰＲを実施するもの

高知の観光資源を活用したＰＲを県外で実施し，知名度向上と誘客を促進するもの

平成29年度

意図
どのような状態
にしていくのか

高知の観光資源を有効活用し，国内外から観光客を誘致することで，消費喚起による経済の活性化を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

県外でのイベントＰＲや，ＳＮＳ等を活用した情報発信事業

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 県外観光客，外国人観光客
事業開始年度 平成25年度

事業終了年度

高知市観光振興計画他

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 にぎわいが創出され，いきいきと働けるまち

施策

　所管部署 観光振興課 　所属長名 尾谷　裕司

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 観光シティプロモーション推進事業
　所管部局 商工観光部 　部局長名 松村　和明
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　本市には，龍馬やよさこい等以外にも，多くの魅力的な観光資源があるため，国内外への情報発信を継続し，
知名度等を高めていくことが，総合計画での成果指標を達成するために必要不可欠と考えられる。
　今後は，県内全市町村と連携する新たな広域組織「れんけいこうち広域都市圏」での取組等も活用し，効果的
に取り組んでいくことで，さらなる成果も期待できる。

 B 改善を検討し，事業継続

　高知中央広域観光協議会事業費については，構成４
市（高知，南国，香南，香美）により，事業費の２割
を均等割のうえ，標準財政規模に応じて負担額を決定
しており妥当と考えられる（本市負担割は概ね６
割）。
　観光は地域への幅広い経済波及効果が期待できるた
め，今後も積極的に情報発信を行い，入込数を増加さ
せるとともに，新たな魅力発信やおもてなし等の関連
施策と連携させながら，周遊促進や滞在時間の延長を
図り，さらなる消費喚起につなげていく。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　さらに観光入込数を増加させていくためには，本市
の観光資源を活用しながら，首都圏での情報発信や四
国四市等の広域での取組を推進させていくことが必要
と考えられる。

　なお，これまで定住自立圏による高知中央観光協議
会において事業に取り組んできたが，平成30年度以降
は，より効果的な取組に向けて，県内全市町村と構成
する，れんけいこうち広域都市圏事業へと移行するた
め，新たな情報発信への取組が必要となる。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　本市への観光客の約８割は四国，中国，近畿から訪
れ，交通手段としては，約９割が自動車（バス含む）
を利用していることから，高速道路サービスエリアへ
の観光パンフレット配置による着地型観光の推進は有
効な手段と考えられる。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本市が定める総合計画や観光振興計画等では，年間
観光入込客数や延宿泊者数を成果指標として設定して
いる。
　本市には多くの観光資源を有するものの，観光入込
数等は全国的には下位に位置し，まだまだ知名度も不
足していることから，観光情報を積極的に発信し，多
くの観光客を呼び込み，地域経済の活性化を図ってい
くことが必要と考えられる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

※じゃらん設置は，定住自立圏共生ビジョンにもとづく高知中央広域観光協議会で実施してきたが，平成30年度からの「れんけいこうち広域都市圏
事業」への移行に伴い，事業内容の変更等が必要となる。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

01

01

01

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

島﨑　春次

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 保安林環境保全事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 豊かな自然に親しみ，自然と共生するまち

施策

　所管部署 農林水産課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

浦戸地区の民有防潮保安林について，保安林の機能回復及び機能強化並びに環境保全，被害防止を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

保安林機能の維持を図るため，浦戸の民有保安林における植栽，下草刈，被害木処理，予防処置に対する補助

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 浦戸西南浦松組合及び東南浦松組合
事業開始年度 平成13年度

事業終了年度

高知市保安林環境整備事業補助金交付要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 松くい虫被害本数

Ｂ 民有防潮保安林の環境保全事業に対する補助箇所

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

松くい虫の直接の被害状況を計る。

地元の取組状況を計る。

実績 22本 16本 27本

目標 ２か所
評
価
指
標

Ａ 松くい虫被害本数
目標 25本以下 25本以下

Ｂ
民有防潮保安林の環境保全
事業に対する補助箇所

２か所

Ｃ

２か所 ２か所

実績 ２か所 ２か所 ２か所

25本以下 25本以下

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 247 326 363

 県費 (千円)

448

 一般財源 (千円) 247 326 363

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

448

 人役数 (人) 0.05 0.05 0.05 0.05

365

 正規職員 (千円) 365 365 365 365

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 365 365 365

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 612 691 728 813

(人) 0.05 0.05 0.05 0.05

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 2 2 2

豊かな自然を育む緑と水辺の保全
め
ざ
す
べ
き
姿

　高知市の誇れる財産である豊かな自然を守り育て，将
来の世代へと継承するため，自然界における生態系の循
環のしくみを理解し，それらを育む緑と水とのつながり
が生まれるように，保全・再生・維持管理に継続して取
り組むことで，自然と共生するまちづくりをめざしま
す。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　県内有数の観光地である桂浜に隣接し，太平洋を一望できる黒潮ライン沿いの松林は，防潮保安林としての役割を果たすとともに，高知市におけ
る観光資源でもあることから，観光資源の魅力度向上の観点からも引き続き保全を行う必要性が高い。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　桂浜に隣接する浦戸地区の保安林の保全は，松林と
海岸線の調和を図ることにもつながることから，総合
計画でうたわれている「豊かな自然を育む緑と水辺の
保全」に合致する事業である。

　対象団体は浦戸地区に保安林を有する２団体であ
り，今後増加することはないと思われることから横ば
いである。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　伐採本数も目標値の前後で推移しており，松くい虫
の被害拡大も見受けられないことから，概ね達成して
いると考える。

　景観美化に対する補助（植栽，下草刈り）と，松く
い虫の被害拡大防止に対する補助（伐倒，薬剤注入）
で構成されており，事業成果を出すためには妥当な内
容であると考える。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　地元住民の自主的な取組に対する補助であり，現状
が最適であると考える。

　民間が保有する保安林に対する補助事業は，他にな
いため，統合については困難である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　地元組織が保有する保安林の環境保全活動に対して補助金を交付し，保安林の機能回復や環境保全を図るもの
であり，地元組織の自主的な取組を継続して支援する観点からも，引き続き実施する必要性が非常に高い事業で
ある。

 B 改善を検討し，事業継続

　補助対象者は浦戸地区に保安林を有する地元組織で
あり固定化されているが，補助対象となる事業内容の
公益性に鑑み概ね保たれていると考える。

　当事業の補助率は４分の３であり，残りは受益者負
担となっており適正な負担割合であると考える。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

島﨑　春次

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 環境保全型農業推進事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等 高知県環境保全型農業推進事業費補助金交付要綱

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 農林水産課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

環境負荷の少ない農業技術の確立とその普及を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

天敵や防虫ネット等を活用したＩＰＭ技術など，環境負荷の少ない農業技術等の導入に対する支援を行う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 生産者組織等
事業開始年度 平成17年度

事業終了年度

高知市農林漁業振興に関する基本条例，高知市環境保全型農業推進事
業費補助金交付要綱

第12次高知市農業基本計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 環境保全型農業を実践する農地面積

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

環境保全型農業を推進し，取組の拡大を図る

実績 608㌃ 610.8㌃ 421.6㌃

目標
評
価
指
標

Ａ
環境保全型農業を実践する
農地面積

目標 600㌃ 600㌃

Ｂ

Ｃ

実績

600㌃ 600㌃

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 676 783 487

 県費 (千円) 676 783 487 763

763

 一般財源 (千円) 0 0 0

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人) 0.18 0.18 0.18 0.18

1,314

他業務兼務　　　0.1人役
係長　　　　　　0.04人役
管理職　 　　　 0.04人役

 正規職員 (千円) 1,314 1,314 1,314 1,314

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,314 1,314 1,314

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 1,990 2,097 1,801 2,077

(人) 0.18 0.18 0.18 0.18

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 6 6 5

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　環境問題に対する国民の関心が高まる中，農業分野においても地球温暖化防止や，生物多様性保全に積極的に貢献していく必要があり，環境負荷
の軽減に配慮した農業をさらに展開していくことが求められている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　環境負荷の軽減に配慮した農業の推進は総合計画の
趣旨に結びついている。
　
　環境に配慮した農産物への消費者ニーズは高くなっ
ている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　平成29年度はピーマン・シシトウ類が補助対象外と
なったため取組面積が減少したが，これまで600アー
ル強の実績を挙げてきており概ね達成している。
　
　事業の推進を行うことにより成果向上を目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　県の補助制度によって実施している事業であり，手
法の改善やコスト削減の余地はない。
　
　類似事業は無いことから，統合・連携の可能性は低
い。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　環境負荷の少ない農業技術等の導入に対する支援は，今後も継続的に取り組んでいく必要がある。
 B 改善を検討し，事業継続

　補助金交付要綱に基づき，環境負荷に配慮した営農
活動について支援するものであり，各種要件を満たし
た農業者団体等を対象としており，適切である。
　
　補助金は補助対象経費の３分の１であり，残りは受
益者負担となっており適正な負担割合である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

149



１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

大地の恵みを活かした農業の振興

め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 111 102 120

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 37,221 33,994 39,518 46,864

(人) 0.84 0.84 0.84 0.84

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

他業務兼務　　　0.7人役
係長　　　　　　0.1人役
管理職　 　　　 0.04人役

 正規職員 (千円) 6,132 6,132 6,132 6,132

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 6,132 6,132 6,132
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 人役数 (人) 0.84 0.84 0.84 0.84

6,132

財
源
内
訳

 国費 (千円) 30,558 27,672 33,189 40,592

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 31,089 27,862 33,386

 県費 (千円)

40,732

 一般財源 (千円) 531 190 197

１回 １回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 １回 １回 １回

目標
評
価
指
標

Ａ
人・農地プラン各地区（市
内28地区）での検討会の開
催

目標 １回 １回

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
人・農地プラン各地区（市内28地区）での検討会の
開催

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

各地区で作成した「人・農地プラン」については，継続的な話し合いと見直しが必要

意図
どのような状態
にしていくのか

「人・農地プラン」に基づき，地域の担い手の確保や農地の利用集積を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・地域の人と農地の問題解決に向けた，地域農業の未来設計図となる「人・農地プラン」の作成及び推進
・新規就農者の確保を図るための資金の交付
・農地流動化につながる農地集積協力者への交付金の交付

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 農業者
事業開始年度 平成24年度

事業終了年度

高知市農業次世代人材投資資金（経営開始型）交付要綱

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

農業人材力強化総合支援事業実施要綱，農地集積・集約対策事業実施要綱

高知県人・農地問題解決加速化支援事業費補助金交付要綱，高知県農
業次世代人材投資事業費補助金交付要綱，高知県農地集積交付金交付
要綱

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 農林水産課 　所属長名 島﨑　春次

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 人・農地プラン関連事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　各地域において農業従事者の高齢化や後継者不足，耕作放棄地の増加など様々な課題を抱えており，こうした
状況の中，行政や農業関係機関が一堂に会し，地域の担い手の育成や農業課題等について話し合う機会の創出に
も繋がっており，今後も事業を継続する必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　各地区においてJAや農業委員の協力を得て検討会を
開催しており，公平性が保たれている。
　
　国が全国的に実施する事業であり，経費のほとんど
は県を通じて国が負担している。なお，検討会の開催
に係る経費は国が２分の１，市が２分の１の負担と
なっており妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　参加者を増やすために移動農業委員会や地域の集ま
りに合わせた開催にするなど検討が必要である。
　
　検討会において他事業の取組の説明をあわせて行っ
ており，コスト削減を図っている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

C

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　各地区において目標のとおり検討会の開催ができ
た。

　「人・農地プラン」の見直しを行う際にはアンケー
ト調査を行うなど概ね妥当である。しかし，参加者が
減少している地域もあることから今後は，参加者を増
やす取組が必要である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　各地区における「人・農地プラン」の推進や農業次
世代人材投資資金の交付により担い手を確保・育成
し，産地の維持を図ることに結びついた。
　
　現在，農業従事者の高齢化や担い手不足は深刻であ
り，遊休農地も増加しており取組が必要である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　高知市の「人・農地プラン」は，全国的にも珍しく細かい地域ごとに作成していることから，地域農業者の意見を広く聞くことができている。こ
の事業がきっかけで，地域で有害鳥獣の対策についての検討が始まったり，畦畔除去や農地の集積化が図られたりしている地区も出てきている。今
後は，高知市農業委員会との連携を強化し，多くの農業者の会への出席と活発な意見交換の場となるよう努めていく。
　平成29年度は，農業次世代人材投資資金を17人（うち夫婦７組）に交付するとともに，農地集積協力金により，1.79ヘクタールの農地を担い手へ
集積した。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

島﨑　春次

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 学校給食用食材生産支援事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

食料・農業・農村基本計画，食育基本法

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 農林水産課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

高知市産農林水産物を学校給食用の食材として使用することにより，地産地消の推進とともに生産者組織の育成を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

高知市産農林水産物の学校給食用食材への利用促進による地産地消の拡大を行う。
学校給食用食材を生産しようとする生産者組織の育成を行う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に

学校給食の食材として使用する農産物を生産する市内の生産者で組織され，
（１）農家３戸以上で構成され，栽培方法に合意があり，かつ，代表者の定めがあ
る団体
（２）農家３戸以上が構成員に含まれている集落営農組織又は農業生産法人

事業開始年度 平成25年度

事業終了年度

高知市学校給食用食材生産支援事業費補助金交付要綱

第12次高知市農業基本計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 取組組織数

Ｂ 学校給食用農産物作付面積

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

取組組織数の拡大による納入量の増加

取組面積の拡大による納入量の増加

平成29年度の大豆について
は，高温障害により納入で
きず，じゃがいものみ納入
（20アール）となった。
作付面積　288アール
・大豆　      268アール
・じゃがいも　 20アール
納入面積　20アール
・じゃがいも　145kg

実績 ２組織 １組織 １組織

目標 300㌃
評
価
指
標

Ａ 取組組織数
目標 １組織 １組織

Ｂ 学校給食用農産物作付面積
300㌃

Ｃ

300㌃ 300㌃

実績 343㌃ 288㌃ 288㌃

２組織 ２組織

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 146 135 67

 県費 (千円)

135

 一般財源 (千円) 146 135 67

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

135

 人役数 (人) 0.18 0.18 0.18 0.18

1,314

他業務兼務　　　0.1人役
係長　　　　　　0.04人役
管理職　 　　　 0.04人役

 正規職員 (千円) 1,314 1,314 1,314 1,314

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,314 1,314 1,314

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 1,460 1,449 1,381 1,449

(人) 0.18 0.18 0.18 0.18

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 4 4 4

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　学校給食において, 地元で採れた安全・安心で新鮮な野菜を児童・生徒に味わってもらい, 市内農産物に対する愛着を促し, 将来の消費者として
市の農業への理解を深めることができた。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　新鮮で安心な高知市産農産物を学校給食用食材とし
て使用することにより，公約である学校給食の地産地
消の推進に結びついた。
　
　また，農業委員会意見書においても高知市産農産物
の学校給食への納入を求められている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　大豆は作付地が湿田であることや, 天候等の影響も
受けやすいため作付面積の目標はほぼ達成したもの
の，納入に至らず, 平成29年度はジャガイモのみの品
目となっている。
　
　事業の推進を行うことにより成果向上を目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

C

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　学校給食用食材の利用拡大の推進は，児童だけでな
く生産者側にもメリットがもたらされるべきである
が,現在，学校への納入窓口となっているＪＡへの負
担が大きくなっており，事業拡大できていない要因で
ある。

　類似事業はなく，支援内容についても妥当である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

13.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　高知市産農林水産物の地産地消や生産者組織の育成を進めていく上で必要な事業であるが，現在，生産者側の
負担が大きく，品目を絞るなどの検討を給食会等と行っていく。

○  B 改善を検討し，事業継続

　納入できるジャガイモの量が少ないため，現在は介
良小学校，潮見台小学校の給食に使用している。
　
　補助金は補助対象経費の３分の１であり，残りは受
益者負担となっており適正な負担割合である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

島﨑　春次

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 耕作放棄地産地化推進事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

耕作放棄地再生利用緊急対策実施要綱

高知県農地活用推進事業費補助金交付要綱

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 農林水産課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

耕作放棄地を解消するとともに，有望品目を生産することにより産地化の推進と地域農業の活性化を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

耕作放棄地を活用し，農産物の産地化に取り組もうとする農業者を支援する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 農業者
事業開始年度 平成28年度

事業終了年度

高知市有望品目生産支援補助金交付要綱

高知県食品工業団地事業協同組合との業務連携・協力に関する協定書

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 耕作放棄地の再生面積

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

耕作放棄地を解消し，有望品目の作付を行う

・市の支援による再生10
アール
・民間主体による再生54
アール

実績 65㌃ 64㌃

目標
評
価
指
標

Ａ 耕作放棄地の再生面積
目標 100㌃以上

Ｂ

Ｃ

実績

100㌃以上 100㌃以上

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 910 590

 県費 (千円)

1,375

 一般財源 (千円) 0 910 590

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

1,375

 人役数 (人) 0.18 0.18 0.18

1,314

他業務兼務　　　0.1人役
係長　　　　　　0.04人役
管理職　 　　　 0.04人役

 正規職員 (千円) 0 1,314 1,314 1,314

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 1,314 1,314

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 2,224 1,904 2,689

(人) 0.18 0.18 0.18

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 7 6

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　耕作放棄が解消した農地に有望品目の作付を行うことにより，耕作放棄地の解消や農家所得の向上にも繋がっている。
　地域によっては事業を活用せずに耕作放棄地の解消やイタドリ等の有望品目の定植を行っている農業者もおり，これまで以上に事業の周知をして
いく必要がある。
　また，イタドリの生産拡大や販路拡大を図るため，高知県食品工業団地事業協同組合と連携し，県内外の展示会へ参加するほか，今後の海外輸出
への可能性を探るため，シンガポールにおいて現地企業との商談を実施した。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　中山間地域におけるイタドリの産地化や生姜の栽培
などにより，地域特性を活かした特色ある農業の振興
に結びついた。
　
　耕作放棄地の発生防止・解消は農業集落の大きな課
題である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　事業を活用せずに自己による耕作放棄地の解消とイ
タドリの定植を行っている事例もあり，これまで以上
に事業の周知をしていく必要がある。
　また，その他の有望品目の検討も今後，行っていく
必要がある。
　
　事業の推進を行うことにより成果向上を目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　耕作放棄地を解消し，産地化を進めるとともに，高
知県食品工業団地事業協同組合や民間企業と連携して
加工品開発や販路拡大等に取り組んでいる。
　
　国の補助対象要件とならない事業について本事業で
行い，連携した取組を行っている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　耕作放棄地の解消・有望品目の生産拡大とあわせて販路開拓を行うことで農家所得の向上や産地化にもつな
がっていることから事業の継続が必要であり，事業の推進に今後も取り組む。

 B 改善を検討し，事業継続

　補助金交付要綱に基づき，耕作放棄地の解消及び発
生防止を図るため，有望品目を生産する農業者に対し
支援するものであり，各種要件を満たした者を対象と
しており，適切である。
　
　補助金は事業内容に応じて補助対象経費の２分の１
や４分の３とし，上限を定め，受益者負担も設けて適
正に対応している。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

島﨑　春次

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 園芸用ハウス整備事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等 高知県園芸用ハウス整備事業費補助金交付要綱

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 農林水産課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

ハウス園芸に取り組む農家の初期投資を軽減し，もって施設園芸農業の振興を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

農家の初期投資軽減を図るため，農協等が実施する農家向けの園芸用レンタルハウス整備の建設費を補助する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 農業協同組合等
事業開始年度 平成８年度

事業終了年度

高知市農林漁業振興に関する基本条例，高知市園芸用ハウス整備事業
費補助金交付要綱

第12次高知市農業基本計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
産地の維持・拡大，農家所得の向上に向けたハウス
整備面積

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

ハウス整備を推進し，施設園芸農業の振興を図る

実績 22㌃ 40㌃ 19㌃

目標
評
価
指
標

Ａ
産地の維持・拡大，農家所
得の向上に向けたハウス整
備面積

目標 20㌃ 20㌃

Ｂ

Ｃ

実績

20㌃ 20㌃

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,227 1,981 19,406

 県費 (千円) 766 1,100 10,697 23,443

41,319

 一般財源 (千円) 461 881 8,709

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

17,876

 人役数 (人) 0.34 0.34 0.34 0.34

2,482

他業務兼務　　　0.2人役
係長　　　　　　0.1人役
管理職　 　　　 0.04人役

 正規職員 (千円) 2,482 2,482 2,482 2,482

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 2,482 2,482 2,482

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 3,709 4,463 21,888 43,801

(人) 0.34 0.34 0.34 0.34

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 11 13 66

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　事業内容については，関係機関で組織するレンタル施設運営協議会において事業の必要性，有効性等について審査され，取組が実施されている。
　本事業に取り組むことにより施設園芸農業における新規営農や経営規模拡大等が図られ，担い手農家の育成，農家所得の向上及び経営の安定，ひ
いては本市園芸農業の振興につなげることができた。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，本市農業が目指すべき目標と基本構想，
実施施策を明示した「高知市農業基本計画」において
園芸産地の育成のための事業として位置付けている事
業である。

　過去３年間の事業希望については，横ばい傾向であ
る。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　平成29年度の実績において目標をほぼ達成している
ことから概ね達成している。

　事業の推進を行うことにより成果向上を目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　事業実施に当たり，レンタル施設運営協議会におい
て，事業の必要性，有効性等について十分に審査さ
れ，事業が実施されている。

　類似事業はなく，入札等により事業が実施されてお
り，連携やコスト削減は困難である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は，「高知市農業基本計画」に位置付けされ，安定供給できる産地づくりに寄与し，農業の担い手育
成，農家所得の向上及び経営の安定にもつながっているため，事業の継続が必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　事業主体である高知市農業協同組合が，広報紙等を
通じて農家から希望を取っており，公平に実施されて
いる。
　
　事業区分により割合は違うものの，補助金交付要綱
により県・市・受益者の負担割合を明確に定めてい
る。
　また，補助対象経費についても事業区分毎に詳細に
定めており適正である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

01

02

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

豊かな自然とのふれあい
め
ざ
す
べ
き
姿

　豊かな自然を守り育て，次世代へと引き継いでいくた
めには，自然との共生を身近に実感することが重要とな
ります。
　自然のしくみや生態系の保全について，関係機関が協
働して学習の機会を幅広く設けるとともに，あらゆる世
代が自然とのふれあいや体験を通じて，自然を大切にす
る意識の向上をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 17 18 12

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 5,797 5,928 4,012 5,095

(人) 0.15 0.15 0.15 0.15

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 1,095 1,095 1,095 1,095

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,095 1,095 1,095

0

 人役数 (人) 0.15 0.15 0.15 0.15

1,095

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円) 117

 市債 (千円) 4,700 4,800 2,800 4,000

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 4,702 4,833 2,917

 県費 (千円)

4,000

 一般財源 (千円) 2 33 0

雪光山へ続く作業道の整備
を実施

雪光山へ続く作業道の整備
を実施

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績
雪光山へ続く作業道に東屋
を整備した

雪光山へ続く作業道のコン
クリート舗装を実施した

雪光山へ続く作業道のコン
クリート舗装を実施した

目標
評
価
指
標

Ａ
雪光山へ続く作業道の整備
の実施

目標
雪光山へ続く作業道の整備
を実施

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 雪光山へ続く作業道の整備の実施

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

雪光山へ続く作業道の未舗装部分を舗装し，利用者の利便性及び市民の森の有効活用を図る

平成32年度

意図
どのような状態
にしていくのか

森林の保全や自然とのふれあい等の体験活動の場として広く活用してもらう

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

都市部と中山間地域の交流を図るため市民の森（工石山，雪光山，焼野の森）の施設整備を実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市民の森（工石山，雪光山，焼野の森）
事業開始年度 平成17年度

事業終了年度

高知市総合計画，高知市過疎地域自立促進計画，高知市新市まちづく
り計画，高知市森林づくり検討委員会提言書

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

過疎地域自立促進特別措置法

政策 豊かな自然に親しみ，自然と共生するまち

施策

　所管部署 鏡地域振興課 　所属長名 池田　康友

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 市民の森整備事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

15.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　「市民の森」が都市部との交流拠点として機能することで，中山間地域の活性化が期待できると考える。
　ハード整備の事業開始（平成20年度）から10年以上が経過したこともあり，今後の事業の在り方について，検
討が必要であると考える。

○  B 改善を検討し，事業継続

　「市民の森」は都市部と中山間地域の交流拠点であ
り，これを整備することは交流人口の拡大，森林学習
及び自然とのふれあいに繋がるもので,その恩恵は，
市民全体に及ぶものである。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　車両の通行に支障が起きやすい箇所を優先的に整備
しており，雪光山へのアプローチ機能を向上させてい
る。
　今後は，登山道の管理等，ソフト事業でのきめ細か
い対応が求められている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　概ね評価指標を達成している。
　利用者の利便性の向上を図るための作業道整備は，
妥当であると考える。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　都市部と中山間地域の交流，自然とのふれあい，森
林学習の場として広く活用してもらうために「市民の
森」の整備は有効であり，多くの方に利用してもらう
ための取組は必要である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　「市民の森」である雪光山に至る作業道をコンクリート舗装したことで，雪光山を訪れる人の利便性が図れ，市内の小学校の森林学習・自然との
ふれあい等の体験学習の場としても活用された。また，当該作業道は，周辺の市有林の間伐等施業に使われており，舗装を行うことで効率的な森林
施業が実施できた。
　「市民の森」（雪光山）の利用者（登山者）から，山頂付近の登山道の整備や山頂の眺望を確保するための景観伐採等のきめ細かな管理面での要
望が寄せられている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

04

10

34

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 林道舗装事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

　所管部署 鏡地域振興課 　所属長名 池田　康友

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

め
ざ
す
べ
き
姿

　林業においては，高知市の水源である鏡川流域の森林
整備に取り組み，持続的な林業生産活動と，水源かん養
やＣО２吸収による地球温暖化等の森林の多面的機能の
両立を図ります。加えて，搬出間伐を中心とした森林施
業を進めることにより，林業従事者等の所得向上をめざ
すとともに，担い手の確保・育成による森林組合の機能
強化を図ります。また，公共建築物への木材利用や地産
外商を推進し，県産材の需要拡大をめざします。
　漁業においては，水産資源の増殖，魚価の向上に取り
組み，漁業従事者の所得向上をめざすとともに，担い手
の確保・育成などにより漁業従事者の減少に歯止めをか
けることをめざします。

政策

県条例・規則・要綱等 高知県過疎地域自立促進方針

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等） 高知市過疎地域自立促進計画

地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策 山・川・海の恵みを活かした林業・漁業の振興

法定受託事務

法律・政令・省令 過疎地域自立促進特別措置法，林道規程

意図
どのような状態
にしていくのか

未舗装林道の舗装整備を進めることで，効率的な森林施業の実施，維持管理の軽減及び災害の防止を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

市が管理する未舗装林道の舗装整備

対象 誰(何)を対象に 市の管理する林道
事業開始年度 平成18年度

事業終了年度

Ｄ

27年度 28年度 29年度 30年度（計画）

評
価
指
標

事業成果を評価する指標 指　標　設　定　の　考　え　方

Ａ 林道舗装率 林道の延長に対する舗装済延長の比率

Ｂ

Ｃ

Ｂ
目標

備考欄

評
価
指
標

Ａ 林道舗装率
目標 92.5% 95% 97% 100%

実績

実績 93% 95.2% 96.8%

実績
Ｃ

目標

実績
Ｄ

目標

17,300 18,000

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 決算額 (千円) 17,500 17,600

 市債 (千円) 17,500 17,600 17,300 18,000

 その他 (千円)

 県費 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

 一般財源 (千円) 0 0 0 0

 正規職員 (千円) 1,460 1,460 1,460 1,460

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,460 1,460 1,460

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 人役数 (人) 0.20 0.20 0.20 0.20

1,460

18,960 19,060 18,760 19,460

(人) 0.20 0.20 0.20 0.20

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 57 57 57

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 総コスト＝　①　＋　② (千円)
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　主要道路（県道・市道）が災害により通行不能となった場合に，代替道として住民が自主的に林道を利用することがあったが，舗装による路面の
補強が図られていたため，安全な通行が確保できた。結果として，集落の完全な孤立の回避につながった。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　森林資源の有効活用や森林の持つ多面的機能発揮の
ために必要な森林施業の推進において，林道の整備は
不可欠である。林道の舗装を進めることで，効率的な
施業の実施が可能となるだけでなく，災害に強い道と
して利用が期待できる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標を概ね達成している。
　林道の舗装は，通行の安全性及び路肩や路面の洗掘
等を防ぎ，防災機能を向上させるための有効な手法で
ある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　予算に基づいて発注可能な舗装延長を実施してお
り，現在の手法が適当と考える。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

　林道が舗装され，間伐等森林整備が進むことによ
り，健全な森林づくりが促進され，水源のかん養，山
地災害の防止，温室効果ガスの吸収といった森林のも
つ公益的機能が発揮される。その恩恵は，市民全体に
及ぶものである。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　木材生産機能及び国土の保全，水源かん養等の公益的機能を発揮させるための森林施業にとって不可欠な林道
を舗装することにより，利用区域内の森林整備や森林資源の効率的な搬出が可能となり，木材産業の振興及び安
定的な林業経営に寄与できる。
　また，災害時の代替道としての機能も期待されており，今後も事業を継続していくことが望ましい。

 B 改善を検討し，事業継続

高知市議会

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 10 11 8

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 3,210 3,532 2,594 3,162

(人) 0.20 0.20 0.20 0.20

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員１名で業務に当たっ
ている。

 正規職員 (千円) 1,460 1,460 1,460 1,460

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,460 1,460 1,460

0

 人役数 (人) 0.20 0.20 0.20 0.20

1,460

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,750 2,072 1,134

 県費 (千円) 1,750 2,072 1,134 1,702

1,702

 一般財源 (千円) 0 0 0

1,300アール 1,300アール

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 1,117.3アール 1,249.2アール 869.5アール

目標
評
価
指
標

Ａ
環境保全型農業を実践する
農地面積

目標 1,000アール 1,300アール

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 環境保全型農業を実践する農地面積

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

防虫ネットや天敵製剤の導入により環境に配慮した農業を実践する農地面積

－

意図
どのような状態
にしていくのか

　病虫害防除のため園芸用ハウスに防虫ネットや天敵製剤を導入することにより，化学合成農薬の使用を低減させ，環境にや
さしい農業技術の推進を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

防虫ネット及び天敵製剤の導入に要する経費について，３分の１以内の補助金を交付することにより，減農薬栽培を推進す
る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に ５戸以上の農業者で構成される生産者組織等
事業開始年度 平成22年度

事業終了年度

高知市環境保全型農業推進事業費補助金交付要綱

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等 高知県環境保全型農業推進事業費補助金交付要綱

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 春野地域振興課 　所属長名 佐竹　治

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 環境保全型農業推進事業（春野地域）
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は，本市総合計画第３次実施計画に重点的な取組として掲げられており，食の安全や環境保全に効果の
高い事業であることから，本市の施設園芸の振興に必要な事業であると考える。今後も事業の推進に取り組んで
いく。

 B 改善を検討し，事業継続

　事業実施主体である春野きゅうり部会及び春野特産
部会が，構成員である農業者から希望者を募ってお
り，公平に実施ができている。

　環境にやさしい農業技術の推進を図るため，適正な
負担割合である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　本事業は，高知県の補助金交付要綱に基づき市が実
施しており，アウトソーシングができる事業ではな
い。

統合できる事業等はなく，現状が望ましい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　平成29年度は県の事業内容変更があり実績が減少し
たが，評価指標の目標は概ね達成していると考える。

　事業実施に伴い，化学合成農薬の使用が低減され，
環境保全が図られている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，化学合成農薬の使用低減による環境にや
さしい農業技術の推進を目的としており，本市の総合
計画及び農業基本計画に掲げる環境に配慮した農業の
推進に合致している。

　食の安心安全確保や自然環境の保全に対する市民の
ニーズは非常に多い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　防虫ネット導入による化学合成農薬の使用低減は，環境保全のみならず，食の安心安全確保にもつながるものである。
　天敵製剤の導入など他の病害虫防除技術も適切に組み合わせつつ，今後も推進すべき事業であると考えている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 15 10 17

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 4,910 3,262 5,672 6,710

(人) 0.20 0.20 0.20 0.20

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員１名で業務に当たっ
ている。

 正規職員 (千円) 1,460 1,460 1,460 1,460

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,460 1,460 1,460

5,250

 人役数 (人) 0.20 0.20 0.20 0.20

1,460

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 3,450 1,802 4,212

 県費 (千円)

5,250

 一般財源 (千円) 3,450 1,802 4,212

４人 ４人

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 ２人 ２人 ４人

目標 10件
評
価
指
標

Ａ
春野地域における新規研修
生受入れ人数

目標 ２人 ２人

Ｂ
春野地域での新規就農者の
件数

15件

Ｃ

20件 20件

実績 15件 17件 25件

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 春野地域における新規研修生受入れ人数

Ｂ 春野地域での新規就農者の件数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

春野地域における新規研修生の人数

春野地域で就農した新規就農者の件数

ー

意図
どのような状態
にしていくのか

新規就農に係る一連の経費を高知県と高知市で補助することにより，新規就農者の確保・定着を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

新規就農に係る一連の経費を高知県と高知市または，高知県単独にて補助する。ただし，研修希望者が45歳未満の場合の研修
費用については，国の農業人材力強化総合支援事業と高知県新規就農推進事業を併用し交付することにより推進する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 受入組織，研修生，研修受入農家等
事業開始年度 平成23年度

事業終了年度

高知市新規就農推進事業費補助金交付要綱

(一社）高知県農業会議新規就農推進事業費補助金交付要綱

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等 高知県新規就農推進事業費補助金交付要綱

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 春野地域振興課 　所属長名 佐竹　治

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 新規就農推進事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

　新規就農希望者からの相談や面談を実施すること
で，公平に実施ができている。

　新規就農者の育成・確保の推進を図るため，適正な
負担割合である。

　新規就農者確保のため，県と連携して補助金を交付
しており現状が最適である。

　統合できる事業等はなく，現状が望ましい。

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は本市総合計画の重点的な取組として掲げられており，新規就農者の育成・地域農業の核となる担い手
の確保に効果の高い事業である。今後も関係機関と連携し，情報提供や就農支援相談など新規就農者に対する支
援に取り組んでいく。

 B 改善を検討し，事業継続

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

　評価指標の達成は十分に達成していると考える。

　新規就農者の就農においても，生産量の向上など効
果が現れており概ね妥当であると考える。

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

　本事業は，新規就農希望者に対する，就農相談から
営農定着に至るまでの一連の過程を体系的に支援する
ことにより，産地における新規就農者の増加・定着を
目的としており，本市の総合計画及び農業基本計画に
掲げる新規就農者及び女性，高齢農業者への支援に合
致している。

　新規就農者の増加・確保は，地域のニーズは多い。

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

　新規就農相談の効率化及び拡充を図り，新規就農者や県外からのＩターン・Ｕターン就農希望者を支持する取組等を実施し担い手の育成を図る。
　農業生産や経営，６次産業化の推進においても重要であることから，今後も推進すべき事業であると考えている。
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

吉本　章二

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 仁ノ地区排水対策事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 耕地課　 　所属長名

平成31年度

意図
どのような状態
にしていくのか

地区内農地の湛水・浸水被害の軽減を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

仁淀川放流口の整備及び，排水機場の増設工事を進める。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民（仁ノ地区の農業従事者等）
事業開始年度 平成24年度

事業終了年度

高知市公有財産規則

新市まちづくり計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 排水機場の整備(平成31年完成予定)

Ｂ 事業の進捗率

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

平成31年度の供用に向けて計画的な工程管理を行うもの

平成31年度の供用に向けて計画的な工程管理を行うもの

事業の進捗率は総事業費を
100％とし，実績を計算。

実績 用地測量･実施設計 用地買収・土木工事 土木工事・建築工事

目標 ８%
評
価
指
標

Ａ
排水機場の整備(平成31年
完成予定)

目標 用地測量･実施設計 用地買収・土木工事

Ｂ 事業の進捗率
18%

Ｃ

37% 70%

実績 ８% 18% 37%

土木工事・建築工事
土木,建築工事・機械
設備工事

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 53,500 114,186 259,666

 県費 (千円)

762,816

165,886 162,816

 一般財源 (千円) 0 0 888

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円) 78

 市債 (千円) 53,500 114,186 258,700 762,800

 翌年度への繰越額　　　(千円) 7,850

16

 人役数 (人) 0.55 0.60 0.65 0.65

4,745

 正規職員 (千円) 4,015 4,380 4,745 4,745

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 4,015 4,380 4,745

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 57,515 118,566 264,411 767,561

(人) 0.55 0.60 0.65 0.65

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 172 357 801

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　高知市総合計画の第３次実施計画及び新市まちづく
り計画で位置付けられており，事業進捗により施策全
体の効果が向上するもの。

　近年の土地形状の変化により，地区の湛水・浸水被
害軽減への市民ニーズは増加傾向にある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　放流口の整備はすでに完了し，排水機場の増設工事
についても平成31年度の完了に向け順調に進捗してい
る。

　平成24～25年度の排水対策基本構想を策定する中
で，事業内容を十分検討し整備計画を立案しており，
内容は妥当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　計画的に事業発注することにより事業の効率化を
図っており，事業実施手法としては現状が最適であ
る。

　平成26～27年度の排水機場設計の中で，コスト等に
ついて十分検討しており現状が望ましい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　地区の安定した農業振興のためにも，排水対策は不可欠であり事業の継続が必要である。
 B 改善を検討し，事業継続

　地区の湛水・浸水被害を軽減するものであり公平性
は概ね保たれている。

　排水対策施設は，市が整備すべき施設であり，受益
者負担はなじまないと考えられる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

吉本　章二

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 農業土木施設災害復旧（認証災害）
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

災害対策基本法，土地改良法

高知県農地農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 耕地課　 　所属長名

　

意図
どのような状態
にしていくのか

農業用施設の復旧

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

国の補助事業により，被災した農業用施設（農道・水路）の復旧工事を行う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民（被災農業土木施設利用者等）
事業開始年度 　

事業終了年度

高知市公有財産規則

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

Ａ 災害対応要望に対する処理実施率

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

営農活動に支障がないよう被災施設を早期に復旧するもの

平成29年度は災害対応要望
なし

実績 75% 100% 100%

目標
評
価
指
標

Ａ
災害対応要望に対する処理
実施率

目標 100% 100%

Ｂ

Ｃ

実績

100% 100%

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 16,165 31,534 0

 県費 (千円)

1,000

 一般財源 (千円) 0 0 0

財
源
内
訳

 国費 (千円) 15,615 30,467 650

 その他 (千円) 550 767

 市債 (千円) 300 300

 翌年度への繰越額　　　(千円) 32,365

50

 人役数 (人) 0.25 0.15 0.00 0.10

730

 正規職員 (千円) 1,825 1,095 0 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,825 1,095 0

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 17,990 32,629 0 1,730

(人) 0.25 0.15 0.00 0.10

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 54 98 0

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　農業を行う上で，農道・水路等は必要不可欠な施設
であり，被災した施設の復旧は本施策（大地の恵みを
活かした農業の振興）の基礎となるもの。

　被災した施設の復旧のニーズは強く，また，早急な
対応が求められている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　被災した箇所の復旧はすべて対応できており，十分
に達成できている。

　国の基準により，その復旧計画がなされており，妥
当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　施設の重要度や緊急性により計画的に発注するなど
事業の効率化を図っており，事業実施手法としては現
状が最適である。

　国への事業申請の中で，復旧コスト等についても十
分検討しており，現状が望ましい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　地区の安定した農業振興のためにも，農道及び水路の災害復旧は不可欠であり事業の継続が必要である。
 B 改善を検討し，事業継続

　被災した施設の復旧を行うものであり，公平性は概
ね保たれている。

　農道及び水路は，市有の施設であり，受益者負担は
なじまないと考えられる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 121 23 11

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 40,483 7,491 3,633 1,730

(人) 0.25 0.15 0.10 0.10

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 1,825 1,095 730 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,825 1,095 730

50

 人役数 (人) 0.25 0.15 0.10 0.10

730

財
源
内
訳

 国費 (千円) 35,855 5,647 1,426 500

 その他 (千円) 2,503 349 755 250

 市債 (千円) 300 400 700 200

 翌年度への繰越額　　　(千円) 8,214投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 38,658 6,396 2,903

 県費 (千円)

1,000

 一般財源 (千円) 0 0 22

100% 100%

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 93% 100% 100%

目標
評
価
指
標

Ａ
災害対応要望に対する処理
実施率

目標 100% 100%

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

Ａ 災害対応要望に対する処理実施率

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

営農活動に支障がないよう被災した農地を早期に復旧するもの

　

意図
どのような状態
にしていくのか

被災農地の復旧

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

国の補助事業により，被災した農地の復旧工事を行う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民（被災農地耕作者等）
事業開始年度 　

事業終了年度

高知市営土地改良事業等分担金等に関する条例

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

災害対策基本法，土地改良法

高知県農地農業用施設災害復旧事業補助金交付要綱

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 耕地課　 　所属長名 吉本　章二

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 農地災害復旧（認証災害）
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　地区の安定した農業振興のためにも，農地の災害復旧は不可欠であり事業の継続が必要である。
 B 改善を検討し，事業継続

　農地被災者からの要望を取りまとめ，各農地の被災
規模に応じて事業採択をしているため，概ね公平性は
保たれている。

　国の基準及び市の条例により，受益者負担金が定め
られており適正な負担割合である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　各農地の重要度や緊急性により計画的に発注するな
ど事業の効率化を図っており，事業実施手法としては
現状が最適である。

　国への事業申請の中で，復旧コスト等についても十
分検討しており，現状が望ましい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　被災した箇所の復旧はすべて対応できており，十分
に達成できている。

　国の基準により，その復旧計画がなされており，妥
当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　農業を行う上で，被災した農地の復旧は本施策（大
地の恵みを活かした農業の振興）の基礎となるもの。

　被災した農地の復旧のニーズは強く，また，早急な
対応が求められている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 449 177 252

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 149,851 58,859 83,168 21,190

(人) 0.55 0.85 0.90 0.30

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 4,015 6,205 6,570 2,190

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 4,015 6,205 6,570

0

 人役数 (人) 0.55 0.85 0.90 0.30

2,190

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円) 23,735 7

 市債 (千円) 121,400 50,000 63,800 19,000

 翌年度への繰越額　　　(千円) 9,710投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 145,836 52,654 76,598

 県費 (千円)

19,000

 一般財源 (千円) 701 2,647 12,798

100% 100%

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 97% 100% 100%

目標
評
価
指
標

Ａ
災害対応要望に対する処理
実施率

目標 100% 100%

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

Ａ 災害対応要望に対する処理実施率

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

国の災害復旧事業の対象外となった被災施設について,営農活動に支障がないよう復旧するもの

　

意図
どのような状態
にしていくのか

農業用施設の復旧

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

国の補助事業対象とならない，被災した農業用施設（農道・水路）の復旧工事を行う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民（被災農業土木施設利用者等）
事業開始年度 　

事業終了年度

高知市公有財産規則

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

土地改良法

 

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 耕地課　 　所属長名 吉本　章二

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 災害復旧（市単独）
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　地区の安定した農業振興のためにも，農道及び水路の災害復旧は不可欠であり事業の継続が必要である。
 B 改善を検討し，事業継続

　被災した施設の復旧を行うものであり，公平性は概
ね保たれている。

　農道及び水路は，市有の施設であり，受益者負担は
なじまないと考えられる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　施設の重要度や緊急性により計画的に発注するなど
事業の効率化を図っており，事業実施手法としては現
状が最適である。

　復旧コスト等についても十分検討しており，現状が
望ましい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　被災した箇所の復旧はすべて対応できており，十分
に達成できている。

　国の基準と同等の復旧計画がなされており，妥当で
ある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　農業を行う上で，農道・水路等は必要不可欠な施設
であり，被災した施設の復旧は本施策（大地の恵みを
活かした農業の振興）の基礎となるもの。

　被災した施設の復旧のニーズは強く，また，早急な
対応が求められている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

04

10

33

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

吉本　章二

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 仁ノ地区排水路整備事業
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策

　所管部署 耕地課　 　所属長名

平成34年度

意図
どのような状態
にしていくのか

地区内農地の湛水・浸水被害の軽減を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

地区内の幹線水路の整備を進める。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民（仁ノ地区の農業従事者等）
事業開始年度 平成28年度

事業終了年度

高知市公有財産規則

新市まちづくり計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 基幹排水路の整備

Ｂ 事業の進捗率

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

早期の供用に向けて，計画的な工程管理を行う

早期の供用に向けて，計画的な工程管理を行う

事業の進捗率は総事業費を
100％とし，実績を計算。

実績 0 0 0

目標
評
価
指
標

Ａ 基幹排水路の整備
目標 0 0

Ｂ 事業の進捗率

Ｃ

13% 20%

実績 13%

70ｍ 865ｍ

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 0 0 59,100

 県費 (千円)

66,420

42,863 56,420

 一般財源 (千円) 0 0 0

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円) 59,100 66,420

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人) 0.45 0.75 0.85

6,205

 正規職員 (千円) 0 3,285 5,475 6,205

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 3,285 5,475

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 3,285 64,575 72,625

(人) 0.45 0.75 0.85

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 10 196

大地の恵みを活かした農業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　生産性の向上を図り，地域特性を活かした特色ある農
業の振興や，農作物の付加価値を高め，農家所得の向上
をめざします。また，担い手を確保・育成し，産地の維
持を図ります。併せて，地産地消の推進とともに，首都
圏等の大消費地や，国外も視野に入れた新たな市場の開
拓に向け，農商工が連携し外商の強化をめざします。

法定受託事務

174



５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　高知市総合計画の第３次実施計画及び新市まちづく
り計画で位置付けられており，事業進捗により施策全
体の効果が向上するもの。

　近年の土地形状の変化により，地区の湛水・浸水被
害軽減への市民ニーズは増加傾向にある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

C

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　排水路実施設計は概ね完了し，水路整備に必要な用
地測量・交渉の段階であるが，相続人などの用地関係
者の調査や，境界立会に時間を要していることから，
事業の進捗は順調ではない。

　平成24～25年度の排水対策基本構想を策定する中
で，事業内容を十分検討し整備計画を立案しており，
内容は妥当である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　計画的に事業発注することにより事業の効率化を
図っており，事業実施手法としては現状が最適であ
る。

　平成27～28年度の排水路設計の中で，コスト等につ
いて十分検討しており現状が望ましい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　地区の安定した農業振興のためにも，排水対策は不可欠であり事業の継続が必要である。
 B 改善を検討し，事業継続

　地区の湛水・浸水被害を軽減するものであり公平性
は概ね保たれている。

　排水施設は，市が整備すべき施設であり，受益者負
担はなじまないと考えられる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

04

11

37

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

魅力あふれる商業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　県域の中心商業地として，特色ある商業やサービス産
業による魅力と集客力の向上を図るとともに，商業者等
の経営力強化や流通基盤の強化をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 10 11 11

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 3,504 3,504 3,504 3,504

(人) 0.48 0.48 0.48 0.48

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

業務係の正職員４名で業務
に当たっている

 正規職員 (千円) 3,504 3,504 3,504 3,504

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 3,504 3,504 3,504

0

 人役数 (人) 0.48 0.48 0.48 0.48

3,504

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円)

 県費 (千円)

 一般財源 (千円) 0 0 0

１回 １回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

(実施機関)
中国四国農政局　など

実績 １回 １回 ２回

目標
評
価
指
標

Ａ
食の安全・安心に関する講
演会等の開催回数

目標 １回 １回

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 食の安全・安心に関する講演会等の開催回数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

関係機関による開催回数

意図
どのような状態
にしていくのか

卸売市場における食品の衛生管理を充実させる

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・食の安全・安心に関する各種講習会の開催
・市場関係者における食に関する人材育成
・特殊加工品施設の設置

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市場関係業者
事業開始年度 －

事業終了年度

第10次卸売市場整備基本方針

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 にぎわいが創出され，いきいきと働けるまち

施策

　所管部署 市場課 　所属長名 岡林　孝之

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 食の安全・安心への取組
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

176



５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　食に対する安全・安心は消費者にとって大きな関心事であり，食品を扱う卸売市場においても，食に対する信
頼を損ねないよう，場内業者への食品の衛生管理について啓発を継続していく必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　講習会等の案内は場内業者すべてに行っており，公
平性は保たれている。
　また，受講費等については無料のケースがほとんど
であり，受益者負担の視点はなじまない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　関係機関から講習会等の案内があれば，場内業者に
も周知を行い，必要な知識や情報が習得できるよう参
加を呼びかけている。
　講習会等への参加については，場内業者の業務体制
が業種ごとに異なり，場内業者が一堂に会しての開催
が困難であることから，今のところ現状の実施方法が
妥当と考えている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　毎年，何らかの講習会等が開催されており，評価指
標は達成できている。
　また，講習内容はＪＡＳ法など制度的なものをはじ
め，事業者にとって有益性が高いものが多く，概ね妥
当なものとなっている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　食の安心・安全については，食中毒などによる死亡
事故も発生していることから，重要な社会問題として
消費者の大きな関心事となっている。
　こうした背景から，本市卸売市場においても保健所
などの関係機関と連携し，場内業者の品質管理等に対
する認識の啓発に努めている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　毎年，関係機関から食品に関する各種講習会等の案内があり，場内関係者等も受講するようにしている。また，食品表示の制度改正は頻繁に行わ
れており，講習会の内容や制度改正の内容の徹底を図るため，今後は空き店舗などを活用し，品質管理等に関する広報スペースの設置も検討してい
く必要がある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

04

11

37

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

岡林　孝之

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 地産の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 市場運営計画の推進
　所管部局 農林水産部 　部局長名 高橋　尚裕

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 にぎわいが創出され，いきいきと働けるまち

施策

　所管部署 市場課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

市場の運営体制を維持していく

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・市場将来ビジョンの各事業の推進

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市場関係業者
事業開始年度 平成26年度

事業終了年度

高知市中央卸売市場将来ビジョン

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 市場内店舗への新規営業事業者の誘致

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

毎年２件の誘致

27年度：関連店舗２件
29年度：青果仲卸１件

実績 ２件 ０件 １件

目標
評
価
指
標

Ａ
市場内店舗への新規営業事
業者の誘致

目標 ２件 ２件

Ｂ

Ｃ

実績

２件 ２件

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円)

 県費 (千円)

 一般財源 (千円) 0 0 0

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人) 0.48 0.48 0.48 0.48

3,504

業務係の正職員４名で業務
に当たっている

 正規職員 (千円) 3,504 3,504 3,504 3,504

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 3,504 3,504 3,504

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 3,504 3,504 3,504 3,504

(人) 0.48 0.48 0.48 0.48

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 10 11 11

魅力あふれる商業の振興
め
ざ
す
べ
き
姿

　県域の中心商業地として，特色ある商業やサービス産
業による魅力と集客力の向上を図るとともに，商業者等
の経営力強化や流通基盤の強化をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

○ B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　市場への出店の問合せは一定の件数があるものの，問合せ段階で話が終わるケースが多く，なかなか出店に結びつかない。卸売市場法上，市場は
卸売り場としての役割を担っていることから，多種多様な業種の誘致には限界があると考えている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　市場運営は市場特別会計で行われており，その収入
の約６割は建物設備使用料等，場内業者等の負担で賄
われていることから，安定した市場運営を実現してい
くためには，新規出店を増やしていくことが重要であ
る。
　市場への新規出店の問合せは一定の件数があり，
ニーズはあると思われるので，今後は問合せを出店に
結びつける工夫が必要である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　年度によって多少バラつきはあるものの，概ね目標
は達成できている。
　事業成果の向上を図るため，ホームページなどの広
報活動による取組を柱としながら，本市が関係する商
談会において，参加業者に本市場の空き店舗情報を提
供するなど柔軟な取組も実施しており，概ね妥当と考
えている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

C

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　卸売市場は卸売り場としての役割を担っており，多
種多様な業種の誘致には限界もあることから，新規事
業者の誘致については，業種の選択肢が少ない中で，
現在の取組を継続的に実施していくほかないが，待ち
の姿勢だけではなく，出店希望の情報を積極的に発掘
するなどの工夫が必要であると考えている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

15.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　卸売市場法の改正もあり市場運営については先行き不透明なところもあるが，安定した運営を確保するために
はまずは市場特別会計の充実を図ることが必要であり，そのためには新規出店者の誘致も重要になるので，新た
な取組も検討しながら，新規事業者誘致に向けた取組を継続していく。

○  B 改善を検討し，事業継続

　ホームページなどを活用し幅広く広報しており，受
益者の偏りはない。
　また，新規出店の申請の際に発生する費用について
は，申請者の負担となっており妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

12

42

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

福留　正充　

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 屋外広告の日事業
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

屋外広告物法

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 都市計画課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

正しい屋外広告物に関する知識の普及啓発を図るため，違反広告物等の一斉除去作業を実施するもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

県市及び関係機関（国土交通省，高知県警察本部，高知署，高知南署，四国電力，ＮＴＴ西日本，高知県屋外広告美術協同組
合など）により，屋外広告物法第７条に規定する簡易除却及び条例に基づく指導を実施。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 違反広告物等
事業開始年度 平成10年度

事業終了年度

高知市屋外広告物条例，同施行規則

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 違反広告物等の一斉除去作業の実施

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

毎年９月１日から10日までの「屋外広告物適正化旬間」にあわせ違反広告物等の一
斉除去作業を実施するもの

平成27年度は台風の影響に
より中止した。

実績 0 １回 １回

目標
評
価
指
標

Ａ
違反広告物等の一斉除去作
業の実施

目標 １回 １回

Ｂ

Ｃ

実績

１回 １回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 14 7 64

 県費 (千円)

58

 一般財源 (千円) 14 7 64

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

58

 人役数 (人) 0.05 0.05 0.05

365

 正規職員 (千円) 0 365 365 365

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 365 365

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 14 372 429 423

(人) 0.05 0.05 0.05

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 1 1

魅力あふれる都市美・水と緑の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　市街地において市民の安らぎとうるおいの場となる，
緑豊かな親しみやすい水辺の環境づくりを進めるととも
に，市街地の背後地の自然と調和した美しい魅力あるま
ちなみの景観形成をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　毎年９月１日から10日までを「屋外広告物適正化旬間」に設定し，当該旬間を中心として屋外広告物法及び同法に基づく条例の普及啓発，違反屋
外広告物の是正や良好な景観形成に対する意識啓発等を推進している中で，違反広告物の簡易除却や指導を実施している。この取組はメディアにも
取り上げられテレビや新聞等にて報道されることにより事業の目的は一定果たせていると思う一方で，特に電柱等への貼紙による違反広告物は後を
絶たず掲出されている状況が見受けられるため，今後も継続して取り組んでいく必要があると考える。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　総合計画の『便利で快適に暮らせるまち』の中で
「魅力あふれる都市美・水と緑の整備」として位置付
けられており，当該事業を行うことにより都市美や景
観形成に対しての意識啓発が実施できていると考え
る。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　例年どおり，行政のみでなくメディアを含めた関係
機関の協力を得ながら実施したことにより，事業の目
的が達成できている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　全国一斉に行われる事業であり，本市においても例
年通りの事業内容にて実施することで継続性を保つこ
とができていると考える。また，類似事業として適当
な事業がないことと，コスト面においても必要最小限
で行っていると考える。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　「屋外広告物適正化旬間」にあわせ，屋外広告物法及び同法に基づく条例の普及啓発と合わせ，違反広告物の
簡易除却や指導を実施している。全国一斉に行われる事業であり，例年通り実施することで継続性を担保すると
ともに，行政のみでなくメディアを含めた関係機関の協力を得ながら，必要最小限の経費で実施しており，今後
も継続して取り組んでいく。

 B 改善を検討し，事業継続

　啓発事業であり受益者は高知市民であることから偏
りはなく，受益者負担もほとんどないので妥当と考え
る。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

12

42

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

魅力あふれる都市美・水と緑の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　市街地において市民の安らぎとうるおいの場となる，
緑豊かな親しみやすい水辺の環境づくりを進めるととも
に，市街地の背後地の自然と調和した美しい魅力あるま
ちなみの景観形成をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 1 0 1

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 384 0 384 0

(人) 0.05 0.05

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 365 0 365 0

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 365 0 365

0

 人役数 (人) 0.05 0.05

0

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 19 0 19

 県費 (千円)

0

 一般財源 (千円) 19 0 19

１回 ０回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

県市で隔年開催（平成28年
度及び平成30年度は県開
催）

実績 １回 ０回 １回

目標
評
価
指
標

Ａ
屋外広告物講習会の実施及
び講習会受講修了者への修
了証書の配布

目標 １回 ０回

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
屋外広告物講習会の実施及び講習会受講修了者への
修了証書の配布

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

屋外広告物等の表示又は設置に関し必要な知識を修得させるもの

意図
どのような状態
にしていくのか

屋外広告物等の表示又は設置に関し必要な知識を修得させるもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

屋外広告物（法令，表示・設置に関する事項，施工）に関する講習会を実施し，全課程を受講した者に対し，屋外広告物講習
会修了証書を交付する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 主に，屋外広告業に従事している者又は従事しようとする者
事業開始年度 平成10年度

事業終了年度

高知市屋外広告物条例，同施行規則

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

屋外広告物法

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 都市計画課 　所属長名 福留　正充　

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 屋外広告物講習会
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　広告物の表示又は設置に関して必要な知識の修得を目的とし，県市で隔年開催している講習会であり，受講者
も屋外広告業の従事者，建築，土木関係の勤務者，デザイン関係の専門学校生等，多岐に渡っており，専門的な
知識をもった人材を増やすことで，景観形成における質の向上に繋がるものである。
　県市で連携して取り組んでいる事業であり，コストも最小限であり，今後も継続していく必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　屋外広告業に従事している者及び従事する可能性の
ある者を対象としているので，公平性は十分に保たれ
ている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　県市で隔年開催としているが講義項目は同じである
ことから，受講者に対して受講年度における不平等感
は与えていない。また，コスト面を考えても専門分野
に２名の講師を招聘していることに対する謝礼のみな
ので，現状で良いと考える。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　県市で隔年ではあるが情報共有をしながら実施して
おり，講義内容についても屋外広告物法及び屋外広告
物条例や同施行規則のほか，関係法令（道路法，建築
基準法）や屋外広告物の施工やデザインに関すること
を行っているので妥当と考える。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　総合計画の『魅力あふれる都市美・水と緑の整備』
において，本事業を実施することにより専門的な知識
をもった人材が増えることで適正な屋外広告物が掲出
されるようになり，景観形成においても質の向上に繋
がると考える。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，高知市屋外広告物条例に基づき，広告物の表示又は設置に関して必要な知識の修得を目的とし，県市で隔年開催している講習会であ
る。例年，40名前後の受講申し込みがあり，平成29年度は38名が受講し修了証書を渡した
　受講者の職種も屋外広告業に従事している者や建築会社，土木会社に勤めている者，デザイン関係の専門学校生等，多岐に渡っており，本講習会
で修得した知識を現在の仕事や今後に繋げて欲しい。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

05

12

42

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

福留　正充　

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 都市美デザイン賞
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

景観法

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 都市計画課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

良好な景観の形成に対する意識を高めることにより，高知らしい心安らぐ文化的で魅力あるまちづくりを目指すもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

高知市の魅力を高めると思われる一般建築，住宅，街並み・まちづくり，建築物以外の構造物（橋梁・広告物・工作物等）の
作品を募り，景観審議会による審査を行った後，受賞作品に対し表彰を実施。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
高知市内で良好な景観の形成に寄与している建築物や，それに貢献しているまちづ
くり活動をしている個人・団体など

事業開始年度 平成13年度

事業終了年度

高知市景観条例，高知市都市美デザイン賞表彰実施要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 都市美デザイン賞表彰式の実施（毎年定例実施）

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

応募作品の中から入賞作品の選考を行い，都市美デザイン賞の表彰式を実施する

実績 １回 １回 １回

目標
評
価
指
標

Ａ
都市美デザイン賞表彰式の
実施（毎年定例実施）

目標 １回 １回

Ｂ

Ｃ

実績

１回 １回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 322 159 213

 県費 (千円)

200

 一般財源 (千円) 322 159 213

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

200

 人役数 (人) 0.20 0.20 0.15 0.20

1,460

 正規職員 (千円) 1,460 1,460 1,095 1,460

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,460 1,460 1,095

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 1,782 1,619 1,308 1,660

(人) 0.20 0.20 0.15 0.20

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 5 5 4

魅力あふれる都市美・水と緑の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　市街地において市民の安らぎとうるおいの場となる，
緑豊かな親しみやすい水辺の環境づくりを進めるととも
に，市街地の背後地の自然と調和した美しい魅力あるま
ちなみの景観形成をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　都市美デザイン賞への応募者数は各年で変動があり，平成29年度は15名であった。景観形成に対する市民意識の向上を都市美デザイン賞の応募者
数のみで判断はできないが，入賞作品を表彰・公表することにより良好な景観形成に対する市民意識が高まるものである。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　総合計画の『魅力あふれる都市美・水と緑の整備』
において，本事業を実施することにより，市民の景観
及び都市美に対する意識の向上が図れていると考え
る。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　例年20名以上の応募者数がある中で，平成29年度は
15名と少なかったが，社会経済情勢により増減は止む
を得ないと考えられ，達成状況が特に問題となるほど
の数値ではないと考える。
　景観審議会による選考を基に表彰・公表していくこ
とで市民の景観意識の向上に繋がっていると考える。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　この事業は当初，高知市文化振興事業団が主催して
いたが，景観行政の一元化・強化に向けて，平成13年
度に高知市が引き継いで開催している。平成29年度に
おいて第33回を数える事業でもあるため，事業の実施
手法は妥当であると考える。また，他事業との連携や
コスト削減も困難と考えられる。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　高知市の魅力を高めると思われる一般建築，住宅，街並み・まちづくり，建築物以外の構造物（橋梁・広告
物・工作物等）の作品を募り，景観審議会による選考を基に表彰・公表していくことで，市民の景観意識の向上
に繋がっている。
　また，33回と回を重ねることで建築デザイン関係者にも浸透し，技術力やモチベーションの向上にも寄与して
いると考えており，経費も必要最小限に努めていることから，今後も継続して取り組んでいく。

 B 改善を検討し，事業継続

　景観審議会による選考は公平性が保たれている。良
好な景観の形成に対する意識啓発に対して一般財源を
投入することは適当であり，経費も極力縮減に努めて
いる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

185



１　事業の位置付け

05

12

42

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

畑山　仁

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 東部総合運動公園整備事業
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

都市計画法，都市公園法

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 みどり課 　所属長名

－

意図
どのような状態
にしていくのか

市民スポーツ及びスポーツツーリズム振興のための施設を備えた公園を整備するもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

東部総合運動場を含めた都市公園整備

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民及び県内外のスポーツ関係者
事業開始年度 平成28年度

事業終了年度

高知市都市公園条例，高知市東部総合運動場管理条例

高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
東部総合運動公園整備の基本計画をH29に策定し，H30に都市
計画決定，H31に事業認可を受け，H32に事業着手する。

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

実績 基本構想策定 基本計画策定着手

目標
評
価
指
標

Ａ

東部総合運動公園整備の基本計画を
H29に策定し，H30に都市計画決定，
H31に事業認可を受け，H32に事業着
手する。

目標 基本構想策定

Ｂ

Ｃ

実績

基本計画策定 都市計画決定

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 3,590 1,080

 県費 (千円)

5,429

1,009 2,929

 一般財源 (千円) 0 3,590 71

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円) 1,009 2,929

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

2,500

 人役数 (人) 1.00 1.00 1.00

7,300

正職員２名で業務に当たっ
ている。

 正規職員 (千円) 0 7,300 7,300 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 7,300 7,300

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 10,890 8,380 12,729

(人) 1.00 1.00 1.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 33 25

魅力あふれる都市美・水と緑の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　市街地において市民の安らぎとうるおいの場となる，
緑豊かな親しみやすい水辺の環境づくりを進めるととも
に，市街地の背後地の自然と調和した美しい魅力あるま
ちなみの景観形成をめざします。

法定受託事務

186



５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　実施計画及び高知市まち・ひと・しごと創生総合戦
略において，東部総合運動場を含めた都市公園整備を
行い，市民スポーツの普及・振興，各種競技大会やス
ポーツキャンプなどの誘致により，スポーツツーリズ
ムの推進が図られる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　基本計画策定においては，地権者や地元の各種団体
などと協議を行い，拡張区域や整備手法等について合
意形成を図っている状況であり，計画策定が遅れてい
ることから，更に地元協議を進行し合意形成を図って
いく。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　東部総合運動場を含めた都市公園整備を行い，市民
スポーツの普及・振興，各種競技大会やスポーツキャ
ンプなどの誘致により，スポーツツーリズムの推進が
図られる。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　本事業は，東部総合運動場を含めた都市公園整備を行い，市民スポーツの普及・振興，各種競技大会やスポー
ツキャンプなどの誘致により，スポーツツーリズムの推進を図るものである。
　計画策定においては，地権者や地元の各種団体などと協議を行い，拡張区域や整備手法等について合意形成を
図っている状況である。整備における財源は，都市計画事業として国の交付金を活用する予定であり，まずは，
都市計画決定に向けて取組を進めていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は，市民の生涯スポーツの普及・振興を図る
ことから，多くの市民の利用が見込まれる。
　公園整備については，都市計画事業として交付金を
活用する予定である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

187



１　事業の位置付け

05

12

42

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

畑山　仁

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 シンボルツリー植栽事業
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

都市緑化法

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 みどり課 　所属長名

－

意図
どのような状態
にしていくのか

市民に憩いや潤いを与え，景観形成に寄与するもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

主要交差点や交通結節点等にシンボルとなる樹木を植栽

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民
事業開始年度 平成29年度

事業終了年度

高知市みどりの環境の保全と創出に関する条例

2016高知市緑の基本計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 植栽実施箇所数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

実績 １箇所

目標
評
価
指
標

Ａ 植栽実施箇所数
目標

Ｂ

Ｃ

実績

１箇所 １箇所

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,275

 県費 (千円)

1,500

 一般財源 (千円) 0 0 175

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円) 1,100 1,300

 翌年度への繰越額　　　(千円)

200

 人役数 (人) 0.10 0.10

730

 正規職員 (千円) 0 0 730 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 730

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 0 2,005 2,230

(人) 0.10 0.10

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 6

魅力あふれる都市美・水と緑の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　市街地において市民の安らぎとうるおいの場となる，
緑豊かな親しみやすい水辺の環境づくりを進めるととも
に，市街地の背後地の自然と調和した美しい魅力あるま
ちなみの景観形成をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　総合計画の「魅力あふれる都市美・水と緑の整備」
に掲げる成果指標である緑視率の向上に寄与するも
の。
　市民の緑に対する意識は高く，良好な景観形成が求
められている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　高知駅南口に計画どおり，植栽を実施している。
　高知駅は，多くの観光客等が訪れる陸の玄関口であ
り，そこに，まちの顔となるシンボルツリーを植栽す
ることにより，魅力ある緑の景観形成が図られる。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　植栽樹木や植栽場所については，施設管理者，高知
市緑政審議会において意見を聴取している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　シンボルツリー植栽事業は，主要交差点や交通結節点等にシンボルとなる樹木を植栽することで，まちの顔と
なる緑を創出するもので，植栽場所を訪れた市民や観光客の方に憩いや潤いを与え，まちの景観形成や緑視率の
向上に寄与することから，今後も，予算確保に努め，魅力ある緑の景観の創出に取り組んでいく。

 B 改善を検討し，事業継続

　植栽場所を訪れた市民や観光客の方に憩いや潤いを
与え，まちの景観形成に寄与するものである。
　緑視率の向上を目的としている事業であるため，受
益者負担はなじまない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

13

44

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

畑山　仁

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 弥右衛門公園整備事業
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

都市計画法，都市公園法

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

施策

　所管部署 みどり課 　所属長名

平成31年度

意図
どのような状態
にしていくのか

防災の機能を併せ持ち，主として近隣に住居する者の利用に供することを目的とする公園を整備するもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

広域防災拠点としての弥右衛門公園の整備

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民
事業開始年度 平成２年度

事業終了年度

高知市都市公園条例

高知市強靭化計画2015，2011高知市総合計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 年度別公園開設面積

Ｂ 事業進捗率

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

実績 4,960㎡ 4,646㎡

目標
評
価
指
標

Ａ 年度別公園開設面積
目標 5,000㎡

Ｂ 事業進捗率
12％

Ｃ

41％ 64％

実績 12％ 24％

11,800㎡ 9,200㎡

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 6,295 81,058 100,972

 県費 (千円)

197,128

11,793 58,128

 一般財源 (千円) 0 3,456 1,588

財
源
内
訳

 国費 (千円) 2,998 37,787 48,906 94,414

 その他 (千円) 397 915 578 3,114

 市債 (千円) 2,900 38,900 49,900 93,200

 翌年度への繰越額　　　(千円) 10,500

6,400

 人役数 (人) 0.72 0.72 0.72

5,256

 正規職員 (千円) 0 5,256 5,256 5,256

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 5,256 5,256

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 6,295 86,314 106,228 202,384

(人) 0.72 0.72 0.72

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 19 260 322

命を守る対策の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害が発生したときに人命の保護が最大限
図れるように，豪雨や地震等の自然災害に対して，さま
ざまな都市基盤の脆弱性が克服され，建築物の耐震化等
の防災対策及び災害に対して迅速な避難が可能となるよ
う施設整備が行われた社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　総合計画において，大規模自然災害発生直後から，
市民の避難場所や救助・救急活動の拠点となる公園整
備が求められており，ヘリポートなどの防災機能を有
する公園整備が掲げられている。
　長期浸水地域の防災公園として，市民から期待され
ている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　公園整備工事を順次発注し整備を行っているが，国
費要望に対して内示率が低く，他の事業と調整を行い
ながら進めているため，進捗率，開設面積について目
標の達成が遅れている状況である。
　事業費の確保を優先的に行いながら，効率的な工事
発注などを行い，予定の完成年度を目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　社会資本整備総合交付金を活用し，適正な設計を行
い，完成に向けて工事を実施しており，事業手法は適
切である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　本事業は，防災の機能を併せ持ち，主として近隣に住居する者の利用に供することを目的とした弥右衛門公園
を整備するもの。国費の関係上，他の公園事業と予算調整を行いながら事業を実施しており，進捗率，開設面積
について目標の達成が遅れている状況であるが，今後も，交付金事業を活用するなど事業費の確保に努め，平成
31年度完成を目指す。

 B 改善を検討し，事業継続

　公園整備が完成することにより，市民の誰もが利用
できる公園となる。
　交付金対象事業として，適正かつ効率的な事業実施
を行っている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

191



１　事業の位置付け

05

12

41

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

石川　隆夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 狭あい道路整備等促進事業
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

道路法第16条,第30条及び第42条他

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 道路整備課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

狭あいな道路の幅員を４ｍ以上確保することで，通行機能を確保し，交通安全と防災機能の向上を図るもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

狭あい道路に係る拡幅部分の用地取得(寄付)及び道路整備。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
二項道路に面して建築物を新築する者のうち後退部分を拡幅用地として寄付した者
狭あいな道路においては高知市民及び一般交通の用に供する者

事業開始年度 -

事業終了年度

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 事業達成率

Ｂ 要望箇所に対する執行件数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

市民要望整備箇所に対し，予算内で事業を執行する。

工事発注件数

実績 100％ 100％ 100％

目標 44件
評
価
指
標

Ａ 事業達成率
目標 100％ 100％

Ｂ 要望箇所に対する執行件数
41件

Ｃ

34件 29件

実績 ３件 ７件 ５件

100％ 100％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 41,475 66,937 41,378

 県費 (千円)

40,000

 一般財源 (千円) 2,225 3,541 2,228

財
源
内
訳

 国費 (千円) 19,750 31,896 19,751 19,750

 その他 (千円)

 市債 (千円) 19,500 31,500 19,400 18,200

 翌年度への繰越額　　　(千円)

2,050

 人役数 (人) 2.00 3.00 2.00 2.00

14,600

 正規職員 (千円) 14,600 21,900 14,600 14,600

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 14,600 21,900 14,600

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 56,075 88,837 55,978 54,600

(人) 2.00 3.00 2.00 2.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 168 268 170

安全で円滑な交通体系の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　利便性が高い快適な交通環境の実現に向けて，広域交
通ネットワークの強化を図るとともに都市内交通の円滑
化をめざします。また，市民の日常生活における移動手
段を確保するため，地域の実情に応じた公共交通体系の
構築と，少子高齢化への対応や環境負荷を低減するため
公共交通の利用促進をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　評価指標の事業達成率は予算に対する執行率であり毎年度100％となっているが，市民要望への対応については厳しい財政状況から，複数年での予
算措置対応をせざるを得ないことから，十分な対応ができず要望箇所を積み残している状況である。

平成27～29年度完了件数／平成27～32年度以降発注予定件数　＝　執行率
　　　　　　　　　15　／　44　　　　　　　　　　　　　　＝　34％

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　４ｍ未満の狭あいな道路の側溝整備等を行い，４ｍ
以上の幅員を確保することで安全な通行を確保するた
めに市民ニーズは高い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　施工要望箇所が増加しているなか，例年事業を実施
しており，安全で快適な道路整備が概ね達成出来てい
る。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　補助対象路線は事業を計画的に進めているが，条件
を満たさない路線は市単道路改良費にて対処してい
る。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　４ｍ未満の狭あいな道路の側溝整備等を行い，４ｍ以上の幅員を確保することで安全な通行機能を確保すると
ともに，防災機能の向上を図るために必要な事業であり，予算執行は適切に行っているが，厳しい財政状況から
市民要望に十分に応えられていない状況にある。
　今後も，複数年での対応など予算執行に工夫を加えながら，必要な予算確保に努める。

 B 改善を検討し，事業継続

　要望に応じて事業を実施しており，極めて公平性が
高く受益者負担の視点には馴染まない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

12

41

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

石川　隆夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 通学路安全対策事業(補助)
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

道路法第16条,第30条及び第42条他

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 道路整備課 　所属長名

平成32年度

意図
どのような状態
にしていくのか

通学路の緊急安全点検を行い危険箇所への安全対策実施により，児童の交通安全の確保を図るもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

児童・生徒の安全確保のための交通安全施設(防護柵，カーブミラー，区画線及び歩道等)を設置。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 児童・生徒
事業開始年度 平成25年度

事業終了年度

高知市総合計画　高知市都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 事業達成率

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

通学路の緊急安全点検による要望整備箇所に対し，予算内で事業を執行する。

平成24～29年度　要望状況
　対策済件数／要望件数
　　　　86　／　129
　　　対策率　66.6％

実績 100％ 100％ 100％

目標
評
価
指
標

Ａ 事業達成率
目標 100％ 100％

Ｂ

Ｃ

実績

100％ 100％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 5,457 3,087 8,701

 県費 (千円)

8,800

 一般財源 (千円) 299 145 415

財
源
内
訳

 国費 (千円) 2,858 1,642 4,786 4,400

 その他 (千円)

 市債 (千円) 2,300 1,300 3,500 3,900

 翌年度への繰越額　　　(千円)

500

 人役数 (人) 1.00 0.80 1.50 1.00

7,300

 正規職員 (千円) 7,300 5,840 10,950 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 7,300 5,840 10,950

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 12,757 8,927 19,651 16,100

(人) 1.00 0.80 1.50 1.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 38 27 60

安全で円滑な交通体系の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　利便性が高い快適な交通環境の実現に向けて，広域交
通ネットワークの強化を図るとともに都市内交通の円滑
化をめざします。また，市民の日常生活における移動手
段を確保するため，地域の実情に応じた公共交通体系の
構築と，少子高齢化への対応や環境負荷を低減するため
公共交通の利用促進をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　近年通学中の児童が交通事故に巻き込まれる事故が
多発しており，関係者による通学路点検を実施し安全
確保が求められている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　防護柵，カーブミラー及びグリーンベルト等区画線
を設置することで，ドライバーへの視覚効果を上げ安
全対策の向上を図っている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　毎年の点検毎に対策必要箇所が追加されている状態
であるため，引き続き本事業を遂行していく必要があ
る。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　近年通学中の児童が交通事故に巻き込まれる事故が多発しており，毎年，通学路合同安全点検を行い，国の補
助事業として危険な箇所への安全対策を実施しているものである。
　児童の交通安全の確保を図るために必要な事業であるが，予算の制約もあり要望箇所の積み残しがある状況と
なっており，今後も必要な予算の確保に努め，継続した取組を進めていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は各小学校での通学路点検を実施し，要望に
応じて事業を実施しており，極めて公平性が高く受益
者負担の視点には馴染まない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

12

41

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

安全で円滑な交通体系の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　利便性が高い快適な交通環境の実現に向けて，広域交
通ネットワークの強化を図るとともに都市内交通の円滑
化をめざします。また，市民の日常生活における移動手
段を確保するため，地域の実情に応じた公共交通体系の
構築と，少子高齢化への対応や環境負荷を低減するため
公共交通の利用促進をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 41 26 26

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 13,723 8,650 8,650 8,650

(人) 0.70 0.50 0.50 0.50

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 5,110 3,650 3,650 3,650

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 5,110 3,650 3,650

500

 人役数 (人) 0.70 0.50 0.50 0.50

3,650

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円) 7,700 4,400 4,500 4,500

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 8,613 5,000 5,000

 県費 (千円)

5,000

 一般財源 (千円) 913 600 500

100％ 100％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

平成24～29年度　要望状況
　対策済件数／要望件数
　　　　86　／　129
　　　対策率　66.6％

実績 100％ 100％ 100％

目標
評
価
指
標

Ａ 事業達成率
目標 100％ 100％

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 事業達成率

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

通学路の緊急安全点検による要望整備箇所に対し，予算内で事業を執行する。

意図
どのような状態
にしていくのか

通学路に指定されている路線で交通量が多い危険な区間において，歩道・自転車道が設置されておらず，車との混合通行に
よって事故発生や，発生が予測される区間の交通安全の課題解消に努め児童が安全で快適に通行できる空間を整備するもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

通学路・交通安全施設整備(歩車道境界ブロックや防護柵の設置による歩車道の分離など)

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 児童・生徒
事業開始年度 -

事業終了年度

高知市総合計画，高知市都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

道路法16条,第30条及び第42条

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 道路整備課 　所属長名 石川　隆夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 通学路整備事業(単独)
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　国の補助事業である通学路安全対策事業（補助）を補完する事業として，特に緊急性のある危険な箇所への安
全対策を実施しているもので，児童の交通安全の確保を図る上で必要不可欠な事業である。
　厳しい財政状況にあるが，今後も必要な予算の確保に努め，継続した取組を進めていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　要望に応じて事業を実施しており，極めて公平性が
高く受益者負担の視点には馴染まない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　通学路安全対策事業と併せ，通学路点検の結果を基
に緊急性のある場所に対応する。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　歩道のグリーン着色や区画線を設置することで，ド
ライバーへの視覚効果等を上げて安全対策の向上を
図っている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　狭小な歩道を拡幅し，通行の安全を確保することに
より，事故発生抑制に寄与している。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

05

13

44

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

命を守る対策の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害が発生したときに人命の保護が最大限
図れるように，豪雨や地震等の自然災害に対して，さま
ざまな都市基盤の脆弱性が克服され，建築物の耐震化等
の防災対策及び災害に対して迅速な避難が可能となるよ
う施設整備が行われた社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 118 95 62

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 39,443 31,391 20,626 17,300

(人) 1.00 1.00 1.00 1.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 7,300 7,300 7,300 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 7,300 7,300 7,300

600

 人役数 (人) 1.00 1.00 1.00 1.00

7,300

財
源
内
訳

 国費 (千円) 12,245 9,202 5,100 4,000

 その他 (千円)

 市債 (千円) 17,900 13,400 7,400 5,400

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 32,143 24,091 13,326

 県費 (千円)

10,000

 一般財源 (千円) 1,998 1,489 826

年0件維持 年0件維持

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 0件 0件 0件

目標 ３か所
評
価
指
標

Ａ
ポンプ場設備の動作不良や故
障による浸水被害を起こさな
い

目標 年0件維持 年0件維持

Ｂ
ポンプ場の機械設備について，
長寿命化計画（国認証事業）に
基づく改修整備計画

３か所

Ｃ

２か所 １か所

実績 ２か所 ２か所 ２か所

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
ポンプ場設備の動作不良や故障による浸水被害を起
こさない

Ｂ
ポンプ場の機械設備について，長寿命化計画（国認
証事業）に基づく改修整備計画

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

施設の管理瑕疵による浸水被害を起こさないよう施設設備の適切な機能維持管理を実施する

目標値=計画に基づく改修予定数(第3次実施計画)
実績値(改修実施数/改修予定数)

意図
どのような状態
にしていくのか

公共下水道の事業認可を受けていない市街地の雨水浸水対策のために設置している都市下水路ポンプ場の設備について，長寿
命化対策の実施により，老朽化した機械設備について計画的に改修整備を行い，排水設備の能力を保持し，施設の延命化を図
りながら，常に浸水被害を防除できる状態を維持していくもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

市民の生命，財産を守る安全・安心なまちづくりのため，水害に備え都市下水路４ポンプ場の施設機能が常に十分発揮できる
よう維持管理を行う。都市下水路ポンプ場の設備について，長寿命化計画（国認証事業）に基づき，主要部品及び消耗部品の
取替や分解整備等を行うことで健全度を回復し，設備の延命化と併せてライフサイクルコストの最小化を図る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
都市下水路４ポンプ場
(長浜原，仁井田，針木，米田古川)

事業開始年度 平成21年度

事業終了年度

下水道維持管理指針，長寿命化支援制度実施要綱

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

下水道法第26条，第28条

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

施策

　所管部署 河川水路課 　所属長名 池野　裕偉

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 都市下水路ポンプ場長寿命化事業
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続  都市化の進行に伴う土地利用の変化や，近年の気象変動による局地的なゲリラ豪雨等により，各地で浸水が頻
繁に発生していることから，市民の浸水不安解消に向け，都市下水路４ポンプ場の老朽化が進んでいるポンプ等
設備について，長寿命化計画（国認証事業）に基づき，改修及び更新（本事業では，主に電気設備の更新）等を
計画的に実施し,設備の延命化と併せてライフサイクルコストの最小化を図っており，今後も適正な施設機能管
理をしていくため，計画の継続が必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は，地域の浸水被害を防除し，市民の生命，
財産を守るために設置した都市下水路４ポンプ場の施
設設備を点検・整備するものであり，極めて公平性が
高く，受益者負担の視点には馴染まない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　雨水浸水対策のため設置されている都市下水路４ポ
ンプ場の設備能力の維持確保及び向上のための整備費
用であり，必要経費である。

　公共下水道事業との整合性を図りながら，効率的な
整備を検討していく。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　長寿命化計画（国認証事業）に基づき，計画的に主
要部品及び消耗部品の取替と分解整備を行うことで健
全度を回復し，設備の延命化が図られており，降雨時
のポンプ稼動状況も正常な機能を確保できている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，2011高知市総合計画（第3次実施計画）
の「災害に強く，安全に暮らせるまち」のため，命を
守る対策の推進施策の雨水排水対策を目的とした重点
的な取組事業となっている。また，市長マニフェスト
による「災害に強いまちづくり」のために内水排除施
設である排水機場の施設機能を維持確保していくこと
は必要不可欠である。

　都市化の進行に伴い土地利用の変化と，近年の気象
変動による局地的なゲリラ豪雨等により，各地で浸水
が頻繁に発生していることから，市民の浸水不安解消
に向け，今後も，なお一層事業の推進が求められてい
る。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　公共下水道の事業認可を受けていない市街地の雨水浸水対策のために設置している都市下水路４ポンプ場(長浜原，仁井田，針木，米田古川)の正
常な施設機能を確保することにより,台風や集中豪雨などによる浸水不安が解消され，安全・安心な市民生活が保たれる。
　都市下水路４ポンプ場の老朽化が進んでいるポンプ等設備について，長寿命化計画（国認証事業）に基づき，改修及び更新等を計画的に実施し,設
備能力の維持確保及び向上を図り，設備の延命化と併せてライフサイクルコストの最小化を図っており，今後も適正な施設機能管理をしていくため
に計画を継続していくことが必要である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

05

13

44

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

池野　裕偉

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 都市下水路施設整備事業
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

下水道法第26条，第28条

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

施策

　所管部署 河川水路課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

公共下水道の事業認可を受けていない市街地の雨水浸水対策のために設置している都市下水路ポンプ場の設備について，長寿
命化対策の実施により，老朽化した電気設備について計画的に改築更新を行い，排水設備の能力を保持し，施設の延命化を図
りながら，常に浸水被害を防除できる状態を維持していくもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

市民の生命，財産を守る安全・安心なまちづくりのため，水害に備え都市下水路４ポンプ場の施設機能が常に十分発揮できる
よう維持管理を行う。都市下水路ポンプ場の設備について，長寿命化計画（国認証事業）に基づき，耐用年数を超過し老朽化
が進んでいる設備を順次，改築更新しライフサイクルコストの最小化を図る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
都市下水路４ポンプ場
(長浜原，仁井田，針木，米田古川)

事業開始年度 平成22年度

事業終了年度

下水道維持管理指針，長寿命化支援制度実施要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
ポンプ場設備の動作不良や故障による浸水被害を起
こさない

Ｂ
ポンプ場の電気設備について，長寿命化計画（国認
証事業）に基づく更新整備箇所

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

施設の管理瑕疵による浸水被害を起こさないよう施設設備の適切な機能維持管理を実施する

目標値=計画に基づく更新予定数(第3次実施計画)
実績値(更新実施数/更新予定数)

実績 0件 0件 0件

目標 １か所
評
価
指
標

Ａ
ポンプ場設備の動作不良や故
障による浸水被害を起こさな
い

目標 年0件維持 年0件維持

Ｂ
ポンプ場の電気設備について，
長寿命化計画（国認証事業）に
基づく更新整備箇所

１か所

Ｃ

２か所 １か所

実績 １か所 １か所 １か所

年0件維持 年0件維持

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 20,507 32,889 21,647

 県費 (千円)

5,000

 一般財源 (千円) 1,294 2,034 1,401

財
源
内
訳

 国費 (千円) 7,813 12,555 8,246 2,000

 その他 (千円)

 市債 (千円) 11,400 18,300 12,000 2,700

 翌年度への繰越額　　　(千円)

300

 人役数 (人) 1.00 1.00 1.00 1.00

7,300

 正規職員 (千円) 7,300 7,300 7,300 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 7,300 7,300 7,300

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 27,807 40,189 28,947 12,300

(人) 1.00 1.00 1.00 1.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 83 121 88

命を守る対策の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害が発生したときに人命の保護が最大限
図れるように，豪雨や地震等の自然災害に対して，さま
ざまな都市基盤の脆弱性が克服され，建築物の耐震化等
の防災対策及び災害に対して迅速な避難が可能となるよ
う施設整備が行われた社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　公共下水道の事業認可を受けていない市街地の雨水浸水対策のために設置している都市下水路４ポンプ場(長浜原，仁井田，針木，米田古川)の正
常な施設機能を確保することにより,台風や集中豪雨などによる浸水不安が解消され，安全・安心な市民生活が保たれる。
　都市下水路４ポンプ場の老朽化が進んでいるポンプ等設備について，長寿命化計画（国認証事業）に基づき，改修及び更新等を計画的に実施し,設
備能力の維持確保及び向上を図り，設備の延命化と併せてライフサイクルコストの最小化を図っており，今後も適正な施設機能管理をしていくため
に計画を継続していくことが必要である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，2011高知市総合計画（第3次実施計画）
の「災害に強く，安全に暮らせるまち」のため，命を
守る対策の推進施策の雨水排水対策を目的とした重点
的な取組事業となっている。また，市長マニフェスト
による「災害に強いまちづくり」のために内水排除施
設である排水機場の施設機能を維持確保していくこと
は必要不可欠である。

　都市化の進行に伴い土地利用の変化と，近年の気象
変動による局地的なゲリラ豪雨等により，各地で浸水
が頻繁に発生していることから，市民の浸水不安解消
に向け，今後も，なお一層事業の推進が求められてい
る。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　長寿命化計画（国認証事業）に基づき，耐用年数を
超過し老朽化が進んでいる設備を順次，計画的に改築
更新し設備能力の維持確保及び向上が図られており，
降雨時のポンプ稼動状況も正常な機能を確保できてい
る。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　雨水浸水対策のため設置されている都市下水路４ポ
ンプ場の設備能力の維持確保及び向上のための更新費
用であり，必要経費である。

　公共下水道事業との整合性を図りながら，効率的な
整備を検討していく。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　都市化の進行に伴う土地利用の変化や，近年の気象変動による局地的なゲリラ豪雨等により，各地で浸水が頻
繁に発生していることから，市民の浸水不安解消に向け，都市下水路４ポンプ場の老朽化が進んでいるポンプ等
設備について，長寿命化計画（国認証事業）に基づき，改修及び更新（本事業では主に機械設備の改修）等を計
画的に実施し,設備の延命化と併せてライフサイクルコストの最小化を図っており，今後も適正な施設機能管理
をしていくため，計画の継続が必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は，地域の浸水被害を防除し，市民の生命，
財産を守るために設置した都市下水路４ポンプ場の施
設設備を更新するものであり，極めて公平性が高く，
受益者負担の視点には馴染まない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

13

44

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

命を守る対策の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害が発生したときに人命の保護が最大限
図れるように，豪雨や地震等の自然災害に対して，さま
ざまな都市基盤の脆弱性が克服され，建築物の耐震化等
の防災対策及び災害に対して迅速な避難が可能となるよ
う施設整備が行われた社会をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 0 92

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 0 30,338 39,900

(人) 3.00 3.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

再任用職員３名で業務に当
たっている

 正規職員 (千円) 0 0 21,900 21,900

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 21,900

9,000

 人役数 (人) 3.00 3.00

21,900

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 8,438

 県費 (千円) 4,132 9,000

18,000

 一般財源 (千円) 0 0 4,306

2,375個 3,274個

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 1,299個

目標
評
価
指
標

Ａ 感震ブレーカーの配付数
目標

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 感震ブレーカーの配付数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

高知県地震火災対策推進計画に基づき，地震火災対策を重点的に推進する高知市内
の９地区の世帯すべてへの配付・設置

平成31年度

意図
どのような状態
にしていくのか

地震による通電火災が発生しない状態

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　地震火災の主な出火原因として，電気に起因する火災が多いことから，Ｌ１地震の津波浸水予測区域外を基本とし，高知県
が人口や建物の密集度や延焼のしやすさ等を評価指標として抽出した地震火災対策を重点的に推進する高知市内の９地区に感
震ブレーカーを配付・設置するもの。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
地震火災対策を重点的に推進する高知市内の９地区の世帯（一宮東，加賀野井，前
里，旭北，旭駅周辺，東久万，小高坂東，小高坂西，薊野西秦東）

事業開始年度 平成28年度

事業終了年度

地震火災対策事業実施運用基準

高知市地震火災対策計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等 高知県地震火災対策指針，高知県地震火災対策推進事業費補助金交付要綱

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

施策

　所管部署 予防課 　所属長名 宮本正之

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 地震火災対策事業
　所管部局 消防局 　部局長名 髙井祐介
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続 　近年，全国各地で大規模な自然災害が発生し大勢の尊い生命が失われている。高知市においても南海トラフ地
震対策が喫緊の課題で，各部局では様々対策が取られている。消防局でも，阪神淡路大震災，東日本大震災，熊
本地震等の教訓から地震による通電火災を防止するため，重点推進９地区に感震ブレーカーの配付・設置を進め
ているが留守宅への配付・設置について検討を加える必要がある。更に今後は重点推進９地区に限らず高知市内
すべての世帯が設置することを検討していく必要があると考える。

 B 改善を検討し，事業継続

　配付・設置を行う地区は，Ｌ１地震の津波浸水予測
区域外を基本とし，高知県が人口や建物の密集度，延
焼のしやすさ等を評価指標として９地区を抽出してい
る。経費については，高知県と高知市が感震ブレー
カー購入費の２分の１をそれぞれ負担し無償配付とし
ている。今後は，これらの地区以外でも地震による通
電火災が発生した場合，様々な要因で延焼拡大するこ
とは考えられるので通電火災の未然防止のため，その
他の地域についても設置指導が必要である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　配付・設置の手法としては，現状が望ましいが，留
守宅への対応として日曜日の配付・設置を検討してい
る。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

C

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　予防課予防啓発担当職員の配付・設置のための訪問
が平日のため留守が多く進捗率が全体の約55パーセン
トと伸びなかった。また，ブレーカーにも様々な機種
がありパワー不足やストローク不足などにより消防局
で購入した感震ブレーカーが設置できないものも存在
した。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

C

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　地震火災の主な原因として，電気に起因する火災が
全体の約60パーセントと多いことから出火防止に有効
な対策である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　感震ブレーカーの配付・設置のため当該地区を訪問することにより，住民の防火意識の向上に繋がったが，配付・設置のための訪問が平日のため
留守が多く進捗率が伸びなかったこと，及びブレーカーに様々な種類がありそれぞれに適合した感震ブレーカーが必要であることが判明したことか
ら，必要な対策を取る必要がある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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　部局長名 　髙井　祐介

　所属長名 　片田　浩

１　事業の位置付け

05

13

46

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 救急救命講習の普及啓発
　所管部局 　消防局

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

施策

　所管部署 　警防課

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

ー

意図
どのような状態
にしていくのか

応急手当の重要性，必要性を理解し命の大切さを学び応急手当を普及促進し，救命率向上を図る

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・応急手当の重要性について講話
・訓練用人形やＡＥＤトレーナーを使用しての実技訓練の実施
・バイスタンダー（現場に居合わせた延命処置・応急処置が実施可能な人）のさらなる養成

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 市民（市内公立中学校２年生等），事業所及び自主防災組織等
事業開始年度 平成25年度

事業終了年度

応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱

高知市消防署所再編計画2015

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
ＣＰＡ（心肺停止状態）事例に対するＣＰＲ（心肺
蘇生法）実施率

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

応急手当の普及啓発によるバイスタンダーの育成強化

救急蘇生統計（ウツタイン
データ）におけるバイスタ
ンダー有り/心肺停止傷病者
数×100で％を算出

実績 55.7％ 56.8％ 57.4％

目標
評
価
指
標

Ａ
ＣＰＡ（心肺停止状態）事
例に対するＣＰＲ（心肺蘇
生法）実施率

目標 58％ 60％

Ｂ

Ｃ

実績

62％ 63％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,718 1,613 2,494

 県費 (千円) 603 550 464

1,541

 一般財源 (千円) 1,115 1,063 2,030

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

1,541

 人役数 (人) 6.00 6.00 6.00 6.00

43,800

正職員６名で業務に当たっ
ている。

 正規職員 (千円) 43,800 43,800 43,800 43,800

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 43,800 43,800 43,800

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 45,518 45,413 46,294 45,341

(人) 6.00 6.00 6.00 6.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 136 137 140

消防・救急・医療体制の強化
め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害発生直後から，人命の保護を最優先し
て救助・救急，医療活動等が迅速に行われ，それがなさ
れない場合も必要な対応ができるよう，体制強化や機能
強化をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　現在，年間約3,000人規模でバイスタンダーの育成がなされているが，救急件数の増加に伴いＣＰＡ事例に遭遇する可能性が高くなると予想され，
実績の上昇は見られているものの目標には至っていない。原因としては，心肺停止傷病者発生時に周りにバイスタンダーが不在等であったことが大
きな原因と考える。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱及
び高知市消防署所再編計画2015に基づき適切に実行さ
れており，さらには市民のニーズも非常に高く今後も
継続が必要である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

C

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　高知市消防署所再編計画2015に基づき適切に実行さ
れているが，事業成果指標の達成状況は，５で記載の
理由により目標達成とは至っていない。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　救急救命講習の普及について，講習内容を普通救命
講習Ⅰ，Ⅲ，上級救命講習，スクール事業，その他の
救命講習と市民ニーズに合わせて行っており，手法自
体は現状が最適である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　平成６年から平成29年度までに救命講習を受講したバイスタンダー７万人（市民５人に１人）が育成目標であ
り，平成27年末で約８万４千人を超え，一旦は目標を達成した。
　今後は，平成34年末までに12万人（市民３人に１人）を目標に再設定し，救命現場での心肺蘇生法が実施でき
るバイスタンダーの育成を図るとともに，併せて救命講習の指導者育成に向けても推進していく。

 B 改善を検討し，事業継続

　救急救命講習については，個人（団体）を問わず，
平等に受講に必要な申し込み等がしっかりと行われて
おり，市民とのトラブルなどは見受けられない。しか
し，財源については，受益者からの徴収はなく一般財
源及び一部県補助で賄っているのが現状であり，予算
確保に苦慮しているところである。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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　部局長名 　髙井　祐介

　所属長名 　片田　浩

１　事業の位置付け

05

13

46

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

消防・救急・医療体制の強化
め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害発生直後から，人命の保護を最優先し
て救助・救急，医療活動等が迅速に行われ，それがなさ
れない場合も必要な対応ができるよう，体制強化や機能
強化をめざします。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 656 820 308

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 219,243 272,272 101,489 77,825

(人) 0.25 0.25 0.25 0.25

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員１名で担当し，他の
業務を勘案し算出したも
の。

 正規職員 (千円) 1,825 1,825 1,825 1,825

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,825 1,825 1,825

0

 人役数 (人) 0.25 0.25 0.25 0.25

1,825

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円) 217,300 269,200 99,300 76,000

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 217,418 270,447 99,664

 県費 (千円)

76,000

 一般財源 (千円) 118 1,247 364

４台 ３台

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 ２台 ９台 ４台

目標
評
価
指
標

Ａ
消防車両及び資機材の更
新，整備

目標 ３台 ９台

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 消防車両及び資機材の更新，整備

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

第３次実施計画，高知市消防署所再編計画2015及び高知市消防局消防車両更新基本
計画に基づき実施するもの

意図
どのような状態
にしていくのか

緊急車両の走行不能な空白期間が生じないように更新整備し，万全な消防力を維持する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・計画的な消防車両及び資機材の更新，整備

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市が保有する緊急車両等
事業開始年度

事業終了年度

高知市消防車両等管理規程　

高知市消防局消防車両更新基本計画　高知市消防署所再編計画2015

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 消防ポンプ自動車整備事業
　所管部局 　消防局

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

消防法　消防組織法　消防力の整備指針

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

施策

　所管部署 　警防課

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　近年多種多様化する自然災害や大規模火災等において，迅速に消防組織として人命救助等に対応していくため
には，今後も必要不可欠な事業である。

 B 改善を検討し，事業継続

　消防ポンプ自動車整備の目的は，緊急車両の走行不
能や使用不能を防ぐためであり，有事の際に市民を災
害から守るためであり公平性・公益性は保たれてい
る。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　事業実施手法は妥当であるが，コスト面についての
削減は困難である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　消防ポンプ自動車は，高知市署所再編計画2015及び
高知市消防局消防車両更新基本計画により，適切に実
行されており計画に基づき継続していかなければなら
ない。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　市民等の安全安心を守るために，災害発生時に迅速
に活動開始するためには切り離すことのできない事業
であり，消防ポンプ自動車整備の更なる充実にむけて
今後も継続していかなければならない。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　万全な消防力を維持するためには，高知市消防署所再編計画2015及び高知市消防局消防車両更新基本計画に基づく更新，整備が必要である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

03

08

26

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

安全で安心な教育環境の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　学校・家庭・地域社会が一体となって児童生徒の教育
に取り組むとともに，学校施設・設備の計画的な整備や
中学校給食の完全実施により，次代を担う子どもたちが
安全で安心して教育を受けられる環境整備をめざしま
す。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 17 11 13

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 5,810 3,500 4,217 365

(人) 0.05 0.05 0.05 0.05

 その他 (人) 0.00 0.00 0.00

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

正職員１名で業務に当たっ
ている。

 正規職員 (千円) 365 365 365 365

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 365 365 365

0.00

0

 人役数 (人) 0.05 0.05 0.05 0.05

365

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 5,445 3,135 3,852

 県費 (千円)

0

 一般財源 (千円) 5,445 3,135 3,852

61% 81.4%

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 38.9% 49.1% 66.1%

目標
評
価
指
標

Ａ
校内放送デジタル化対応済
校数割合

目標 - 37.3%

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 校内放送デジタル化対応済校数割合

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

計画期間内に全校へデジタル化対応を行うもの

平成32年度

意図
どのような状態
にしていくのか

校内自主放送の配信をデジタル放送波に変更

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

必要なデジタル変調器とその周辺機器の整備

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市内の市立小・中学校（全59校）
事業開始年度 平成25年度

事業終了年度

2011高知市総合計画　第３次実施計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 教育環境支援課 　所属長名 岩原　圭祐

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 校内放送デジタル化事業
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　情報技術の進歩に合わせていかなければ，機器そのものが使用不可になる等により，円滑な業務遂行に影響を
及ぼすため，将来を見据え適切な時期に機器の刷新を行うことは，必要不可欠である。

 B 改善を検討し，事業継続

　全学校を対象としているため，偏りは生じない。機
器設置の順序については，まずデジタルテレビ化が進
んでいる中学校を整備し，小学校に関しては前記のと
おり，近日に放送卓の入替えを予定しているものを除
き，順次整備を行っている。

　機器の費用等は高額となることから，学校配当予算
での負担は困難であるため，本課予算での対応が妥
当。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　当該機器のみの購入以外にも，放送卓の入替え時に
入札に含める等して，コスト削減に努めている。よっ
て，機器の購入に当たっては，近日に放送卓の入替え
が無いかを確認している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　平成29年度は目標を達成している。ただし，平成30
年度は機器購入及び設置費に係る予算が付かず，他の
予算執行の状況を踏まえ，流用等での対応となること
から，達成見込みは不明確である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　近年情報機器のデジタル化は急速に進んでおり，対
応を放置すれば，機器の使用不可，またそれに伴う人
的コスト増加等の可能性が高まる。

　既に校内のデジタルテレビの導入が進められている
ことから，合わせて校内自主放送もデジタル化を図っ
ていく。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　情報機器がデジタル化するに当たっての対応事業であるため，新たに何かができるというわけではない。
　ただ，これに伴い，校内放送におけるアナログ・デジタルの各設定変更が不要となり，教員の負担は軽減される。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

03

08

27

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

池上　哲夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 青少年健全育成施設管理事業
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 生涯学習課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

・青少年ふれあい広場：青少年が自然の中で自由に遊べる環境を保持する。
・児童遊び場：青少年の利用が確認されている児童遊び場については遊具の安全管理を行いながら，遊び場としての環境を保持す
る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・青少年ふれあい広場：清掃・除草を実施することで青少年が自由に遊べる環境を保持する。ただし，アスレチック部分については
遊具の劣化が著しいため，青少年の安全確保の点から撤去を行う。
・児童遊び場：主に安全確保のための修繕等になる。ただし，高知市全体の方針として公園の一元管理化が示されていることから，
児童遊び場の一次的な管理責任者である校区青少年育成協議会と協議しながら，児童遊び場数を減らしていくことになる。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に （主に）青少年
事業開始年度 昭和41年度

事業終了年度

児童遊び場設備貸与規程

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 青少年ふれあい広場の清掃・除草回数（年間）

Ｂ
児童遊び場の移管及び廃止件数（公園管理の一元
化）

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

清掃・除草回数が適正に行われることで青少年ふれあい広場の環境保持がされているものと考える。

移管及び廃止件数により一元化の達成度合を図れるものと考える。

※青少年ふれあい広場につい
ては，平成30年度から,18回か
ら11回に減っている。これは
広場にイノシシがきて地中の
ミミズを食べようとするため
地面が掘り返され，これまで
機械でやってきた除草活動を
手動で行わなければならなく
なったことから，受託業者と
の協議により回数を減らした
もの。

実績 18回 18回 18回

目標 ３件
評
価
指
標

Ａ
青少年ふれあい広場の清
掃・除草回数（年間）

目標 18回 18回

Ｂ
児童遊び場の移管及び廃止
件数（公園管理の一元化）

３件

Ｃ

２件 ２件

実績 ２件 ２件 １件

18回 11回

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 4,432 3,130 2,359

 県費 (千円)

3,247

 一般財源 (千円) 4,432 3,130 2,359

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

3,247

 人役数 (人) 0.10 0.10 0.10 0.10

730

 正規職員 (千円) 730 730 730 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 730 730 730

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 5,162 3,860 3,089 3,977

(人) 0.10 0.10 0.10 0.10

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 15 12 9

青少年の健全な心と体の育成
め
ざ
す
べ
き
姿

　青少年が地域社会の中で健全に育っていくよう，さま
ざまな体験活動を通じて，地域で協力し合い，青少年の
健全な心と体を育む居場所づくりの確保をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

・青少年ふれあい広場：世の中に電子機器が溢れ，大人だけでなく青少年も電子機器を日常的に使用することが常態化している。このような社会環
境において，青少年が成長していく過程で様々な自然体験を通して，自然の大切さ，日本特有の四季折々の変化などを感じ取り，心豊かな成年とし
て人格を形成していくことが極めて重要である。この点，青少年ふれあい広場は広大なフィールドで自由に駆け巡ることができ，一人ひとりが思い
思いに自然の中で過ごすことができる貴重な場所であり，情操教育に資するものと考える。

・児童遊び場：都市公園が市内に充実している現在，児童遊び場数の低減を図ることで，経年劣化しつつある遊具による事故の防止及び公園管理の
一元化，管理経費の削減など多くの成果につながるものと考えている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

①第３次実施計画の重点的な取組として掲載されてお
り，同計画の目標達成や事業の根拠等に結びつくと考
える。

②青少年ふれあい広場については，現地に足を運ぶと
市民の散歩コースやディスクゴルフ等を楽しむ憩いの
場としての機能を果たしていることが分かり，同広場
に対する市民ニーズが一定量あることが認められる。
児童遊び場については，最初の問合せがほぼみどり課
にされている現状を踏まえると，市民の認識としては
都市公園と同等に捉えていると認められ，一元化に対
する潜在的なニーズがあるものと考えられる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

③青少年ふれあい広場・児童遊び場のいずれも概ね順
調に推移している。なお，青少年ふれあい広場につい
ては，平成30年度から,18回から11回に減っている。
これは広場にイノシシがきて地中のミミズを食べよう
とするため地面が掘り返され，これまで機械でやって
きた除草活動を手動で行わなければならなくなったこ
とから，受託業者との協議により回数を減らしたも
の。

④青少年ふれあい広場については施設管理が主となる
ため現内容が妥当と考える。児童遊び場については，
存続を望む地域もあるため，地域と協議しながら一元
化を図っていく現内容が妥当であると考える。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

⑤青少年ふれあい広場・児童遊び場のいずれも現状が
妥当と考える。

⑥青少年ふれあい広場については，民間事業者に同じ
仕様書で見積を取ったところ，現在の契約金額の５倍
近い見積金額が提示されており，現契約がもっともコ
ストパフォーマンスが高いと考える。児童遊び場につ
いては，一元化を図ろうとしており，本事業そのもの
がまさに類似事業との統合を図るものである。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

・青少年ふれあい広場は，青少年が自然の中で体験活動を行うのに適した広場であり，市内では貴重な空間と
なっており，現状での継続が望ましい。
・児童遊び場については，公園管理との一元化を目指して調整を進めていく。

 B 改善を検討し，事業継続

⑦青少年ふれあい広場・児童遊び場のいずれも特定の
個人・団体を対象としているものではなく，公平性が
保たれていると考える。

⑧青少年ふれあい広場・児童遊び場のいずれも施設の
性質上無料で利用されるものであり，現状の受益者負
担割合として妥当であると考える。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

09

29

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

池上　哲夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 学校施設の開放推進事業
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 いきいきと学び楽しみ，活躍できるまち

施策

　所管部署 生涯学習課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

・生涯学習の振興を図るため，身近な学習の場として開放する。
・単なる「貸し会場」ではなく，開かれた学校としての活用を図り，地域と共存する学校を目指し，また地域の教育力を高め
ることでそれぞれのグループの学習成果が地域や学校に還元されることを期待している。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・地域住民の生涯学習活動の場として，学校の余裕教室を開放。
・現在，高知市立学校を19校開放している。
・具体的には，コーラス・室内楽の練習，保護者会，地区会，外国人対象の日本語教室，講演会，健康体力づくり，勉強会，
会議，子供会等に利用されている。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
原則として高知市民であって，校区内の成人を代表者とするグループ・団体で，事
前登録をしたもの

事業開始年度 平成６年度

事業終了年度

高知市総合計画，高知市立学校開放教室利用のきまり

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 生涯学習室の利用件数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

生涯学習室の利用件数の維持が望ましい。

実績 928件 1,039件 1,149件

目標
評
価
指
標

Ａ 利用件数
目標 950件 950件

Ｂ

Ｃ

実績

950件 950件

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 0 0 0

 県費 (千円)

0

 一般財源 (千円) 0 0 0

　平成29年度は，生涯学習室修理
のため不使用

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人) 0.03 0.03 0.03 0.03

219

 正規職員 (千円) 219 219 219 219

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 219 219 219

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 219 219 219 219

(人) 0.03 0.03 0.03 0.03

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 1 1 1

学びが広がる生涯学習の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　市民一人ひとりが自らの学習欲求を満たし，その資質
や能力を高めるとともに，地域社会の中で学習成果を発
揮することができるように，多様な学習機会の提供及び
学習環境の整備を行い，自由な創造力と自律性を兼ね備
え，地域を愛する人々であふれるまちづくりをめざしま
す。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　学校の余裕教室を活用する事業であるため，老朽化等に伴う修繕等については，生涯学習室に係る予算以外で対応する場合がある。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，学校の余裕教室の有効活用と市民の生涯
学習活動意欲の支援を目的としており，「高知市文化
振興ビジョン」に生涯学習活動の推進の具体的な取組
として掲げられている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　生涯学習室の利用については安定しており，地域に
おける需要はある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　申請書・報告書ともに様式が煩雑でなく，利用者に
とっても簡易な手続きにより生涯学習室を使用できる
ようになっている。
　学校と連携し対応できている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　平成29年度に関しては，利用者からの苦情・要望等もなく，順調な運営がなされており，利用件数は伸びてい
るが，登録団体は固定化傾向にあるため，広報活動や周知について利用者や地元住民の協力を求め，推進してい
く必要のある事業である。

 B 改善を検討し，事業継続

　対象が高知市民であり，利用に係る制約条件も少な
く，広く多くの人が利用できる。
　使用料は無料である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

09

29

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

学びが広がる生涯学習の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　市民一人ひとりが自らの学習欲求を満たし，その資質
や能力を高めるとともに，地域社会の中で学習成果を発
揮することができるように，多様な学習機会の提供及び
学習環境の整備を行い，自由な創造力と自律性を兼ね備
え，地域を愛する人々であふれるまちづくりをめざしま
す。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 2 2 2

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 742 742 741 750

(人) 0.10 0.10 0.10 0.10

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 730 730 730 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 730 730 730

20

 人役数 (人) 0.10 0.10 0.10 0.10

730

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 12 12 11

 県費 (千円)

20

 一般財源 (千円) 12 12 11

5人 5人

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 4人 11人 5人

目標 70件
評
価
指
標

Ａ 新規登録者数
目標 5人 5人

Ｂ 登録件数
70件

Ｃ

70件 70件

実績 65件 68件 65件

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 新規登録者数

Ｂ 登録件数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

個人，団体の登録者が増えることが望ましい。

登録件数が維持又は増加することによって，市民のさまざまなニーズに応じることができる。

意図
どのような状態
にしていくのか

高度情報化社会に即応し，インターネットでの情報提供や冊子など，市民の利便性に即した情報提供を行い，生涯学習活動の
充実・推進を目指し，市民の学習活動の支援を行う。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

さまざまな分野の生涯学習の指導者・講師をあらかじめ登録しておく人材バンク事業。人材の情報は高知市ホームページ及び
小冊子で紹介。小冊子は関係機関等への配布。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市民，高知市地域に関わる人，団体，施設
事業開始年度 平成６年度

事業終了年度

高知市生涯学習人材バンク事業実施要綱

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 いきいきと学び楽しみ，活躍できるまち

施策

　所管部署 生涯学習課 　所属長名 池上　哲夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 人材バンク事業
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　地域の多様な学習意欲や地域課題に対応し，生涯学習活動を推進するために，様々な教室・講座が地域で開催
されている。これらの教室・講座を準備するために，最も重要な講師情報がこの人材バンク事業でまとめられて
おり，継続する必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　インターネットを使い，広く公開している。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　現在，登録者との継続の依頼時と小冊子の発行時の
郵送料のみの費用で行っている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　登録者が大きく増えることはないが，ほぼ横ばいで
継続している。
　情報発信を行えば，あとは市民が自由に利用でき
る。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　市民の学習意欲の高まりとともにニーズは増えてい
る。
　講師希望の人材情報を簡単に手に入れることができ
る。
　教えたい，教わりたいという双方の生きがいにつな
がる。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

B

3.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

・市民の学習活動において，講座等を企画する際に人材バンクが活用されている。
・公民館やふれあいセンターなど，講座・教室を企画するためにも活用されている。
・事業としては人材情報の提供のみで仲介を行っていないため，人材バンクに登録のある個人・団体に講師等の依頼をした件数は集計しておらず，
依頼する市民と依頼される講師の満足度は不明。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

03

09

29

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

池上　哲夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 地域生涯学習活動支援事業
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 いきいきと学び楽しみ，活躍できるまち

施策

　所管部署 生涯学習課 　所属長名

－

意図
どのような状態
にしていくのか

自主的で継続的な生涯学習活動の活性化を図り，学習によって得た知識や人間関係を日常生活や住みよい地域づくりに活か
す。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・学級・講座開設事業により，自主的な生涯学習活動を行う団体に対して，社会教育指導員の指導助言，講師謝金の助成等を
実施
・学級・講座の運営に係る説明会の開催
・自治公民館等での自主的な生涯学習活動に携わる指導者育成のための学習リーダー研修会の開催

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市内の自治公民館や地域の各種団体等による自主学習グループ
事業開始年度 昭和48年度

事業終了年度

高知市総合計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 学級・指定学習グループ事業参加者数

Ｂ
学修リーダー研修会及び学級・講座運営説明会への
参加者数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

生涯学習活動への参加者数の維持又は増加を，自主学習活動を行う団体に対する支
援の成果の指標とする。
生涯学習活動の指導者育成のための研修会等への参加者数の維持・増加を，地域
リーダーの育成の成果の指標とする。

実績 10,314人 9,108人 9,164人

目標 150人
評
価
指
標

Ａ
学級・指定学習グループ事
業参加者数

目標 10,400人 10,400人

Ｂ
学修リーダー研修会及び学
級・講座運営説明会への参
加者数

150人

Ｃ

150人 150人

実績 146人 121人 129人

10,400人 10,400人

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,858 1,817 1,862

 県費 (千円)

1,866

 一般財源 (千円) 1,858 1,817 1,862

・学級・講座講師謝金助成額
・学習リーダー研修会講師謝金

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

1,866

192

 人役数 (人) 0.20 0.20 0.20 0.20

922

 正規職員 (千円) 730 730 730 730

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 922 922 922

192 192

0.10

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 2,780 2,739 2,784 2,788

(人) 0.10 0.10 0.10 0.10

 その他 (人) 0.10 0.10 0.10

②
概
算
人
件
費
等

192

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 8 8 8

学びが広がる生涯学習の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　市民一人ひとりが自らの学習欲求を満たし，その資質
や能力を高めるとともに，地域社会の中で学習成果を発
揮することができるように，多様な学習機会の提供及び
学習環境の整備を行い，自由な創造力と自律性を兼ね備
え，地域を愛する人々であふれるまちづくりをめざしま
す。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　講座開設の目的である教養の向上や健康増進，地域課題解決や生きがいづくりなどについて，学習活動を行った市民にとってどういう効果があっ
たのかや，地域での人間関係のつながりの強化などについては評価指標では表せないが，参加者の声や実施報告書の内容から，学習成果に対する満
足度は高いと考えられる。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　市民への生涯学習の機会の提供について，市立公民
館事業ではカバーできないニーズに応え，より地域に
密着した身近な施設で学習活動に参加できる。
　高齢者や子どもを中心に，自宅から近い施設での学
習機会の提供に対するニーズがある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　学級・講座は自主運営のため，世話役が高齢化等に
よりいなくなり，閉級した学級も複数あったことによ
り，参加者数が減少し，評価指標Ａの目標値達成には
至らなかった。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　自主的な学習活動を支援するスタイルは，低コスト
で実施できることから，現状が最適であると考える。
　講師謝金助成のほか，講座内容や講師に関するアド
バイスも行っている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　学級・講座開設事業により，地域の生涯学習活動の推進が図られている。今後は，事業についてより広く周知
するため，自治公民館等の地域団体や学校，保育園等への広報活動の見直しを行うとともに，変化する時代に応
える支援の形を検討する。

 B 改善を検討し，事業継続

　学級・講座の開設にあたっては，広く自治公民館等
や学校，保育園に募集案内をしているが，少し固定の
傾向が見られる。
　学習計画の一部についての講師謝金助成を行ってお
り，受益者負担は適正な負担割合と考えられる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

09

29

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

学びが広がる生涯学習の推進

め
ざ
す
べ
き
姿

　市民一人ひとりが自らの学習欲求を満たし，その資質
や能力を高めるとともに，地域社会の中で学習成果を発
揮することができるように，多様な学習機会の提供及び
学習環境の整備を行い，自由な創造力と自律性を兼ね備
え，地域を愛する人々であふれるまちづくりをめざしま
す。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 61 63 64

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 20,305 21,074 21,200 19,278

(人) 1.80 1.80 1.80 1.50

 その他 (人) 0.02 0.02 0.02

②
概
算
人
件
費
等

36

 正規職員

・高知市公民館連絡協議会
事務局としての人件費
・高知市自治公民館運営補
助金交付事務人件費

 正規職員 (千円) 13,140 13,140 13,140 10,950

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 13,176 13,176 13,176

36 36

0.01

8,210

18

 人役数 (人) 1.82 1.82 1.82 1.51

10,968

・高知市自治公民館運営補助金
・高知市公民館連絡協議会補助金
・高知市公民館連絡協議会郷土演
芸大会補助金

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円) 91 100 100 100

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 7,129 7,898 8,024

 県費 (千円)

8,310

 一般財源 (千円) 7,038 7,798 7,924

169館 169館

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績 168館 165館 168館

目標 1,000人
評
価
指
標

Ａ
自治公民館運営補助金交付
館数

目標 169館 169館

Ｂ
高知市公民館連絡協議会主
催事業への参加者数

1,000人

Ｃ

1,000人 1,000人

実績 969人 978人 859人

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 自治公民館運営補助金交付館数

Ｂ 高知市公民館連絡協議会主催事業への参加者数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

地域の社会教育活動の拠点施設数の確保を，自治公民館に対する支援の成果の評価指標とする。

地域リーダーの育成，郷土文化の保全等を目的とした事業への参加者数の維持又は
増加を，協議会に対する支援の成果の評価指標とする。

－

意図
どのような状態
にしていくのか

・社会教育活動の推進，住民の教養の向上，住民同士の絆づくり，地域課題解決のための地域づくりを図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・高知市における地域社会教育の振興を図るため，一定地域内に組織された住民が，社会教育活動を推進するために必要な地
域の拠点自治公民館（市立公民館に類似する施設）を運営することに対して，補助金を交付する。
・市立公民館41館及び自治公民館173館で構成される高知市公民館連絡協議会が行う事業に対する支援を行うことで，地域
リーダーの育成，公民館の相互連携，地域課題解決のための地域づくり，郷土文化の保全等を図る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 自治公民館及び市立公民館関係者，地域住民
事業開始年度 昭和56年度

事業終了年度

高知市自治公民館運営補助金交付要綱，高知市公民館連絡
協議会補助金交付要綱，高知市公民館連絡協議会郷土演芸
大会補助金交付要綱

高知市総合計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 いきいきと学び楽しみ，活躍できるまち

施策

　所管部署 生涯学習課 　所属長名 池上　哲夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 自治公民館育成･支援事業
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　高知市の社会教育において，高知市公民館連絡協議会及び自治公民館の果たす役割は大きい。
　今後も自治公民館の育成・支援事業を継続して実施することで，市民と行政の協働による社会教育活動の推進
や課題解決のための地域づくりを図る必要がある。

 B 改善を検討し，事業継続

　なるべく多くの住民に事業への参加の機会を提供で
きるよう，広く参加を呼びかけている。
　高知市公民館連絡協議会及び自治公民館は，自主財
源と補助金等により適正な運営を行っている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　高知市公民館連絡協議会の事務局を生涯学習課職員
が担う形を継続していることで，重要な事業を継続し
て安定的に運営することが可能となっている。
　自治公民館運営補助金の事務量が多いため，平成30
年度に見直しを行い，効率化を図っている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　自治公民館関係者の高齢化により，事業への参加者
数は横ばいの状態となっている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　生涯学習活動の推進に直結する事業である。
　高齢化や地域のつながりの希薄化等への危機感か
ら，事業に対するニーズは増加している。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　昭和31年に高知市公民館連絡協議会が発足し，以後，協議会がつなぐ形で自治公民館と市立公民館の両輪により，高知市の細部にわたる社会教
育・生涯学習が推進されてきた。
　地域に密着した身近な施設である自治公民館で行われる社会教育活動や，いきいき百歳体操等により，地域住民の教養の向上や健康増進が図られ
ている。
　また，こうした活動が地域の課題解決や地域の活性化につながり，活動を通して地域住民の間の絆づくりが図られている。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

１　事業の位置付け

03

09

30

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

永野　哲也

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 体育施設改修事業
　所管部局 教育委員会 　部局長名

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

スポーツ基本法

政策 いきいきと学び楽しみ，活躍できるまち

施策

　所管部署 スポーツ振興課 　所属長名

－(一部，平成29年度)

意図
どのような状態
にしていくのか

　市民が身近にスポーツへに親しむことができるようすると共に，競技水準の向上を図ることができるようにする。また，プ
ロスポーツ・アマチュアスポーツのキャンプ誘致等に寄与できるようにする。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　総合運動場においては，各施設の改修工事を計画的に実施する。また，東部総合運動場においては多目的ドームを建設す
る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
　市内外のスポーツ愛好家・各競技団体・プロスポーツ団体・アマチュアスポーツ
団体など

事業開始年度 －(一部，平成26年度)

事業終了年度

高知市運動場条例・同条例施行規則，高知市東部総合運動場管理条
例・同条例施行規則

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 総合運動場施設整備事業費　整備件数

Ｂ H29に東部総合運動場多目的ドームを供用開始

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

限られた予算の中で計画的に改修工事を実施する。

H29のオリックス秋季キャンプまでに供用開始する。

実績 4件 12件 8件

目標 実施設計完了
評
価
指
標

Ａ
総合運動場施設整備事業費
整備件数

目標 4件 4件

Ｂ
H29に東部総合運動場多目
的ドームを供用開始

建設工事開始

Ｃ

建設工事完了 －

実績 実施設計完了 建設工事開始 建設工事完了

4件 4件

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 55,657 963,335 995,510

 県費 (千円)

137,766

813,004 4,543

 一般財源 (千円) 31,757 58,215 62,451

事業費決算・予算額

財
源
内
訳

 国費 (千円) 7,020 24,959

 その他 (千円) 5,300

 市債 (千円) 23,900 898,100 902,800 102,600

 翌年度への繰越額　　　(千円) 120,000

35,166

 人役数 (人) 1.10 1.20 1.30 1.00

7,300

 正規職員 (千円) 8,030 8,760 9,490 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 8,030 8,760 9,490

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 63,687 972,095 1,005,000 145,066

(人) 1.10 1.20 1.30 1.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 191 2,927 3,045

ライフステージに応じた生涯スポーツの推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　市民一人ひとりが，いつでも，どこでも，誰とでも，
いつまでも楽しく安全にスポーツ活動に親しむことがで
きる生涯スポーツ社会の実現に向けて，「する」スポー
ツ，「みる」スポーツ，「ささえる」スポーツの推進に
取り組むことにより，スポーツを通じて活性化するまち
づくりをめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　総合運動場においては，平成28年度に総合体育館の屋内プール・メインアリーナ・サブアリーナの天井耐震補強工事を，平成29年度に同体育館の
外壁耐震補強工事を行って利用者の安全と安心を確保するとともに，避難所に指定されていることから災害発生時でも避難所機能を損なわないよう
にすることができた。また，総合体育館屋内プールとテニスコート下駐車場は照明器具を全てＬＥＤ化し，従前よりも明るく快適な環境を提供する
とともに省エネルギーにも寄与することができた。今後も引き続き予算確保に努め，老朽化や破損している施設の改修を実施していく必要がある。
　東部総合運動場多目的ドームは平成29年９月12日から供用を開始し，愛称を募集して「しらさぎドーム」と決定した。直後に行われたオリックス
秋季キャンプでは選手のみならずチーム関係者らから高評価を受けることができ，供用開始から約半年で15,000人弱の利用があった。今後は施設の
機能が低下しないよう，適切な維持管理が必要である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，総合計画で掲げた「スポーツを通じて活
性化するまちづくりを目指す」ため，重点的に取組む
とした「スポーツ施設の充実」の趣旨に合致してい
る。
　新しく建設したしらさぎドームは供用開始から約半
年で15,000人弱の利用があり，多くの市民に親しんで
いただいている。また，総合運動場においては，改修
後の施設に対して「室内が明るくなった」「プールの
水質が良くなった」等の高評価をいただいている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａについては，各年度において限られた予
算額の中で，業務の進行管理を適切に行ってきてい
る。
　評価指標Ｂについては，平成27年度から平成29年度
までの３か年の継続事業とし，附帯工事や備品購入等
も含めて平成29年９月の供用開始までに全て完了する
ことができた。
　今後も引き続き必要な予算額の確保に努めるととも
に，業務の進行管理を行って事業成果の向上を図って
いく。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　指定管理者である高知市スポーツ振興事業団からの
工事要望に基づいてスポーツ振興課内で優先順位を決
定して概算事業費の見積を依頼し，これらを公共施設
マネジメントの観点から再度検討・評価をして予算要
求に反映している。
　また，小額な工事や工種が似通っているもの等につ
いてはまとめて発注したり，発注時期が業者の繁忙期
にならないよう進行管理を行う等してコスト削減に努
めている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　総合運動場は，長寿命化計画に沿って，計画的な修繕整備を行っている。また，東部総合運動場には，新たに
多目的ドームが完成し，スポーツ施設の環境整備ができ，スポーツツーリズムの推進や，利用者の増加につな
がっている。今後も，予算の範囲内で，改修を行い，施設の利用向上を図っていく。

 B 改善を検討し，事業継続

　業務の発注は競争入札や競争見積により行ってお
り，業者の選定も契約課に届出のあった競争入札参加
資格者名簿の中から行っている。
　業務の実施に当たっては，交付金や起債等，有利な
財源がないか研究しており，対象となる業務であれば
これを活用して一般財源の低減を図っている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

04

08

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

平和理念の普及と人権尊重の社会づくり
め
ざ
す
べ
き
姿

　平和を守り人権が尊重される社会の実現のため，人々
の憲法に対する理解を深めるとともに，教育や啓発の充
実を図り，差別や偏見のない地域社会の確立をめざしま
す。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 8 8 8

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 2,800 2,708 2,709 2,802

(人) 0.30 0.30 0.30 0.30

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 2,190 2,190 2,190 2,190

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 2,190 2,190 2,190

612

 人役数 (人) 0.30 0.30 0.30 0.30

2,190

　本事業に係る決算額は，
平和教育に特化したもので
はなく，児童生徒及び教職
員の人権意識向上のために
実施される学習活動・校内
研修会等に係る支援全体に
対する経費である。

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 610 518 519

 県費 (千円)

612

 一般財源 (千円) 610 518 519

59校 59校

Ｄ
目標

実績

目標

実績

  平成28年度から義務教育
学校の設置に伴い，指標の
対象とする学校数が59校
（高知商業高，かがみ幼稚
園を除く）になった。

実績 61校 59校 59校

目標
評
価
指
標

Ａ
平和に関する学習を実施し
た校数

目標 61校 59校

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 平和に関する学習を実施した校数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

市立学校59校における，平和教育を推進する学習の実施状況を指標とする。

意図
どのような状態
にしていくのか

児童生徒の発達段階に即し，各教科等のねらいと関連づけながら，学校教育活動全体を通じて平和教育が推進され，児童生徒
及び教職員の平和を希求する意識が向上する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・人権教育研修等の場を通じて，教職員の資質・指導力の向上を図る。
・各学校の要請に応じて校内研修への支援を行い，学校の教育計画や人権教育年間指導計画等の改善が図られる。
・総合的な学習の時間における平和学習に対する外部講師の紹介及び招聘のための謝金支出を行う。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市立学校児童生徒及び教職員
事業開始年度 昭和48年度

事業終了年度

高知市教育大綱　高知市人権教育基本方針　

高知市平和都市宣言　高知市人権教育・啓発推進実施計画（Ｈ27～32）

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

人権教育及び人権啓発に関する法律

高知県人権尊重の社会づくり条例　高知県人権施策基本方針

政策 平和と人権が尊重され，男女が共に輝けるまち

施策

　所管部署 人権・こども支援課 　所属長名 西原　知佐子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 平和教育
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業は，高知市平和都市宣言の理念に基づく事業であり，平和が保たれ人権が尊重された人と人との共生社
会の実現に向けて必要な事業である。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は，全ての市立学校を経費支出の対象として
おり，公平性は十分に保たれている。

　本事業は，人権・平和教育行政として実施している
ものであり，適正な負担割合である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　人権教育主任研修会等の機会を通じ，指導事例の実
践交流を行っており，市立学校においてはそれぞれの
学校の創意工夫のもと，視聴覚教材の視聴や戦争体験
者の体験談を聞き取る等の方法で，平和学習が行われ
ている。

　各学校との間で概ね効率的な事業進行が行われてい
るが，戦争体験者の高齢化が進み，講師の確保が次第
に困難になりつつある。総務部総務課が行う「高知市
平和の日」記念事業との効果的な連携については，今
後も検討が必要である。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　本事業の評価指標は，27年度以降継続して達成状態
にある。
　今後も，適切な支援を行い，現状を維持していく。

　全市立学校において，特別活動や教科等の学習の場
を活用し，平和教育の推進を目指した学習を行ってい
るが，全校一斉学習の形態や，季節的・臨時的な学習
に留まる傾向もあるため，児童生徒の発達の段階に応
じた，効果的な学習となるように取組の点検が必要で
ある。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，高知市平和都市宣言の理念に基づき，平
和を守り人権が尊重される社会の実現を目指すもので
あり，総合計画の中に位置付けられている。

　本市において，様々な人権課題に関する正しい理解
と認識を深める学習の場の提供とともに，平和を尊ぶ
意識を高めるための学びは必要不可欠であり，学校教
育においても，児童生徒の実態や発達段階に応じ，平
和を希求する意識を向上するための学習に，計画的に
取り組んでいくことが一層必要である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　学校教育においては，国の「人権教育の指導方法等の在り方について（第三次とりまとめ）」等の趣旨を踏まえ，様々な人権課題を取り上げた学
習の実践が求められているとともに，教職員自身の知識や指導力を向上させる研修が実施されなければならない。それに加えて，学校の個別の取組
によって平和教育を推進しており，児童生徒及び教職員の平和を希求する意識の向上に寄与している。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

１　事業の位置付け

02

06

16

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

西原　知佐子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 安心の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 特別支援教育就学奨励費
　所管部局 教育委員会 　部局長名

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

特別支援学校への就学奨励に関する法律，同施行令，同施行規則

政策 住み慣れた地域で，自分らしく暮らせるまち

施策

　所管部署 人権・こども支援課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

特別支援学級への就学に係る保護者等の経済的負担を軽減し，特別支援教育の普及奨励を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

特別支援学級に在籍する児童生徒及び通常学級に在籍し一定の障がいに該当する児童生徒の保護者等に対して，負担能力の程
度に応じて，学校給食費や学用品費等を支給

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者等
事業開始年度 昭和46年度

事業終了年度

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
高知市立学校，教育研究所への文書の配付等による
制度の周知実施率

Ｂ 支給区分決定に基づく，各支給費目の援助実施率

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

市立学校，教育研究所での制度案内文書の配付等による制度の周知を行う。

支給区分の決定に応じた各支給費目における必要な援助を行う。

実績 100％ 100％ 100％

目標 100％
評
価
指
標

Ａ
高知市立学校，教育研究所
への文書の配付等による制
度の周知実施率

目標 100％ 100％

Ｂ
支給区分決定に基づく，各
支給費目の援助実施率

100％

Ｃ

100％ 100％

実績 100％ 100％ 100％

100％ 100％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 7,199 7,788 8,501

 県費 (千円)

9,707

 一般財源 (千円) 3,600 3,895 4,257

財
源
内
訳

 国費 (千円) 3,599 3,893 4,244 4,853

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

4,854

1,050

 人役数 (人) 1.50 1.50 1.50 1.50

8,350

正職員２名（平成27年度１
名），臨時職員１名で他業
務も含めて業務にあたって
いる

 正規職員 (千円) 7,300 7,300 7,300 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 8,350 8,350 8,350

1,050 1,050

0.50

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 15,549 16,138 16,851 18,057

(人) 1.00 1.00 1.00 1.00

 その他 (人) 0.50 0.50 0.50

②
概
算
人
件
費
等

1,050

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 47 49 51

障がいのある人への支援
め
ざ
す
べ
き
姿

　障がいのある人やその家族が，必要な時に必要な支援
を受けながら，その人らしく地域の中で暮らすことがで
きる社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　特別支援教育就学奨励費の援助実施に当たっては，支給区分の決定から支給へつなげる事務手順が多くあることから，保護者等への速やかな援助
のために短期間に集中して従事することが必要となる。そのため，電算システム等での効率化が図られるかが課題である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　国の法定義務の事業であり,保護者からは，特別支
援学級への就学に係る経済的負担軽減のニーズは高
く,必要な事業である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　毎年度当初,高知市立小・中・義務教育学校長及び
学校事務職員・特別支援学級担任等に対し,文書等に
よる周知・徹底を図っている。また.教育研究所とも
連携した保護者への周知を行っている。それにより，
必要な援助が行われている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　本事業実施の手法においては，申請から支給までの
事務手順に基づき，概ね効率的に行われているが，さ
らに，保護者等への支給が速やかにできるように，電
算システムの再構築を検討する必要がある。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　国の法定義務の事業であり，教育の機会均等を図る上で重要な事業であることから継続が必要。
 B 改善を検討し，事業継続

　本事業は，学校教育法及び特別支援学校への就学奨
励に関する法律に基づき，対象者への援助を行ってお
り，公平性は保たれている。
　また，国の補助金交付要綱に従い，適正な予算執行
がなされている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

１　事業の位置付け

03

08

25

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

西原　知佐子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 心の教育・命の教育
　所管部局 高知市教育委員会 　部局長名

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

・人権教育及び人権啓発に関する法律
・いじめ防止対策推進法（学校支援アドバイザー派遣事業）

　高知県人権尊重の社会づくり条例　高知県人権施策基本方針

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 人権・こども支援課 　所属長名

-

意図
どのような状態
にしていくのか

・校内人権研修の充実により教職員の資質・指導力の向上が図られ，安心・安全な学校づくりが実現する。
・教職員が校長を中心に，チームとして児童生徒に関わることにより，学校の沈静化が図られている。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・市立学校において実施される，校内教職員人権研修に対し，外部講師を招聘するための報償費を支出する。（校・園内人権
研修講師謝金）
・市立学校６校を指定し，各校それぞれに配置する学校支援アドバイザーの専門的な分野から年間４回の研修会等を行い，学
級経営や生徒指導に関する教員のスキルアップを図る。（学校支援アドバイザー派遣事業）

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
・教職員（校・園内人権研修講師謝金）
・教職員（学校支援アドバイザー派遣事業）

事業開始年度
・昭和48年度
・平成25年度

事業終了年度

・高知市人権教育基本方針
・学校支援アドバイザー派遣事業実施要綱

・高知市人権教育・啓発推進実施計画（Ｈ27～32）

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ
「学校生活が楽しい」「子どもは学校生活を楽しん
でいる」への肯定的回答の割合

Ｂ
学校支援アドバイザー派遣事業における事業推進校
数及び派遣回数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

児童生徒・保護者にとって安心・安全な学校を実現することができているか。

学校の課題，ニーズに応じた大学教授等のアドバイザーを指定校に派遣する。

  アドバイザーの専門的分
野からの指導・助言を行い,
組織的生徒指導の充実を図
るとともに,学力向上等への
波及を図る。

実績 91.3％ 91.1％ 90.5％

目標 ５校４回（100％）評
価
指
標

Ａ
「学校生活が楽しい」「子ど
もは学校生活を楽しんでい
る」への肯定的回答の割合

目標 90％ 90％

Ｂ
学校支援アドバイザー派遣
事業における事業推進校数
及び派遣回数

６校４回（100％）

Ｃ

６校４回（100％） ６校４回（100％）

実績 ５校４回（100％） ６校４回（100％） ６校４回（100％）

90％ 90％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 8,626 9,230 8,850

 県費 (千円) 4,120 4,580 4,310 4,290

9,530

0 0

 一般財源 (千円) 4,500 4,650 4,540

 

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0

5,240

 人役数 (人) 0.40 0.40 0.40 0.40

2,920

 正規職員 (千円) 2,920 2,920 2,920 2,920

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 2,920 2,920 2,920

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 11,546 12,150 11,770 12,450

(人) 0.40 0.40 0.40 0.40

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 35 37 36

生きる力を育む学校教育の充実

め
ざ
す
べ
き
姿

　児童生徒一人ひとりの特性を活かした適切な教育を進
めるとともに，研修等を通じた教職員の資質・能力の向
上等により次代を担う子どもたちが生きる力を育み，確
かな学力の定着と豊かな心の育成，体力の向上をめざし
ます。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

【成果】
・学校評価アンケートの回答結果では，児童生徒及び保護者の肯定的回答の割合が90％を超えており，評価指標としての目標を達成している。
（校・園内人権研修講師謝金）
・各学校の課題に対し，授業参観を通した児童生徒の見立て及び具体的な対応方法，全体講演，学級経営に関する教員個々への示唆，アドバイザー
による公開授業等，それぞれの専門性を生かした研修を行った。研修内容についても，アドバイザーから積極的な提案が得られ，より効果的に展開
することができた。（学校支援アドバイザー派遣事業）
【課題】
・事業を活用する学校数が少なく，広く効果が浸透しているとは言い切れない状況がある。（校・園内人権研修講師謝金）
・特別支援に係る研修及び道徳教育を踏まえた生徒指導のあり方を研究するなど，事業の拡大を目指していく必要がある。（学校支援アドバイザー
派遣事業）

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，全ての人が個性や能力を十分発揮できる
社会の実現をめざすもの，全ての子どもたちが，安心
して楽しく学校生活を送るため，各学校の実態に応じ
た支援を行う事業であり，高知市総合計画にも合致し
ている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　人権研修を実施するに当たり，外部講師を招聘し，
専門的助言を得ることは，学校のニーズに合致してい
る。
　学校支援アドバイザー派遣事業では，各学校の課題
やニーズに応じて，大学教授等の専門的立場からの具
体的な示唆に基づき，年間を通した継続的支援が行わ
れていることから，成果につながっている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　人権教育における講師謝金は，県内の講師を想定し
た謝金単価となっており，県外講師を想定した謝金額
の検討が必要。
　学校支援アドバイザー派遣事業においては，現在の
学校の課題に対応するために，特別支援に係る研修及
び，道徳教育を踏まえた生徒指導の在り方の研究等，
事業内容の拡充を検討していく。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

  学校現場では，特別な支援を要する児童生徒や，児童生徒及び保護者等の精神的不安定等，生徒指導上の課題
も多様化・複雑化しており，専門的な知見からの見立てに基づく助言や医療機関と連携するなどの支援が必要と
なっていることから，事業の継続が必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　本市の生徒指導上の課題等に応じ，実施校を決定し
ており，実施校においては，課題解決につながってい
る。予算上，事業を活用している学校数は限られてい
ることから，事業の拡大を検討していく。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

3.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

09

29

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

学びが広がる生涯学習の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　市民一人ひとりが自らの学習欲求を満たし，その資質
や能力を高めるとともに，地域社会の中で学習成果を発
揮することができるように，多様な学習機会の提供及び
学習環境の整備を行い，自由な創造力と自律性を兼ね備
え，地域を愛する人々であふれるまちづくりをめざしま
す。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 2,004 4,305 15,374

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 669,415 1,429,480 5,073,810 134,600

(人) 6.00 7.00 9.00 2.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 正規職員 (千円) 43,800 51,100 65,700 14,600

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 43,800 51,100 65,700

6,000

 人役数 (人) 6.00 7.00 9.00 2.00

14,600

財
源
内
訳

 国費 (千円) 105,656 419,433 1,536,948

 その他 (千円) 101,359 47,247 173,187

 市債 (千円) 910,900 3,290,300 114,000

 翌年度への繰越額　　　(千円) 1,352,520投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 625,615 1,378,380 5,008,110

 県費 (千円) 7,675

120,000

2,374,140 335,030

 一般財源 (千円) 418,600 800 0

文言 終了

Ｄ
目標

実績

目標

実績

実績

目標
評
価
指
標

Ａ 平成29年度新図書館整備
目標 文言 文言

Ｂ

Ｃ

実績

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 平成29年度新図書館整備

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

平成30年度

意図
どのような状態
にしていくのか

市民図書館本館と県立図書館が重複する機能・施設を整理統合し，両者のサービスをさらに充実発展させ，県民・市民の読書
環境，情報環境の向上に寄与する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

県立図書館と市民図書館の合築による新図書館，新点字図書館，高知みらい科学館の３館を効率的に配置した新図書館等複合
施設オーテピアの整備。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 県民・市民
事業開始年度 平成22年度

事業終了年度

新図書館等複合施設整備基本計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 いきいきと学び楽しみ，活躍できるまち

施策

　所管部署 図書館・科学館課 　所属長名 小新　貴士

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 新図書館（本館）の移転新築
　所管部局 教育委員会 　部局長名 職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　およそ８年の歳月をかけ，平成30年７月24日に開館を迎えた。
　今後は，平成28年に策定したオーテピア高知図書館サービス計画に沿って，図書館サービスのさらなる充実に
繋げていく。

 B 改善を検討し，事業継続

図書館サービスの受益者は全ての県民・市民であり，
公平性は極めて高いものである。

整備に当たっては，社会資本整備総合交付金及び合併
特例債を財源として充当し，受益者負担の縮減を図っ
ている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　来館から退館まで利用者の同線に配慮したユニバー
サルデザインの施設であり，ＬＥＤ照明や太陽光発電
装置の設置のほか，空調はガスと電気を併用する方式
により，エネルギー消費の効率化を図っている。

　大規模な施設であり，今後とも適正なコスト管理を
行っていく。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　東日本大震災を受け南海トラフ地震の新しい被害想
定の対応や，資材高騰に伴う入札不調，東洋ゴム免震
装置問題による免震装置の変更等により当初予定して
いた完成時期は大幅に遅れることとなったが，県新図
書館整備課と市新図書館建設室との協議を密にし，円
滑な事業進捗を図った。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　オーテピア高知図書館は，県立図書館と市民図書館
本館を一体的に整備する国内初の取組であり，県市の
本を区別せず並べるなど，利用者から見ても一体的な
図書館として利用できる。
　また，施設全体で年間100万人の来館を見込んでお
り，集客施設としても中心市街地活性化に寄与するこ
とが期待される。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　平成23年３月に新図書館・新点字図書館・科学館（仮称）基本構想報告書が取りまとめられ，平成23年７月に新図書館等複合施設整備整備基本計
画を策定，平成24年３月に新図書館等複合施設基本設計が完了，平成25年８月に新図書館等複合施設の実施設計が完了，平成26年７月に新図書館等
複合施設の建設工事が着工，平成29年12月に竣工。平成30年７月24日にオーテピアが開館した。
　オーテピア高知図書館は，県立図書館と市民図書館本館を一体的に整備する国内初の取組であり，全国有数の施設規模で総合的なサービスを展開
するため，全国からも注目されている。「これからの高知を生きる人たちに力と喜びをもたらす図書館」の基本理念の下，地域を支える情報拠点機
能を飛躍的に充実させ，県民・市民の暮らしや仕事の中で起こる，様々な課題解決を支援する施設として，「健康・安心・防災情報サービス」や
「ビジネス・農業・産業支援サービス」などの図書館サービスを積極的に提供していく。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

03

09

29

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

学びが広がる生涯学習の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　市民一人ひとりが自らの学習欲求を満たし，その資質
や能力を高めるとともに，地域社会の中で学習成果を発
揮することができるように，多様な学習機会の提供及び
学習環境の整備を行い，自由な創造力と自律性を兼ね備
え，地域を愛する人々であふれるまちづくりをめざしま
す。

法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 66 66 67

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 21,930 21,908 21,955 20,487

(人) 3.00 3.00 3.00 2.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

児童担当職員数
市2名，県2名（併任）
臨時2名（県市折半）

 正規職員 (千円) 21,900 21,900 21,900 14,600

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 21,900 21,900 21,900

1.00

1,891

2,105

 人役数 (人) 3.00 3.00 3.00 3.00

16,705

子ども読書活動推進事業講師謝金
（30年度はオーテピア高知図書館
運営事業費で計上）

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 30 8 55

 県費 (千円) 1,891

3,782

 一般財源 (千円) 30 8 55

4,500人 6,000人

Ｄ
目標

実績

図書館見学・職場体験受入
人数

目標 - 2,000人 2,000人 4,000人

実績 2,252人 812人 884人

実績 6,970人 4,539人 4,847人

目標 -
評
価
指
標

Ａ
子ども(0歳～15歳)の利用
者数

目標 - 4,000人

Ｂ
子ども(0歳～15歳)の貸出
冊数

25,000冊

Ｃ

30,000冊 45,000冊

実績 28,746冊 12,154冊 15,186冊

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 子ども(0歳～15歳)の利用者数

Ｂ 子ども(0歳～15歳)の貸出冊数

Ｃ 図書館見学・職場体験受入人数

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

図書館の利用状況

図書館を利用しての学習・読書活動の現状

学校連携事業の活動状況

意図
どのような状態
にしていくのか

高知市の子どもに読書の楽しさ，大切さを伝え，本に出合う環境を整えることにより，子どもがよりよく生きていく力を育て
る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・第二次高知市子ども読書活動推進計画に掲げる事業の推進

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 高知市の子ども(0歳～15歳)
事業開始年度 平成18年度

事業終了年度

第二次高知市子ども読書活動推進計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 いきいきと学び楽しみ，活躍できるまち

施策

　所管部署 図書館・科学館課 　所属長名 小新　貴士

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 子ども読書活動推進事業
　所管部局 教育委員会 　部局長名 職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

230



５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

16.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　新図書館の開館に伴い，グループ室，学習室ができたことで10代の利用が非常に高まった。こどもコーナーも
連日大盛況の状態である。夏休みが終わってからも，継続して利用してもらえるように，魅力的な展示・企画行
事の推進に取り組んでいきたい。

 B 改善を検討し，事業継続

　利用サービスについては，ＨＰでの公開，チラシ，
パンフレットの配布により，広く市民に情報公開して
いる。
　図書館サービスは原則無料であるため，「受益者負
担」の視点はなじまない。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　図書館協議会委員，学校関係者など各方面の方に内
覧していただき，意見を聴取している。読書ボラン
ティアの会との連携など，ローコストで効果の高い事
業の実現を目指している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　平成30年7月24日にオーテピア高知図書館が開館
し，お話コーナー，学習室，グループ室など，設備環
境は概ね整った。オーテピア高知図書館での第二次子
ども読書活動推進計画に掲げる事業実施に努めてい
く。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

3.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　第二次子ども読書活動推進計画の適切な進行管理を
行うことで当該事業の効果が向上し，目標達成が期待
できる。

　学習スペース設置など，ハード面の図書館機能の充
実への要望が継続的にある。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　オーテピア高知図書館開館後の数値との比較のため，指標の数値は本館を対象としている。平成28年度，平成29年度は仮設図書館での運営のた
め，平成27年度と比較して低い数値となっている。仮設図書館ではスペースの都合により，来館促進につながる企画事業の実施が困難であった。
　設備・環境の整ったオーテピア高知図書館では，お話会をはじめ，乳幼児・児童・生徒対象の企画行事を積極的に展開していく。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

231



１　事業の位置付け

03

08

25

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

近森　夏彦

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 中核市研修（高知市立学校教職員研修）
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

地方教育行政の組織及び運営に関する法律
教育公務員特例法

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 教育研究所 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

　教職員の資質・指導力の向上を図るとともに，研修内容を活用することで組織力を生かした学校づくりを実現していく。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　「教職員のキャリアに応じた人づくり」，「組織として機能する学校づくり」，「校内研修の活性化」の三つを重点事項と
して，法定研修，年次研修，職務等研修，専門・教育課程研修の四つを柱に，中核市研修を実施する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 　高知市立学校教職員
事業開始年度 平成14年度

事業終了年度

高知市教育大綱，高知市教育振興基本計画【改訂版】

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 各研修受講者からの研修に対する評価

Ｂ 「研修の記録」による活用度

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

　各研修が教職員の資質・指導力の向上に資する内容であるかどうか受講者満足度（４件
法）を問い，検証するとともに研修内容の充実を図るものとする。

　教育実践につながる内容であったかどうか研修の活用度を問い，検証するとともに研修
内容の充実を図るものとする。

ＡにおけるH30年度の目標値
は，H29年度実績により設定

実績 88.8％ 90.0％ 91.3％

目標 85％
評
価
指
標

Ａ
各研修受講者からの研修に
対する評価

目標 87.5％ 90.0％

Ｂ
「研修の記録」による活用
度

87.5％

Ｃ

90.0％ 92.5％

実績 85％ 87％ 91％

92.5％ 92.5％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 5,710 5,490 4,614

 県費 (千円)

5,569

 一般財源 (千円) 5,710 5,490 4,614

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

5,569

 人役数 (人)

0

 正規職員 (千円) 0 0 0 0

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 0

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 5,710 5,490 4,614 5,569

(人)

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 17 17 14

生きる力を育む学校教育の充実
め
ざ
す
べ
き
姿

　児童生徒一人ひとりの特性を活かした適切な教育を進
めるとともに，研修等を通じた教職員の資質・能力の向
上等により次代を担う子どもたちが生きる力を育み，確
かな学力の定着と豊かな心の育成，体力の向上をめざし
ます。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　教職員の大量退職・大量採用の時代を迎えて，急速に増加している若年教員の資質・指導力の向上が喫緊の課題であると捉え実施している。新学
習指導要領で求められる授業づくりや学級づくり等に関わる研修での学びを日々の教育実践に生かしたい等の記述が，若年教員研修の「研修の記
録」等に見られている。また，中堅教員がОＪＴを計画的かつ継続的に実施し，若年教員を育成するとともに，自分自身の資質・指導力の向上を
図っている様子が，ミドルリーダー研修の「校内ОＪＴ報告シート」等の記述に表れており，評価指標で表せない成果も見られる。
　その一方で，社会の急激な変化に伴い，学校現場が抱える課題も複雑化・多様化しており，新しい教育課題に対応する研修の実施や，「チームと
しての学校」を実現するための学校のマネジメント機能の強化，あるいは教職員一人ひとりのキャリアステージに応じて求められる資質・指導力の
育成を目指し，中核市研修の一層の充実を図ることが求められていると考える。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，高知市立学校教職員の資質・指導力の向
上を図るとともに，組織力を生かした学校づくりを実
現することを目指すものあり，総合計画の基本目標に
結びつくものと考える。
　
　大量採用により，若年教員研修対象者が増加してい
る状況である。また，教員の指導力の向上は，子供た
ちの健やかな成長には欠かせないものであり，市民か
らのニーズも高いと考える。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　指標Ａについては，受講者の満足度を問うことで，
研修内容の妥当性を図るように設定しており，また，
指標Ｂについては，研修で学んだことが活用できたか
を問うことで，研修内容の充実を図るように設定して
いる。
　ともに目標値を超える数値をあげていることから
も，達成状況，内容の妥当性とも順調と捉えている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　教員の世代交代が急速に進行する中，事業の対象者
である若年教員が増加するとともに，教育課題に対応
する研修のニーズの高まりの中，本事業は，工夫を重
ねながら実施しており，望ましい状況であると考えて
いる。

　研修対象者の増加する中，県教育委員会との連携を
進めていくとともに，研修内容などにより，統合でき
るものは工夫していきたい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　教職員の大量退職，大量採用により，若年教員が急増している中，個々の教職員の資質，指導力の向上を図る
よう，中核市として研修を実施することはもちろん，本市の喫緊の課題を解決するために必要な専門研修の充実
を図っていきたい。また，チーム学校の構築に向けた校内体制を整備するよう，ОＪＴが推進される研修の工夫
も問われている。以上のようなことから，本事業は今後も継続していくことが必要である。

 B 改善を検討し，事業継続

　必須研修や指定研修のように対象が決まっている研
修が多いが，教育課題に対応する内容においては，希
望研修としており，研修参加に対しての公平性は保た
れていると考える。

　公教育における教員全体の資質・指導力の向上は，
中核市としての責務と捉えることから，受益者負担は
なじまないと考えている。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

08

25

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

近森　夏彦

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 心のふれあい支援事業
　所管部局 高知市教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 子どもの安心・成長・自立を支えるまち

施策

　所管部署 高知市教育研究所 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

子供たちが達成感や自己有用感を得て，学校復帰や社会的自立に向かうようになる。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

・長期にわたる不登校など深刻な状況が見られるケースについて，経験豊富な相談員による本人及び保護者への支援を実施
・基礎学力定着のための学習指導の実施
・野外活動や宿泊を伴う体験学習の実施

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 不登校児童生徒及び保護者
事業開始年度 平成４年度

事業終了年度

高知市不登校児童生徒相談支援事業要綱

高知市教育大綱，高知市教育振興計画【改訂版】実施計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 基礎学力定着のための学習指導の適切な実施

Ｂ 野外活動等の体験活動の適切な実施

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

児童生徒の状況に応じて，適切に実施することによって，事業の進行状況を把握
し，改善を図るものとする
児童生徒の状況に応じて，適切に実施することによって，事業の進行状況を把握
し，改善を図るものとする

　平成29年度は，Ａの指標
に関しては，26名の児童生
徒に継続的に実施した。
　また，Ｂの指標に関して
は，小学生22名，中学生41
名，卒業生７名の総勢70名
が参加して，７つの体験活
動を実施した。

実績 実施 実施 実施

目標 文言
評
価
指
標

Ａ
基礎学力定着のための学習
指導の適切な実施

目標 文言 文言

Ｂ
野外活動等の体験活動の適
切な実施

文言

Ｃ

文言 文言

実績 実施 実施 実施

文言 文言

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 4,761 4,756 4,893

 県費 (千円)

4,947

 一般財源 (千円) 4,761 4,756 4,893

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円)

4,947

 人役数 (人)

0

 正規職員 (千円) 0 0 0 0

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 0

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 4,761 4,756 4,893 4,947

(人)

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 14 14 15

生きる力を育む学校教育の充実
め
ざ
す
べ
き
姿

　児童生徒一人ひとりの特性を活かした適切な教育を進
めるとともに，研修等を通じた教職員の資質・能力の向
上等により次代を担う子どもたちが生きる力を育み，確
かな学力の定着と豊かな心の育成，体力の向上をめざし
ます。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　教育支援センターでは充分支援しきれないケース(帰国・外国人児童生徒への支援や厳しい家庭状況で保護の必要なケース等)の子供については，
巡回相談員による個別支援や学習支援を行い，個々の成長につながっている。ふれあい体験学習においても，子どもたちは，自分自身に挑戦しよう
としたり，仲間との関わりの中で自分や仲間の良さを感じ，社会性を身に付けたりすることができる機会となり，充実した活動となった。子どもた
ちの状態によっては，体験活動への参加に不安を感じる場合もあり，一人ひとりの状態を見取りながらその年の子どもたちに合った計画をたてる必
要があるとともに，児童生徒への支援の達成度を支援者が確認し，意識を持って活動することが大事である。本事業は，子どもたちの内面の成長を
図るものであるため，指標を数値で表すことができないものである。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は不登校状態の子どもたちに，学習活動や体
験活動を通して，達成感や自己有用感を持たせ，状態
の解消や緩和を目指すものであり，総合計画の基本目
標に結びつくものと考える。

　各学校においては，不登校状態の児童生徒に対して
一人ひとりの状態に応じた支援を推進しているが，依
然として，出現率は，高止まりのまま，厳しい状態で
あるので，事業の対象とする市民にとっては，高い
ニーズがあると考える。また，個別支援の必要な帰国
外国人児童生徒は増加している。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は対象の子どもたちの内面の成長を図るもの
であるため文言での指標となっているが，学習活動に
参加している子どもたちの様子や体験活動に参加して
いる子どもたちの感想からも，達成状況及び事業内容
とも順調で，妥当性があるものと判断する。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

3.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　事業実施については，基本的には現状維持が望まし
いと考えるが，学習活動や体験活動により多くの児童
生徒が参加でき，達成感や自己有用感を育むことがで
きるよう，工夫することは必要である。
　
　また，他の所課と連携し，より効率的に子どもたち
が活動できるよう，努めていきたい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続
　教育支援センターにおける野外活動や体験学習は，子供たちの自分自身への挑戦や仲間との関わりの中で，自
分や仲間のよさを感じ，社会性や自己有用感を高めるのに重要な機会となっている。また，同センターでは十分
に支援しきることができない帰国・外国人児童生徒への支援や厳しい家庭環境で保護が必要な子供たちの個別支
援や学習支援を行っており，今後も，事業継続を図ることが必要であると考える。

 B 改善を検討し，事業継続

　本事業の対象とする子どもたちは「不登校状態の子
供たち」であるが，一人ひとりの子供の状況に応じた
支援は，全ての子どもたちにも必要と考えることか
ら，事業の受益者の公平性は保たれていると判断す
る。

　体験活動等に参加する子どもたちの負担は適正であ
ると判断するが，より多くの子供たちの参加を図るう
えでも，子どもたちへの負担を軽減することを考える
ことも必要であるといえる。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

02

04

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

山岡　奈穂子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 地域文化発見・活用事業
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

文化財保護法

高知県文化財保護条例・高知県文化財保存事業費補助金交付要綱

政策 地域文化に愛着を持ち，継承されるまち

施策

　所管部署 民権・文化財課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

指定文化財の後継者を育成し，伝統文化の保存及び未来への継承が可能な状態とする。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

指定文化財の保存団体に対して補助を行い，活動を支援する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 指定文化財の保存団体
事業開始年度 平成17年度

事業終了年度

高知市文化財保護条例・高知市文化財保存事業費補助金交付要綱

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 指定文化財の保存団体への補助件数

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

当該補助件数が指定文化財の保存・継承活動を維持する指標の一つとなる。

実績 11団体 ９団体 ９団体

目標
評
価
指
標

Ａ
指定文化財の保存団体への
補助件数

目標 13団体 13団体

Ｂ

Ｃ

実績

13団体 13団体

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 406 370 363

 県費 (千円) 124 124 124 124

433

0 0 0

 一般財源 (千円) 282 246 239

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0

309

 人役数 (人) 0.08 0.08 0.08 0.08

584

正職員１名で業務に当たっ
ている。

 正規職員 (千円) 584 584 584 584

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 584 584 584

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 990 954 947 1,017

(人) 0.08 0.08 0.08 0.08

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 3 3 3

地域文化の継承と発展
め
ざ
す
べ
き
姿

　地域の祭りや伝統芸能，食文化に触れる機会を通じ
て，地域特有の文化を大切にする心を育むとともに，世
代間や地域間の交流などを通じて，後世に地域文化を着
実に継承し，発展させていくまちをめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　指定文化財の後継者の確保が難しくなってきており，保存・継承活動が活発に行われているとは言えない状況が見られる。今後，指定文化財の保
存・継承のため，団体活動への助言等を行っていく必要があると考える。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業の評価指標である「指定文化財の保存団体へ
の補助件数」は，総合計画の成果指標であり，本事業
は指定文化財となっている民俗文化財を保存・継承す
るための支援策である。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業の評価指標である「指定文化財の保存団体へ
の補助件数」は，約70％の達成率にとどまっている
が，この指標は指定文化財を保存・継承する団体数の
維持を目的としており，団体数自体は13団体を維持し
ている。
　５の課題点として挙げているように，事業費を要す
る活動がなされなかったこと等により，補助件数が減
少しているが，補助金を活用した団体については，民
俗文化財を保存・継承する活動が行われているため，
活発な活動が行われるよう助言等を行い，成果向上を
目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

B

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　指定文化財の保存団体への保存・継承活動を行うた
めの支援策として補助制度を導入しており，現状が望
ましい。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

17.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　指定文化財の保存・継承していくため，団体活動への助言等を行うことで着実な活動につなげ，事業成果の向
上を目指す。

 B 改善を検討し，事業継続

　指定文化財の保存団体への補助金の支出について
は，保存・継承活動経費を対象としており，妥当であ
る。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

03

09

32

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

山岡　奈穂子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 育みの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 歴史学習の推進と情報発信
　所管部局 教育委員会 　部局長名 教育長職務代理者　高知市教育委員会委員　谷　智子

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

博物館法

政策 いきいきと学び楽しみ，活躍できるまち

施策

　所管部署 民権・文化財課 　所属長名

意図
どのような状態
にしていくのか

自由民権記念館と学校教育との連携強化及び同館が所蔵する歴史資料の利用促進を図る。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

　高知市教育研究会社会科部会と連携し，高知市内の児童・生徒を対象とした「夏休み子ども歴史教室」や「社会科自由研究
作品展」を開催する。
　自由民権記念館が収集・保存する資料情報をデータ化し，データベースへ蓄積することによって，同館の来館者を始め，イ
ンターネット上でも利用可能な状態とする。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に
高知市内の児童，生徒
市民，自由民権記念館への来館者及び同館ホームページの閲覧者

事業開始年度 平成11年度

事業終了年度

高知市立自由民権記念館条例・高知市立自由民権記念館条例施行規則

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 社会科自由研究作品展出品校数

Ｂ
郷土歴史学習における情報システムへの資料情報の
登録データ数

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

市内小・中・義務教育学校との連携事業であり，学校への浸透度を認知する指標となる。

登録データ件数が多いほど，データベースとしての利用度が高まる。

実績 38校 35校 38校

目標 54,400件
評
価
指
標

Ａ
社会科自由研究作品展出品
校数

目標 39校 39校

Ｂ
郷土歴史学習における情報
システムへの資料情報の登
録データ数

54,500件

Ｃ

54,600件 54,700件

実績 54,421件 54,426件 54,426件

39校 39校

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 1,616 1,896 2,009

 県費 (千円)

1,174

0 0 0

 一般財源 (千円) 1,616 1,896 2,009

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円)

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0

1,174

 人役数 (人) 0.25 0.38 0.15 0.15

1,095

正職員２名で業務に当たっ
ている。

 正規職員 (千円) 1,825 2,774 1,095 1,095

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 1,825 2,774 1,095

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 3,441 4,670 3,104 2,269

(人) 0.25 0.38 0.15 0.15

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 10 14 9

先人から受け継いだ歴史文化・文化財保護の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　先人から受け継いだ文化を，次代に継承・発展させる
ため，貴重な地域の歴史や文化財を保存・研究・発信す
ることで，市民一人ひとりが気軽に集い，親しみ，その
価値を共有し，自己の形成と地域の発展が図られる文化
の薫り高いまちづくりをめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

 

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　学校連携事業（「夏休み子ども歴史教室」「社会科自由研究作品展」）は，参加者数や出展校数も安定しているが，今後もこの数値を維持しつ
つ，更なる向上を図ることが必要である。参加者数等の増加は，市内の児童・生徒への自由民権記念館の認知度向上や郷土愛の醸成につながると考
えるが数値化は困難である。
　自由民権記念館で収蔵している資料の情報は，自由民権運動を中心とする土佐の近代史に関するものであり，システムの検索件数や，その検索結
果から得られた二次情報（研究成果等）による満足度も重要視されるべきだが，数値化は困難である。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

4.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，本市の次代を担う児童・生徒や市民等を
対象として，自由民権記念館や同館資料を利活用する
ものであり，目標達成に結び付くものである。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

B事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　評価指標Ａ・Ｂともに90％を超える達成率となって
おり，今後も更なる向上を目指す。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　学校教育との連携については，事業を実施し，自由
民権記念館へ来館してもらうことで，館の認知度向上
や郷土愛の醸成につながっているものと考える。
　また，資料情報のデータ化により，職員の事務効率
の向上を図ることができ，市民への情報提供も円滑に
行うことができることに合わせ，来館者や同館ホーム
ページの閲覧者にとっても利便性向上を図ることがで
きている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

　本事業を継続しつつ，自由民権記念館と学校教育との新たな連携方法も検討する。自由民権運動を中心とする
土佐の近代史に関するデータベースとしての利用度を高めるため，登録データの件数を増加させることに加え，
登録内容を精査する。

 B 改善を検討し，事業継続

　特定の個人や団体に偏っておらず，公平性が保たれ
ており，妥当な事業である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

239



１　事業の位置付け

05

12

48

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

　岡﨑　晃

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 耐震性非常用貯水槽の設置
　所管部局 上下水道局 　部局長名 　海治　甲太郎

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 水道整備課 　所属長名

平成31年度

意図
どのような状態
にしていくのか

地震などの災害や事故により配水管が破損し断水が生じた場合にも，生命維持に必要な初期３日間（一人あたり１日３L，６

千人分，容量60m
3
）の飲料水を確保する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

１人１日３Ｌの水を３日分確保するため，耐震性非常用貯水槽を市内に25基設置する。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 給水区域内に居住する市民
事業開始年度 平成4年度

事業終了年度

高知市水道事業基本計画2017(基本方針Ⅲ－②）

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 　耐震性非常用貯水槽の整備率（％）

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

累計の有効容量／全体の有効容量

実績 86.1％ 89.6％ 93.1％

目標
評
価
指
標

Ａ
　耐震性非常用貯水槽の整
備率（％）

目標 86.1％ 89.6％

Ｂ

Ｃ

実績

93.1％ 96.5％

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 77,682 94,690 89,821

 県費 (千円) 0 0 0 0

93,000

0 0 0

 一般財源 (千円) 26,682 31,390 10,421

財
源
内
訳

 国費 (千円) 0 0 0 0

 その他 (千円) 31,000 37,300 35,400 46,500

 市債 (千円) 20,000 26,000 44,000 23,200

 翌年度への繰越額　　　(千円) 0

23,300

 人役数 (人) 0.35 0.81 0.35 0.35

2,555

 正規職員 (千円) 2,555 5,913 2,555 2,555

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 2,555 5,913 2,555

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 80,237 100,603 92,376 95,555

(人) 0.35 0.81 0.35 0.35

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 240 303 280

復旧・復興体制の強化
め
ざ
す
べ
き
姿

　基幹的なエネルギー供給施設や，交通ネットワーク機
能の防災対策を進めるとともに，必要なエネルギー供給
インフラ施設及び緊急輸送道路等の耐震化・防災対策に
取り組むことで，大規模自然災害発生後であっても，経
済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせ
ず，また，生活・経済活動に必要最低限の電気，ガス，
上下水道，燃料，交通ネットワーク等を確保し，これら
の早期復旧をめざします。法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，高知市水道事業基本計画2017の基本目標
である「災害に強く頼りになる水道」に基づき，「応
急給水拠点の整備事業」を基本施策として位置づけて
いる。
　
　また，災害対策は市民の関心も高く，今後30年以内
に70～80％の確率で発生することが予想されている南
海トラフ地震等災害時に飲料水の確保をするために実
施するもの。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　事業の実施は計画どおり進捗している。

　非常用貯水槽の開設について，年２回程度職員研修
を実施しているが，これまでの大規模災害の被災実態
を検証しながら，適宜防災計画を見直し，職員の防災
意識や災害対応力を高めていく必要がある。
　また，今後更なる事業成果向上のため，市民への周
知方法の工夫や地域住民による開設についても検討し
ていきたい。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

B事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　実施設計の一部を外部委託しているが，技術者育成
の面からも，可能な限り職員による設計に取り組んで
いる。

 施工方法や管種の選定について，現場条件によりコ
スト比較を行い実施している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

19.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

所属長評価のとおり
 B 改善を検討し，事業継続

　事業成果は，高知市内の災害時等の飲料水の確保で
あり，公平性は高い。
　また，水道料金で賄われており，受益者負担も適正
である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

01

01

03

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

森岡　清隆

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 総合地震対策事業（汚水）
　所管部局 上下水道局 　部局長名 海治　甲太郎

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

都市計画法，下水道法

政策 豊かな自然に親しみ，自然と共生するまち

施策

　所管部署 下水道整備課 　所属長名

-

意図
どのような状態
にしていくのか

南海トラフ地震の発生時において，汚水処理機能を確保する

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

●下知水再生センターの耐震・耐津波化
●幹線管きょの耐震化対策

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 下水道処理区域内の市民
事業開始年度 平成24年度

事業終了年度

高知市下水道中期ビジョン2012，高知市下水道総合地震対策計画

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 下知水再生センター管理棟の耐震化

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

下知水再生センターの耐震・耐津波化に向けた設計委託及び工事の進捗度合い

実績 基本設計 実施設計

目標
評
価
指
標

Ａ
下知水再生センター管理棟
の耐震化

目標 基本設計

Ｂ

Ｃ

実績

実施設計 土木・建築工事

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 31,067 22,874

 県費 (千円)

455,755

0 40,400 0

 一般財源 (千円) 0 15,534 6,337

財
源
内
訳

 国費 (千円) 15,533 11,437 224,367

 その他 (千円)

 市債 (千円) 5,100 231,388

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人) 0.58 0.87 2.03

14,819

 正規職員 (千円) 0 4,234 6,351 14,819

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 4,234 6,351

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 35,301 29,225 470,574

(人) 0.58 0.87 2.03

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 106 89

地球にやさしい環境汚染の防止
め
ざ
す
べ
き
姿

　高知市が誇る豊かな自然を大切にし，快適な生活を将
来にわたり守っていくために，緑や水等の自然資源の保
全だけではなく，行政と市民・事業者が協働して，環境
汚染による被害の未然防止をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　年度の事業成果に関しては，数値で表現できないため，設計委託や工事の進捗度合い（発注及び完成）を評価指標としているが，設計
委託や工事毎の工程管理は適宜行っていく。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　南海トラフ地震が発生した場合においても，汚水処
理機能を確保することは，水環境の汚染を防ぐために
も必要な事業である。

　また，東日本大震災や熊本地震の被災状況や，当該
地震の発生リスクの増大を受け,市民のニーズが高
い。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

B

4.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　実施設計の成果を受け，現在は工事の発注作業に取
り組んでおり，概ね事業の目標に達している。

　下知水再生センターは中心市街地も含めた相当区域
の面積を受け持つ，高知市で最大規模の処理場であ
る。その運転管理を担う管理棟の耐震化を行うこと
は，事業成果の向上に有効である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　既存建屋を耐震補強するケースと，建屋をダウンサ
イジングして新築するケースとの比較検討を行い，経
済性及び施工性を考慮した結果，建屋を新築すること
としており，効率的に事業を実施している。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

所属長評価のとおり
 B 改善を検討し，事業継続

　下水道処理区域内の市民が対象となっている。
　また，事業の実施にあたっては国の交付金（事業費
２分の１）を活用しており，補助率は妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

B

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである
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１　事業の位置付け

05

13

44

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

森岡　清隆

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 公共下水道雨水整備事業
　所管部局 上下水道局 　部局長名 海治　甲太郎

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

都市計画法，下水道法

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち

施策

　所管部署 下水道整備課 　所属長名

-

意図
どのような状態
にしていくのか

浸水被害から市民の生命と財産を守る

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

●未整備地区や整備水準が低い地区における雨水排水対策
●既整備地区における既存施設の活用や他事業との連携による効率的な雨水排水対策
●ポンプ場，管路等の計画的な改築更新による老朽化対策

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 下水道排水区域内の市民
事業開始年度 昭和23年度

事業終了年度

高知市下水道中期ビジョン2012

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 秦南町周辺の浸水対策の施設整備

Ｂ

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

秦地区の浸水対策として行う施設の設計及び工事の進捗度合い

実績 実施設計
東秦泉寺補完ポンプ
整備着手
雨水管渠整備着手

目標評
価
指
標

Ａ
秦南町周辺の浸水対策の施
設整備

目標 実施設計

Ｂ

Ｃ

実績

東秦泉寺補完ポンプ
と雨水管渠の整備

雨水管渠と南秦泉寺
補完ポンプの整備

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 16,084 46,171

 県費 (千円)

239,802

28,313 239,800 0

 一般財源 (千円) 0 0 0

財
源
内
訳

 国費 (千円) 6,716 23,021 119,901

 その他 (千円)

 市債 (千円) 9,368 23,150 119,901

 翌年度への繰越額　　　(千円)

0

 人役数 (人) 1.16 1.16 2.90

21,170

 正規職員 (千円) 0 8,468 8,468 21,170

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 8,468 8,468

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 24,552 54,639 260,972

(人) 1.16 1.16 2.90

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 74 166

命を守る対策の推進
め
ざ
す
べ
き
姿

　大規模自然災害が発生したときに人命の保護が最大限
図れるように，豪雨や地震等の自然災害に対して，さま
ざまな都市基盤の脆弱性が克服され，建築物の耐震化等
の防災対策及び災害に対して迅速な避難が可能となるよ
う施設整備が行われた社会をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　年度の事業成果に関しては，数値で表現できないため，設計委託や工事の進捗度合い（発注及び完成）を評価指標としているが，設計
委託や工事毎の工程管理は適宜行っていく。

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　本事業は，雨水管渠の新設や補完ポンプの設置によ
り，既存施設の排水能力の増強を図ることとしてお
り，浸水被害から市民の生命と財産を守ることに直結
している

　近年全国各地で発生している局地的な豪雨の被害状
況も受け，市民のニーズはより高まっている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　東秦泉寺補完ポンプは平成30年６月末に完成し，供
用開始している。現在は南秦泉寺補完ポンプの工事発
注作業に取り組んでおり，来年度の梅雨時期までの完
成に向けて事業の目標に達している。

　当地区は平成26年８月豪雨により，浸水被害を受け
た地区である。その排水を受け持つ施設の機能向上を
図ることは，事業成果の向上に有効である。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　都市計画道路事業との連携により雨水管渠の整備を
行うとともに，既存施設への補完ポンプ設置により，
施設の有効活用に努めるなど，効率的に事業を実施し
ている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

20.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

○  A 事業継続

所属長評価のとおり
 B 改善を検討し，事業継続

　秦排水分区全体の浸水対策として取り組んでおり，
公共性が高い。
　また，事業の実施にあたっては国の交付金（事業費
２分の１）を活用しており，補助率は妥当である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

245



１　事業の位置付け

05

13

44

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

332,060

0 47

0 20,797

(円)

 年度末住民基本台帳人数

(千円)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

 その他 (人)

 人役数

15,535

(千円)

8,213

 その他 (千円)

 正規職員 (千円)

(人)

(人)

334,035

0

総コスト/年度末人口

(人)

63

330,028

 市民１人当たりコスト

 総コスト＝　①　＋　②

3,661

 翌年度への繰越額

 人件費等 0

0

財
源
内
訳

 一般財源

 市債

 県費

 その他

➀
事
業
費

7,322

8,161 0

(千円)

1.12

1.13 1.12

0

1.13

8,161

8,213

3,661

６地区 終了

６地区

12,636

6,318

6,318 0

３地区

３地区

目標

 国費

実績

 決算額

(千円) 0

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

投
入
コ
ス
ト

備考欄29年度

評
価
指
標

目標
Ｂ

Ａ 地震火災対策計画の策定数

Ｃ

Ｄ
目標

実績

実績

実績

目標

30年度（計画）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

28年度27年度

意図

評
価
指
標

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

どのような状態
にしていくのか

対象 誰(何)を対象に

地域防災推進課

災害対策基本法

高知県地震火災対策指針を踏まえて，重点推進地区ごとに出火防止や延焼防止，安全な避難の具体的な対策を取りまとめ，地
震火災対策計画として策定する。

事業終了年度

平成28年度

まちの環

高知県の指定した地震火災対策重点推進地区（以下「重点推進地区」という。）９
地区28町丁目

事業開始年度

平成29年度

　大規模自然災害が発生したときに人命の保護が最大限
図れるように，豪雨や地震等の自然災害に対して，さま
ざまな都市基盤の脆弱性が克服され，建築物の耐震化等
の防災対策及び災害に対して迅速な避難が可能となるよ
う施設整備が行われた社会をめざします。

その他（計画，覚書等）

地震火災対策計画の策定数

重点推進地区ごとに地震火災対策計画を策定する。

事業成果を評価する指標 指　標　設　定　の　考　え　方

重点推進地区９地区において地震火災計画策定業務を実施するもの

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 地震火災対策計画策定事業
　所管部局 防災対策部

施策
め
ざ
す
べ
き
姿

県条例・規則・要綱等

市条例・規則・要綱等

法律・政令・省令

法定受託事務

命を守る対策の推進

黒田　直稔　部局長名

高知市防災資機材等整備補助金交付要綱

　所属長名

高知県地震火災対策計画策定事業費補助金交付要綱

葛目　京子

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱

　所管部署

政策 災害に強く，安全に暮らせるまち
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

 C 事業縮小・再構築の検討

高知市行政改革
推進本部

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

　高知県の指定した地震火災対策重点推進地区９地区全ての地震火災対策計画の策定が完了した。この対策計画
の策定により，市と住民が事前に取り組むべき具体的な対策と取組の進め方を示すことができるなど，所期の目
的が達成された。

 A 事業継続

総
合
点

 B 改善を検討し，事業継続

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価

検討の余地がある

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

⑥

⑧

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

公平性を欠いている

評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

〔受益者負担の適正化〕

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

検討の余地がある

　平成27年６月に高知県が指定した「重点推進地区」
９地区について実施しており，優先順位は高く，公平
性は保たれている。

　高知県地域防災対策総合補助金交付要綱に基づき，
地域の防災対策を総合的に推進し，災害に強いまちづ
くりを目指すため市が行う計画策定事業であり，受益
者負担の視点はなじまない。

4.0

A

B

〔受益者の偏り〕

事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

検討すべきである

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

概ね効率的にできている

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

A

十分可能である

検討の余地がある

検討すべきである。

概ね適正な負担割合である

極めて公平性が高い

適正な負担割合である

概ね保たれている

偏っている

　各地域の自主防災組織等の代表者とともに対策を検
討し，計画を策定しており，市と住民が事前に取り組
むべき具体的な対策と取組の進め方を示している。

　地震火災対策に絞った内容であり，重点推進地区が
限定されていたため，類似事業との統合・連携は図っ
ていない。

A

4.0

5.0

B

5.0

〔成果の達成状況〕

A

A

妥当である

概ね達成している

あまり順調ではない
事業の成果指標の達成状況は順調か

類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

評 価 項 目 評　価　基　準

　この地震火災対策計画では，まずは個人の家から火を出さないための「出火防止」，出火しても個人が行う初期消火や地域が行う消火により火災
の拡大を防ぐ「延焼防止」，さらには火災が拡大し，大規模火災となった場合でも住民の命を守るための「安全な避難」の３つの視点から，高知市
と住民が事前に取り組むことにより，地震時の大規模火災による人的被害の軽減に加えて，平時からの火災に強い地域づくりに寄与している。

事
業
内
容
の
有
効
性

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

〔市民ニーズの傾向〕

十分に達成している

十分な成果を望めない

〔事業内容〕

概ね妥当である

事
業
実
施
の
必
要
性

③

④

②

検討の余地がある

見直しが必要である

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

非常に多い,急増している

　重点推進地区９地区のうち，残り６地区について計
画どおり達成している。

　重点推進地区ごとに具体的な対策を検討し，地震火
災対策計画を策定した。

事業成果の向上のための内容の妥当性

A

平均
点数 評　価　内　容　の　説　明１次

　地震火災対策計画策定事業を実施することで，地震
等自然災害から市民を守る「災害に強いまちづくり」
を推進しており，市の目指す「にぎわいと暮らし安心
のまちづくり」に寄与する。

　重点推進地区として指定された９地区については，
建物の密集度などから地震火災の延焼により避難が困
難となる可能性があるため，当該事業を実施すること
により，市と住民が事前に取り組むべき具体的な対策
と取組の進め方を示すことができている。
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１　事業の位置付け

01

03

06

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

廃棄物の適正処理による環境負荷の低減
め
ざ
す
べ
き
姿

　廃棄物の処理に当たっては，資源を有効活用して廃棄
物を最小限に抑えたうえで，適正な処理を行う必要があ
ります。
　計画的な高知市のごみ処理施設の管理と処理体制を維
持し，また，産業廃棄物の排出事業者や処理事業者等の
資源循環意識を高め，廃棄物の適正処理を促すととも
に，不法投棄防止の指導・監視等に取り組むことで，環
境に負担をかけない，廃棄物の適正処理をめざします。法定受託事務

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 0 34 323

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 0 11,400 106,700 0

(人) 1.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

防災対策部
技術者1名(工事設計･監理）

 正規職員 (千円) 0 0 7,300 0

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 0 0 7,300

0

 人役数 (人) 1.00

0

緊急防災･減債事業債

財
源
内
訳

 国費 (千円)

 その他 (千円)

 市債 (千円) 11,400 99,400

 翌年度への繰越額　　　(千円)投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 11,400 99,400

 県費 (千円)

 一般財源 (千円) 0 0 0

防潮堤工事

Ｄ
目標

実績

目標

実績

平成28年度基本実施設計
平成29年度津波浸水対策工
事

実績 設計完了 工事完成

目標
評
価
指
標

Ａ
防潮堤を平成29年度に整備
する。

目標 防潮堤設計

Ｂ
東部多目的ドームへの震災
時進入路を平成29年度に整
備する。

進入路設計

Ｃ

進入路工事

実績 設計完了 工事完了

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 防潮堤を平成29年度に整備する。

Ｂ
東部多目的ドームへの震災時進入路を平成29年度に
整備する。

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

高さ１ｍのｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁防潮堤建設及び東側進入路盛土築堤による津波浸水対策

東部多目的ﾄﾞｰﾑ震災時進入路防水板を整備し災害時の物資供給ルートを確保

平成29年度

意図
どのような状態
にしていくのか

東部環境センターし尿処理施設が，大規模災害時に施設本体の機能を損なわず，また高知市が被災した場合も直ちに災害廃棄
物処理(し尿)の拠点施設としての役割が果たせるよう，想定される津波浸水被害に有効な防潮堤を設置する。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

コンクリート擁壁による防潮堤整備を中心に進入路浸水対策及び東部多目的ドーム震災時進入路防水板工事を完成させ，し尿
処理事業の災害対応力の強化を図る。

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に 東部環境センターし尿処理施設
事業開始年度 平成28年度

事業終了年度

高知市地域防災計画　高知市災害廃棄物処理計画

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等 高知県地域防災計画

政策 地球の資源や再生可能エネルギーを活用した地球環境にやさしいまち

施策

　所管部署 東部環境センター 　所属長名 永野　洋一

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 共生の環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 東部環境センター津波防災対策事業
　所管部局 環境部 　部局長名 山本　正篤
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

B
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

4.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

18.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　東部環境センターは，高知市地域防災計画廃棄物関係施設の防災拠点施設であり，工事の完成により，大規模
災害時におけるし尿処理施設の浸水対策が図られ，事業の目的は達成された。今後は，し尿処理施設長寿命化整
備事業の実施により，災害廃棄物(し尿)の安定処理を可能とする施設整備が重要となる。

 B 改善を検討し，事業継続

　し尿処理については，下水道供用区域は下水道終末
処理場で処理し，それ以外の区域はし尿処理場で処理
するという明確な役割分担がされている。し尿処理施
設の浸水対策は，避難所等に設置される仮設トイレか
ら排出される災害廃棄物の安定的な処理に必要であ
り，市域の衛生や生活環境の保全においても重要な施
策である。

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

平成26年度東部環境センター機能調査業務
･し尿処理施設,収集施設の津波被害想定と対策
平成27年度東部環境センター基本構想業務
･し尿処理施設浸水対策及びし尿処理施設整備の検討
平成28年度東部環境センター津波浸水対策基本･実施
設計
平成29年度東部環境センター津波浸水対策工事
と段階的に計画を進める中で，事業効果や工法，事業
費等の検討が実施されている。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

B類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

4.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

　東部環境センターは，最大クラスの地震（Ｌ２）の
発生により約0.63ｍ（液状化に伴う予測沈下量約0.15
ｍ＋計画位置での浸水深最大値0.48ｍ）の津波浸水が
予測されていたが，防潮堤の整備により，これらの課
題は解消されている。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　本事業は，高知市総合計画第３次実施計画の重点化
事業に位置付けられているほか，高知市災害廃棄物処
理計画では，施設の事前防災対策として，津波浸水対
策工事が求められており，計画の適切な履行がなされ
ている。

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

評　　　価　　　項　　　目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明
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１　事業の位置付け

05

12

41

２　事業の根拠・性格

３　事業の目的・内容等

４　事業の実績等

石川　隆夫

2011 高 知 市 総 合 計 画 （ 2016 基 本 計 画 改 訂 版 ） 施 策 体 系 で の 位 置 付 け

大綱 まちの環

平成30年度　事務事業評価調書（平成29年度実績分）

個別事業名 旭町福井線（第３工区）
　所管部局 都市建設部 　部局長名 門吉　直人

法律・政令・省令

県条例・規則・要綱等

都市計画法11条１項及び13条11項

政策 便利で快適に暮らせるまち

施策

　所管部署 道路整備課 　所属長名

平成29年度

意図
どのような状態
にしていくのか

交通渋滞の緩和・解消，移動の円滑化による時間短縮，地域の活性化，密集市街地の防災向上を図ることにより，機能的で安
全・安心で快適な都市の形成を図るもの。

事業
概要

どのような事業
活動を行うのか

事業区間：山手町字西ノヤシキ～福井町字小橋
延長：345m（うち高架橋76m）
幅員：15m～28.5m
平成30年２月供用開始

市条例・規則・要綱等

その他（計画，覚書等）

対象 誰(何)を対象に すべての高知市民
事業開始年度 平成１年度

事業終了年度

高知市都市計画マスタープラン

27年度 28年度 29年度 30年度（計画） 備考欄

評
価
指
標

事業成果を評価する指標

Ａ 事業達成率（累積予算執行額÷総事業費）

Ｂ
用地取得率(取得済起業地面積÷必要全体起業地面
積)

Ｃ

Ｄ

指　標　設　定　の　考　え　方

総事業費に対する執行済率から事業達成・進捗度を計るもの

必要全体起業地面積に対する取得済面積の比率から進捗度を計るもの

実績 77% 93% 100%

目標 98%
評
価
指
標

Ａ
事業達成率（累積予算執行
額÷総事業費）

目標 77% 93%

Ｂ 用地取得率
100%

Ｃ

100%

実績 98% 100% 100%

100%

Ｄ
目標

実績

目標

実績

投
入
コ
ス
ト

➀
事
業
費

 決算額 (千円) 243,401 408,441 335,206

 県費 (千円)

327,886 0

 一般財源 (千円) 8,439 25,887 146,744

財
源
内
訳

 国費 (千円) 129,373 175,483 101,062

 その他 (千円)

 市債 (千円) 105,589 207,071 87,400

 翌年度への繰越額 (千円) 250,371

 人役数 (人) 2.00 2.00 1.00

 正規職員 (千円) 14,600 14,600 7,300

 その他 (千円)

 人件費等 (千円) 14,600 14,600 7,300

 総コスト＝　①　＋　② (千円) 258,001 423,041 342,506

(人) 2.00 2.00 1.00

 その他 (人)

②
概
算
人
件
費
等

 正規職員

総コスト/年度末人口

 年度末住民基本台帳人数 (人) 334,035 332,060 330,028

 市民１人当たりコスト (円) 772 1,274 1,038

安全で円滑な交通体系の整備
め
ざ
す
べ
き
姿

　利便性が高い快適な交通環境の実現に向けて，広域交
通ネットワークの強化を図るとともに都市内交通の円滑
化をめざします。また，市民の日常生活における移動手
段を確保するため，地域の実情に応じた公共交通体系の
構築と，少子高齢化への対応や環境負荷を低減するため
公共交通の利用促進をめざします。

法定受託事務
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５　評価指標で表せない事業成果・市民満足度・その他課題点等

６　所属長評価

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

A (5)

B (3)

C (1)

D (0)

○ A 事業継続 （総合点が16点以上で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

B 改善を検討し，事業継続 （総合点が12点以上16点未満で，各項目の平均点数がいずれも２点を超える場合）

C 事業縮小・再構築の検討 （総合点が４点以上12点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで２点以下がある場合）

D 事業廃止・凍結の検討 （総合点が４点未満 又は 各項目の平均点数のいずれかで１点以下がある場合）

７　部局長評価

８ 外部意見等

　当路線は,急速に宅地化が進行した福井町地区及び北環状線(県道)と国道33号線を結ぶ幹線道路であると同時に地域の生活道路としても大きな役割
を果たしており，JR福井踏切の踏切待ち渋滞の解消にも大きな効果を発揮している。

評 価 項 目 評　価　基　準 １次
平均
点数 評　価　内　容　の　説　明

事
業
実
施
の
必
要
性

①

〔施策体系等での位置付け〕 結びつく

A

5.0

横ばいである

少ない,減少している

ほとんどない

　交通渋滞の緩和・解消，移動の円滑化による時間短
縮，地域の活性化，密集市街地の防災向上を図ること
により，機能的で安全・安心で快適な都市の形成への
寄与の度合い

事業の実施が市の総合計画・実施計画・市
長マニュフェスト等の目標達成に結びつく
か,又は，事業の根拠等に結びつくか

一部結びつく

あまり結びつかない

結びつかない

②

〔市民ニーズの傾向〕 非常に多い,急増している

A事業の実施に対する市民のニーズ（需要
量）の傾向はどうか

事
業
内
容
の
有
効
性

③

〔成果の達成状況〕 十分に達成している

A

5.0

概ね妥当である

検討の余地がある

見直しが必要である

　平成30年２月の供用開始以来円滑で安全な通行に寄
与している。

事業の成果指標の達成状況は順調か
概ね達成している

あまり順調ではない

十分な成果を望めない

④

〔事業内容〕 妥当である

A事業成果の向上のための内容の妥当性

事
業
実
施
の
効
率
性

⑤

〔事業実施手法〕 現状が最適である。

A

5.0

概ね効率的にできている

検討の余地がある

十分可能である

事業の受益者が特定の個人(団体)等に偏り
がなく公平性が保たれているか

　交付金対象事業として適切な事業費執行を行ってい
る。

事業実施手法の妥当性
現状が望ましい。

検討の余地がある

検討すべきである。

⑥

〔事業統合・連携・コスト削減〕 現状が望ましい・できない

A類似事業との統合・連携やコスト削減の可
能性

検討すべきである

高知市行政改革
推進本部

 C 事業縮小・再構築の検討

 D 事業廃止・凍結の検討

高知市行政改革
推進委員会

総
合
点

20.0

総
合
評
価

総　　合　　評　　価 評　価　理　由　・　今　後　の　方　向　性　等

 A 事業継続

　本路線は，宅地化が進行した北部環状線（県道）旭北部地区と国道33号を結ぶ幹線道路であるとともに地域の
生活道路として大きな役割を果たしており，平成30年２月の全線開通により，交通渋滞の緩和・解消による移動
の円滑化や通行の安全性の向上が図られている。

 B 改善を検討し，事業継続

　幹線道路機能と地域の生活道路としても大きな役割
を果たしており，JR福井踏切の踏切待ち渋滞の解消や
安全な通行に寄与している。

高知市議会

概ね保たれている

偏っている

公平性を欠いている

⑧

〔受益者負担の適正化〕 適正な負担割合である

A
事業実施の財源として，受益者負担割合
(一般財源負担割合)は妥当か。
補助金等交付事業の場合，対象経費は妥当
か。

事
業
実
施
の
公
平
性

⑦

〔受益者の偏り〕 極めて公平性が高い

A

5.0

概ね適正な負担割合である

検討の余地がある
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